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税務訴訟資料 第２６９号－１０８（順号１３３３１） 

東京地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 所得税更正処分等取消請求事件 

国側当事者・国（豊能税務署長） 

令和元年１０月２５日棄却・確定 

 

判     決 

原告          甲 

同訴訟代理人弁護士   坂田 真吾 

同           志賀 厚介 

被告          国 

同代表者法務大臣    河井 克行 

処分行政庁       豊能税務署長 

宮園 幸一 

被告指定代理人     川端 裕子 

同           橋口 政憲 

同           伊藤 隆行 

同           渋川 佐紀子 

同           赤羽 洋幸 

同           山端 克明 

同           村上 幸隆 

同           右近 秀二 

 

主     文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は、原告の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

 別紙１「請求の趣旨目録」記載のとおりである（同別紙で定める略称等は、以下においても

用いることとする。）。 

 なお、本判決においては、別紙４及び別紙６を含め、税額については、納付すべき税額が増

加する方向をプラス、還付金の額に相当する税額が増加する方向をマイナスと見て、ある金額

よりもプラス方向の部分を「超える部分」と表現し、マイナス方向の部分を「下回る部分」と

表現することとする。 

第２ 事案の概要 

 原告が、豊能税務署長に対し、いずれも法定申告期限内に、原告の平成１８年分から平成２

４年分まで（以下「本件各年分」という。）の所得税の各確定申告書及び平成１８年課税期間

から平成２４年課税期間まで（以下「本件各課税期間」という。）の消費税及び地方消費税

（以下、総称して「消費税等」という。）の各確定申告書を提出した（以下、総称して「本件
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各確定申告」という。）ところ、豊能税務署長は、平成２６年３月１３日付けで、原告が事業

所得に係る収入金額を隠蔽し、これを除外して確定申告をしていたなどとして、本件各年分の

所得税の各更正の処分及び本件各課税期間の消費税等の各更正の処分（以下、総称して「本件

各更正処分」という。）をするとともに、過少申告加算税（所得税については、平成２２年分

及び平成２４年分の所得税についてのみである。以下同じ。）及び重加算税の各賦課決定処分

（ただし、本件各課税期間の消費税等に係る過少申告加算税及び重加算税の各賦課決定処分に

ついては、国税不服審判所長が平成２７年７月１４日付けで原告に対してした裁決（本件裁

決）により一部取り消された後のもの。以下、上記の各賦課決定処分については、特に区別す

る必要がある場合を除き、本件裁決により一部取り消された後のものを指すものとする。また、

以下、本件各年分の所得税に係る過少申告加算税及び重加算税の各賦課決定処分と本件各課税

期間の消費税等に係る過少申告加算税及び重加算税の各賦課決定処分とを総称して「本件各賦

課決定処分」といい、本件各賦課決定処分と本件各更正処分を併せて総称するときは、「本件

各更正処分等」という。）をした。 

 本件は、原告が、豊能税務署長がした原告の所得の金額に係る推計が誤っているほか、仕入

れに係る消費税額の控除（消費税法３０条）の認定も誤っているなどとして、本件各更正処分

等の全部又は一部の取消しを求める事案である。 

１ 関係法令等の定め 

 別紙２「関係法令等の定め」のとおりである（同別紙で定める略称等は、以下においても用

いることとする。）。 

２ 前提となる事実関係（当事者の間に争いがない事実又は当裁判所に顕著な事実である。以下

「前提事実」という。） 

（１）原告及び原告の営む事業の概要等 

ア 原告の属性等 

 原告は、風俗営業、広告業及び飲食店営業を営むいわゆる白色申告者である。 

イ 原告が営む風俗営業の概要等 

 原告は、次の（ア）から（キ）までの７店舗（以下「本件各店舗」という。）において、

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（以下「風営法」という。）２条７項

１号に規定する無店舗型性風俗特殊営業を営み、大阪府公安委員会に対し、その旨の届

出をしていた。本件各店舗は、いずれも、ホームページ上に、本件各店舗と契約をして

いる接客従業者（客に接する業務に従事する者。本件ではいわゆる風俗嬢のことである。

以下同じ。）が提供する役務（本件では、異性の客の性的好奇心に応じてその客に接触す

る役務。いわゆる性的なサービスのことである。以下、特に断らない限り、同じ。）及び

その対価の額（時間帯及び役務の内容により異なっている。）を表示し、これを見て本件

各店舗の受付事務所を訪れた顧客から、上記の役務の提供に係る対価及び接客従業者を

指名した場合に生ずる料金（いわゆる指名料。上記の役務の提供に係る対価と総称して

「本件対価等」という。）の支払を受けていた。顧客は、その後、接客従業者と共にホテ

ルの一室に移動し、当該部屋において、接客従業者から役務の提供を受けるものとされ

ていた。 

 なお、顧客と接客従業者との間で、接客従業者が顧客に対して役務の提供をする時間

を延長する旨の合意が成立した場合の当該延長された時間に提供された役務の対価は、
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顧客が、接客従業者に対して直接交付するものとされていた。 

（ア）「Ｈ」との呼称（いわゆる屋号）を用いた店舗（以下「本件店舗１」という。） 

 本件店舗１は、大阪市淀川区内にあるＩとの名称のビル（以下「Ｉビル」という。）

３０３号室に受付事務所があった。 

（イ）「Ｊ」との呼称（屋号）を用いた店舗（以下「本件店舗２」という。） 

 本件店舗２は、Ｉビル６０３号室に受付事務所があった。 

（ウ）「Ｋ」との呼称（屋号）を用いた店舗（以下「本件店舗３」という。） 

 本件店舗３は、大阪市中央区内にあるＬとの名称のビル（以下「Ｌビル」という。）

の１３階の一室に受付事務所があった。 

（エ）「Ｍ」との呼称（屋号）を用いた店舗（以下「本件店舗４」といい、本件店舗１から

本件店舗４までを総称するときは、「本件４店舗」という。） 

 本件店舗４は、大阪市淀川区内にあるＮビルとの名称のビルの３階の一室に受付事務

所があった。 

（オ）「Ｏ」との呼称（屋号）を用いた店舗（以下「本件店舗５」といい、本件４店舗と併

せて総称するときは、「本件５店舗」という。本件５店舗は、平成１８年から平成２４

年を通じて（ただし、本件店舗５は、平成１８年８月に営業を開始した。）営業してい

たものである。） 

 本件店舗５は、大阪市北区内にあるＰビルとの名称のビルの４階の一室に受付事務所

があった。 

（カ）「Ｑ」との呼称（屋号）を用いた店舗（以下「本件店舗６」といい、本件５店舗と併

せて総称するときは、「本件６店舗」という。） 

 本件店舗６は、平成１９年５月頃、開店し、Ｌビルの９階の一室に受付事務所があっ

た。 

（キ）「Ｒ」との呼称（屋号）を用いた店舗（以下「本件店舗７」という。） 

 本件店舗７は、平成２１年７月頃、開店し、Ｉビル２０３号室に受付事務所があった。

なお、本件店舗７については、本件店舗７が独自に契約をした接客従業者はおらず、本

件店舗１又は本件店舗２が契約をした接客従業者をして、顧客に対して役務の提供をさ

せていた。 

ウ 原告の営む風俗営業の経理処理等 

（ア）本件各店舗において顧客が支払った本件対価等は、本件各店舗と接客従業者とで、

あらかじめ個別に取り決められた基準に基づいて分配されていた。 

（イ）接客従業者は、本件各店舗との間の個別の取決めにより、収受した報酬の一部から、

本件各店舗において生じた経費の一部を負担するものとされており（以下「経費負担相

当額」という。）、本件各店舗は、接客従業者が収受すべき報酬から経費負担相当額を控

除した後の金額を接客従業者に交付し、経費負担相当額を本件各店舗の収入として経理

処理していた。また、本件各店舗は、接客従業者が、①役務の提供に当たって使用する

消耗品及び衣服並びにホテルの割引券の各代金、②自身が消費した飲料の代金並びに③

ホテルへの送迎に要する費用（駐車場の代金を含む。）について、いずれも接客従業者

が負担すべきものであるとして、接客従業者から、当該代金又は費用に相当する金額

（以下「本件徴収金」という。）を徴収していた。 
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（ウ）本件各店舗の責任者は、表計算ソフト又は会計ソフトを用いて、当該各店舗におけ

る本件対価等及び経費負担相当額の合計額から接客従業者に対する報酬の額（ただし、

当該金額が本件各店舗が接客従業者に対して報酬を支払ったものであるか否かについて

は、当事者の間に争いがある。別紙３の２も参照。）を控除した後の残額（以下「粗金

の額」という。）及び経費を入力してデータを作成し、本件各店舗に係る経理の責任者

（以下「本件経理担当者」という。遅くとも平成２１年以降は、乙（以下「乙」とい

う。）である。）に交付していた。本件経理担当者は、上記のデータを基に、本件各店舗

の粗金の額及び経費の額を記載した集計表（以下「報告用集計表」という。）を作成し、

原告に対し、報告用集計表のデータ及びプリントアウトしたものを交付していた。 

エ 原告の営む他の事業の概要等 

（ア）原告は、「Ｓ」との呼称（屋号）を用い、本件各店舗に係るホームページ等を制作す

る広告業（以下「本件広告業」という。）を営んでいた。 

（イ）原告は、「Ｔ」との呼称（屋号）を用いた飲食店（以下「本件飲食店」という。）を

営んでいた。 

（ウ）ａ 原告は、大阪市中央区内において、「Ｕ」との呼称（屋号）を用いた風営法２条

６項１号に規定する店舗型性風俗特殊営業（浴場業の施設として個室を設け、当

該個室において異性の客に接触する役務を提供する営業）に係る店舗を営んでい

た有限会社Ｖの経営のアドバイスをしたり、上記の店舗の運営をしたりしていた。 

ｂ 原告は、大阪市都島区内において、「Ｗ」との呼称（屋号）を用いた風営法２条

６項２号に規定する店舗型性風俗特殊営業（個室を設け、当該個室において異性の

客の性的好奇心に応じてその客に接触する役務を提供する営業で同項１号に該当す

る営業を除くもの）に係る店舗を営んでいた株式会社Ｘの経営のアドバイスをした

り、上記の店舗の運営をしたりしていた。 

ｃ 原告は、大阪市淀川区内にあるビルの一室において、風営法２条９項に規定する

店舗型電話異性紹介営業（店舗を設けて、専ら、面識のない異性との一時の性的好

奇心を満たすための交際（会話を含む。）を希望する者に対し、会話（伝言のやり

取りも含むが、音声によるものに限る。）の機会を提供することにより異性を紹介

する営業で、一方の者からの電話による会話の申込みを電気通信設備を用いて当該

店舗内に立ち入らせた他の一方の者に取り次ぐことによって営むもの）に係る店舗

を営んでいた有限会社Ｙ（以下、前記ａの有限会社及びｂの株式会社と併せ総称し

て、「本件各法人」という。）の経営のアドバイスをしたり、上記の店舗の運営をし

たりしていた。 

（２）本件各更正処分等に至る経緯 

ア 原告は、いずれも法定申告期限内に、豊能税務署長に対し、本件各年分に係る所得税

の確定申告書及び本件各課税期間に係る消費税等の確定申告書を提出した（本件各確定

申告）。 

イ 大阪国税局課税第一部資料調査第一課職員（以下「本件調査担当者」という。）は、平

成２５年１０月から平成２６年３月までの間、原告に対し、原告の所得税及び消費税等

に関する調査（以下「本件調査」という。）を行った。本件調査担当者が、本件調査にお

いて把握することができた本件各店舗に係る収入金額、粗金の額及び接客従業者に対し
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て交付した金額を確認し得る帳簿書類及び電子データは、別表１の「店舗名」欄に記載

された各店舗につき、それぞれ、同表の「名称」欄に記載された帳簿書類等のうち、同

表の「平成１８年分」欄から「平成２５年分」欄にかけて薄い青色で色塗りされている

部分のもののみであった。また。本件調査担当者が、本件調査において把握することが

できた原告の本件広告業及び本件飲食店に関する帳簿書類等は、別表１の「Ｓ」欄又は

「Ｔ」欄につき、それぞれ、同表の「名称」欄に記載された帳簿書類等のうち、同表の

「平成１８年分」欄から「平成２５年分」欄にかけて薄い青色で色塗りされている部分

のもののみであった。 

（３）本件各更正処分等とその後の経緯等 

ア 豊能税務署長は、平成２６年３月１３日付けで原告に対し、別表２の「更正処分」欄

及び別表３の「更正処分等」欄にそれぞれ記載があるとおり、原告の本件各年分の所得

税及び本件各課税期間の消費税等の各更正の処分をするとともに、本件各賦課決定処分

（ただし、本件各課税期間の消費税等に係る重加算税の各賦課決定処分については、本

件裁決による一部取消し前のもの）をした。 

イ 原告は、平成２６年４月２日、大阪国税局長に対し、本件各更正処分等（ただし、本

件各課税期間の消費税等に係る重加算税の各賦課決定処分については、本件裁決による

一部取消し前のもの）について、それぞれ異議申立てをしたところ、大阪国税局長は、

同年６月２６日、原告に対し、上記の異議申立てをいずれも棄却する旨の決定をした。 

ウ 原告は、平成２６年７月２２日、国税不服審判所長に対し、前記イの異議決定を経た

後の本件各更正処分等（ただし、本件各課税期間の消費税等に係る重加算税の各賦課決

定処分については、本件裁決による一部取消し前のもの）になお不服があるとして審査

請求をしたところ、国税不服審判所長は、平成２７年７月１４日、本件各課税期間の消

費税等に係る重加算税の各賦課決定処分の一部を取り消し、その余の上記の審査請求を

いずれも棄却する旨の裁決（本件裁決）をした。 

（４）本件訴えの提起 

 原告は、平成２８年１月１４日、本件訴えを提起した。 

３ 争点 

（１）本件各店舗に係る総収入金額及び原告の本件各年分の雑収入の一部を構成する本件徴収金

の額並びに本件各課税期間の消費税等に係る課税売上高の計算に当たって被告が採用した推

計の方法の合理性（争点１） 

（２）消費税等に係る課税売上高の額及び仕入れに係る消費税額の控除の対象となる課税仕入れ

の額に接客従業者の報酬の額を含めることの適否（争点２） 

（３）本件各確定申告が課税標準等又は税額等の計算の基礎となる事実を隠蔽し又は仮装したと

ころに基づくものか否か（争点３） 

（４）本件各確定申告が偽りその他不正の行為により税額を免れたものか否か（争点４） 

（５）原告に国税通則法６５条４項（平成２８年法律第１５号による改正前のもの。以下同

じ。）にいう「正当な理由」があるか否か（争点５） 

（６）理由の提示に不備があるか否か（争点６） 

４ 争点に対する当事者の主張の要点 

 別紙３「争点に対する当事者の主張の要点」のとおりである（なお、同別紙で定める略称等
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は、以下においても用いることとする。）。 

５ 本件各更正処分等の根拠及び適法性に関する被告の主張 

 前記４に記載するもののほか、主位的には、別紙４「本件各更正処分等の根拠及び適法性」

に記載のとおりであり（なお、同別紙で定める略称等は、以下においても用いることとする。）、

予備的には、別紙６「本件各更正処分等の根拠及び適法性」と同旨である。 

 被告の主位的主張は、本件徴収金の額を原告の雑収入の一部を成すものとして、原告の収入

金額に加算するに当たり、本件徴収金の経費となるべき金額を原告の必要経費に加算する必要

がないことを前提とするものであり、被告の予備的主張は、本件徴収金の経費となるべき金額

のうち、本件調査の際に収集した資料の記載から原告が必要経費の金額を減算する処理をして

いたと推認することができる金額を、原告の必要経費に加算することを前提とするものである。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点１（本件各店舗に係る総収入金額及び原告の本件各年分の雑収入の一部を構成する本件

徴収金の額並びに本件各課税期間の消費税等に係る課税売上高の計算に当たって被告が採用し

た推計の方法の合理性）について 

（１）推計課税の必要性（総論） 

ア 推計課税に関する所得税法１５６条は、税務署長は、所得金額等を推計して更正等を

することができる旨を規定しているのみで、推計の方法によることができる場合の要件

等を具体的に規定していないが、所得税法は、申告納税方式を原則とし、かつ、帳簿書

類を用いて所得の実額を把握することを原則としているというべきであり、推計の方法

により更正等の処分をすることが許される場合は限定されているというべきである。他

方で、所得があることが明らかである場合に信頼し得る帳簿書類を欠くために所得の実

額を把握することができないからといって課税を見合わせることは許されない以上、①

納税者が帳簿書類を備え付けておらず、収入及び支出の状況を帳簿書類によって明らか

にすることができない、②納税者が帳簿書類を備え付けてはいるが、その内容が不正確

で信頼性に乏しい、③納税者等が調査に協力しないため、帳簿書類を入手することがで

きないなどの理由により、税務署長が納税者の所得の実額を把握し得ない場合に、例外

的に、各種の間接的な資料を用いて合理的な方法により所得金額を推計により認定して

更正等をすることは許されると解される。 

イ 本件においては、前提事実（２）イのとおり、本件調査担当者が、本件調査において

収集することができた本件各店舗についての本件各年分の帳簿書類は、別表１の「店舗

名」欄に記載された各店舗につき、それぞれ、同表の「名称」欄に記載されたもののう

ち、同表の「平成１８年分」欄から「平成２４年分」欄にかけて薄い青色で色塗りされ

ている部分のもののみであり、かつ、本件各年分の全てにわたって保存されていたもの

はなかった上、証拠（証人丙）及び弁論の全趣旨によれば、原告は、本件調査担当者に

対し、それ以外の本件各店舗に係る収入及び支出の状況を明らかにし得る書類又は電子

データを提供しなかったものと認められるから、前記ア①の場合に該当するものと認め

られ、一般的には、推計の方法による更正等をする必要性があったもの（なお、本件徴

収金に関する推計の必要性については、後記（６）において更に個別に検討する。）と認

めるのが相当である。 

（２）推計課税の合理性（総論） 
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ア 所得税法１５６条は、推計の必要性が認められる場合にどのような推計の方法を採る

べきかについて特に規定していないから、税務署長の裁量的判断に委ねているものと解

される。もっとも、同条が、税務署長が恣意的な推計をすることを許すものではないこ

とは当然であり、他方で、税務署長に必要以上の時間及び労力を掛けて資料の探索を求

めることも、推計の必要性を生じさせた納税義務者の行動、態度等に鑑みて適当ではな

いから、税務署長において現に入手し又は容易に入手し得る資料の限定性、調査時間及

び調査能力の制約、納税義務者間の公平等との関連で、採用された推計方法が、実額に

よる課税の代替的手段として当該納税義務者の所得の近似値を求め得る方法として社会

通念上相応の合理性があると認められる必要があり、かつ、それをもって足りるという

べきである。 

イ 本件において、豊能税務署長は、おおむね、（ａ）実額を把握し得た時期（平成２２年

１月から同年５月まで）における本件各店舗の粗金の額（売上金額に相当するもの（本

件対価等の額に経費負担相当額を加算した金額）から売上原価の額に相当するもの（接

客従業者に対する報酬の額）を控除した後の金額）のうちに占める申告粗金額の割合

（申告粗金割合。０．８０７８）を算出し、（ｂ）申告粗金割合を用いて申告粗金額を当

該割合で割り戻すことにより、推計粗金額を算出し、（ｃ）さらに、売上金額及び接客従

業者に対する報酬の額の実額を把握することができる本件日報（平成２５年１０月８日

から同年１１月２３日までの本件６店舗に係る日報）を用い、本件各店舗を構成する店

舗ごとの収入金額に占める粗金の額の割合（粗金率）を算出し、（ｄ）粗金率を用いて、

上記（ｂ）の推計粗金額を粗金率で割り戻す方法により、本件各店舗に係る総収入金額

を推計する方法を採用したものである。そして、①本件調査担当者が本件調査において

収集することができた帳簿書類が別表１の「店舗名」欄に記載された各店舗につき、そ

れぞれ、同表の「名称」欄に記載されたもののうち、同表の「平成１８年分」欄から

「平成２５年分」欄にかけて薄い青色で色塗りされている部分のものにとどまること、

②申告粗金割合及び粗金率を算出する基礎とした資料の記載内容の正確性を疑わせる事

情が見当たらないことに加え、③証拠（乙４ないし６、９の４・５）及び弁論の全趣旨

によれば、５期比較表を用いた推計によってもほぼ同様の結果が得られると認められる

ことにも照らすと、上記方法は、一般的には、実額による課税の代替的手段として当該

納税義務者の所得の近似値を求め得る方法として社会通念上相応の合理性がある（本件

各店舗に係る総収入金額の推計の合理性に関する個別の原告の主張については、後記

（３）及び（５）において検討し、本件徴収金の額の推計の合理性については、その必

要性と併せて、後記（６）において検討する。）と認めるのが相当である。 

（３）平成１８年分及び平成１９年分の申告額が真実の売上金額である旨の原告の主張に対する

判断 

ア 原告は、平成１８年分及び平成１９年分の所得税の確定申告において、真実の収入金

額を申告していた旨主張し、その裏付けとなる事実として、①本件前回調査が平成１８

年に実施され、平成１８年分の本件５店舗に係る真実の売上金額を課税庁に把握されて

おり、あえて同年分の売上金額の一部を除外して確定申告することは通常人の行動とし

ておよそ考えられず、事実上不可能であること、②仮に、平成１８年分の本件５店舗に

係る売上金額の一部を除外するとすれば、平成１８年１月から同年７月までのものは、
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本件前回調査によりその実額が把握されているから、上記の期間の売上金額の一部を除

外することは不可能であり、同年８月から同年１２月までについても、原告が本件前回

調査の対象となった年分の所得税の修正申告をするまでは、税務調査による監視下にあ

ったから、やはり売上金額の一部を除外することは極めて困難であり、かつ、当該期間

の売上金額の一部のみを除外すれば、実額が把握されている同年１月から同年７月まで

のものと比較して著しく不自然な金額となること、③平成１９年分の売上金額の約２割

を除外して確定申告をすれば、実態が把握されている前年（平成１８年分）との比較で

著しく不合理な申告となることから、売上金額の一部を除外して申告することが著しく

困難であること、④原告は、本件前回調査の直前の調査があった平成１５年の直後であ

る平成１５年分及び平成１６年分の収入金額については、売上金額の一部を除外するこ

となく真実の売上金額を申告していたとうかがわれる（原告による申告額と課税庁によ

る推計額との間に誤差以上の差が生じていない）ことの各事実を挙げ、原告の供述等に

これに沿う部分がある。 

イ（ア）前記ア①及び②については、証拠（甲１の１、乙３９ないし４２）及び弁論の全

趣旨によれば、（あ）豊能税務署長が、本件前回調査において把握することができた

のは、本件４店舗に係る平成１８年分の月別の粗金の額の一部（本件店舗１につき平

成１８年１月から同年７月まで、本件店舗２につき同年１月から同年３月まで、同年

５月及び同年６月、本件店舗３につき同年１月から同年８月（ただし、同月２７日）

まで、本件店舗４につき同年１月から同年７月（ただし、同月１６日）まで）にとど

まること、（い）原告がした原告の平成１８年分の所得税の確定申告においては、本

件５店舗を構成する各店舗に係る月別の収入金額が明らかにされているわけではなく、

１年間の総額の売上金額が記載されているにとどまることの各事実が認められるから、

豊能税務署長は、原告の同年分の収入金額を全て把握できていたわけではないと認め

られる。これに加え、（う）前提事実（１）イ（オ）のとおり、本件店舗５が開店し

たのは平成１８年８月であったところ、豊能税務署長は、平成１８年分の本件店舗５

に係る売上金額を全く把握していなかったことも併せ考慮すると、原告が、平成１８

年分の本件５店舗に係る売上金額の一部を除外することは極めて困難であり、かつ、

当該期間の売上金額の一部のみを除外すれば、実額が把握されている同年１月から同

年７月までのものと比較して著しく不自然な金額となるとは、直ちに認め難い。 

 したがって、原告が、同年分の売上金額の一部を除外して確定申告することは通常

人の行動としておよそ考えられず、事実上不可能であるとも認められないから、原告

の主張は、採用することができない。 

（イ）前記ア③については、前記（ア）に判示したとおり、原告が平成１８年分の売上

金額の一部を除外することが事実上不可能である、又は申告した金額が著しく不自然

な金額となるという事実が認められないことに加え、前提事実（１）イ（カ）のとお

り、本件店舗６は平成１９年５月頃開店したところ、豊能税務署長が平成１９年分の

本件６店舗を構成する各店舗に係る月別の収入金額を把握していなかったこと（前記

（ア）の（い）参照）も併せ考慮すると、平成１９年分の売上金額の約２割を除外し

て確定申告をすることが、平成１８年分との比較で著しく不合理な申告となり、その

ような確定申告をすることが著しく困難であるとは、直ちに認め難い。 
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 したがって、原告の主張は、採用することができない。 

（ウ）前記ア④については、そもそも、原告が主張するような事実関係であったことを

的確に裏付ける証拠はないから、その前提を異にするものというべきである。この点

をひとまずおき、仮に、原告が主張するところを前提としたとしても、従前の調査と

その直後の確定申告との関係が、そのまま、その後の調査とその直後の確定申告にも

当てはまるとの一般的な経験則があるとまではいえず、また、前記（ア）及び（イ）

のとおり、原告の主張に沿う他の事実関係があるとも認められないことにも照らすと、

原告が主張するところをもっても、直ちに、原告が平成１８年分及び平成１９年分の

所得税の確定申告において、真実の収入金額を申告していたことまでは推認し難い。 

 したがって、原告の主張は、採用することができない。 

ウ 原告は、①平成２２年１月から同年５月までの間の本件４店舗に係る粗金の額の合計

額に占める同年１月から同年５月までの間の本件店舗４に係る粗金の額の割合を算出し、

②平成１８年分の本件店舗４に係る粗金の額を上記①で算出した割合によって割り戻し、

平成１８年分の本件４店舗の粗金の額の合計額を推計した上で、③当該合計額に平成１

８年に開店した本件店舗５に係る粗金の額を加算した金額が同年分の本件５店舗の粗金

の額であることになるところ、当該金額は、被告がした同年分の本件５店舗の推計粗金

額よりも原告がした同年分の所得税の確定申告における収入金額と近いから、同年分に

おいて売上金額の一部を除外していたとは認められず、これは、平成１９年分の売上金

額についても同様である旨主張する。 

 しかし、前記イ（ア）のとおり、本件前回調査において、本件４店舗に係る平成１８

年分の月別の粗金の額の一部が判明しているから、これを基に同年分の本件５店舗に係

る粗金の額を推計することも可能であるところ、証拠（甲１の１、乙１６の１、乙２４

の１、乙３９ないし４２）及び弁論の全趣旨によれば、①本件４店舗に係る平成１８年

分の月別の粗金の額の一部（平成１８年１月から同年３月まで、同年５月及び同年６

月）の総額（３億６７３８万４４３５円）に占める本件店舗４に係る粗金の額（１億０

２７８万４０１５円）の割合が２７．９８％となること、②平成１８年分の本件店舗４

に係る粗金の額（２億４５１６万１６４０円）を上記の割合（２７．９８％）で割り戻

して計算される同年分の本件４店舗に係る粗金の額の総額が８億７６２０万３１４５円

と推計することができること、③原告がした平成１８年分の所得税の確定申告における

事業所得の総収入金額から、弁論の全趣旨により認められる本件広告業及び本件飲食店

に係る各総収入金額を控除した平成１８年分の申告粗金額が８億４７６０万８２５５円

であることの各事実が認められる。 

 そうすると、上記②及び③のとおり、平成１８年分の本件４店舗に係る粗金の額の総

額（本件店舗５の粗金の額は含まれていない。）だけで平成１８年分の申告粗金額を上回

ることになり、原告がした平成１８年分の申告粗金額が真実のものであるとは必ずしも

認め難いことがうかがわれることになる。 

 これに加え、本件においては、平成２２年１月から同年５月までにおける本件４店舗

に係る売上金額に占める本件店舗４の売上金額の割合が平成１８年分においても同様で

あることを的確に裏付ける証拠が見当たらないことにも照らすと、原告の主張するとこ

ろをもって直ちに、原告が原告の平成１８年分の所得税の確定申告において、真実の売
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上金額を申告していたとの事実を推認し難いというべきである。 

 したがって、原告の主張は、採用することができない。 

エ 以上によれば、原告の指摘するところをもっても、原告が、平成１８年分及び平成１

９年分の所得税の確定申告において、真実の収入金額を申告していたとまではうかがわ

れず、被告がした推計が合理的ではないとも認め難い。 

（４）本件調査担当者が作成した質問応答記録書の信用性 

ア 原告は、原告が平成１８年分の所得税の確定申告においても売上金額の一部を除外し

ていた旨の供述が録取されている質問応答記録書（乙１１ないし１３）の信用性がない

旨主張するので、順次検討する。 

イ 原告は、本件調査担当者が原告から事情を聴取した際、パソコン又はワープロを持参

したことはないから、質問応答記録書（乙１３ないし１５）は、事情聴取とは無関係に

事前に作成されたものにすぎず、質問応答記録書（乙１２）は、手書きで作成されたも

のであるものの、当該記録書が作成された日（平成２５年１０月１７日）は、事情聴取

に費やす時間がなかったから、本件調査担当者が、事情聴取とは関係なく事前に作成し

たものであるか、原告との会話もなく一方的に作成したものであるかのいずれかである

として、本件各質問応答記録書は、真実のやり取りが記録されているものとはいえない

旨主張する。 

 しかし、証拠（乙４５、５２、証人丙）によれば、質問応答記録書は、質問者と回答

者との間で交わされた質問調査の際のやり取りを、その一言一句に至るまで忠実に再現

するものではないことが認められるから、調査の担当者が、それらの原案を原告に示す

前にあらかじめ作成していた、本件調査担当者の発言が原告の発言として記載されてい

る等の事情があることを前提としたとしても、直ちに、質問応答記録書に記載された内

容の真実性に疑いを差し挟む余地が生ずるものとは認められない。その上で、証拠（乙

４５、５２、証人丙）によれば、①調査の担当者は、質問応答記録書の原案を回答者に

読み聞かせながら、当該原案を閲読させ、内容について回答者から訂正の申立てがあっ

た場合にはその趣旨に沿って訂正し、回答者から間違いがない旨の確認を得て、当該質

問応答記録書に回答者の署名及び押印を得るという手順で、質問応答記録書を完成させ

るものであること、②本件調査担当者は、本件各質問応答記録書についても、上記①と

同様の手順に沿って作成したことの各事実が認められ、さらに、③本件各質問応答記録

書の末尾に原告の署名が（一部のものについては、原告の指印も）されていることが認

められる（乙１０ないし１５）から、これらによれば、本件各質問応答記録書の原案が

事前に作成されたものであることを前提としたとしても、そのことから直ちに、本件各

質問応答記録書の内容の真実性に疑いを差し挟む余地が生ずるものとは認められない。 

 さらに、質問応答記録書（乙１２）については、証拠（乙４４の２、４５、５２、証

人丙）によれば、本件調査担当者が、平成２５年１０月１７日午前１０時から同日午後

１時３０分までの間に、原告に対して質問調査を行い、同日午後３時以降に、本件店舗

３において、それまでの間に当該原告との質問応答の内容を本件調査担当者がまとめた

ものを原告に読み聞かせ、原案を原告に閲読させた上で原告の署名及び指印を得た結果、

作成されたものであると認められる。 

 したがって、本件各質問応答記録書の作成過程自体に、本件各質問応答記録書の内容
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の真実性に疑いを差し挟む余地を生じさせる事情が存したとは認め難いのであり、原告

の主張は、採用することができない。 

ウ（ア）原告は、本件調査を受けた当初、売上金額の一部を除外することを開始した時期

を問われたのに対し、いつからとは覚えていない旨を明確に回答していた（乙１０）

ところ、その後に、本件調査担当者から、平成１８年からではないかと問われた際、

平成１８年は正に税務調査が入っており、平成１８年分の売上げは、本件前回調査に

よって把握されているから、売上金額の一部を除外することなどできるわけがないし、

そのようなことをしていないと明確に回答したが、本件調査担当者が、上記の回答に

対し、「できるわ」と断定的に述べて原告の言い分に耳を傾けず、上記の原告の回答

を応答記録（乙４４の１ないし６）にも、質問応答記録書にも、全く記録することは

なく、原告に対し、「平成１８年頃より」との記載のある質問応答記録書に署名する

よう求めてきたものであるから、「平成１８年頃より」との質問応答記録書（乙１１

ないし１３）の記載は、原告の回答とは無関係に、本件調査担当者が記載したもので

ある旨主張し、原告の供述等にこれに沿う部分がある。 

 しかし、証拠（乙４４の１ないし６、乙４５、５２、証人丙）によれば、①応答記

録（乙４４の１）には、原告が、本件調査担当者から、「いつからこの方法で減らし

ていますか。」との質問を受け、「ずっとやってます。」と答え、更に、本件調査担当

者から、「平成１８年以降やってますか。」との質問を受け、「やってます。」と答えた

旨が記録されていること、②原告の平成２１年分から平成２４年分までの所得税の確

定申告に関与又は原告を代理した税理士である丁税理士（以下「本件税理士」とい

う。）は、質問応答記録書（乙１１ないし１５）の前提となる本件調査担当者と原告

とのやり取りがされていた際にも、当該やり取りの場に立ち会っていたところ、本件

税理士は、原告の個人的な趣味嗜好に係る支出額に係る供述を原告がした際、よく考

えて供述すべき旨を述べたにとどまり、その余のやり取りについて何らかの発言をし

た旨の記録が残っていないこと、③本件各質問応答記録書に原告が署名をした際、本

件税理士が同席していたことの各事実が認められ、これに加え、前記イのとおり、本

件調査担当者が、質問応答記録書の原案を原告に読み聞かせながら、当該原案を原告

に閲読させ、内容について原告から訂正の申立てがあった場合にはその趣旨に沿って

訂正し、原告から間違いがない旨の確認を得て、当該質問応答記録書に原告の署名を

得たことも併せ考慮すると、原告は、本件税理士の関与の下、質問応答記録書（乙１

１ないし１３）における売上金額の一部を除外するのを開始した時期に係る「平成１

８年頃から」（乙１１、１２）又は「平成１８年以降は」（乙１３）との記載を認識し、

それを訂正する機会も与えられた上で、これらの質問応答記録書に署名をしたものと

認められるから、上記の記載が、原告の回答とは無関係に、本件調査担当者が記載し

たものであるとは認め難いというべきである。 

 また、原告は、平成１８年は正に税務調査が入っており、平成１８年分の売上げは、

本件前回調査によって把握されているから、売上金額の一部を除外することなどでき

るわけがないし、そのようなことをしていないと明確に回答した旨主張するところ、

応答記録（乙４４の１ないし６、乙４７ないし５１）には、それに沿う発言があった

旨は記録されていないだけではなく、「平成１８年とかは調査もあったし、売上を少
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なくするのもそんなにしていないと思う。」旨の上記の主張とは整合しない発言があ

ったことが記録されている（乙４７）ほか、上記の主張に沿う本件税理士の発言

（「平成１８年、１９年分は前の調査を受けた直後なんでやっていないので切っても

らう。堅いところは、平成２２年の１月から５月で月額２０００万円抜いているとこ

ろなので、５カ月で１億円、それを申告売上に足して平成２２年の売上が約１２億１

千万円になります。その年の申告している必要経費は１０億６千万円で何もやってい

ないし問題事項はないので、その売上金額に対する必要経費率が８７．６％となる

（後略）」）の前後において、原告がそれに沿う発言をした旨の記録も見当たらない

（「いくらやったかはわからないんで、先生に任せます。」旨の発言があったことが記

録されているにとどまっている。乙４９）。なお、上記の主張に沿う本件税理士の発

言の後には、本件税理士が指摘する必要経費率の計算が不合理である旨の本件調査担

当者の指摘に対し、本件税理士が、「分かってますけど、そんな事言ってたら、まと

まらないからこうしたんですよ。」などと発言したり、「これぐらいが妥当やと思うん

ですけどね。」、「こちらは、払える金額でおさえてほしいんです。でも、このままで

したら、裁判でも何でもするしかないですね。」などと発言をしたりしたことが記録

されている（乙４９）ことにも照らすと、本件税理士は、原告が新たに納付すべき所

得税の額を減らす交渉の材料とする目的で、上記の主張に沿う発言をしたともうかが

われる。 

 そうすると、上記の原告の主張に沿う原告の供述等は、採用することができず、本

件の証拠関係の下においては、原告が、本件調査担当者に対し、平成１８年は正に税

務調査が入っており、平成１８年分の売上げは、本件前回調査によって把握されてい

るから、売上金額の一部を除外することなどできるわけがないし、そのようなことを

していないと明確に回答したとも認め難い。 

 したがって、原告の主張は、採用することができない。 

（イ）原告は、質問応答記録書（乙１１ないし１５）には、原告が売上金額の一部を除

外することを開始した時期について、「平成１８年」という記載があるが、これらの

質問応答記録書の記載は、「平成１８年」という時期を特定した文言だけが異様に具

体的である反面、①本件調査担当者が、原告に対し、平成１８年分の確定申告書等の

資料を提示し、具体的に売上金額等を示した上で、売上金額の一部を除外したことは

間違いないか、どの程度の金額を除外したのかということを質問していない、②質問

応答記録書に記載された「平成１８年以降」に平成１８年分が含まれるのか、当初は、

売上金額の一部を除外することを開始した時期について、分からない又は平成１８年

頃という不確定な特定方法であったのに、その後になぜ明確に平成１８年も売上金額

の一部を除外していたという供述になったのかについて、全く記載がない、③本件経

理担当者及び原告の確定申告に関与した税理士がいずれも平成２１年に交代している

ことについて、全く記載されていない、④平成１８年においては、本件前回調査がさ

れており、店舗の各月の売上金額の一部を除外するという原告がしていた方法によっ

て売上金額の一部を除外することは不可能であるから、本件前回調査との関係を踏ま

えて、平成１８年分の売上金額の一部を具体的にどのように除外していたのかについ

ての説明が必要であるところ、原告からはそれに関する説明は全くなく、本件調査担
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当者もそれを質問した形跡がないなど、記載の具体性に欠けているところ、これは、

本件調査担当者が、更正の対象となる年分を最大限に確保することを念頭に、売上金

額の一部を除外することを開始した時期の記憶が不明瞭であると主張する原告をなだ

めすかし、「平成１８年頃」という曖昧な調書を作成し、後に、原告に対して明確な

確認をすることもなく、「頃」を「以降」に変更したものとしか考えられない旨主張

する。 

 しかし、前記（ア）のとおり、原告が、平成１８年は正に税務調査が入っており、

平成１８年分の売上げは、本件前回調査によって把握されているから、売上金額の一

部を除外することなどできるわけがないし、そのようなことをしていないと明確に回

答したとの事実が認められないことを前提とすると、本件調査担当者が、原告に対し、

上記①、②及び④のような内容の供述を求める必要性に乏しかったものと認められる

のであり、これらの内容の供述が質問応答記録書に記載されていないことをもって直

ちに、質問応答記録書の内容の真実性に疑いを差し挟む余地が生ずるとは認め難い。

また、本件調査担当者が上記③の事実を質問応答記録書に記録していないとしても、

本件経理担当者又は原告の確定申告に関与した税理士が替わったことが、本件調査に

おける重要な争点となっていたり、事実認定に重大な影響を及ぼすものとの認識が共

有されていたりしたわけではないことに照らすと、やはり、これらの事実が質問応答

記録書に記載されていないことをもって直ちに、質問応答記録書の内容の真実性に疑

いを差し挟む余地が生ずるとは認め難い。そして、本件の証拠関係の下においては、

本件調査担当者が、売上金額の一部を除外することを開始した時期の記憶が不明瞭で

あると主張する原告をなだめすかし、「平成１８年頃」という曖昧な調書を作成した

上で、原告に対して明確な確認をすることもなく、「頃」を「以降」に変更したとは

認められず、原告の憶測にとどまるものといわざるを得ない。 

 したがって、原告の主張は、採用することができない。 

（ウ）原告は、質問応答記録書（乙１０）の前提となる応答記録（乙４４の１）の「い

つからこの方法で減らしていますか。」「ずっとやっています。」「平成１８年以降やっ

てますか。」「やってます。」との記載は、実際には存在しなかったやり取りを記載し

たものであることを被告も認めている旨主張する。 

 しかし、証拠（乙４５、５２、５５、証人丙）によれば、①原告は、質問応答記録

書（乙１０）の前提となる応答記録（乙４４の１）に記録された対象となったやり取

りにおいても、平成１８年分の所得税の確定申告から売上金額の一部を除外していた

こと自体は、認めていたものの、その具体的な時期や手口は曖昧なままであり、かつ、

本件調査担当者において、原告の供述を裏付ける客観的な証拠を入手することができ

ていない状況にあったこと、②本件調査担当者は、当該供述と矛盾する客観的な証拠

が出てきた場合に、当該供述の信用性が失われることを恐れたことの各事実が認めら

れるから、これらの事実を前提とすると、原告が、質問応答記録書（乙１０）の前提

となる応答記録（乙４４の１）に記録された対象となったやり取りにおいて、平成１

８年分の所得税の確定申告から売上金額の一部を除外していたこと自体を認める供述

をしていたにもかかわらず、これを質問応答記録書（乙１０）に記載しないとした本

件調査担当者の判断が、不合理であるとはいえないのであって、実際には存在しなか
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ったやり取りを記載したものであることを被告が認めているとも認め難いというべき

である。 

 したがって、原告の主張は、その前提を異にするものであって、採用することがで

きない。 

（エ）原告は、質問応答記録書（乙１１、１２）には、「前の税務調査が終わってからに

なりますので、平成１８年頃からだと思います」との記載があるところ、いったん税

務調査がされれば相当長期間次の調査がされないということはなく、原告もそのよう

な期待を抱いたこともないから、前の税務調査が終わったことが、なぜ、売上金額の

一部を除外することを開始する理由となるのか判然としないのであって、原告がこの

ような発言をするはずがなく、原告が本件調査担当者に対して平成１８年に本件前回

調査があったから平成１８年分については売上金額の一部を除外することができるは

ずがない旨を主張したことについて、本件調査担当者が、巧みにその言葉尻だけをつ

なげて上記のような意味不明な作文をしたことを推認させるものである旨主張する。 

 しかし、原告が指摘する質問応答記録書の「前の税務調査が終わってからになりま

すので、」との記載は、その文脈に照らし、原告が平成１８年頃から売上金額の一部

を除外した上で確定申告をするのを開始したことの理由を示すものではなく、原告が

売上金額の一部を除外した上で確定申告をするのを開始した時期を特定するための特

徴的な出来事を示すものであると読み取ることができる上、前記（ア）のとおり、原

告が、平成１８年は正に税務調査が入っており、平成１８年分の売上げは、本件前回

調査によって把握されているから、売上金額の一部を除外することなどできるわけが

ないし、そのようなことをしていないと明確に回答したとの事実は認められないから、

原告の主張するところは、その前提を異にするものというべきである。 

 したがって、原告の主張は、採用することができない。 

（オ）原告は、本件調査担当者において、更正の対象となる年分を最大限に確保するた

め、可能であれば、原告に、確定的に平成１８年分の売上金額の一部を除外した旨の

供述をさせる強い動機があったはずであるから、「頃」と「以降」の使い分けを意識

していなかったはずがないところ、売上金額の一部を除外するのを開始した時期を原

告に対して質問したのは、１回だけで、しかも、質問応答記録書（乙１１）には、

「金額や方法については覚えていませんが、売上を少なくするという行為は前の税務

調査が終わってからなので、平成１８年頃からだと思います。」と記載されているに

すぎず、「頃」という曖昧な表現が用いられているほか、「前の税務調査が終わってか

ら」という通常人からすれば、調査された年を含まないと解するのが通常である内容

の限度でしか、原告の署名及び押印を得られないと判断したものということができ、

さらに、その後の質問応答記録書（乙１２、１３）は、原告に対して改めて売上金額

の一部を除外するのを開始した時期を質問することなく、「頃」と「以降」という言

葉を巧みにちりばめて原告に警戒心を抱かれない表現とした上で、作成されたものに

すぎないから、本件調査担当者は、明確な否認供述を質問応答記録書に残すことによ

って平成１８年分の推計課税が困難となることを避けるため、あえて、「頃」と「以

降」という表現を混在させ、あたかも、原告が、平成１８年分の売上金額からその一

部を除外するのを開始したことを認めたかのような外観を整えようとしたものという
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べきである旨主張する。 

 しかし、証拠（乙４５、５２、証人丙）によれば、本件調査担当者は、質問応答記

録書（乙１１ないし１３）の前提となる原告とのやり取りにおいて、何度も、原告が

売上金額の一部を除外するのを開始した時期が平成１８年分であるのかを確認する趣

旨の質問をし、原告が、その都度、これを肯定していたことが認められることに加え、

前記イのとおり、本件各質問応答記録書に原告が署名していることを含む本件各質問

応答記録書の作成過程自体からは、本件各質問応答記録書の内容の真実性に疑いを差

し挟む余地が生じないことにも照らすと、応答記録（乙４４の２・３）に、原告が売

上金額の一部を除外するのを開始した時期に関するやり取りが記載されていないとし

ても、そのことをもって直ちに当該やり取り自体が存在しなかったとは認め難いので

あって、原告の主張は、その前提を異にするものというべきである。そして、質問応

答記録書（乙１１ないし１３）の記載に関するその余の評価にわたる部分に係る原告

の主張は、これを的確に裏付ける証拠が見当たらず、いずれも原告の憶測に基づくも

のというべきである。 

 したがって、原告の主張は、採用することができない。 

エ（ア）原告は、本件調査より前に３回ほど税務調査を受けているところ、「平成１８年」

との質問応答記録書（乙１１ないし１３）における記載について、除外を開始した時

期が重要なものとなるとは考えてもおらず、消費税や推計の方法（修正申告を求めら

れる金額）に関心があったことから、上記の記載を訂正しなかったにすぎないし、質

問応答記録書に署名をしたのも同様の理由によるものであって、平成１８年分及び平

成１９年分の売上金額の一部を除外したことまで認めた趣旨ではなく、このことは、

応答記録（乙４７ないし５１）におけるやり取りからもうかがわれる旨主張し、原告

の供述等にこれに沿う部分がある。 

 しかし、売上金額の一部を除外することを開始した時期は、所得税及び消費税の更

正を受ける始期となるだけではなく、加算税を賦課される年分の始期をも画するもの

であり、過去に何度も調査を受けていることを自認している原告は、それを認識して

いたものと推認されるから、上記の時期が重要なものとなるとは考えていなかった旨

の原告の供述等の真実性には、合理的な疑いを差し挟む余地がある。また、原告が、

消費税や推計の方法に関心を有していたことを前提としたとしても、そのことが、同

時に、売上金額の一部を除外することを開始した時期にも関心を有することと矛盾す

るわけではなく、両立し得るものであるから、原告が、消費税や推計の方法に関心を

有していたことをもって直ちに、売上金額の一部を除外するのを開始した時期に係る

「平成１８年」との質問応答記録書（乙１１ないし１３）における記載の訂正を求め

ないことが合理的であるとも認め難い。そして、証拠（乙４７、４９）によれば、本

件税理士は、平成１８年分及び平成１９年分の売上金額の一部を除外した事実はない

旨の意見を述べていることが認められるものの、原告は、「平成１８年とかは調査も

あったし、売上を少なくするのもそんなにしていないと思う。１９、２０年のＫ（本

件店舗３）は多い。Ｏ（本件店舗５）も１９、２０年は暇やったから、こんなに無い

と思います。」旨を発言したのみであったことが認められるから、原告が指摘する応

答記録（乙４７ないし５１）におけるやり取りを前提としたとしても、原告が、売上
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金額の一部を除外することを開始した時期が重要なものとなるとは考えていなかった

とか、平成１８年分及び平成１９年分の売上金額の一部を除外したことまで認めた趣

旨ではないとは認め難い。 

 したがって、原告の主張は、採用することができない。 

（イ）原告は、①質問応答記録書（乙１２）は、その前提となる応答記録（乙４４の

２）上は、原告の住所地で作成されたことになっているが、当該質問応答記録書上は

本件店舗３で作成されたことになっており、作成場所に矛盾があること、②原告が普

段使わないような言葉を用いて原告が話したかのような応答記録（乙４４の４）の記

載があること、③原告の従業員が本件調査に同席し、度々、本件調査担当者の認識の

誤りを指摘するなどしていたにもかかわらず、応答記録（乙４４の３ないし６）には、

それがほとんど記録されていない（乙４４の３の一部のみ）ことといった不自然な点

又は矛盾点が多くある旨主張するが、いずれも、これまでに判示したところに照らし、

その前提を異にするか、応答記録又は質問応答記録書の真実性に疑いを差し挟む余地

を生じさせる事情とはいえないかのいずれかであるから、採用することができない。 

オ 以上のもののほか、本件の証拠関係の下においては、本件各質問応答記録書の内容の

真実性に疑いを差し挟む余地を生じさせる証拠等は見当たらない。 

 したがって、本件各質問応答記録書の記載は、信用することができるものであると認

められる。 

（５）平成１８年分、平成１９年分、平成２２年分及び平成２４年分の推計による各粗金の額が

いずれも過大である旨の原告の主張に対する判断 

ア 原告は、①被告が主張する平成２２年分の本件各店舗に係る推計粗金額の総額（１３

億０７０５万５０６５円）から、本件店舗５、本件店舗６及び本件店舗７に係る各推計

粗金額の合計額（本件店舗５につき２億２７１５万５３６７円、本件店舗６につき２億

７１７９万２５２１円、本件店舗７につき５２２万３８２２円）を控除した後の金額

（８億０２８８万３３５５円）に、平成１８年８月から同年１２月までの本件店舗５の

粗金の額を加算したものが平成１８年分の本件５店舗に係る推計粗金額の総額となり、

②上記の１３億０７０５万５０６５円から、本件店舗６及び本件店舗７に係る各推計粗

金額の合計額（本件店舗６につき２億７１７９万２５２１円、本件店舗７につき５２２

万３８２２円）を控除した後の金額（１０億３００３万８７２２円）に平成１９年５月

から同年１２月までの本件店舗６の粗金の額を加算したものが平成１９年分の本件６店

舗に係る推計粗金額の総額となり、これらは、原告がした確定申告の額（平成１８年分

につき８億４７６０万８２５５円、平成１９年分につき１０億７６０７万８１１２円）

と近似しているところ、これと比して、被告が主張する平成１８年分の本件５店舗に係

る推計粗金額の総額（１０億４９２７万９８４０円）及び平成１９年分の本件６店舗に

係る推計粗金額の総額（１３億３２１０万９５７１円）は、明らかに過大である旨主張

する。 

 しかし、上記の原告による推計は、平成１８年分及び平成１９年分の本件４店舗に係

る粗金の額の合計額が、いずれも平成２２年分の本件４店舗に係る粗金の額の合計額と

同程度であること、すなわち、本件店舗５が平成１８年８月頃に開店したものであり、

平成１８年分の本件５店舗に係る申告粗金額には、本件店舗５の５か月分の粗金の額し
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か計上されていないこと及び本件店舗６が平成１９年５月頃に開店したものであり、平

成１９年分の本件６店舗に係る申告粗金額には、本件店舗６の８か月分の粗金の額しか

計上されていないことをそれぞれ考慮に入れたとしても、平成１８年分の本件５店舗及

び平成１９年分の本件６店舗に係る各申告粗金額と平成２２年分の本件５店舗又は本件

６店舗に係る推計粗金額が大きく異ならないことを前提としない限り、成立しないもの

である（原告は、平成２２年分については、売上金額の一部を除外したことを認める一

方で、平成１８年分及び平成１９年分については、真実の売上金額を確定申告した旨を

主張しているからである。）。 

 しかるところ、証拠（甲１の１・２、乙７の１ないし４、９の３、１６の１・２）及

び弁論の全趣旨によれば、平成１８年分の本件５店舗に係る申告粗金額が８億４７６０

万８２５５円、平成１９年分の本件６店舗に係る申告粗金額が１０億７６０７万８１１

２円、平成２２年分の本件６店舗に係る申告粗金額が１０億５１１９万４３１５円｛（６

億３４０９万４６５９円－２５２万１０００円）＋（４億２１７２万３６５６円－２１

０万３０００円）｝であって、推計粗金額が１３億０１３０万５１６８円（≒１０億５１

１９万４３１５円÷０．８０７８）となり、同年分の本件５店舗に係る申告粗金額が８億

３４４４万２３１５円｛（６億３４０９万４６５９円－２５２万１０００円－１億３６７

６万５０００円）＋（４億２１７２万３６５６円－２１０万３０００円－７９９８万７

０００円）｝であって、推計粗金額が１０億３２９８万１３２５円（≒８億３４４４万２

３１５円÷０．８０７８）となることが、それぞれ認められる。 

 そうすると、平成１８年分の本件５店舗に係る申告粗金額（８億４７６０万８２５５

円）と平成２２年分の本件５店舗に係る推計粗金額（１０億３２９８万１３２５円）と

が大きく異なっているものと認められ、また、平成１９年分の本件６店舗に係る申告粗

金額（１０億７６０７万８１１２円）と平成２２年分の本件６店舗に係る推計粗金額

（１３億０１３０万５１６８円）とが大きく異なっているものと認められる。 

 これに加え、前記（２）イのとおり、被告がした推計の結果については、５期比較表

を用いた推計によってもほぼ同様の結果が得られることも併せ考慮すれば、本件の証拠

関係の下においては、原告の主張するところをもっても、被告がした推計が合理性を欠

くとの合理的な疑いを差し挟む余地が生ずるものとまでは認め難いというべきである。 

 したがって、原告の主張は、採用することができない。 

イ（ア）原告は、平成１８年から平成２１年にかけて店舗数が増加したことから、平成１

８年から平成２０年にかけて売上げが増大していくのが自然であるにもかかわらず、

被告の推計によれば、平成１９年分の粗金の額（１３億３２１０万９５７１円）が平

成２０年分の粗金の額（１２億７１２０万６５３７円）を上回っているから、平成１

９年分の推計粗金額が多額に過ぎる旨主張し、原告の供述等にこれに沿う部分がある。 

 しかし、経済の状態の変動（例えば、平成２０年には、いわゆるリーマンショック

が発生し、我が国の経済に大きな影響を与えたことは、公知の事実である。）等の事

情によって売上金額が変動することも十分に考えられる以上、店舗数が増えたことと

売上金額が必ず正比例するものであるとの経験則が一般に存在するとはいえない（原

告も、この点を裏付ける的確な客観的事情を指摘しておらず、抽象的に、店舗が増え

て売上げが下がることはない旨を供述するにとどまる。）から、単に平成１９年分の
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粗金の額が平成２０年分の粗金の額を上回っているとの事実から直ちに、平成１９年

分の推計粗金額が多額にすぎると推認することもできず、これに反する原告の供述等

も採用することができない。 

 したがって、原告の主張は、採用することができない。 

（イ）原告は、平成１８年分の本件店舗４の売上金額（２億２６１６万５５００円）よ

りも平成１９年分の本件店舗４の売上金額（１億２４１９万５８０７円）が大幅に減

少しており、このことからも、被告による平成１９年分の推計粗金額が多額にすぎる

ということができる旨主張する。 

 しかし、証拠（乙３の４）によれば、平成１９年分の本件店舗４の売上金額は、２

億１４６８万６３５２円であると認められるから、これを前提とすると、平成１８年

分の本件店舗４の売上金額と平成１９年分のそれとの間で、大幅な変動はないという

べきであり、原告の主張は、その前提を異にするものというべきである。 

 したがって、原告の主張は、採用することができない。 

ウ 原告は、平成２２年分については、同年１月から５月までの本件６店舗の個別申告集

計表が存在しているから、各店舗の個別の粗金率に基づいて推計する方がより合理的で

あるところ、被告は、本件６店舗の平均粗金率を用いて推計しているが、これは、原告

に不利な推計に変更したものであり、合理性がない旨主張する。 

 しかし、原告が主張するところによっても、同年６月から同年１２月までにおいても、

同年１月から同年５月までの本件６店舗の個別の粗金率と同率の粗金率であったなどの

主張はなく、それに沿う証拠も見当たらない上、本件全証拠によっても、本件各店舗を

構成する店舗ごとに常に粗金率を一定にしていたとか、一定の規則性をもって売上金額

の一部を除外していたなどの事実を認めるに足りないから、平成２２年分の推計粗金額

の算定について、被告がした推計の方法が社会通念上相応の合理性を欠くに至るとまで

は認め難いというべきである。この点をひとまずおくとしても、弁論の全趣旨によれば、

原告の主張と同様の方法による推計の方法を採用した本件各更正処分における平成２２

年分の本件各店舗に係る所得金額と比較し、被告が主張する推計の方法に基づく同所得

金額は、２３万９５６６円減少することが認められるから、原告に不利な推計に変更し

たものとは認められない。 

 したがって、原告の主張は、その前提を異にするものであって、採用することができ

ない。 

エ 原告は、平成２４年分の本件店舗１に係る粗金の額について、店長会議資料において

は１億０６７８万５５００円であるのに対し、平成２４年分の本件店舗１に係る個別申

告集計表においては１億０１０４万７０００円であって、除外した売上金額の割合は２

割に達していないのであり、本件各店舗を構成する各店舗の全てにおいて約２割の売上

金額を除外していたわけではないから、平成２４年分の本件店舗１に係る粗金の額につ

いては、店長会議資料と個別申告集計表から判明する申告粗金割合（９４．６２％）を

基礎とすべきであって、被告の推計は合理性がない旨主張する。 

 しかし、前提事実（２）イのとおり、本件調査担当者が、平成２４年分の本件各店舗

を構成する店舗ごとの粗金の額の実額を把握することができたのは本件店舗１、本件店

舗３及び本件店舗６のもののみであり、その余の店舗については、これを把握すること
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ができなかった上、証拠（乙４、５、８、９の５）及び弁論の全趣旨によれば、平成２

４年分の本件店舗１、本件店舗３及び本件店舗６の３店舗に係る平均の申告粗金割合は

８１．４３％であることが認められ、本件店舗２、本件店舗４及び本件店舗５の３店舗

に係る平均の申告粗金割合を算出することができず、他の年分と同様に８０．７８％を

用いることにならざるを得ないことも併せ考慮すると、平成２４年分の本件店舗１につ

いてのみ、同年分の本件店舗１に係る申告粗金割合を用いることは、本件各店舗を構成

する他の店舗との均衡を失するものであり、かえって推計の合理性に疑問を生じさせる

結果となりかねないから、平成２４年分の推計粗金額の算定について、被告がした推計

の方法が社会通念上相応の合理性を欠くに至るとまでは認め難いというべきである。 

 したがって、原告の主張は、採用することができない。 

（６）本件徴収金の額に関する推計の必要性及び合理性 

ア（ア）本件調査担当者が、本件調査において収集することができた資料は、前提事実

（２）イのとおりであるところ、これを前提とすると、本件調査担当者において、本

件各年分の本件徴収金の額を全て実額で把握することは不可能であると認められる。

そして、原告が、本件各年分において、接客従業者から、本件徴収金を徴収していた

こと自体は当事者の間に争いのない事実であり、その内容に照らすと、本件徴収金は、

原告の事業から生ずる所得であり、事業所得の計算上、収入金額に算入されるべき金

額である（所得税法３６条、２７条）。 

 そうすると、本件徴収金についても、前記（１）アと同様、一定の場合には、推計

による更正等をすることが許されるものというべきところ、上記の事実関係を前提と

すると、前記（１）ア①の場合に該当するものと認められ、一般的には、推計の方法

による更正等をする必要性があったものというべきである。 

（イ）原告は、本件徴収金に係る収入は、実額で経理をしていたから、推計の必要性を

欠くというべきである旨主張する。 

 しかし、本件全証拠によっても、本件各年分の本件徴収金の額を全て明らかにする

帳簿書類等は見当たらず、他にこれを明らかにする証拠もないから、原告の主張は、

その前提を異にするものであって、採用することができない。 

イ（ア）本件においては、被告は、おおむね、①本件日報を用いて、平成２５年１０月８

日から同年１１月２３日までの間の本件６店舗を構成する店舗ごとの本件徴収金の合

計額を算出し、②上記①の本件徴収金の合計額を本件６店舗を構成する店舗ごとの上

記①の期間における売上金額で除することにより、本件６店舗を構成する店舗ごと又

は本件６店舗を構成する一部の店舗の平均の徴収率を算出し、③本件各年分の本件各

店舗の収入金額に上記②の徴収率を乗じて、本件各年分を構成する年分ごとの本件徴

収金の総額である総徴収金額を推計したものであるところ、本件徴収金の内容、性質

等に照らし、上記の推計の方法に合理性がないものとは認められず、本件全証拠によ

っても、他に、一般的に見て、上記のような推計の方法によることが合理性を欠いて

いることをうかがわせる事情等も見当たらないから、実額による課税の代替的手段と

して当該納税義務者の所得の近似値を求め得る方法として社会通念上相応の合理性が

あるものと認められるというべきである。 

 なお、本件６店舗を構成する店舗ごとの上記①の期間における売上金額も、被告が
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推計したものであるところ、証拠（乙７の１、乙２０）及び弁論の全趣旨によれば、

当該推計の基礎となる資料である店長会議資料の「月計」欄の金額が、本件出納帳の

「摘要」欄中の「売上」及び「経費」の各欄に記載された金額を合計したものとおお

むね一致していると認められること（別表１３参照）に照らし、被告が推計した本件

６店舗の売上金額には、本件徴収金の額は含まれていないものと認められる。 

（イ）原告は、本件徴収金に係る収入については、仕入れから売上げを控除した残額の

みを経費の額に計上しており、実質的には売上げを計上していたから、本来の経費の

額よりも低額となっている原告が申告した経費の額をそのままとしつつ、さらに売上

げに本件徴収金に係る収入を推計して計上して収入金額を算出すると、雑収入が二重

に計上されることとなって推計の合理性を欠く旨主張し、これに沿う証拠（甲５０、

５１、証人乙）もある。 

 確かに、被告の主位的な主張は、原告が申告した経費の額に本件徴収金に係る必要

経費を加算する必要はないという趣旨のものであり（前記第２の５）、これを前提と

する限り、本来的には経費として控除されるべき金額が控除されないままとなる可能

性があることは否定し難いから、被告の主位的な主張は、採用することができないと

いうべきである。 

 しかし、被告が予備的に主張するところは、本件徴収金の額を原告の事業所得に係

る総収入金額に計上し、本件徴収金に係る必要経費を原告の事業所得に係る必要経費

の額に計上することにより、原告の事業所得の金額を計算するというものであり（前

記第２の５）、原告が主張するところは、本件徴収金の額を原告の事業所得に係る総

収入金額に計上していなかったものの、本件徴収金に係る必要経費の額と本件徴収金

の額との差額を原告の事業所得に係る必要経費の額に加算する（上記の差額が正の数

の場合）又は減算する（上記の差額が負の数の場合）ことにより、原告の事業所得の

金額を計算していたというものであるところ、両者は、本件徴収金に係る経理処理の

方法として、表面上は異なっているものの、事業所得の金額の計算という観点からは、

最終的には事実上同じ結果となる（ただし、原告の主張するところは、所得税法の定

めるところには適合していないことは、その内容に照らして明らかである。）から、

被告が予備的に主張するところに従ったからといって、必ず原告の事業所得に係る収

入が二重に計上されることにはならない。そして、前記（ア）のとおり、本件徴収金

の額を推計する前提となる本件６店舗の売上金額には本件徴収金の額が含まれていな

い以上、被告がした推計の方法において、雑収入が二重に計上されるおそれも認めら

れないというべきである。 

 したがって、これに反する乙の証言等は採用することができず、原告の主張は、採

用することができない。 

（ウ）原告は、本件徴収金の額の一部を経費から減算していない場合には、本件各店舗

の責任者が原告に対して金銭収支を正確に報告するために収入に本件徴収金の額を計

上しているから、本件各確定申告の収入金額には本件徴収金が計上されているのであ

り、被告のした推計によれば、本件徴収金の額が二重に計上されていることになる旨

主張する。 

 しかし、証拠（乙９の３、乙２０）及び弁論の全趣旨によれば、本件出納帳の「摘
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要」欄中の「売上」及び「経費」の各欄に記載された金額を合計したものと平成２２

年の本件店舗１に係る個別申告集計表の記載を比較すると、個別申告集計表に記載さ

れた申告粗金額が、平成２２年１月から同年３月までのいずれのものについても、本

件出納帳の「摘要」欄中の「売上」及び「経費」の各欄に記載された金額を合計した

ものから一律に２００万円を除外した金額となっていることが認められる（別表１４

参照）から、本件経理担当者が作成していた報告用集計表の売上金額には、本件出納

帳の「摘要」欄中の「売上」及び「経費」の各欄に記載された金額を合計したもの、

すなわち、本件徴収金の額を含まない金額が記載されていたと推認することができる。 

 そして、本件においては、本件徴収金の額の一部を本件各店舗の収入として計上し

ていたこと又は本件各確定申告の前提となった申告集計表に記載された収入金額に本

件徴収金の額が含まれていたことを具体的にうかがわせる証拠は見当たらないから、

原告の主張するところは、結局、単なる論理的な可能性を指摘するものであるにすぎ

ず、前記（ア）の認定及び判断を覆すに足りない。 

 したがって、原告の主張は、採用することができない。 

ウ 原告は、本件徴収金の額の推計の合理性がない旨主張するので、順次検討を加える。 

（ア）原告は、平成１９年分の本件店舗４の本件徴収金のうち駐車場代を原因とするもの

については、平成１８年１０月以降、駐車場の利用契約を解除した結果、駐車場収入自

体が消滅したのであり、収入があったことをうかがわせる証拠自体がないから、被告が

した推計には合理性がない旨主張する。 

 しかし、本件全証拠によっても、駐車場の利用契約を解除した結果、駐車場収入自体

が消滅したとの原告が指摘する事情を認めるに足りないから、原告の主張は、その前提

を欠くものというべきである。 

 この点をひとまずおくとしても、本件徴収金の額について被告がした推計の方法は、

本件各年分の本件徴収金を構成する費目ごとに収入額を推計して積み上げるというもの

ではなく、本件徴収金の額が売上金額に占める割合を本件各年分の本件各店舗の収入金

額に乗ずるというものであるから、特定の費目に係る収入の有無を推計の根拠とするも

のではなく、原告の指摘するところは、被告がした推計の方法の合理性を直ちに失わせ

るものとはいえない。 

 したがって、原告の主張は、採用することができない。 

（イ）原告は、平成１８年分及び平成１９年分の本件店舗４の経費科目の一部について本

件経理処理がされていないとした被告の主張について、本件経理処理がされていないの

は、当該経費科目に係る収入がなかったこと等によるものであり、当該収入があったこ

とを前提とする被告の推計が不合理である旨主張する。 

 しかし、前記（ア）と同様、本件全証拠によっても、当該経費科目に係る収入がなか

ったとの原告が指摘する事情を認めるに足りないこと、原告の主張するところが、交通

費を接客従業者から徴収していない時期もあったという曖昧なものにとどまり（別紙３

の１（原告の主張の要点）（５）エ（エ）参照）、交通費を接客従業者から徴収していた

との事実そのものを全面的に否定するものではないことに照らすと、原告の主張すると

ころを踏まえても、被告がした推計の合理性を覆すには足りない。 

 したがって、原告の主張は、採用することができない。 
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（ウ）原告は、本件店舗７には、経費を支出する実態がほとんどないから、平成２３年分

の本件店舗７の総勘定元帳における記載をもって、経費を支出する実態のある本件店舗

１においても本件経理処理がされていないとするのは不合理である旨主張する。 

 しかし、前提事実（１）イ（キ）のとおり、本件店舗７が独自に契約をした接客従業

者はおらず、本件店舗１又は本件店舗２が契約をした接客従業者をして、顧客に対して

役務の提供をさせていた上、原告も自認するとおり、本件店舗７における経費は本件店

舗７の総勘定元帳に反映させていたことも前提とすると、特段の事情がない限り、本件

店舗７における経理処理と本件店舗１におけるそれとが同様であると推認することは合

理的なものであるというべきである。そして、本件全証拠によっても、本件店舗７にお

ける経理処理と本件店舗１におけるそれとが異なっていたことをうかがわせる事情は認

められない（原告もそのような具体的な事情は何も主張していない。）。 

 したがって、原告の主張は、採用することができない。 

（７）まとめ 

 以上によれば、被告がした本件各店舗に係る総収入金額及び原告の雑収入の一部を構成

する本件徴収金の額の各推計（ただし、原告の雑収入の一部を構成する本件徴収金の額の

推計については、被告の予備的な主張を前提とするもの）は、いずれも合理的なものであ

ると認められ（なお、具体的な推計の過程等のうち、本件各店舗に係る総収入金額につい

ては別表１５－１ないし４を、本件徴収金の額については別表１６－１ないし４を、本件

徴収金に係る経費の額に相当する本件減額処理額については別紙５を、それぞれ参照）、当

該推計に係る金額をもって本件各店舗に係る総収入金額及び原告の雑収入の一部を構成す

る本件徴収金の額であると認めるのが相当である。 

２ 争点２（消費税等に係る課税売上高の額及び仕入れに係る消費税額の控除の対象となる課税

仕入れの額に接客従業者の報酬の額を含めることの適否）について 

（１）本件対価等の額のうち接客従業者の報酬の額に係る部分の帰属 

ア 前提事実（１）イのとおり、①本件各店舗が、いずれも、ホームページ上に、本件各

店舗と契約をしている接客従業者が提供する役務及びその対価の額（時間帯及び役務の

内容により異なっている。）を表示していたこと、②本件各店舗が、上記①のホームペー

ジを見て本件各店舗の受付事務所を訪れた顧客から、本件対価等の支払を受けていたこ

と及び③顧客は、その後、接客従業者と共にホテルの一室に移動し、当該部屋において、

接客従業者から役務の提供を受けるものとされていたことの各事実は、いずれも当事者

の間に争いがなく、これに加え、④原告が、風営法２条７項１号に規定する無店舗型性

風俗特殊営業を営み、大阪府公安委員会に対し、その旨の届出をしていた事実は、当事

者の間に争いがないところ、同号の営業は、「（前略）異性の客の性的好奇心に応じてそ

の客に接触する役務を提供する営業で、当該役務を行う者を、その客の依頼を受けて派

遣することにより営むもの」であり、同号の営業を営む者が、役務を行う者を派遣する

ことが当該営業の要件となっていることにも照らすと、原告（本件各店舗）が、接客従

業者をして、顧客に対して役務を提供させているものと認められる。 

 そうすると、接客従業者が顧客に対して提供した役務は、原告（本件各店舗）が事業

として対価を得て行われる役務に該当し、課税資産の譲渡等にも該当するものと認めら

れる（消費税法２条１項８号参照）。 
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 その上で、前提事実（１）ウ（ア）のとおり、本件各店舗において顧客が支払った本

件対価等は、本件各店舗と接客従業者とで、あらかじめ個別に取り決められた基準に基

づいて分配されており、かつ、顧客が、本件対価等のうち本件各店舗の取り分がどれだ

けで、接客従業者の取り分がどれだけであるかを認識していなかったことは、当事者の

間に争いがないことを前提とすると、原告（本件各店舗）が顧客から収受した本件対価

等の額の全額が、消費税法２８条１項本文に規定する「課税資産の譲渡等の対価の額

（対価として収受し、又は収受すべき一切の金銭）」に該当すると認められる。 

イ 原告は、様々な事情を指摘し、役務の提供者は、飽くまで接客従業者であり、本件各

店舗が本件対価等を受領しているのも、接客従業者のための業務の一環として預かって

いるにすぎない旨主張し、原告の供述等にこれに沿う部分があるが、前記アのとおり、

本件各店舗において、風営法２条７項１号に規定する無店舗型性風俗特殊営業を営む主

体は、原告であり、本件対価等は、当該原告が営む営業の対価として支払われているも

のである以上、その前提を異にするものというべきであって、原告の主張は、採用する

ことができない。 

（２）原告がした経理処理が消費税法基本通達上是認されるものであるか否か 

ア 原告は、接客従業者が、原告の従業員ではなく独立した立場で原告から業務（顧客に

対する役務の提供）の委託を受け、受託者として原告の顧客に対する義務を原告に代わ

って履行したから、消費税法基本通達１０－１－１２の定めるところに従い、委託者で

ある原告が受託者である接客従業者に対する報酬（手数料）を控除した残額のみを原告

の顧客に対する役務の提供の対価として取り扱うことも許されるというべきである旨主

張する。 

 しかし、上記の通達は、委託者が、受託者が受領した代金から受託者の取り分に係る

金額を控除した金額を課税資産の譲渡等の対価の額としている場合における取扱いを示

したものと解するのが相当であるところ（甲１５）、本件においては、前記（１）アのと

おり、顧客から本件対価等の額を受領したのは本件各店舗（原告）であり、原告の主張

するところの委託者であることになるから、上記の通達の定めるところに従うことがで

きる事実関係と異なっており、前提を異にしているというべきである。なお、接客従業

者が提供する役務の提供時間が延長された場合、当該延長された時間に提供された役務

の対価は、接客従業者が、顧客から、直接これを受領する取扱いがされていたものの

（前提事実（１）イ柱書き部分）、役務が提供される時間が必ず延長されるとは限らない

ことに照らし、上記の取扱いが原則的な形態であるとは認められないから、この点は、

上記の認定及び判断を左右しない。 

 したがって、原告の主張は、採用することができない。 

イ 原告は、役務の提供が接客従業者と顧客との間でされること、本件各店舗が接客従業

者のために業務を提供していることからすると、接客従業者が委託者として、受託者で

ある本件各店舗に、顧客の勧誘、顧客の獲得及び維持に向けた情報の提供、役務の対価

の受領等の業務を委託していると捉えることができるから、受託者である本件各店舗と

しては、委託者である接客従業者から受け取る手数料（本件対価等の額から接客従業者

の報酬に係る部分の額を控除した残額）が、役務の提供の対価の額となるとして、消費

税法基本通達１０－１－１２の定めるところに従い、原告が本件対価等の額のうち接客
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従業者の報酬に係る部分の額を控除した残額を課税資産の譲渡等の対価の額として取り

扱うことができるというべきである旨主張する。 

 しかし、前記（１）のとおり、上記の役務を顧客に提供しているのは、原告（本件各

店舗）であり、接客従業者ではないから、原告の主張は、その前提を異にするものであ

る。そして、本件対価等は、顧客が原告から提供を受けた役務の対価であり、原告が接

客従業者に対して提供しているとされる業務の対価ではないのであって、原告（本件各

店舗）が、顧客から、本件対価等を受領したことは、役務の提供をした者が当該役務の

提供の対価を受領したことにほかならず、これを接客従業者との間の何らかの委託契約

に基づくものとは評価することができない。 

 したがって、原告の主張は、採用することができない。 

ウ 原告は、旅行代理店等が主催する国内旅行を販売する場合について、課税実務におい

ては、原則として旅行費の総額が役務の提供の対価となるとしていながら、その実質が

手配旅行であると認められるものについて継続して運賃及び宿泊費を預り金とし、当該

運賃及び宿泊費を控除した残額の手数料部分を課税売上げとして計上しているときは、

当該残金を課税資産の譲渡等の対価の額とすることが認められているところ、本件にお

いても、本件各店舗が、提供する役務の内容及び具体的な接客従業者を提案した後、顧

客において、顧客が提供を受ける役務の内容及び具体的な接客従業者を決定したのに合

わせ、本件各店舗が役務を販売していると捉えることができ、外部委託先である接客従

業者の報酬についても、顧客が指名する接客従業者により一律の基準によって決定され

ているから、上記の手配旅行と同様に考えることができる旨主張する。 

 しかし、手配旅行契約とは、旅行業を営む者が旅行者の委託により、旅行者のために

代理、媒介又は取次をすること等により旅行者が運送・宿泊機関等の提供する運送、宿

泊その他の旅行に関するサービスの提供を受けることができるように、手配することを

引き受ける契約をいい（旅行業法２条５項）、当該旅行業を営む者が旅行に関するサービ

スを提供する主体となるものではないところ、本件においては、前記（１）のとおり、

原告（本件各店舗）は、顧客に対して役務を提供する主体であって、顧客のために代理、

媒介又は取次をすること等により接客従業者が提供する役務の提供を受けることができ

るように、手配することを引き受けているものではないから、手配旅行契約と本件にお

ける役務の提供とは、その性質を異にするものというべきである。 

 したがって、原告の主張は、その前提を異にするものであって、採用することができ

ない。 

エ 以上のとおり、原告がした経理処理は、消費税法基本通達の定めるところに照らして

是認されるものとは認められない。 

（３）本件各更正処分が信義則に反するか否か 

ア 原告は、本件においては、①課税庁が発出した消費税法基本通達１０－１－１２が、

委託者の課税売上げから受託者に対する手数料を控除して消費税を計算することを認め

ており、本件前回調査等においても、当該通達を当然の前提として、原告がした本件と

同様の経理処理が是認され、課税庁が消費税の額を提示し、原告がこれを信頼して当該

経理処理を継続してきた、②本件各更正処分により多額の消費税の納税義務（接客従業

者の報酬に係る部分の仕入税額控除が認められないことのみによっても、合計で数億円
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の消費税の負担が生じている。）が生じた、③本件における原告と接客従業者との間の関

係（業務の実態）、消費税法基本通達１０－１－１２の定めとその実質的な根拠等を踏ま

えると、原告がした経理処理にも合理性及び正当性が認められ、本件前回調査等におい

ても当該処理が是認されていたなどとして、最高裁昭和６２年判決が説示した考慮要素

を全て満たしており、本件対価等の額のうち接客従業者の報酬の額に係る部分も原告の

課税資産の譲渡等の対価の額に含まれるとした本件各更正処分のうち本件各課税期間の

消費税等に係るものは、信義則に違反するものである旨主張する。 

イ そもそも、租税法規に適合する課税処分について、法の一般原理である信義則の法理

の適用により、上記の課税処分を違法なものとして取り消すことができる場合があると

しても、法律による行政の原理なかんずく租税法律主義の原則が貫かれるべき租税法律

関係においては、上記の法理の適用については慎重でなければならず、租税法規の適用

における納税者間の平等、公平という要請を犠牲にしてもなお当該課税処分に係る課税

を免れさせて納税者の信頼を保護しなければ正義に反するといえるような特別の事情が

存する場合に限られ、少なくとも、税務官庁が納税者に対して信頼の対象となる公的見

解を表示したことにより、納税者がその表示を信頼してその信頼に基づいて行動したと

ころ、後に、当該表示に反する課税処分が行われて納税者が経済的不利益を受けること

になったものであるかどうか、また、納税者が税務官庁がした表示を信頼してその信頼

に基づいて行動したことについて納税者の責めに帰すべき事情がないかどうかという点

の考慮を要するというべきである（最高裁昭和６２年判決）。 

ウ 本件においては、本件前回調査等の担当者が、本件前回調査等に係る対象年分の所得

税の修正申告のしょうようをした際、原告の収入金額を粗金の額により算出した一方で、

接客従業者に対する報酬の支払額を原告の必要経費の額に算入しなかったことは、当事

者の間に争いがないものの、これは、上記の担当者らが、調査の過程において、税務官

庁の一担当者としての見解ないし処理方針を示したものにすぎないというべきであって、

豊能税務署長その他の責任ある立場にある者の正式の見解の表示であると認めるには足

りないから、原告が指摘する前記ア①は、最高裁昭和６２年判決にいう公的見解を表示

したことには当たらないというべきである。 

 そして、本件各更正処分等について、他に租税法規の適用における納税者間の平等、

公平という要請を犠牲にしてもなお当該課税処分に係る課税を免れしめて納税者の信頼

を保護しなければ正義に反するといえるような特別の事情が存すると認めるに足りる証

拠は見当たらないから、これらに法の一般原理である信義則ないし禁反言の法理の適用

を肯定すべき事由があるとはいえない。 

 したがって、原告の主張は、その余の点について検討するまでもなく、採用すること

ができない。 

（４）消費税法３０条７項ただし書を適用することの可否 

ア 消費税法３０条７項本文の規定の反面として、事業者が、帳簿書類等を保存していな

い場合には同条１項が適用されないことになるが、このような法的不利益が特に定めら

れたのは、資産の譲渡等が連鎖的に行われる中で、広く、かつ、薄く資産の譲渡等に課

税するという消費税によって適正な税収を確保するには、帳簿書類等という確実な資料

を保存させることが必要不可欠であると判断されたためであると考えられる。 
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 そうすると、事業者が、同条７項本文に規定する帳簿書類等を整理し、これらを所定

の期間及び場所において、税務職員による検査に当たって適時にこれらを提示すること

が可能なように態勢を整えて保存していなかった場合は、同項本文にいう「事業者が当

該課税期間の課税仕入れ等の税額の控除に係る帳簿及び請求書等（中略）を保存しない

場合」に該当し、同項ただし書の規定する場合に該当しない限り、同条１項の規定は、

当該保存がない課税仕入れに係る課税仕入れ等の税額については適用されないものとい

うべきである（最高裁平成１６年判決参照）。 

イ 前記（１）アのとおり、本件対価等の額のうち接客従業者の報酬の額に係る部分も原

告の課税資産の譲渡等の対価の額に含まれるから、当該本件対価等の額のうち接客従業

者の報酬の額に係る部分は、課税仕入れに該当することになるところ、弁論の全趣旨に

よれば、原告は、本件調査の際、本件調査担当者に対し、接客従業者に対する報酬の支

払額を確認し得る帳簿書類等として、別表１のうち①平成２２年１月１日から同年３月

３１日までの本件店舗１の日報、②平成２５年１０月８日から同年１１月２３日までの

本件６店舗の日報、③接客従業者に対する報酬の支払額が記載された平成２２年１月１

日から同年１１月３０日までの本件店舗４に係る一覧表及び④接客従業者に対する報酬

の支払額が記載された平成２４年のうち２９３日分の本件店舗６に係る一覧表を提示し

たにとどまる。 

 したがって、本件対価等の額のうち接客従業者の報酬の額に係る部分については、消

費税法３０条７項本文に規定する「事業者が当該課税期間の課税仕入れ等の税額の控除

に係る帳簿及び請求書等（中略）を保存しない場合」に該当し、同項ただし書の規定す

る場合に該当しない限り、同条１項の規定を適用することができないというべきである。 

ウ（ア）消費税法３０条７項ただし書にいう「災害その他やむを得ない事情」とは、天災

又は火災その他の人為的災害で自己の責任によらないものに起因する災害、これに準

ずるような状況又は当該事業者の責めに帰することができない状況にある事態をいう

ものと解するのが相当であるところ、本件においては、前記（３）のとおり、原告の

経理処理が適正である旨の豊能税務署長その他の責任ある立場にある者の正式の見解

の表示があったわけではないから、原告が、本件において、本件対価等の額のうち接

客従業者の報酬の額に係る部分についての帳簿書類等を保存していなかったことに上

記にいう「災害その他やむを得ない事情」があるとは認め難い。 

（イ）原告は、課税庁が原告の経理処理を適正なものとして取り扱っていたことは明ら

かであるし、原告が接客従業者の報酬に係る部分についての帳簿書類等を保存してい

なかったのは、課税庁から原告がした経理処理が適正なものとして認められていたか

らに他ならないのであって、接客従業者の報酬に係る部分についての帳簿書類等を保

存していなかったことについては、消費税法３０条７項ただし書にいう「やむを得な

い事情」がある旨主張する。 

 しかし、前記（３）のとおり、原告の経理処理が適正である旨の豊能税務署長その

他の責任ある立場にある者の正式の見解の表示があったわけではなく、課税庁が原告

の経理処理を適正なものとして取り扱っていたことは明らかであるとも認め難いから、

原告の主張は、その前提を異にするものというべきである。 

 したがって、原告の主張は、採用することができない。 
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（５）まとめ 

 以上によれば、原告（本件各店舗）が顧客から収受した本件対価等の全額が、消費税法

２８条１項本文に規定する「課税資産の譲渡等の対価の額（対価として収受し、又は収受

すべき一切の金銭）」に該当し、かつ、本件対価等の額のうち接客従業者の報酬の額に係る

部分については、同法３０条７項本文に規定する「事業者が当該課税期間の課税仕入れ等

の税額の控除に係る帳簿及び請求書等（中略）を保存しない場合」に該当し、同条１項の

規定を適用することができないというべきである。 

３ 争点３（本件各確定申告が課税標準等又は税額等の計算の基礎となる事実を隠蔽し又は仮装

したところに基づくものか否か）について 

（１）重加算税が賦課される要件について 

 国税通則法６８条に規定する重加算税は、納税者が過少申告をするについて隠蔽又は仮

装という不正手段を用いていた場合に、過少申告加算税よりも重い行政上の制裁を科する

ことによって、悪質な納税義務違反の発生を防止し、もって申告納税制度による適正な徴

税の実現を確保しようとするものである（最高裁平成７年４月２８日第二小法廷判決・民

集４９巻４号１１９３頁）ところ、同法６５条から６７条までに規定する各種の加算税を

課すべき納税義務違反が事実の隠蔽又は仮装という不正な方法に基づいて行われた場合に、

違反者に対して課される行政上の措置であって、故意に納税義務違反を犯したことに対す

る制裁ではないから（最高裁昭和４５年９月１１日第二小法廷判決・刑集２４巻１０号１

３３３頁参照）、同法６８条１項による重加算税を課し得るためには、納税者が故意に課税

標準等又は税額等の計算の基礎となる事実の全部又は一部を隠蔽し、又は仮装し、その隠

蔽又は仮装行為を原因として過少申告の結果が発生したものであれば足りるものと解する

のが相当である（最高裁昭和６２年５月８日第二小法廷判決・裁判集民事１５１号３５頁

参照）。 

（２）原告が事実を隠蔽又は仮装したところに基づいて本件各確定申告をしたか否か 

ア 後に掲記する証拠によれば、①原告は、本件各店舗の責任者に日々の売上金額をパソ

コンに入力させ、それを本件経理担当者に集計させた上で、真実の粗金の額が記載され

た報告用集計表を受け取っていたにもかかわらず、本件各年分の全てについて、報告用

集計表を基に、売上金額の一部を除外した後の粗金の額を記載した申告集計表を作成し、

税理士に交付して本件各確定申告をしていたこと（乙１２、１３、原告本人）、②申告集

計表は、個別申告集計表を合計した結果が記載されている集計表であって、それらに記

載されていた収入金額は、本件各確定申告において原告が申告した収入金額と一致し、

かつ、他の帳簿書類から明らかとなる粗金の額を下回るものであること（乙１３、原告

本人）、③原告は、本件各年分の全てについて、申告集計表を作成した後は、調査によっ

て真実の売上金額や所得金額が発覚するのを免れる目的で、報告用集計表を破棄すると

ともに、本件各店舗の責任者に対し、原告が確定申告をした後には、本件各店舗のパソ

コンに入力されている会計ソフト又は表計算ソフトのデータ及び当該データを印刷した

ものを破棄するよう指示していたこと（乙１２、１３、原告本人）の各事実が認められ

る。 

 これらの事実に加え、前提事実（２）イのとおり、本件調査担当者が、別表１に記載

した限度でしか、原告の本件各年分の所得金額を明らかにする資料を収集することがで
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きなかったことも併せ考慮すると、原告は、本件各年分を通じ、真実の粗金の額が記載

された報告用集計表を基に、売上金額の一部を除外した後の粗金の額を記載した申告集

計表を作成したほか、報告用集計表並びに報告用集計表を作成するための元データであ

る本件各店舗のパソコンに入力されている会計ソフト又は表計算ソフトのデータ及び当

該データを印刷したものを全て破棄することにより、真実の売上金額を隠蔽し、当該隠

蔽したところに基づいて本件各確定申告をしたものと認めるのが相当であり、国税通則

法６８条１項が規定する「国税の課税標準等又は税額等の計算の基礎となるべき事実の

全部又は一部を隠ぺいし、又は仮装し、その隠ぺいし、又は仮装したところに基づき納

税申告書を提出していたとき」に該当するというべきである。 

イ（ア）原告は、帳簿を破棄する行為が隠蔽と評価されるのは、申告の内容と帳簿の記載

との間にそこが認められる場合に限られ、申告の内容とそごのない帳簿を破棄したか

らといってこれを隠蔽行為と評価することはできないのであって、帳簿を破棄するな

どした事実によって、当初の申告額が誤りであり、更正による金額が実額であると事

実認定することができなければ、隠蔽又は仮装があるとも、隠蔽又は仮装の事実に基

づく不足税額の存在があるともいえない旨主張する。 

 しかし、これまでに判示したとおり、原告が真実の売上金額が記載された報告用集

計表を破棄しており、報告用集計表とは異なる内容が記載された申告集計表を作成し

た上で、本件各確定申告をしていたから、原告が破棄した資料等が、確定申告の内容

とそごのない資料であるとは認められない上、本件においては、被告がした推計には

合理性があり、当該推計に沿った事実が存在したと認めることができるものである。 

 したがって、原告の主張は、その前提を異にするものというべきであって、採用す

ることができない。 

（イ）原告は、推計課税をした場合に重加算税を賦課することができるのは、例えば、

変動しない営業状態を把握して手堅い本人比率を用いて推計課税するなど、形式的に

は推計課税の形を取るが、事実認定のレベルまで課税庁が本税額を手堅く立証するこ

とができる事案に限定されるというべきである旨主張する 

 しかし、国税通則法６８条１項が、実額による課税をした場合と推計による課税を

した場合との間で、重加算税を賦課することができる要件に差異を設けていないこと

は、その文言上明らかであるから、推計による課税がされた場合における重加算税の

賦課について、原告が主張するように解すべき法令上の根拠は見当たらないというべ

きである。 

 したがって、原告の主張は、採用することができない。 

（ウ）原告は、本件において被告が主張する推計の方法は、平成２２年１月から同年５

月までというごく一部の期間において原告が除外した売上金額の割合を基に、平成１

８年分から平成２４年分までの７年間の売上金額を推計するというものであって非常

に緩やかなものであり、一定の期間に２割の売上金額の除外をした者が別の期間にも

同じ割合の売上金額の除外をしたという経験則はないから、このような事実認定とは

いえない緩やかな推計をもって売上金額を算定し、他方で、推計金額と申告金額との

差額について、意図的に売上を除外又は過少に計上したとして重加算税を賦課するの

は、到底認められない旨主張する。 



29 

 しかし、これまでに判示したとおり、被告がした推計には合理性があり、本件の証

拠関係の下においては、当該被告がした推計による金額が原告の本件各年分の総所得

金額であると認められる上、前記（イ）のとおり、推計による課税がされた場合にお

ける重加算税の賦課について、国税通則法６８条１項が規定する要件を超えて何らか

の要件を充足することが求められるものとは解し難いから、同項が規定する要件が充

足される限りは、豊能税務署長は、原告に対し、重加算税を賦課することができるも

のというべきである。 

 したがって、原告の主張は、その前提を異にするものであって、採用することがで

きない。 

４ 争点４（本件各確定申告が偽りその他不正の行為により税額を免れたものか否か）について 

（１）本件に国税通則法７０条４項を適用することの可否 

 国税通則法７０条は、国税の更正、決定等の期間制限（賦課権の除斥期間）を定めてお

り、同条１項で、更正につき法定申告期限から３年という除斥期間を定めるなどしている

が、同条４項において、「偽りその他不正の行為によりその全部若しくは一部の税額を免れ、

若しくはその全部若しくは一部の税額の還付を受けた国税（当該国税に係る加算税及び過

怠税を含む。）についての更正決定等」に関しては、その除斥期間を７年と定め、それ以外

の場合よりも長い除斥期間を定めているところ、これは、偽りその他不正の行為によって

国税の全部又は一部を免れた納税者がある場合にこれに対して適正な課税を行うことがで

きるよう、より長期の除斥期間を定めたものである。 

 そして、同項の文理及び上記のような同項の立法趣旨からすれば、同項の適用範囲は、

偽りその他不正の行為によって免れた税額に相当する部分のみに限られるものではなく、

同項により本来の期間を超えて７年に延長された除斥期間において更正をする場合、偽り

その他不正の行為により全部又は一部の税額を免れた当該国税の全部が更正の対象となる

ものである（最高裁昭和５１年１１月３０日第三小法廷判決・裁判集民事１１９号２８３

頁参照）と解するのが相当である。（以上につき、最高裁平成１８年４月２５日第三小法廷

判決・民集６０巻４号１７２８頁参照） 

 本件においては、前記３のとおり、原告は、本件各年分を通じ、真実の粗金の額が記載

された報告用集計表を基に、売上金額の一部を除外した後の粗金の額を記載した申告集計

表を作成して真実の売上金額を隠蔽し、当該隠蔽したところに基づいて本件各確定申告を

したものであるから、原告がした行為は、国税通則法７０条４項にいう「偽りその他不正

の行為」に該当するものと認められる。 

 したがって、豊能税務署長は、同項の規定により、法定申告期限から７年を経過する日

まで、原告の所得税及び消費税等に係る更正をすることができるというべきである。 

（２）原告の主張に対する判断 

ア 原告は、推計課税によりながら重加算税を賦課し、かつ、更正の除斥期間の特例を適

用することが可能な事案は、事実認定といえるほど推計の精度が高い事案に限定され、

所得税法２３８条１項も、国税通則法７０条４項も、同じく「偽りその他不正の行為」

という文言を用いているのであり、要件事実としては同一であるところ、刑事事件にお

いては、推計によらなければ立証できないような部分については、偽りその他不正の行

為により税額を免れたとの立証は困難とする取扱いがされているから、課税処分におい
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てもこれと同様に、推計の場合には基本的に「偽りその他不正の行為」があるという立

証までは困難とする取扱いがされるべきである旨主張し、これに沿うように見える文献

（甲１４）もある。 

 しかし、刑事事件における取扱いと行政事件訴訟における取扱いとが同様のものでな

ければならないと解すべき法令上の根拠はなく、むしろ、事件の性質上、取扱いを異に

することも多いものと認められ、原告が指摘する文献（甲１４）においても、同旨の指

摘がされている。 

 したがって、原告の主張は、その前提を異にするものであって、採用することができ

ない。 

イ 原告は、本件においては、原告本人の特段の営業指標等の客観的な資料に基づいて手

堅く精度の高い推計が行われているわけではなく、平成２２年１月から同年５月までの

申告粗金割合が約８割であることから全体を推計するというかなり緩やかな推計方法が

採用されている結果、少なくとも平成１８年分及び平成１９年分の推計は、原告の風俗

営業に係る店舗数の増加という経営状態の変動からして不合理に過大な数値となってお

り、推計の合理性すら認められないから、少なくとも、平成１８年分及び平成１９年分

については、原告が隠蔽又は仮装行為といった偽りその他不正の行為により税額を免れ

たことの立証がされていないというべきである旨主張する。 

 しかし、前記１（５）イのとおり、原告の平成１８年分及び平成１９年分の収入金額

の推計が、原告の風俗営業に係る店舗数の増加という経営状態の変動からして不合理に

過大な数値となっているとは認められないから、平成１８年分及び平成１９年分につい

ては、原告が隠蔽又は仮装行為といった偽りその他不正の行為により税額を免れたこと

の立証がされていないとも認め難いというべきである。 

 したがって、原告の主張は、その前提を異にするものであって、採用することができ

ない。 

５ 争点５（原告に国税通則法６５条４項にいう「正当な理由」があるか否か）について 

（１）国税通則法６５条４項にいう「正当な理由」があると認められる場合 

 過少申告加算税は、過少申告による納税義務違反の事実があれば、原則としてその違反

者に対し課されるものであり、これによって、当初から適法に申告し納税した納税者との

間の客観的不公平の実質的な是正を図るとともに、過少申告による納税義務違反の発生を

防止し、適正な申告納税の実現を図り、もって納税の実を挙げようとする行政上の措置で

ある。 

 国税通則法６５条４項は、修正申告書の提出又は更正に基づき納付すべき税額に対して

課される過少申告加算税につき、その納付すべき税額の計算の基礎となった事実のうちに

その修正申告又は更正前の税額の計算の基礎とされていなかったことについて正当な理由

があると認められるものがある場合には、その事実に対応する部分についてはこれを課さ

ないこととしているが、過少申告加算税の上記の趣旨に照らせば、同項にいう「正当な理

由があると認められる」場合とは、真に納税者の責めに帰することのできない客観的な事

情があり、上記のような過少申告加算税の趣旨に照らしても、なお、納税者に過少申告加

算税を賦課することが不当又は酷になる場合をいうものと解するのが相当である（最高裁

平成１８年判決参照）。 
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（２）本件における判断 

 原告は、課税庁は、本件前回調査等において、原告がした経理処理を認めていたのであ

るから、納税者としては、当該経理方法が適正なものとして認められたと認識するのが通

常であり、原告も、被告の言動により、当該経理処理が適正なものと過失なく認識し、経

理処理をしてきたものである旨主張するほか、仮に、本件対価等の額のうち接客従業者の

報酬に係る部分の額を原告の課税資産の譲渡等の対価の額に計上しなければならないので

あれば、原告としては、そのように経理処理をした上で、接客従業者の報酬に係る部分の

額を課税仕入れとして計上すれば良いのであり、正に、納税者の責めに帰することのでき

ない客観的な事情が存する旨主張する。 

 しかし、前記２（３）ウのとおり、本件の証拠関係の下においては、原告の経理処理が

適正である旨の豊能税務署長その他の責任ある立場にある者の正式の見解の表示があった

とは認められない上、原告が、原告がした経理方法が適正なものとして認められたと認識

するのが通常であるとも認められないから、原告が、接客従業者に対する報酬の支払額に

係る消費税額を課税標準額に対する消費税額から控除することができることを前提とした

確定申告をしたことについて、真に納税者の責めに帰することのできない客観的な事情が

あるとは認め難い。 

 したがって、原告の主張は、採用することができない。 

（３）まとめ 

 以上によれば、本件においては、原告に国税通則法６５条４項にいう「正当な理由」が

あるとは認められない。 

６ 争点６（理由の提示に不備があるか否か）について 

（１）理由の提示の意義等 

 行政手続法１４条１項本文が、不利益処分をする場合に同時にその理由を名宛人に示さ

なければならないとしているのは、名宛人に直接に義務を課し又はその権利を制限すると

いう不利益処分の性質に鑑み、行政庁の判断の慎重と合理性を担保してその恣意を抑制す

るとともに、処分の理由を名宛人に知らせて不服の申立てに便宜を与える趣旨に出たもの

と解される。そして、同項本文に基づいてどの程度の理由を提示すべきかは、上記のよう

な同項本文の趣旨に照らし、当該処分の根拠法令の規定内容、当該処分に係る処分基準の

存否及び内容並びに公表の有無、当該処分の性質及び内容、当該処分の原因となる事実関

係の内容等を総合考慮してこれを決定すべきである（最高裁平成２３年６月７日第三小法

廷判決・民集６５巻４号２０８１頁参照）。 

（２）本件における判断 

 本件において、豊能税務署長は、本件各店舗の総収入金額を推計により算出して本件各

更正処分等をしたところ、その推計の方法（前記１（２）イ）は、税額の算出過程及び適

用法令と共に、本件各更正処分等に係る更正通知書（所得税の更正につき甲３の１ないし

７、消費税等の更正につき甲４の１ないし７）に記載されており、これによれば、いかな

る事実関係に基づき、いかなる法規を適用して本件各更正処分等がされたのかを原告にお

いて了知し得たということができる。 

 そうすると、豊能税務署長がした理由の提示は、行政庁の判断の慎重と合理性を担保し

てその恣意を抑制するとともに、処分の理由を名宛人に知らせて不服の申立てに便宜を与
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えるという前記（１）の理由の提示の趣旨との関係において、本件各更正処分等をした当

時における理由の提示としては、欠けるところがないものと解される。 

 したがって、本件においては、理由の提示に不備があるとは認められない。 

 なお、被告は、本件訴えにおいて、本件徴収金に係る収入を原告の収入金額の推計の基

礎とする旨を本件各更正処分等の理由として追加して主張するが、本件においては、原告

が本件徴収金を収受していたことは当事者の間に争いがなく、原告の収入金額の推計の基

礎となるべきものにそれが含まれ得ることは原告においても容易に推認し得るものである

上、被告が本件徴収金に係る主張を追加することによっても本件各更正処分等の対象が原

告の本件各年分の所得税及び消費税等であることに何らの変動ももたらさず、処分の同一

性も害されないから、上記の理由を追加して主張することも許されるものというべきであ

る。 

７ 本件各更正処分等の適法性 

 これまで述べたところに加えて、本件全証拠及び弁論の全趣旨によれば、本件各更正処分等

の根拠及びその適法性については、前記１（６）イ（イ）で判示したとおり、被告の主位的主

張は採用することができず、予備的主張は採用することができるから、別紙６及び別紙６にお

いて言及した各別表に、それぞれ記載されているとおり認めることができ、この認定及び判断

を左右するに足りる証拠はない。 

 したがって、本件各更正処分等は、いずれも適法である。 

８ 結論 

 よって、原告の請求は、いずれも理由がないから、これらをいずれも棄却することとして、

主文のとおり判決する。 

 

東京地方裁判所民事第３８部 

裁判長裁判官 鎌野 真敬 

裁判官 福渡 裕貴 

裁判官 獅子野 裕介 
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別紙１ 

請求の趣旨目録 

 

１ 豊能税務署長が平成２６年３月１３日付けで原告に対してした原告の平成１８年分の所得税

の更正の処分のうち総所得金額８３３０万７８４７円及び納付すべき税額１８９３万１９００

円を超える部分並びに重加算税の賦課決定処分をいずれも取り消す。 

２ 豊能税務署長が平成２６年３月１３日付けで原告に対してした原告の平成１９年分の所得税

の更正の処分のうち総所得金額１億０３１２万９７５３円及び納付すべき税額１９２１万６８

００円を超える部分並びに重加算税の賦課決定処分をいずれも取り消す。 

３ 豊能税務署長が平成２６年３月１３日付けで原告に対してした原告の平成２０年分の所得税

の更正の処分のうち総所得金額８１４４万８７３１円及び納付すべき税額３７９万１０００円

を超える部分並びに重加算税の賦課決定処分をいずれも取り消す。 

４ 豊能税務署長が平成２６年３月１３日付けで原告に対してした原告の平成２１年分の所得税

の更正の処分のうち総所得金額８５４３万５４５８円及び納付すべき税額１１０５万９２００

円を超える部分並びに重加算税の賦課決定処分をいずれも取り消す。 

５ 豊能税務署長が平成２６年３月１３日付けで原告に対してした原告の平成２２年分の所得税

の更正の処分のうち総所得金額４９７８万３６７６円及び還付金の額に相当する税額４２０万

４８００円を超える部分並びに過少申告加算税及び重加算税の各賦課決定処分をいずれも取り

消す。 

６ 豊能税務署長が平成２６年３月１３日付けで原告に対してした原告の平成２３年分の所得税

の更正の処分のうち総所得金額５１１３万７８７９円及び納付すべき税額６１０万４０００円

を超える部分並びに重加算税の賦課決定処分をいずれも取り消す。 

７ 豊能税務署長が平成２６年３月１３日付けで原告に対してした原告の平成２４年分の所得税

の更正の処分のうち総所得金額５００６万１２５３円及び納付すべき税額５０４万２４００円

を超える部分並びに過少申告加算税及び重加算税の各賦課決定処分をいずれも取り消す。 

８ 豊能税務署長が、平成２６年３月１３日付けで原告に対してした原告の平成１８年１月１日

から同年１２月３１日までの課税期間（以下「平成１８年課税期間」という。）分の消費税及

び地方消費税に係る更正の処分のうち納付すべき消費税額１３５０万３４００円を超える部分

及び納付すべき地方消費税額３３７万５８００円を超える部分並びに過少申告加算税及び重加

算税の各賦課決定処分（ただし、重加算税の賦課決定処分については、国税不服審判所長が平

成２７年７月１４日付けで原告に対してした裁決（以下「本件裁決」という。）により一部取

り消された後のもの）をいずれも取り消す。 

９ 豊能税務署長が、平成２６年３月１３日付けで原告に対してした原告の平成１９年１月１日

から同年１２月３１日までの課税期間（以下「平成１９年課税期間」という。）分の消費税及

び地方消費税に係る更正の処分のうち納付すべき消費税額１７２６万５９００円を超える部分

及び納付すべき地方消費税額４３１万６４００円を超える部分並びに過少申告加算税及び重加

算税の各賦課決定処分（ただし、重加算税の賦課決定処分については、本件裁決により一部取

り消された後のもの）をいずれも取り消す。 

10 豊能税務署長が、平成２６年３月１３日付けで原告に対してした原告の平成２０年１月１日

から同年１２月３１日までの課税期間（以下「平成２０年課税期間」という。）分の消費税及
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び地方消費税に係る更正の処分のうち納付すべき消費税額１８９５万１９００円を超える部分

及び納付すべき地方消費税額４７３万７９００円を超える部分並びに過少申告加算税及び重加

算税の各賦課決定処分（ただし、重加算税の賦課決定処分については、本件裁決により一部取

り消された後のもの）をいずれも取り消す。 

11 豊能税務署長が、平成２６年３月１３日付けで原告に対してした原告の平成２１年１月１日

から同年１２月３１日までの課税期間（以下「平成２１年課税期間」という。）分の消費税及

び地方消費税に係る更正の処分のうち納付すべき消費税額１８５１万６３００円を超える部分

及び納付すべき地方消費税額４６２万９０００円を超える部分並びに過少申告加算税及び重加

算税の各賦課決定処分（ただし、重加算税の賦課決定処分については、本件裁決により一部取

り消された後のもの）をいずれも取り消す。 

12 豊能税務署長が、平成２６年３月１３日付けで原告に対してした原告の平成２２年１月１日

から同年１２月３１日までの課税期間（以下「平成２２年課税期間」という。）分の消費税及

び地方消費税に係る更正の処分のうち納付すべき消費税額１６７４万２６００円を超える部分

及び納付すべき地方消費税額４１８万５６００円を超える部分並びに過少申告加算税及び重加

算税の各賦課決定処分（ただし、重加算税の賦課決定処分については、本件裁決により一部取

り消された後のもの）をいずれも取り消す。 

13 豊能税務署長が、平成２６年３月１３日付けで原告に対してした原告の平成２３年１月１日

から同年１２月３１日までの課税期間（以下「平成２３年課税期間」という。）分の消費税及

び地方消費税に係る更正の処分のうち納付すべき消費税額１５４８万０８００円を超える部分

及び納付すべき地方消費税額３８７万０２００円を超える部分並びに過少申告加算税及び重加

算税の各賦課決定処分（ただし、重加算税の賦課決定処分については、本件裁決により一部取

り消された後のもの）をいずれも取り消す。 

14 豊能税務署長が、平成２６年３月１３日付けで原告に対してした原告の平成２４年１月１日

から同年１２月３１日までの課税期間（以下「平成２４年課税期間」という。）分の消費税及

び地方消費税に係る更正の処分のうち納付すべき消費税額１５２１万０７００円を超える部分

及び納付すべき地方消費税額３８０万２６００円を超える部分並びに過少申告加算税及び重加

算税の各賦課決定処分（ただし、重加算税の賦課決定処分については、本件裁決により一部取

り消された後のもの）をいずれも取り消す。 

以上 
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別紙２ 

関係法令等の定め 

 

１ 所得税法の定め 

（１）所得税法２７条の定め 

ア 所得税法２７条１項の定め 

 所得税法２７条１項は、事業所得とは、農業、漁業、製造業、卸売業、小売業、サー

ビス業その他の事業で政令で定めるものから生ずる所得（山林所得又は譲渡所得に該当

するものを除く。）をいう旨を定めている。 

イ 所得税法２７条２項の定め 

 所得税法２７条２項は、事業所得の金額は、その年中の事業所得に係る総収入金額か

ら必要経費を控除した金額とする旨を定めている。 

（２）所得税法３６条１項の定め 

 所得税法３６条１項は、その年分の各種所得の金額の計算上収入金額とすべき金額又は

総収入金額に算入すべき金額は、別段の定めがあるものを除き、その年において収入すべ

き金額（金銭以外の物又は権利その他経済的な利益をもって収入する場合には、その金銭

以外の物又は権利その他経済的な利益の価額）とする旨を定めている。 

（３）所得税法３７条１項の定め 

 所得税法３７条１項は、その年分の不動産所得の金額、事業所得の金額又は雑所得の金

額（事業所得の金額及び雑所得の金額のうち山林の伐採又は譲渡に係るもの並びに雑所得

の金額のうち同法３５条３項に規定する公的年金等に係るものを除く。）の計算上必要経費

に算入すべき金額は、別段の定めがあるものを除き、これらの所得の総収入金額に係る売

上原価その他当該総収入金額を得るため直接に要した費用の額及びその年における販売費、

一般管理費その他これらの所得を生ずべき業務について生じた費用（償却費以外の費用で

その年において債務の確定しないものを除く。）の額とする旨を定めている。 

（４）所得税法１５６条の定め 

 所得税法１５６条は、税務署長は、居住者に係る所得税につき更正又は決定をする場合

には、その者の財産若しくは債務の増減の状況、収入若しくは支出の状況又は生産量、販

売量その他の取扱量、従業員数その他事業の規模によりその者の各年分の各種所得の金額

又は損失の金額（その者の提出した青色申告書に係る年分の不動産所得の金額、事業所得

の金額及び山林所得の金額並びにこれらの金額の計算上生じた損失の金額を除く。）を推計

して、これをすることができる旨を定めている。 

２ 消費税法の定め 

（１）消費税法２８条１項（ただし、平成２７年法律第９号による改正前のもの。以下同じ。）

本文の定め 

 消費税法２８条１項本文は、課税資産の譲渡等に係る消費税の課税標準は、課税資産の

譲渡等の対価の額（対価として収受し、又は収受すべき一切の金銭又は金銭以外の物若し

くは権利その他経済的な利益の額とし、課税資産の譲渡等につき課されるべき消費税額及

び当該消費税額を課税標準として課されるべき地方消費税額に相当する額を含まないもの

とする。）とする旨を定めている。 
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（２）消費税法３０条の定め 

ア 消費税法３０条１項（ただし、平成２４年法律第６８号による改正前のもの。以下同

じ。）の定め 

 消費税法３０条１項は、事業者（同法９条１項本文の規定により消費税を納める義務

が免除される事業者を除く。）が、国内において行う課税仕入れ又は保税地域から引き取

る課税貨物については、次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める日の属す

る課税期間の同法４５条１項２号に掲げる課税標準額に対する消費税額（以下、「課税標

準額に対する消費税額」という。）から、当該課税期間中に国内において行った課税仕入

れに係る消費税額（当該課税仕入れに係る支払対価の額に１０５分の４を乗じて算出し

た金額をいう。以下同じ。）及び当該課税期間における保税地域からの引取りに係る課税

貨物（他の法律又は条約の規定により消費税が免除されるものを除く。以下同じ。）につ

き課された又は課されるべき消費税額（附帯税の額に相当する額を除く。）の合計額を控

除する旨を定めている。 

１号ないし３号 （略） 

イ 消費税法３０条７項（ただし、平成２７年法律第９号による改正前のもの。以下同

じ。）の定め 

 消費税法３０条７項は、同条１項の規定は、事業者が当該課税期間の課税仕入れ等の

税額の控除に係る帳簿及び請求書等（同項に規定する課税仕入れに係る支払対価の額の

合計額が少額である場合その他の政令で定める場合における当該課税仕入れ等の税額に

ついては、帳簿）を保存しない場合には、当該保存がない課税仕入れ又は課税貨物に係

る課税仕入れ等の税額については、適用しないが（本文）、災害その他やむを得ない事情

により、当該保存をすることができなかったことを当該事業者において証明した場合は、

この限りでない（ただし書）旨を定めている。 

３ 消費税法施行令４９条１項（ただし、平成２７年政令第１４５号による改正前のもの。以下

同じ。）の定め 

 消費税法施行令４９条１項柱書きは、消費税法３０条７項に規定する政令で定める場合は、

次に掲げる場合とする旨を定めている。 

１号 消費税法３０条１項に規定する課税仕入れに係る支払対価の額の合計額が３万円未満で

ある場合 

その余の号 （略） 

４ 消費税法基本通達（平成７年１２月２５日付け課消２－２５（例規）課所６－１３課法３－

１７徴管２－７０査調４－３国税庁長官通達。甲１５）１０－１－１２の定め 

 消費税法基本通達１０－１－１２柱書きは、委託販売その他業務代行等（以下「委託販売

等」という。）に係る資産の譲渡等を行った場合の取扱いは、次による旨を定めている。 

（１）委託販売等に係る委託者については、受託者が委託商品を譲渡等したことに伴い収受した

又は収受すべき金額が委託者における資産の譲渡等の金額となるのであるが、その課税期間

中に行った委託販売等の全てについて、当該資産の譲渡等の金額から当該受託者に支払う委

託販売手数料を控除した残額を委託者における資産の譲渡等の金額としているときは、これ

を認める。 

（２）委託販売等に係る受託者については、委託者から受ける委託販売手数料が役務の提供の対
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価となる。 

 なお、委託者から課税資産の譲渡等のみを行うことを委託されている場合の委託販売等

に係る受託者については、委託された商品の譲渡等に伴い収受した又は収受すべき金額を

課税資産の譲渡等の金額とし、委託者に支払う金額を課税仕入れに係る金額としても差し

支えないものとする。 

 以上 
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別紙３ 

争点に対する当事者の主張の要点 

 

１ 争点１（本件各店舗に係る総収入金額及び原告の本件各年分の雑収入の一部を構成する本件

徴収金の額並びに本件各課税期間の消費税等に係る課税売上高の計算に当たって被告が採用し

た推計の方法の合理性）について 

（被告の主張の要点） 

（１）いわゆる推計課税の必要性があること 

 申告納税制度の下における納税者は、税法の定めるところに従って正しい申告をする義

務を負うとともに、申告内容を確認するための調査に対しては、所得金額の計算の基礎と

なる経済取引の実態を最もよく知る者として、その所得金額を算定するに足りる直接資料

を提示し、その申告が正しいことを税務職員に説明する義務を負うというべきである。そ

して、納税者が帳簿等の備え付け等をしない場合や調査に際して帳簿書類の提出を拒むな

どした場合等に、国が課税を放棄することは、正しい申告をしている誠実な納税者に比較

して租税負担の公平を欠き到底許されないとの観点から、所得税法１５６条は、上記のよ

うな場合等においては、各種の間接資料に基づく推計の方法により、更正又は決定し得る

旨を規定している。 

 もっとも、推計課税は、無条件に認められるものではなく、税務署長が、十分な直接資

料を入手することができず、直接資料に基づいて所得金額を的確に算定することができな

い場合に限って許されるものであるから、①納税者が、帳簿書類を備え付けておらず、収

支の状況を直接資料によって明らかにすることができないこと、②納税者が、一応帳簿書

類を備え付けているが、誤記脱漏が多い、二重帳簿が作成されているなど、その内容が不

正確で信頼性に乏しいこと、③納税者又はその取引関係者が調査に協力しないため直接資

料が入手できないこと等の事由により、実額の把握が不可能又は著しく困難な場合に限っ

て許されるものと解すべきである。 

 本件においては、本件調査担当者が、本件調査において本件各店舗に係る収入金額、粗

金の額及び接客従業者に対して交付した金額を確認し得るものとして把握することができ

たのは、前提事実（２）イに指摘したもののみであり、そのいずれもが一定期間のみ保存

されていただけで、平成１８年から平成２４年までの全ての期間にわたって保存されてい

たものはなかった。また、本件調査担当者は、原告に対し、他の書類又は電子データを提

示するよう再三求めたものの、原告は上記のもの以外には存在しない旨を述べて本件調査

担当者に書類又は電子データを提示することはなかった。 

 そうすると、原告は、原告が営む事業について帳簿書類を備え付けているとはいえず、

その収支の状況を直接資料によって明らかにすることができないから、被告において、原

告の所得金額を実額で把握することが不可能又は著しく困難であったことは明らかである。 

 したがって、本件については、納税者が、帳簿書類を備え付けておらず、収支の状況を

直接資料によって明らかにすることができない場合に該当し、原告の本件各年分の所得金

額等、具体的には、本件各店舗に係る総収入金額及び原告の雑収入の一部を構成する本件

徴収金の額を推計により計算する必要性があると認められる。 

（２）推計の合理性があること（総論） 
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ア 所得税法１５６条は、推計の必要性が認められる場合にどのような推計方法を採るべ

きかについて特に触れることなく、税務署長の裁量的判断にこれを委ねている。これが

恣意的な推計を許すものでないことはもちろんであるが、他方で税務署長に必要以上の

時間と労力をかけて資料の探索を求めることも、推計の必要性を生じさせた納税義務者

の行動等に鑑み適当ではないから、結局、税務署長において現に入手し得る資料の限定

性、調査時間及び調査能力の制約、納税義務者間の公平等との関連で、採用された推計

方法が、実額課税の代替手段として当該納税義務者の所得近似値を求め得る方法として

社会通念上相応の合理性（一応の合理性）があると認められる必要があり、かつ、それ

をもって足りるというべきである。 

 また、推計方法が合理的であるためには、①推計の基礎事実が確実に把握されている

こと（資料の正確性）、②推計方法のうち、当該具体的事実に最も適切なものが選択され

るべきこと（推計方法選択の合理性）、③選択した具体的推計方法自体できるだけ真実の

所得に近似した数値が算出され得るような客観的なものであること（具体的推計方法の

合理性）が必要である。 

イ 被告が主張する本件各店舗に係る総収入金額の推計の方法は、平成２２年１月から同

年５月までの本件各店舗の全ての店舗に係る粗金の額（実額）を基に、本件各店舗全体

の真実の粗金の額に占める本件各確定申告において申告された粗金の額（以下「申告粗

金額」という。）の割合（以下「申告粗金割合」という。なお、本件各店舗を構成する個

別の店舗における真実の粗金の額に占める申告粗金額の割合を指す場合にも、同じ用語

を用いることがある。）を算出して本件各年分の本件各店舗を構成する個別の店舗の各総

収入金額を推計したものであるところ、次の（ア）から（エ）までのとおり、原告が、

上記の期間以外の期間も、上記の期間と同様に粗金の額を過少に申告しており、当該過

少に申告した割合も上記の期間の割合と同程度と推認されることから、申告粗金割合を

用いて他の年分の粗金の額を推計することには合理性があるというべきである。 

（ア）本件各店舗を構成する各店舗の粗金の額が月別で記載され、二、三か月に１度開催

される本件各店舗を構成する各店舗の責任者を集めた会議の資料として用いられていた

「月別売上集計表」（以下「店長会議資料」という。）に記載されている粗金の額並びに

本件各店舗を構成する各店舗の各営業日にそれぞれ収受された本件対価等の額から接客

従業者に対して交付した金額を控除した上で経費負担相当額を加算した金額が記載され

た本件各店舗を構成する店舗ごとの日報（以下「日報」という。）のうち平成２５年１

０月８日から同年１１月２３日までの本件６店舗に係るもの（以下「本件日報」とい

う。）に記載されている粗金の額及び接客従業者に対して交付した金額は、いずれも真

実の金額と認められ、本件各店舗全体の申告粗金割合や本件各店舗に係る総収入金額に

占める真実の粗金の額の割合（以下「粗金率」という。）の正確性が担保されている。 

（イ）原告が、本件調査担当者に対し、本件各店舗の業態や料金体系が平成１８年以降変

わっていない旨を供述しており、原告が、本件各店舗を継続的に経営し、その業種、業

態、事業規模、事業場所等に特段の変更があったとはいえない。 

（ウ）原告は、ある金額を真実の粗金の額から除外した後の粗金の額を記載した集計表

（以下「申告集計表」という。）に、真実の粗金の額よりも少ない金額の粗金の額を記

載していると認められるところ、真実の粗金の額が記載された店長会議資料又は本件各
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店舗を構成する特定の店舗における１年間の粗金の額が記載された「５期比較財務諸

表」と題するデータ（以下「５期比較表」という。）から検証し得る全ての店舗及び期

間における申告粗金割合は、平成２２年１月から同年５月までの間の本件各店舗全体の

申告粗金割合である８０．７８％と近似している。 

（エ）平成１８年から本件調査が開始されるまでの間に、風俗営業を営む者らに共通した

経済事情の変動がない。 

ウ 本件においては、次の（ア）から（ウ）までのとおり、被告が主張する推計の方法以

外の方法を採用することには、合理性がない。 

（ア）原告が営む風俗営業が、風営法２条７項１号に規定する無店舗型性風俗特殊営業と

して通常想定される業態とは異なる要素を含むものであるから、原告が営む風俗営業と

業種が同一で業態や事業規模等も類似する同業者や、これまでの調査実績を基にした統

計資料を探し出すことが不可能であり、同業者比率を用いた推計方法を採用することは

できない。 

（イ）接客従業者が使用する消耗品又は本件各店舗で生じた水道光熱費等から収入金額を

推計することについては、①接客従業者は、本件各店舗において具体的な役務の提供を

しておらず、本件各店舗において使用した数量を確実に数え上げることができる消耗品

が存在しないこと、②原告自身、消耗品の使用量と顧客の数が連動していること自体は

認めているものの、本件各店舗が仕入れた消耗品の量と顧客の数が直結するとはいえな

い旨も供述していること、③本件各店舗で生じた水道光熱費等は、本件各店舗における

売上げと連動しないことからすると、上記の方法による推計は、合理性が乏しい。 

（ウ）①平成２３年分及び平成２４年分の本件店舗３及び本件店舗６並びに平成２３年分

の本件店舗５に係る各５期比較表並びに②平成２４年分の本件店舗１に係る店長会議資

料に基づき、これらから判明する真実の粗金の額と、本件各店舗を構成する店舗ごとの

本件各年分の月別及び年間の損益が記載された本件各確定申告の基礎となっている集計

表（以下「個別申告集計表」という。）のうち本件店舗１、本件店舗３、本件店舗５又

は本件店舗６に係るものに記載された金額とを比較することにより、本件各店舗を構成

する店舗ごとに個別に算定した申告粗金割合に基づいて本件各店舗を構成する店舗ごと

の収入金額を推計することも考えられるが、原告が粗金の額を除外した方法に規則性が

ない上、原告が本件各年分において本件各店舗を構成する店舗ごとに粗金の額を除外す

る方法を変えていたと認められる客観的な証拠もないことからすると、本件各店舗を構

成する店舗の一部にすぎない本件店舗１、本件店舗３、本件店舗５又は本件店舗６の申

告粗金割合は、被告が主張する方法による本件各店舗全体に係る申告粗金割合と比較し

て、店舗ごとの偏差がより捨象されるものとはいえず、被告が主張する方法よりも合理

性が乏しいことから、本件各店舗を構成する店舗ごとに個別に算定した申告粗金割合に

基づいて本件各店舗を構成する店舗ごとの収入金額を推計することも、合理性が乏しい。 

エ 被告が主張する推計の方法は、これまでに複数の裁判例においても、採用されている。 

オ 本件徴収金の額を推計するための基礎とした本件日報に記載された粗金の額、接客従

業者に対する報酬の支払額及び本件徴収金の額は、前記イ（ア）のとおり、いずれも真

実の金額と認められ、本件６店舗を構成する店舗ごとの売上金額に占める本件徴収金の

割合（小数点第２位未満切り捨て。以下「徴収率」という。）の正確性は担保されている
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といえる（資料の正確性）。そして、原告は、接客従業者から本件徴収金を徴していると

ころ、本件各店舗は、開店当初から本件調査時に至るまで、その業種、業態、事業規模、

事業場所等について特段の変更をしたとは認められないことからすると、接客従業者が

役務を提供する上で使用するもの又は接客従業者が実費弁償すべきもの及びその金額は、

事業規模によって変動するとしても、同程度であると推認されることから、徴収率を用

いて本件各年分を構成する年分ごとの本件徴収金の総額（以下「総徴収金額」という。）

を推計することは合理性がある（具体的推計方法の合理性）というべきである。 

（３）本件各店舗を構成する店舗ごとの収入金額に係る推計の合理性その１（申告粗金割合） 

ア 原告が除外をする前の真実の粗金の額を算出するため、真実の粗金の額に占める原告

が申告をした本件各店舗全体の粗金の額の合計額の割合である本件各店舗全体の申告粗

金割合を算出する必要がある。 

イ 本件６店舗に共通して保存され、真実の粗金の額が記載されていると考えられる平成

２２年１月から同年５月までの間の本件６店舗に係る店長会議資料と、申告粗金額が記

載されている平成２２年分の本件各店舗に係る個別申告集計表から、本件各店舗に係る

真実の粗金の額の合計額に占める申告粗金額の合計額の割合（本件各店舗全体の申告粗

金割合）が、８０．７８％（小数点第２位未満切り上げ）と算出される（なお、本件店

舗７については、真実の粗金の額から除外された粗金の額はないもの（真実の粗金の額

と申告粗金額が同額である）として取り扱った。）ため、原告は、真実の粗金の額の１９．

２２％に相当する金額を除外した上で本件各確定申告をしていたと推計した。 

（４）本件各店舗を構成する店舗ごとの収入金額に係る推計の合理性その２（真実の粗金の額の

推計） 

ア 平成１８年分から平成２１年分まで、平成２３年分及び平成２４年分については、原

告が、平成１８年分から平成２１年分まで、平成２３年分及び平成２４年分の所得税の

各確定申告書に記載した各事業所得の総収入金額から、（ａ）本件広告業に係る５期比較

表に記載された各収入金額、（ｂ）本件飲食店に係る各月の売上金額及び経費の合計額が

記載された集計表（以下「月別決算表」という。）から集計した各収入金額並びに（ｃ）

雑収入の金額をそれぞれ差し引いた後の金額を当該年分に係る申告粗金額と認め、当該

申告粗金額を前記（３）の申告粗金割合（８０．７８％）で除して真実の粗金の額（以

下「推計粗金額」という。）を推計した。 

イ 平成２２年分については、同年６月から同年１２月までにおける本件各店舗を構成す

る店舗ごとの各月の申告粗金額を合計し、これを前記（３）の申告粗金割合（８０．７

８％）で除して真実の粗金の額を推計するとともに、当該推計額に、店長会議資料によ

り実額で把握することができる同年１月から同年５月までの間の本件各店舗を構成する

店舗ごとの真実の粗金の額を合計して同年分の推計粗金額（真実の粗金の額）を算出し

た。 

（５）本件各店舗を構成する店舗ごとの収入金額に係る推計の合理性その３（粗金率の算出） 

ア 本件各店舗を構成する店舗ごとの収入金額から接客従業者に対して交付した金額を控

除した後のものが推計粗金額であるから、本件各店舗を構成する店舗ごとの収入金額を

算出するためには、当該収入金額に占める推計粗金額の割合（粗金率）がどの程度であ

ったかを算出する必要がある。 
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イ 本件日報には、本件対価等の額、接客従業者に対して交付した金額、経費負担相当額

及び本件徴収金の額が記載されていることから、本件日報を基に、本件日報が作成され

た期間（平成２５年１０月８日から同年１１月２３日まで）における本件各店舗を構成

する店舗ごとの売上金額（本件店舗１につき２１７５万円、本件店舗２につき３３０３

万３０００円、本件店舗３につき５９４２万９５００円、本件店舗４につき３１８２万

７０００円、本件店舗５につき６５８２万５５００円、本件店舗６につき６２２４万１

５００円）、接客従業者に対して交付した金額及び粗金の額を集計した上で、本件各店舗

を構成する店舗ごとの売上金額に占める粗金の割合（粗金率。小数点第２位未満切り上

げ）をそれぞれ算出した。なお、本件店舗７については、本件店舗１又は本件店舗２と

契約をしている接客従業者が役務の提供をしていたことから、固有の粗金率を算出する

ことはできない。 

（６）本件各店舗を構成する店舗ごとの収入金額に係る推計の合理性その４（本件各店舗に係る

収入金額の推計） 

ア 前記（４）の本件各年分の推計粗金額を前記（５）の粗金率で除することにより、本

件各店舗を構成する店舗ごとに係る収入金額を推計したところ、具体的には、次のイか

らキまでのとおりである。なお、平成２３年分及び平成２４年分の本件店舗７の売上金

額は、本件店舗１の収入金額に含まれていたことから、これらを個別に算出していない。 

イ 平成１８年分については、本件店舗６及び本件店舗７が開店していなかったことから、

本件５店舗に係る平均粗金率である４９．４９％を用い、平成１８年分の本件５店舗に

係る推計粗金額である１０億４９２７万９８４０円を上記の４９．４９％で除すること

により、平成１８年分の本件５店舗に係る収入金額を２１億２０１８万５５７２円（１

円未満の端数金額は切り捨て。以下同じ。）と推計した。 

ウ 平成１９年分及び平成２０年分については、本件店舗７が開店していなかったことか

ら、本件６店舗に係る平均粗金率である４９．１８％を用い、平成１９年分の本件６店

舗に係る推計粗金額である１３億３２１０万９５７１円及び平成２０年分の本件６店舗

に係る推計粗金額である１２億７１２０万６５３７円を、上記の４９．１８％でそれぞ

れ除することにより、平成１９年分の本件６店舗に係る収入金額を２７億０８６４万０

８５１円と、平成２０年分の本件６店舗に係る収入金額を２５億８４８０万３８５７円

と、それぞれ推計した。 

エ 平成２１年分については、平成２１年７月頃に本件店舗７が開店したものの、前記

（５）イのとおり、本件店舗７については、本件店舗１又は本件店舗２と契約をしてい

る接客従業者が役務の提供をしていたため、固有の粗金率を算出することはできないこ

とから、平成２１年分の本件各店舗に係る推計粗金額である１２億９１３２万６９６８

円を、本件６店舗に係る平均粗金率である４９．１８％で除することにより、平成２１

年分の本件各店舗に係る収入金額を２６億２５７１万５６７３円と推計した。 

オ 平成２２年分については、平成２２年分の本件各店舗に係る推計粗金額である１３億

０７０５万５０６５円を、前記エと同様の理由により、本件６店舗に係る平均粗金率で

ある４９．１８％で除することにより、平成２２年分の本件各店舗に係る収入金額を２

６億５７６９万６３５０円と推計した。 

カ（ア）平成２３年分のうち本件店舗３、本件店舗５及び本件店舗６については、真実の
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粗金の額が記載された５期比較表が保存されており、真実の粗金の額を実額（本件店

舗３につき２億７１０７万７８００円、本件店舗５につき２億１５０７万５５００円、

本件店舗６につき２億８６４２万４５００円）で把握することができたことから、当

該真実の粗金の額を上記の店舗ごとの個別の粗金率（本件店舗３につき５１．７１％、

本件店舗５につき４７．２７％、本件店舗６につき４８．１５％）で除することによ

り、平成２３年分の本件店舗３に係る収入金額を５億２４２２万７０３５円と、同年

分の本件店舗５に係る収入金額を４億５４９９万３６５３円と、同年分の本件店舗６

に係る収入金額を５億９４８５万８７７４円と、それぞれ推計した。 

（イ）平成２３年分のうち本件店舗１、本件店舗２、本件店舗４及び本件店舗７につい

ては、真実の粗金の額を実額で把握することができなかったことから、平成２３年分

の本件各店舗に係る推計粗金額である１２億１４２１万４２０６円から本件店舗３、

本件店舗５及び本件店舗６の真実の粗金の額（合計７億７２５７万７８００円）を控

除した後の４億４１６３万６４０６円を本件店舗１、本件店舗２及び本件店舗４の合

計の推計粗金額とした上で、これを本件店舗１、本件店舗２及び本件店舗４に係る平

均粗金率である４９．６４％で除することにより、平成２３年分の本件店舗１、本件

店舗２及び本件店舗４に係る収入金額を８億８９６７万８４９７円と推計した。なお、

本件店舗７に係る収入金額は、本件店舗１に係る収入金額に含まれている。 

（ウ）前記（ア）及び（イ）の収入金額を合算し、平成２３年分の本件各店舗に係る収

入金額を２４億６３７５万７９５９円と推計した。 

キ（ア）平成２４年分のうち本件店舗１については、真実の粗金の額が記載された店長会

議資料が保存されており、真実の粗金の額を実額（１億０６７８万５５００円）で把

握することができたことから、これを本件店舗１に係る粗金率４７．６９％で除する

ことにより、平成２４年分の本件店舗１に係る収入金額を２億２３９１万５９１５円

と推計した。なお、本件店舗７に係る収入金額は、上記の本件店舗１に係る収入金額

に含まれている。 

（イ）平成２４年分のうち本件店舗３及び本件店舗６については、真実の粗金の額が記

載された５期比較表が保存されており、真実の粗金の額を実額（本件店舗３につき２

億５４００万４０００円、本件店舗６につき２億５１９９万５０００円）で把握する

ことができたことから、これらを上記の店舗ごとの個別の粗金率（本件店舗３につき

５１．７１％、本件店舗６につき４８．１５％）で除することにより、平成２４年分

の本件店舗３に係る収入金額を４億９１２０万８６６３円と、同年分の本件店舗６に

係る収入金額を５億２３３５万４１０１円と、それぞれ推計した。 

（ウ）平成２４年分のうち本件店舗２、本件店舗４及び本件店舗５については、真実の

粗金の額を実額で把握することができなかったことから、平成２４年分の本件各店舗

に係る推計粗金額である１１億７０３４万５１３３円から本件店舗１、本件店舗３及

び本件店舗６の真実の粗金の額（合計６億１２７８万４５００円）を控除した後の５

億５７５６万０６３３円を本件店舗２、本件店舗４及び本件店舗５の合計の推計粗金

額とした上で、これを本件店舗２、本件店舗４及び本件店舗５に係る平均粗金率であ

る４８．７７％で除することにより、平成２４年分の本件店舗２、本件店舗４及び本

件店舗５に係る収入金額を１１億４３２４万５０９５円と推計した。 
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（エ）前記（ア）から（ウ）までの収入金額を合算し、平成２４年分の本件各店舗に係

る収入金額を２３億８１７２万３７７４円と推計した。 

（７）本件徴収金の金額に係る推計の合理性その１（本件各店舗の売上げに占める本件徴収金の

割合） 

ア 平成２５年１０月８日から同年１１月２３日までの間の本件徴収金の実額は、本件日

報から把握することができる（本件店舗１につき２９万９４５０円、本件店舗２につき

９万４２２５円、本件店舗３につき２２万８９３０円、本件店舗４につき１３万８９４

６円、本件店舗５につき３５万９３２０円、本件店舗６につき１０万１８５０円）。 

イ 前記アの本件徴収金を、本件６店舗の売上金額（前記（５）イ参照）で除することに

より、本件６店舗を構成する店舗ごとの売上金額に占める本件徴収金の割合（徴収率）

を算出した（本件店舗１につき１．３７％、本件店舗２につき０．２８％、本件店舗３

につき０．３８％、本件店舗４につき０．４３％、本件店舗５につき０．５４％、本件

店舗６につき０．１６％。なお、本件５店舗全体の平均の徴収率は、０．５２％、本件

６店舗全体の平均の徴収率は、０．４４％、本件店舗１、本件店舗２及び本件店舗４の

平均の徴収率は、０．６１％、本件店舗２、本件店舗４及び本件店舗５の平均の徴収率

は、０．４５％である。）。 

ウ 本件６店舗の売上金額に本件徴収金の額が含まれていないことは、①平成２２年１月

１日から同年３月３１日までの本件店舗１に係る現金出納帳（乙２０。以下「本件出納

帳」という。）において、（あ）本件対価等の額から接客従業者に対する名目上の報酬額

を控除した名目上の本件店舗の収入を「売上」と、（い）経費負担相当額を「経費」とそ

れぞれ記載していたほか、（う）体件徴収金を上記（あ）及び（い）とは区分して記載し

ていたこと、②本件出納帳の「収入金額」欄に記載された「売上」及び「経費」の金額

の各月の合計額と平成２２年１月から同年３月までの間の本件店舗１に係る店長会議資

料に記載された各月の「月計」の金額とを比較した場合、同年１月においては、本件出

納帳の記載が２５万３５００円上回り、同年２月は完全に一致し、同年３月においては、

本件出納帳の記載が１万３５００円上回るにとどまっていること、③上記②に加え、店

長会議資料が、本件各店舗の各店長が本件各店舗の経営者である原告に提示するための

資料として作成されており、各店舗に共通した統一された様式で作成されていることに

鑑み、各店舗の売上げを分析し、収益力を比較するために作成されたものと推認するこ

とができることから、店長会議資料に記載された売上金額には、本件徴収金の額が含ま

れていないといえること、④本件経理担当者が作成していた報告用集計表の現物は見当

たらないものの、本件出納帳に記載された「売上」及び「経費」の各金額の合計額と平

成２２年の本件店舗１に係る個別申告集計表の記載を比較したところ、個別申告集計表

に記載された申告粗金額は、平成２２年１月から同年３月までのいずれのものも、本件

出納帳に記載された「売上」及び「経費」の各金額の合計額から一律に２００万円を除

外した金額となっており、本件経理担当者が作成していた報告用集計表の売上金額には、

現金出納帳に記載された「売上」及び「経費」の各金額の合計額が記載されていたもの

と推認することができることの各事実から裏付けられる。 

（８）本件徴収金の金額に係る推計の合理性その２（本件徴収金の金額の推計） 

ア 前記（６）において推計した本件各年分の本件各店舗の収入金額に前記（７）イで算
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出した徴収率を乗ずることにより、本件各年分を構成する年分ごとの本件徴収金の総額

（総徴収金額）を推計した。 

 なお、本件店舗７は、前記（６）と同様、本件店舗１又は本件店舗２と契約をしてい

る接客従業者が役務の提供をしていたため、本件店舗７固有の総徴収金額は、推計して

いない。 

イ 平成１８年分については、本件店舗６及び本件店舗７が開店していなかったことから、

本件５店舗全体の平均の徴収率である０．５２％を用い、平成１８年分の本件５店舗に

係る推計収入金額である２１億２０１８万５５７２円に上記の０．５２％を乗ずること

により、平成１８年分の本件５店舗に係る総徴収金額を１１０２万４９６４円（１円未

満の端数金額は切り捨て。以下同じ。）と推計した。 

ウ 平成１９年分及び平成２０年分については、本件店舗７が開店していなかったことか

ら、本件６店舗全体の平均の徴収率である０．４４％を用い、平成１９年分の本件６店

舗に係る推計収入金額である２７億０８６４万０８５１円及び平成２０年分の本件６店

舗に係る推計収入金額である２５億８４８０万３８５７円に、上記の０．４４％をそれ

ぞれ乗ずることにより、平成１９年分の本件６店舗に係る総徴収金額を１１９１万８０

１９円と、平成２０年分の本件６店舗に係る総徴収金額を１１３７万３１３６円と、そ

れぞれ推計した。 

エ 平成２１年分及び平成２２年分については、平成２１年７月頃に本件店舗７が開店し

たものの、前記アのとおり、本件店舗７については、本件店舗１又は本件店舗２と契約

をしている接客従業者が役務の提供をしていたため、固有の徴収率を算出することがで

きないことから、本件６店舗全体の平均の徴収率である０．４４％を用い、平成２１年

分の本件６店舗に係る推計収入金額である２６億２５７１万５６７３円及び平成２２年

分の本件６店舗に係る推計収入金額である２６億５７６９万６３５０円に、上記の０．

４４％をそれぞれ乗ずることにより、平成２１年分の本件６店舗に係る総徴収金額を１

１５５万３１４８円と、平成２２年分の本件６店舗に係る総徴収金額を１１６９万３８

６３円と、それぞれ推計した。 

オ（ア）平成２３年分のうち本件店舗３、本件店舗５及び本件店舗６については、前記

（６）カ（ア）のとおり、平成２３年分の本件店舗３に係る収入金額を５億２４２２

万７０３５円と、同年分の本件店舗５に係る収入金額を４億５４９９万３６５３円と、

同年分の本件店舗６に係る収入金額を５億９４８５万８７７４円と、それぞれ推計し

たことから、これらの個別の収入金額に、本件店舗３、本件店舗５及び本件店舗６の

個別の徴収率（本件店舗３につき０．３８％、本件店舗５につき０．５４％、本件店

舗６につき０．１６％）を乗じて、平成２３年分の本件店舗３に係る総徴収金額を１

９９万２０６２円と、同年分の本件店舗５に係る総徴収金額を２４５万６９６５円と、

同年分の本件店舗６に係る総徴収金額を９５万１７７４円と、それぞれ推計した。 

（イ）平成２３年分のうち本件店舗１、本件店舗２及び本件店舗４については、前記

（６）カ（イ）のとおり、平成２３年分の本件店舗１、本件店舗２及び本件店舗４に

係る収入金額を合計８億８９６７万８４９７円と推計したことから、これに、本件店

舗１、本件店舗２及び本件店舗４の平均の徴収率である０．６１％を乗じて、平成２

３年分の本件店舗１、本件店舗２及び本件店舗４に係る総徴収金額を５４２万７０３
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８円と推計した。 

（ウ）前記（ア）及び（イ）の総徴収金額を合算し、平成２３年分の本件各店舗に係る

総徴収金額を１０８２万７８３９円と推計した。 

カ（ア）平成２４年分のうち本件店舗１、本件店舗３及び本件店舗６については、前記

（６）キ（ア）及び（イ）のとおり、平成２４年分の本件店舗１に係る収入金額を２

億２３９１万５９１５円と、同年分の本件店舗３に係る収入金額を４億９１２０万８

６６３円と、同年分の本件店舗６に係る収入金額を５億２３３５万４１０１円と、そ

れぞれ推計したことから、これらの個別の収入金額に、本件店舗１、本件店舗３及び

本件店舗６の個別の徴収率（本件店舗１につき１．３７％、本件店舗３につき０．３

８％、本件店舗６につき０．１６％）を乗じて、平成２４年分の本件店舗１に係る総

徴収金額を３０６万７６４８円と、同年分の本件店舗３に係る総徴収金額を１８６万

６５９２円と、同年分の本件店舗６に係る総徴収金額を８３万７３６６円と、それぞ

れ推計した。 

（イ）平成２４年分のうち本件店舗２、本件店舗４及び本件店舗５については、前記

（６）キ（ウ）のとおり、平成２４年分の本件店舗２、本件店舗４及び本件店舗５に

係る収入金額を合計１１億４３２４万５０９５円と推計したことから、これに、本件

店舗２、本件店舗４及び本件店舗５の平均の徴収率である０．４５％を乗じて、平成

２４年分の本件店舗２、本件店舗４及び本件店舗５に係る総徴収金額を５１４万４６

０２円と推計した。 

（ウ）前記（ア）及び（イ）の総徴収金額を合算し、平成２４年分の本件各店舗に係る

総徴収金額を１０９１万６２０８円と推計した。 

（９）原告の主張に対する反論その１（平成１８年分及び平成１９年分の申告額が真実の売上金

額である旨の原告の主張に対し） 

ア 原告は、原告の平成１８年分及び平成１９年分の所得税については、真実の収入金額

を確定申告していた旨主張する。 

 しかし、原告は、３度にわたり、本件調査担当者に対し、自ら、平成１８年以降、売

上げの一部を除外して確定申告をしていた旨を一貫して供述している上、税務調査の際

に真実の売上げ等が発覚することがないように本件経理担当者から引き継いだ真実の金

額が記載された書類等を、確定申告をした後すぐに廃棄するとともに、本件各店舗の責

任者に対しても帳簿書類を破棄するよう指示していた旨を供述している。そして、現実

にも、本件各店舗の責任者によって作成された帳簿書類の大部分が破棄されて保存され

ていなかったし、本件各店舗を構成する店舗ごとの個別申告集計表も、平成１８年分及

び平成１９年分のものを確認することはできなかった。 

 そうすると、原告は、平成１８年分及び平成１９年分の収入金額についても、それ以

外の年分と同様に売上げの一部を除外した事実が発覚しないように関係書類を全て破棄

しようとしていたものといえる上、原告が平成１５年及び平成１８年にも税務調査（以

下、平成１８年に原告が受けた調査を「本件前回調査」といい、本件前回調査と上記の

平成１５年に原告が受けた調査を総称するときは、「本件前回調査等」という。）を受け

ていて帳簿書類を保存する必要性を十分に理解していたことも踏まえると、平成１８年

分及び平成１９年分の帳簿書類が破棄されていたこと自体が、平成１８年分及び平成１
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９年分について、原告が売上げの一部を除外していたことの表れであるというべきであ

る。 

 また、①仮に、本件各年分の収入金額について、売上げの一部を除外することなく確

定申告をした年があったとすれば、原告がそれを記憶していなかったとは考え難く、そ

の旨を本件調査担当者に対して明確に主張したはずであるところ、そのような主張がさ

れた形跡がないこと、②原告は、本件前回調査が終了した後に、平成１８年分の所得税

の確定申告をしており、その際、平成１８年分の売上げの一部を除外することが可能で

あったから、本件前回調査の存在をもって平成１８年分の売上げの一部を除外すること

が事実上不可能であったとはいえないこと、③原告がした原告の平成１８年分の所得税

の確定申告に係る確定申告書には、１年間の総額の売上金額しか記載されておらず、本

件５店舗を構成する店舗ごとの各月の売上金額を把握することができない上、本件前回

調査においても、本件５店舗を構成する店舗ごとの各月の売上金額をもれなく把握する

ことができたわけではないから、原告が上記の確定申告において、売上げの一部を除外

して確定申告をしたか否かを正確に確認できるとは限らないこと、④本件前回調査が終

了して間もないこと自体が、売上げの一部を除外していないことの合理的な説明になり

得ないことに鑑みると、原告は、平成１８年分及び平成１９年分の売上金額についても、

その一部を除外していたものと認められる。 

イ 原告は、被告が主張する平成１８年分の本件５店舗に係る推計粗金額の総額（１０億

４９２７万９８４０円）及び平成１９年分の本件６店舗に係る推計粗金額の総額（１３

億３２１０万９５７１円）が過大であることを前提としつつ、これは、原告が平成１８

年分及び平成１９年分の売上げの一部を除外することなくその全額を申告していたにも

かかわらず、被告が上記の年分についても、約２割を除外して申告していたと仮定して

推計した結果であるから、上記の各年分に係る被告の推計は、合理性がない旨主張する。 

 しかし、後記（１０）アのとおり、被告が主張する平成１８年分の本件５店舗に係る

推計粗金額の総額及び平成１９年分の本件６店舗に係る推計粗金額の総額が過大である

とはいえないから、原告の主張は、その前提を誤るものであり、失当である。 

ウ 原告は、本件前回調査により平成１８年分の本件５店舗に係る真実の売上金額を課税

庁に把握されており、あえて売上金額の一部を除外して確定申告することは通常人の行

動としておよそ考えられず、事実上不可能である旨主張する。 

 しかし、原告は、自ら自認するとおり、過去においても繰り返し調査を受けており、

税法に対する規範意識が著しく低下していることがうかがわれるのであって、通常人の

行動としておよそ考えられないとの経験則が原告に当てはまるとみるべき根拠はない。 

 この点をおくとしても、課税庁が、本件前回調査において把握することができた平成

１８年分の本件５店舗に係る売上金額は、短いもので平成１８年１月から同年６月まで、

長いもので同年１月から同年８月までにとどまっており、原告もこれを認識していたと

思われる。また、本件調査により、平成１８年分の本件店舗４に係る売上金額を把握す

ることができたものの、本件各店舗を構成する店舗ごとの個別申告集計表が存在せず、

申告粗金額が不明であったため、これをもって同年分の粗金額を推計することができな

かったところ、平成１８年分の個別申告集計表が保存されていない事実自体から、同年

分において真実の売上金額が申告されていないことが裏付けられている。 
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エ 原告は、①平成２２年１月から同年５月までの間の本件４店舗の粗金の合計額に占め

る本件店舗４に係る粗金の額の割合を算出し、②平成１８年分の本件店舗４に係る粗金

の額を上記①で算出した割合によって割り戻し、平成１８年分の本件４店舗の粗金の額

の合計額を推計した上で、③当該合計額に平成１８年に開店した本件店舗５に係る粗金

の額を加算した金額が同年分の本件５店舗の粗金の額であることになるところ、当該金

額は、被告がした同年分の本件５店舗の推計粗金額よりも、原告がした同年分の所得税

の確定申告における収入金額と近いから、同年分において売上金額の一部を除外してい

たとは認められず、これは、平成１９年分の売上金額についても同様である旨主張する。 

 しかし、原告の上記の主張は、平成２２年１月から同年５月までにおける本件４店舗

に係る売上金額に占める本件店舗４の売上金額の割合が平成１８年分においても同様で

あることを前提としているところ、当該前提が正しいことを示す根拠はない上、平成１

８年に開店した本件店舗５の具体的な粗金の額も不明である。 

 そうすると、このような合理的根拠を欠く計算過程によって導かれた金額が、原告が

した平成１８年分の所得税の確定申告における収入金額と近いからといって、直ちに、

原告が、原告の平成１８年分の所得税の確定申告において、売上金額の一部を除外して

いなかったことの根拠にはなり得ないから、原告の主張は失当である。 

 また、仮に、同年分の本件５店舗に係る粗金の額を推計するのであれば、本件前回調

査において判明している平成１８年１月から同年６月までの本件４店舗の各店舗の粗金

額を基に推計するのが自然であるところ、平成１８年１月から同年６月までの本件４店

舗に係る粗金の合計額に占める本件店舗４の粗金の額の割合は、２７．９８％となり、

平成１８年分の本件店舗４の粗金の額（２億４５１６万１６４０円）を上記の割合で割

り戻すことによって計算することができる平成１８年分の本件４店舗に係る粗金の合計

額は８億７６２０万３１４５円と推計されるところ、これは、原告がした平成１８年分

の所得税の確定申告における収入金額（８億４７６０万８２５５円）を超えており、上

記の金額（８億７６２０万３１４５円）には、本件店舗５の粗金の額が含まれていない

ことも考慮すると、申告粗金額とはかい離する結果となることが明らかである。 

 したがって、ある特定の時期における本件店舗４の売上金額が本件４店舗の全体の売

上金額に占める売上割合を算出した上で平成１８年分及び平成１９年分の本件５店舗に

係る粗金の額を推計する方法は、合理性がないというべきである。 

（10）原告の主張に対する反論その２（平成１８年分、平成１９年分、平成２２年分及び平成２

４年分の推計粗金額がいずれも過大である旨の原告の主張に対し） 

ア 原告は、①被告が主張する平成２２年分の本件各店舗に係る推計粗金額の総額である

１３億０７０５万５０６５円から、本件店舗５、本件店舗６及び本件店舗７に係る各推

計粗金額の合計額（本件店舗５につき２億２７１５万５３６７円、本件店舗６につき２

億７１７９万２５２１円、本件店舗７につき５２２万３８２２円）を控除した後の金額

（８億０２８８万３３５５円）に、平成１８年８月から同年１２月までの本件店舗５の

粗金の額を加算したものが平成１８年分の本件５店舗に係る推計粗金額の総額となり、

②上記の１３億０７０５万５０６５円から、本件店舗６及び本件店舗７に係る各推計粗

金額の合計額（本件店舗６につき２億７１７９万２５２１円、本件店舗７につき５２２

万３８２２円）を控除した後の金額（１０億３００３万８７２２円）に平成１９年５月
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から同年１２月までの本件店舗６の粗金の額を加算したものが平成１９年分の本件６店

舗に係る推計粗金額の総額となり、これらは、原告がした確定申告の額（平成１８年分

につき８億４７６０万８２５５円、平成１９年分につき１０億７６０７万８１１２円）

と近似しているところ、これと比して、被告が主張する平成１８年分の本件５店舗に係

る推計粗金額の総額（１０億４９２７万９８４０円）及び平成１９年分の本件６店舗に

係る推計粗金額の総額（１３億３２１０万９５７１円）は、明らかに過大である旨主張

する。 

 しかし、原告の主張は、本件４店舗に係る平成１８年分及び平成１９年分のいずれの

推計粗金額の総額も、本件４店舗に係る平成２２年分の推計粗金額の総額と同額程度で

あることを前提とするものであるが、そのような根拠はないから、前提自体が合理性を

欠くものである。そして、被告の主張は、前記（３）から（６）までのとおり、合理的

な根拠に基づくものであり、より実態に即したものであるといえる。 

 したがって、原告の主張は、失当である。 

イ（ア）原告は、平成１８年から平成２１年にかけて店舗数が増加したことから、平成１

８年から平成２０年にかけて売上げが増大していくのが自然であるにもかかわらず、

被告の推計によれば、平成１９年分の粗金の額（１３億３２１０万９５７１円）が平

成２０年分の粗金の額（１２億７１２０万６５３７円）を上回っているから、平成１

９年分の推計粗金額が多額にすぎる旨主張する。 

 しかし、個別の事情により売上金額が増減することは珍しくないから、店舗数と売

上金額が比例しない場合も当然にあり得る。また、原告がした確定申告においても、

平成１９年分の収入金額が平成２０年分及び平成２１年分のそれよりも多くなってお

り、原告がした確定申告自体も、店舗数が増加したことに伴って売上げも増大してい

くのが自然である旨の原告の主張と整合していない。そして、被告がした推計は、合

理的な根拠（申告粗金割合が平成２２年１月から同年５月までの期間以外の期間にお

いても、同期間と同程度であると推認され、平成２３年分及び平成２４年分の特定の

店舗における申告粗金割合と平成２２年１月から同年５月までの申告粗金割合がほぼ

一致していること）に基づくものであり、実態にも即したものといえる。 

 したがって、原告の主張は、失当である。 

（イ）原告は、平成１８年分の本件店舗４の売上金額よりも平成１９年分の本件店舗４

の売上金額が大幅に減少しているとして、このことからも、被告による平成１９年分

の推計粗金額が多額にすぎる旨主張する。 

 しかし、平成１８年分の本件店舗４の売上金額は、２億２６１６万５５００円であ

り、平成１９年分のそれは、２億１４６８万６３５２円であるから、原告の主張はそ

の前提を誤っており、大幅な減少はない。 

ウ 原告は、平成２２年分については、同年１月から５月までの本件６店舗の個別申告集

計表が存在しているから、各店舗の個別の粗金率に基づいて推計する方がより合理的で

あるところ、被告は、本件６店舗の平均粗金率を用いて推計しているが、これは、原告

に不利な推計に変更したものであり、合理性がない旨主張する。 

 しかし、平成２２年分の推計粗金額の算定において店舗別の金額が明らかでない上、

原告が売上金額の一部を除外した方法に規則性がなく、各年分において店舗ごとに売上
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金額の一部を除外する方法を別異にしていたことを認めるに足りる客観的な証拠もない

ことから、各店舗の個別の粗金率に基づいて推計することは相当でなく、他の年分と同

様に本件６店舗の平均粗金率を用いて推計する方法に変更したものであり、推計の方法

を変更したことには合理性があるといえる。また、推計の方法を変更したことにより、

平成２２年分の収入金額が１０１２万９８８２円増加するものの、同年分の経費の額も

１０３６万９４４８円増加し、結果として、２３万９５６６円所得の金額が減少するこ

ととなるから、推計の方法を変更したとしても、原告に不利になるわけではない。 

エ 原告は、平成２４年分の本件店舗１に係る粗金の額について、店長会議資料において

は１億０６７８万５５００円であるのに対し、平成２４年分の本件店舗１に係る個別申

告集計表においては１億０１０４万７０００円であり、除外した売上金額の割合は２割

に達していないから、本件各店舗を構成する各店舗の全てにおいて約２割の売上金額を

除外していたわけではないのであって、被告の推計は合理性がない旨主張する。 

 確かに、平成２４年分の本件店舗１に係る申告粗金割合は、９４．６２％であるが、

同年分の本件店舗３及び本件店舗６も含めた３店舗の平均の申告粗金割合は、８１．４

３％であるから、平成２４年分の本件店舗１に係る粗金割合が９４．６２％であること

は、本件各店舗全体の申告粗金割合が８０．７８％であるとの推認を妨げるものとはい

えないのであり、特定の時期の特定の店舗に係る申告粗金割合のみをもって被告の主張

の全部の合理性がない旨の原告の主張は、失当である。 

（11）原告の主張に対する反論その３（本件調査担当者が作成した質問応答記録書が信用するこ

とのできないものである旨の原告の主張に対し） 

ア 原告は、本件調査担当者が原告から事情を聴取した際、パソコン又はワープロを持参

したことはないから、質問応答記録書（乙１３ないし１５）は、事情聴取とは無関係に

事前に作成されたものにすぎず、質問応答記録書（乙１２）は、手書きで作成されたも

のであるものの、当該記録書が作成された日（平成２５年１０月１７日）は、事情聴取

に費やす時間がなかったから、本件調査担当者が、事情聴取とは関係なく事前に作成し

たものであるか、原告との会話もなく一方的に作成したものであるかのいずれかである

として、質問応答記録書（乙１０ないし１５。以下、総称して「本件各質問応答記録

書」という。）は、真実のやり取りが記録されているものとはいえない旨主張する。 

 しかし、質問応答記録書は、質問者と回答者との間で交わされた質問調査時のやり取

りを一字一句忠実に再現するものではなく、また、質問調査をした日に質問応答記録書

を作成する時間が取れなかった場合、複数日にわたって聴取した内容をまとめる場合等

は、その内容を基にあらかじめパソコン等で質問応答記録書の案を作成し、回答者に対

して当該案の内容の確認をした上で署名及び押印をしてもらうこともあるから、パソコ

ン等で作成されたものであることから直ちに、事情聴取と無関係に事前に作成したとか、

一方的に作成したとかいうことができるものではない。 

 質問応答記録書（乙１３ないし１５）は、当該質問応答記録書が作成される前の原告

との質問応答の内容を基に本件調査担当者が原案を作成し、当該作成日に、原告に対し、

それまでの原告の回答をまとめたものであることを伝えた上で内容を読み聞かせて確認

を得たものであり、原告は、自らこれらに署名もしているから、原告が回答した内容の

中でも、特に重要な項目について重ねて記録したものであり、原告もそれを理解してい
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たものということができる。 

 平成２５年１０月１７日については、同日午前１０時に原告の大阪府豊中市内の住所

地で質問調査が開始され、同日午後３時に本件店舗３に移動し、同日午後５時まで本件

店舗３で質問調査が続けられ、その後に大阪府枚方市内の原告の居宅で更に質問調査が

続けられて同日午後６時３０分に終了したところ、質問応答記録書（乙１２）は、原告

の面前で、上記の原告の大阪府豊中市内での質問調査の結果を本件調査担当者がまとめ、

本件店舗３において、原告から内容の確認を受けた上で、原告の署名及び指印も受けて

作成されたものであり、事情聴取に費やす時間がなかったものではない。 

 したがって、原告の主張は、いずれもその前提を誤るものであって、失当である。 

イ（ア）原告は、質問応答記録書にある売上金額の一部を除外することを開始した時期に

関する「平成１８年」との記載について、除外を開始した時期が重要なものとなると

は考えてもおらず、消費税や推計の方法に関心があったことから、上記の記載を訂正

しなかったにすぎないのであり、これを認めていたものではない旨主張する。 

 しかし、原告は、過去にも繰り返し税務調査を受け、重加算税を賦課されているか

ら、重加算税を賦課されるリスクに関わる売上金額の一部を除外することを開始した

時期に重大な関心を持つはずであり、「平成１８年」との記載について訂正を求めな

いはずがない。税務調査においては、売上金額の一部を除外することを開始した時期

は、調査の対象となる期間に関わる重要な事項であり、その期間の長短により納税額

も変わることは容易に理解することができるのであって、過去にも数回税務調査を受

けていた原告が関心を寄せないとは到底考えられない。さらに、消費税や推計の方法

に関心があるからといって時期を訂正しないことになるのか根拠が不明であるし、む

しろ、推計方法に関心があるのであれば、推計の前提となる売上金額の一部を除外す

ることを開始した時期及び程度も関心事項となるのは当然であり、訂正を求めるべき

強い動機となるのは明らかである。 

 したがって、原告の主張は、失当である。 

（イ）原告は、本件各質問応答記録書は、平成２５年に作成されたものであり、原告は、

７年前の正確な記憶を有していなかったため、本件調査担当者から、売上金額の一部

を除外することを開始した時期を問われたのに対し、いつからとは覚えていない旨を

明確に回答していたところ、本件前回調査の対象年度の翌年から売上金額の一部を除

外していたのではないかと本件調査担当者から問われたのに対し、平成１８年は正に

税務調査が入っており、平成１８年分の売上げは、本件前回調査によって把握されて

いるから、売上金額の一部を除外することなどできるわけがないし、そのようなこと

をしていないと明確に回答したが、本件調査担当者が、上記の回答に対し、「できる

わ」と断定的に述べて原告の言い分に耳を傾けず、上記の原告の回答を応答記録（乙

４４の１ないし６）にも、質問応答記録書にも、全く記録することはなく、原告に対

し、「平成１８年頃より」との記載のある質問応答記録書に署名するよう求めてきた

ものであるとして、本件各質問応答記録書の内容には信ぴょう性がない旨主張する。 

 しかし、原告は、本件各質問応答記録書を作成してから約４年が経過しており、本

件調査担当者とのやり取りの内容を記憶しておらず、反論が困難である旨も主張して

おり、上記の主張についてのみ具体的であること自体が不自然である。 
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 また、原告は、本件調査において、平成１８年分及び平成１９年分の売上金額の一

部を除外したことについて、その割合が他の年分ほどは高くなかった旨の平成１８年

分の売上金額の一部を除外したことを前提とした発言をしたことはあったものの、売

上金額の一部を除外していない旨の発言はなく（乙４７、５２）、推計額が過大であ

る旨の発言をするにとどまっていたから（乙４７、４９）、原告が、平成１８年分及

び平成１９年分の売上金額の一部を除外することなどできるわけがない、そのような

ことをしていないなどと回答したとも考え難い。 

 しかも、原告は、複数の質問応答記録書（乙１３ないし１５）において、単なる誤

記や表現ぶりだけではなく、内容自体を修正する趣旨の訂正等もしているところ、こ

れらの訂正等が手書きによってされていることからして、本件調査担当者が原告の申

出に応じてしたものであることが明らかであり、原告は、本件調査担当者が記録した

文面を確認し、自らの意に反する供述内容を訂正させていたものであるから、仮に、

売上金額の一部を除外することなどできるわけがない旨の発言があったことを前提と

したとしても、本件調査担当者が、原告から申出のあった質問応答記録書の他の部分

の訂正を受け入れているにもかかわらず「平成１８年」との点だけ訂正を受け入れな

いのは不自然である。そして、本件各質問応答記録書の全てにおいて、その末尾に原

告の署名があり、かつ、各頁の右下の確認印欄に指印が押捺されているほか、質問応

答記録書（乙１０ないし１４）については、原告の署名の付近に原告の指印も押捺さ

れている。 

 したがって、原告は、本件調査担当者が記録した文面を確認し、必要に応じてその

内容の訂正や追加の主張をし、当該文面の内容を自らの意に沿ったものとした上で、

当該書面の末尾に署名をしたものであるから、本件各質問応答記録書の内容は、十分

に信用することのできるものであるというべきである。 

ウ（ア）ａ 原告は、質問応答記録書（乙１０）に「いつからしているかについても覚え

ていません」と記載されているにもかかわらず、質問応答記録書（乙１１）で

は、「平成１８年頃」という表現が用いられているが、質問応答記録書（乙１

２）では、「平成１８年以降」という文言も用いられるようになったところ、こ

のような記載となっているのは、本件調査担当者が、「平成１８年頃」という曖

昧な調書を作成し、後に、原告に対して明確な確認をすることもなく、「頃」を

「以降」に変更したものとしか考えられない旨主張する。 

 しかし、質問応答記録書（乙１０）における原告が指摘する記載は、原告が、

本件調査担当者から、平成２４年分の本件店舗１に係る店長会議資料を提示され

る前の段階のものであって、曖昧な供述をしていた段階のものであることによる

ものであり、その後の質問応答記録書（乙１１ないし１３）においては、表現の

違いはあっても、売上金額の一部を除外することを開始した時期は、全て「平成

１８年」となっていることからすると、上記の店長会議資料が提示されたか否か

によって記載が異なるにすぎず、このような記載にはむしろ真実味があって、信

用性があるということができる。そして、本件調査担当者は、原告とやり取りを

重ねることにより、売上金額の一部を除外することを開始した時期を具体的に特

定し、これを原告にも認識させたものであって、このことは、原告が、質問応答
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記録書（乙１１ないし１３）の末尾に自ら署名及び指印をしていることからも明

らかである。 

 したがって、原告から、質問応答記録書（乙１１ないし１３）に記録されてい

るのと同趣旨の発言があったことは明らかである。 

ｂ 原告は、質問応答記録書（乙１０）には、「金額についてもいつからしている

かについても覚えていません」と記載されているのに対し、応答記録（乙４４の

１）においては、「いつからこの方法で減らしていますか。」「ずっとやってま

す。」「平成１８年以降やってますか。」「やってます。」と記載されており、両者

の記載の間に矛盾がある旨主張する。 

 しかし、質問応答記録書（乙１０）において、原告が覚えていない旨を供述し

ていた旨が記載されているのは、原告が、その時点においても、平成１８年分か

ら売上金額の一部を除外していたことを認めていたものの、売上金額の一部を除

外していた証拠を提示される以前であって、曖昧な供述をしていたことによるも

のであり、本件調査担当者としては、原告が平成１８年分から売上金額の一部を

除外していたことを認めているとの確信がなかったことから、上記の質問応答記

録書においては、それまでに原告が明確に供述した内容のみを記載したのであっ

て、質問応答記録書（乙１０）と応答記録（乙４４の１）が矛盾しているわけで

はない。 

ｃ 原告は、質問応答記録書（乙１０）の前提となる応答記録（乙４４の１）には、

実際には存在しなかったやり取りが記載されていることを被告も認めている旨主

張する。 

 しかし、原告は、質問応答記録書（乙１０）が作成された場所においては、本

件調査担当者から平成１８年から売上金額の一部を除外していたのかという問い

かけを単に肯定していたにとどまり、その供述内容は曖昧であったが、質問応答

記録書（乙１１）が作成された本件広告業を営んでいる事務所においては、自ら、

売上金額の一部を除外することを開始した時期は、本件前回調査の後からである

旨の具体的な供述をし始めたものである。そこで、本件調査担当者は、質問応答

記録書（乙１０）には、原告がその時点で自ら明確に認めた事項のみを記載する

にとどめ、平成１８年から売上金額の一部を除外していたのかという問いかけを

肯定した旨を記載しなかったものである。 

 したがって、原告は、応答記録（乙４４の１）に記載されているとおり、曖昧

な答弁ながら、平成１８年以降売上金額の一部を除外していたことを認めていた

のであり、原告の主張は、失当である。 

（イ）ａ 原告は、本件調査担当者には、原告に、確定的に平成１８年分の売上金額の

一部を除外した旨の供述をさせる強い動機があったはずであるから、「頃」と

「以降」の使い分けを意識していなかったはずがなく、質問応答記録書（乙１

２、１３）は、「頃」と「以降」という言葉を巧みにちりばめて原告に警戒心を

抱かれない表現とした上で、作成されたものにすぎないのであって、本件調査

担当者は、明確な否認供述を質問応答記録書に残すことによって平成１８年分

の推計課税が困難となることを避けるため、あえて、「頃」と「以降」という表
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現を混在させ、あたかも、原告が、平成１８年分の売上金額からその一部を除

外することを開始したことを認めたかのような外観を整えようとしたものとい

うべきである旨主張する。 

 しかし、質問応答記録書（乙１１ないし１３）においては、その記載の表現に

違いはあるものの、原告が供述した売上金額の一部を除外することを開始した時

期は、一貫して平成１８年からとなっていて不自然さも認められない上、「頃」

と「以降」という文言によって、原告のいかなる発言の意味を変質させたかにつ

いては、何ら具体的な主張がなく、原告の主張するところは、単なる表現の違い

を捉えた独自の見解であるにすぎない。 

ｂ 原告は、質問応答記録書（乙１２、１３）には、原告が平成１８年以降売上金

額の一部を除外していたことを認める旨の回答をしたことが記載されているが、

その前提となる応答記録（乙４４の２・３）には、それに対応するやり取りが一

切記録されていない旨主張する。 

 しかし、本件調査担当者は、これまで聴取してきたことをまとめている旨を原

告に伝えた上で、読み聞かせを行い、その際に、原告に対し、売上金額の一部を

除外することを開始した時期が平成１８年分からである旨を具体的に確認し、原

告から、何らの訂正の申出を受けることなく、署名及び指印を受けているのであ

るから、単に応答記録（乙４４の２・３）に詳細な記載がないことをもって質問

応答記録書（乙１２、１３）の信用性が失われるものではない。 

（ウ）ａ 原告は、原告の従業員が本件調査に同席し、度々、本件調査担当者の認識の

誤りを指摘するなどしていたにもかかわらず、応答記録（乙４４の３ないし

６）には、それがほとんど記録されていない（乙４４の３の一部のみ）旨主張

する。 

 しかし、調査の対象者ではなく、税務代理人でもない者の発言（なお、原告は、

上記の従業員のどの発言が記録されていないのかについて具体的に主張していな

い。）を応答記録に記録するか否かについては、記録者の裁量の問題であり、応

答記録の信用性とは関係がない。この点をおくとしても、原告が指摘する以外に

も、応答記録（乙４４の６）の４か所に原告の従業員の発言が記録され、平成２

５年１２月以降の応答記録にも、同人の複数の発言が記録されている（乙４７な

いし５１）から、原告の主張は、前提を異にするものである。 

ｂ 原告は、本件前回調査が平成１８年と教わって以降、調査していた時期である

平成１８年から２～３年は売上除外をしていない旨を繰り返し回答していたにも

かかわらず、当該供述が全く録取されていない旨主張する。 

 しかし、前記イ（イ）のとおり、原告は、本件調査において、平成１８年分及

び平成１９年分の売上金額の一部を除外したことについて、推計額が過大である

旨の発言をするにとどまり、平成１８年分及び平成１９年分について、売上除外

自体をしていないという主張をしたことは一度もないから（乙５２）、原告の主

張は、何ら客観的根拠を伴わないものであって、失当である。 

（12）原告の主張に対する反論その４（本件徴収金に関する推計の必要性及び合理性がない旨の

原告の主張に対し） 
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ア 原告は、本件徴収金に係る収入については、仕入れから売上げを控除した残額につい

てのみを経費の額に計上しており、実質的には売上げを計上していたから、本来の経費

の額よりも低額となっている原告が申告した経費の額をそのままとしつつ、さらに売上

げに雑収入（本件徴収金に係る収入）を推計して計上して収入金額を算出すると、雑収

入が二重に計上されることとなって推計の合理性を欠く上、雑収入は、実額で経理をし

ていたから、推計の必要性も欠く旨主張する。 

 しかし、本件徴収金は、原告の事業から生じた収入金であるため、事業所得の計算上、

収入金額に算入されるべき金額である（その意味で、本件徴収金を売上金額に計上する

ことなく本件徴収金と同額を経費から減算する旨の原告が主張する経理処理（以下「本

件経理処理」という。）は、適正なものとはいえない。）ところ（所得税法２７条及び３

６条）、原告は、本件徴収金の金額を確認し得る資料を一部しか提示していないのであり、

本件各年金における本件徴収金の合計額を実額で把握することができないから、本件徴

収金の金額の算定について、推計の必要性は認められる。また、必要経費を減額して処

理しているのであれば、それは収入金額から減額するのではなく、経費に加算すべきも

のであるから、本件徴収金を収入金額に加算したとしても、雑収入が二重に計上される

ことにはならない。 

イ 原告は、本件徴収金について、費用科目の経理処理上、仕入れの費用（借方）だけで

なく、貸方に売上げを計上していることから、当該勘定科目の年末の残高は、純粋な費

用から収入を控除した残額であるとした上で、本件各店舗の運営を平成２５年９月以降

原告から引き継いだ有限会社Ｚ（以下「本件有限会社」という。）の総勘定元帳の一部に

おける経理処理を前提に、本件各確定申告における経費の額は、雑収入に係る部分につ

いては本来の経費の額よりも低額なものとなっているから、経費の額については本件各

確定申告における金額としつつ、雑収入の部分を新たに収入として加算することはでき

ない旨主張する。 

 しかし、本件有限会社は、原告とは別の人格を有する法人であり、本件有限会社にお

ける経理処理をもって直ちに、原告が同様の経理処理をしていたことになるわけではな

いから、原告の主張は、その前提を欠き、失当である。また、仮に、本件徴収金のうち

原告が必要経費を減額する処理を行ったとされる金額（以下「本件減額処理額」とい

う。）について、別途、必要経費の金額に加算する必要があることを前提としたとしても、

本件減額処理額は、別紙５のとおり、推計することができ、本件各年分の必要経費の金

額に本件減額処理額を加算した上で、原告の所得税及び加算税を算出すると、別表１２

の本件各年分に係る「経費加算後」欄にそれぞれ記載されたとおりとなるから、本件減

額処理額を必要経費の額に加算することを前提としたとしても、本件各年分における納

付すべき所得税の額及び加算税の額は、いずれも本件更正処分等におけるそれらの額を

上回るものである。 

 したがって、原告の主張は、失当である。 

ウ 原告は、本件徴収金の額を推計する必要性が、本件徴収金の経理処理に左右されると

した上で、本件徴収金の額の推計の基礎となった本件日報（平成２５年１０月８日から

同年１１月２３日までの本件６店舗に係る日報）と当該期間に係る本件有限会社の総勘

定元帳とを比較し、同総勘定元帳の各経費科目において本件日報に記載されている本件
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徴収金を経費から減算する処理（本件経理処理）がされていることから、本件徴収金は

いずれも原告が実額で計上しているものであって、推計の必要性がないし、被告は、本

件日報に基づいて本件徴収金の額を推計しているところ、本件日報は本件有限会社が本

件各店舗の運営を担っている時期のものであって、当該期間の本件有限会社における経

理処理を無視して推計の必要性を主張すること自体、不合理である旨主張する。 

 しかし、本件有限会社の総勘定元帳には、決算期間（平成２５年９月１日から平成２

６年８月３１日）の途中である同年１月１日時点の各経費科目の累計残高が０円と記載

されているなど、形式的に見ても不自然な点があるほか、本件訴えにおいて、本件有限

会社が作成したとされる作成年月日が不明な本件店舗１及び本件店舗２の総勘定元帳

（これは、本件調査において本件調査担当者が収集することができなかったものであ

る。）も提出されており（甲２３の１ないし３、甲２４の１・２、甲３８、４０、４２、

４４）、本件有限会社が作成した総勘定元帳が、適正に作成されたものであるかは疑わし

いというべきである。また、本件日報が、本件調査担当者が原告に対して依頼したこと

を契機として作成され、本件調査担当者に当時の売上金額を把握されることを原告が認

識した上で、原告から順次提出されたものであり、本件日報にある金額は、原告が自認

する金額であるから、本件日報の記載に基づいて本件徴収金を含む原告の収入金額を推

計することには合理性があるということができる。そして、上記のような本件日報の作

成経緯からすると、本件日報に記載された本件徴収金についても、全ての本件徴収金に

ついて本件経理処理が行われているように本件有限会社の総勘定元帳に記載することが

十分に可能であった（逆に、従前は総勘定元帳に本件徴収金を記載していなかったもの

を総勘定元帳に適切に記載するように変更することも可能である。）と想定されるから、

本件調査が開始された後に作成された本件有限会社の総勘定元帳において、本件経理処

理がされていたとしても、原告が本件各年分の本件徴収金の全額について、同様の処理

をしていたことを推認することができるわけではない。 

 さらに、①平成１８年分及び平成１９年分の本件店舗４の各総勘定元帳において、経

費科目のうちの一部（「プレイ備品費」等）の金額が貸方に計上されて経費の累計金額が

減額されており、本件経理処理がされていることが認められる一方で、経費科目のうち

の上記のもの以外のもの（「交通費」等）については貸方に計上されているものはなく、

本件経理処理がされていないこと、②平成２３年分の本件店舗７の総勘定元帳において

も、上記①と同様の取扱い（経費科目のうちの一部（「プレイ消耗品費」等）の金額が貸

方に計上されて経費の累計金額が減額されており、本件経理処理がされていることが認

められる一方で、経費科目のうちの上記のもの以外のもの（「ドリンク」、「企画費」等）

については貸方に計上されているものはなく、本件経理処理がされていない。）がされて

いるほか、そもそも一部の経費（「旅費交通費」及び「駐車場代」）は科目自体が存在し

ないこと、③本件店舗７の責任者と本件店舗１の責任者は同一の者であり、かつ、本件

店舗７で独自に採用した接客従業者は存在せず、本件店舗１が採用した接客従業者を派

遣するなどしていたことに鑑み、平成２３年分の本件店舗１における経理処理は、同年

分の本件店舗７における経理処理と同様であると推認されること、④上記①及び②にお

いて本件経理処理がされている経費科目と本件有限会社の総勘定元帳において本件経理

処理がされている経費科目が異なっていることからすると、原告が、本件各年分におい
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て、本件有限会社と同様の経理処理をしていたとは認められない（なお、前記イにおい

て主張した本件減額処理額の試算においては、平成２５年分の本件店舗３から本件店舗

６までの各店舗の各総勘定元帳により、減額処理をしたことを確認することができたも

のについても、本件減額処理額に含めたほか、他の年分においても同一の処理がされて

いるものとして、本件減額処理額を推計した。）。 

 以上に加え、本件徴収金について本件経理処理がされていたとしても、本件徴収金を

雑収入として加算し、経費から減額された金額を必要経費として加算すれば正しい所得

の金額を算出することができ、本件経理処理がされていたことは、収入金額の算定に何

らの影響も及ぼさず、本件徴収金の金額が二重に計上されることにもならないことを併

せ考慮すれば、本件徴収金については、推計の必要性も合理性もあるというべきであり、

原告の主張は、失当である。 

エ 原告は、本件店舗４の本件徴収金の一部（送迎代）を経費から減算していないとして

も、原告に対して金銭収支を正確に報告するために収入としては計上している（本件各

店舗から現金を回収するのは、原告又は本件経理担当者であり、本件各店舗の責任者が、

売上金額及び経費の額に係る資料を作成して原告又は本件経理担当者に報告していると

ころ、当該資料と実際に回収した現金の残高が合わなければ原告又は本件経理担当者が

すぐに気が付くから、本件各店舗の責任者は、原告又は本件経理担当者に対し、正確な

売上金額及び経費の額を報告せざるを得ないものである。）から、原告がした確定申告に

おける収入金額にも計上されているのであり、これを０．８０７８で除した金額には、

上記の送迎代も含まれていることになるのであって、これに送迎代が含まれていないと

して収入を加算することは、当該収入を二重に計上することになり、推計の合理性を欠

くことになるというべきである旨主張する。 

 しかし、原告は、上記の送迎代を収入として計上していたことを示す客観的な証拠を

何ら提示していないから、原告の主張は、その前提を欠くものであって、失当である。 

 また、この点をひとまずおくとしても、前記（７）ウのとおり、被告が本件各店舗の

総収入金額を推計する基礎とした店長会議資料の売上金額の記載（「月計」の記載）には、

本件徴収金の額は、含まれておらず、原告も、本件徴収金については、経費科目の金額

を減算する経理処理（本件経理処理）をしていたことを自認し、店長会議資料の売上金

額の記載（「月計」の記載）には、本件徴収金の額が含まれていないことをも自認するも

のであるから、原告の主張は、失当である。さらに、原告が実際に現金を回収する際に

照合するのは、現金とともに引き継がれる日報であって（乙３１）、報告用集計表や総勘

定元帳ではないから、現金の残高と売上金額及び経費の額に係る資料に記載された額と

を合わせる必要があることは、報告用集計表や総勘定元帳の売上金額に本件徴収金の額

も含めて記載されていることの根拠とはならない。しかも、原告は、本件各店舗から回

収した現金をキャリーバッグや紙袋等に入れて保管し、出納帳も作成していないという

のであって（乙４４）、保管していた現金と本件経理担当者から受領する年間の本件各店

舗の粗金の額及び経費の額が記載された報告用集計表の記載とを照合することは不可能

であったから、この点からも、原告が指摘する事情が、報告用集計表や総勘定元帳の売

上金額に本件徴収金の額も含めて記載されていることの根拠とはならないことが裏付け

られる。 
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 したがって、原告の主張は、失当である。 

（原告の主張の要点） 

（１）平成１８年分及び平成１９年分の申告額が真実の売上金額であること 

ア 原告は、本件前回調査において、平成１８年分の収入、必要経費、所得等については、

その大部分を捕捉されているから、平成１８年分の所得税の確定申告において、売上金

額の一部を除外して申告することは事実上不可能であり、少なくとも平成１８年分及び

本件前回調査が終了して間もない平成１９年分の所得税については、真実の収入金額を

確定申告していたものである。 

イ 原告が平成１８年分及び平成１９年分の売上げの一部を除外することなくその全額を

申告していたにもかかわらず、被告が上記の年分についても、約２割を除外して申告し

ていたと仮定して推計した結果、被告が主張する平成１８年分の本件５店舗に係る推計

粗金額の総額（１０億４９２７万９８４０円）及び平成１９年分の本件６店舗に係る推

計粗金額の総額（１３億３２１０万９５７１円）が過大となっているから、上記の年分

に係る被告の推計は、合理性がない。 

ウ（ア）本件前回調査により、平成１８年分の本件５店舗に係る真実の売上金額を課税庁

に把握されており、あえて売上金額の一部を除外して確定申告することは通常人の行

動としておよそ考えられず、事実上不可能である。また、平成１９年分についても、

本件前回調査においては、平成１９年分の実態は把握されていないが、調査の翌年分

であり、年間の売上金額の約２割を除外して確定申告をすれば、実態が把握された前

年との比較で著しく不合理な申告となることから、やはり、売上金額の一部を除外し

て申告することは極めて困難である。このことは、本件前回調査の直前の調査により、

当該年分の売上金額の実額が把握されていたために売上金額の一部を除外する余地が

なかったことから、本件前回調査の直前の調査があった平成１５年の直後である平成

１５年分及び平成１６年分について、原告が、売上金額の一部を除外することなく真

実の売上金額を申告していたとうかがわれること（原告による申告額と課税庁による

推計額との間に誤差以上の差が生じていないこと）からも裏付けられる。 

（イ）平成１８年分の売上金額のうち同年１月から同年７月までのものは、本件前回調

査によりその実額が把握されているから、上記の期間の売上金額の一部を除外するこ

とは不可能である。また、同年８月から同年１２月までについても、原告が、同年１

１月２２日、本件前回調査の対象となった年分の所得税の修正申告をするまでは、税

務調査による監視下にあったから、やはり売上金額の一部を除外することは極めて困

難であり、かつ、当該期間の売上金額の一部のみを除外すれば、実額が把握されてい

る同年１月から同年７月までのものと比較して著しく不自然な金額となるから、事実

上不可能でもある。このことは、本件各店舗を構成する店舗ごとの月別の売上げがお

おむね２月に低く、１２月に高くなる傾向があるほかはほぼ安定しており、特定の期

間についてのみ売上金額の一部を除外すれば、一見して不自然な数字とならざるを得

ないことからも裏付けられる。 

エ ①平成２２年１月から同年５月までの間の本件４店舗に係る粗金の額の合計額に占め

る同年１月から同年５月までの間の本件店舗４に係る粗金の額の割合を算出し、②平成

１８年分の本件店舗４に係る粗金の額を上記①で算出した割合によって割り戻し、平成
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１８年分の本件４店舗の粗金の額の合計額を推計した上で、③当該合計額に平成１８年

に開店した本件店舗５に係る粗金の額を加算した金額が同年分の本件５店舗の粗金の額

であることになるところ、当該金額は、被告がした同年分の本件５店舗の推計粗金額よ

りも、原告がした同年分の所得税の確定申告における収入金額と近いから、同年分にお

いて売上金額の一部を除外していたとは認められず、これは、平成１９年分の売上金額

についても同様である。 

オ 原告、原告の従業員等は、本件調査において、平成１８年分及び平成１９年分の売上

金額の一部を除外していない旨を度々述べており、応答記録（乙４７、４９、５０）に

も記録されている。 

（２）平成１８年分、平成１９年分、平成２２年分及び平成２４年分の推計による各粗金の額が

いずれも過大であること 

ア ①被告が主張する平成２２年分の本件各店舗に係る推計粗金額の総額である１３億０

７０５万５０６５円から、本件店舗５、本件店舗６及び本件店舗７に係る各推計粗金額

の合計額（本件店舗５につき２億２７１５万５３６７円、本件店舗６につき２億７１７

９万２５２１円、本件店舗７につき５２２万３８２２円）を控除した後の金額（８億０

２８８万３３５５円）に、平成１８年８月から同年１２月までの本件店舗５の粗金の額

を加算したものが平成１８年分の本件５店舗に係る推計粗金額の総額に相当し、②上記

の１３億０７０５万５０６５円から、本件店舗６及び本件店舗７に係る各推計粗金額の

合計額（本件店舗６につき２億７１７９万２５２１円、本件店舗７につき５２２万３８

２２円）を控除した後の金額（１０億３００３万８７２２円）に平成１９年５月から同

年１２月までの本件店舗６の粗金の額を加算したものが平成１９年分の本件６店舗に係

る推計粗金額の総額に相当し、これらは、原告がした確定申告の額（平成１８年分につ

き８億４７６０万８２５５円、平成１９年分につき１０億７６０７万８１１２円）と近

似しているところ、これと比して、被告が主張する平成１８年分の本件５店舗に係る推

計粗金額の総額（１０億４９２７万９８４０円）及び平成１９年分の本件６店舗に係る

推計粗金額の総額（１３億３２１０万９５７１円）は、明らかに過大である。 

イ 原告は、平成１８年８月に本件店舗５を、平成１９年５月に本件店舗６をそれぞれ開

設し、平成１７年には４店舗（本件４店舗）であったものが、平成１８年８月からは５

店舗（本件５店舗）、平成１９年からは６店舗となった。このように、平成１８年から平

成２１年にかけて店舗数が増加したために、平成１８年から平成２０年にかけて売上げ

が増大していくのが自然であるにもかかわらず、被告の推計によれば、平成１９年分の

粗金の額（１３億３２１０万９５７１円）が平成２０年分の粗金の額（１２億７１２０

万６５３７円）を上回っているから、平成１９年分の推計粗金額が多額にすぎるといえ

る。また、平成１８年分の本件店舗４の売上金額（２億２６１６万５５００円）よりも、

平成１９年分の本件店舗４の売上金額（１億２４１９万５８０７円）は、大幅に減少し

ており、このことからも、被告による平成１９年分の推計粗金額が多額にすぎるという

ことができる。 

ウ 平成２２年分については、同年１月から５月までの本件６店舗の個別申告集計表が存

在しているから、各店舗の個別の粗金率に基づいて推計する方がより合理的であるとこ

ろ、被告は、本件６店舗の平均粗金率を用いて推計しているが、これは、原告に不利な
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推計に変更したものであり、合理性がない。 

エ 平成２４年分の本件店舗１に係る粗金の額について、店長会議資料においては１億０

６７８万５５００円であるのに対し、平成２４年分の本件店舗１に係る個別申告集計表

においては１億０１０４万７０００円であって、除外した売上金額の割合は２割に達し

ていないから、本件各店舗を構成する各店舖の全てにおいて約２割の売上金額を除外し

ていたわけではない。 

 したがって、平成２４年分の本件店舗１に係る粗金の額については、店長会議資料と

個別申告集計表から判明する申告粗金割合（９４．６３％）を基礎とすべきであるから、

被告の推計は合理性がない。 

（３）本件調査担当者が作成した質問応答記録書が信用することのできないものであること 

ア 本件各質問応答記録書の作成方法、作成過程等には、次のとおり、多くの問題点があ

り、本件各質問応答記録書は、信用性がない。 

（ア）次のとおり、本件調査担当者が作成した質問応答記録書の一部（乙１２ないし１

５）は、原告の話を聞きながら作成されたものではなく、真実のやり取りが記録されて

いるものとはいえない。 

ａ 質問応答記録書（乙１２）は、その前提となる応答記録（乙４４の２）上は、原告

の住所地で作成されたことになっているが、当該質問応答記録書上は本件店舗３で作

成されたことになっており、作成場所に矛盾がある。しかも、本件店舗３は本件店舗

３の事務所スペースに金庫があったことから、本件調査担当者が内部を確認したいと

いうことで訪れたにすぎず、滞在時間は僅かであった。また、質問応答記録書（乙１

２）は、手書きで作成されたものであるものの、当該記録書が作成された日（平成２

５年１０月１７日）は、原告が利用している施設の状況確認のために費やされており、

原告と本件調査担当者が、当該記録書に記載された内容のやり取りをした事実はなく、

原告と本件調査担当者が別々の車両で移動していたこともあって、事情聴取に費やす

時間はなかったから、質問応答記録書（乙１２）は、本件調査担当者が、事情聴取と

は関係なく事前に作成したものであるか、原告との会話もなく一方的に作成したもの

であるかのいずれかである。 

ｂ 本件調査担当者が原告から事情を聴取した際、パソコン又はワープロを持参したこ

とはないから、質問応答記録書（乙１３ないし１５）は、本件調査担当者が、事情聴

取とは無関係に事前に作成したものにすぎず、そのようなあらかじめ作文して作成し

てきたものについて、本件調査担当者が、原告に対し、署名することを求めたために、

原告がこれに署名したものである。 

（イ）本件各質問応答記録書の記載内容に沿う質疑応答が実際にされていたものではなく、

その内容は、本件調査担当者が本件各質問応答記録書を作成する前提となったやり取り

をメモしたものと考えられる応答記録（乙４４の１ないし６）の内容とも異なっている。

しかも、本件調査担当者が原告を誘導したと考えられる部分も、あたかも原告が発言し

たかのように記載されており、実際のやり取りは、本件調査担当者の都合の良いように

改変されている。 

（ウ）本件各質問応答記録書の前提となる応答記録（乙４４の１ないし６）には、①原告

が普段使わないような言葉を用いて原告が話したかのような応答記録（乙４４の４）の
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記載がある、②原告の従業員が本件調査に同席し、度々、本件調査担当者の認識の誤り

を指摘するなどしていたにもかかわらず、応答記録（乙４４の３ないし６）には、それ

がほとんど記録されていない（乙４４の３の一部のみ）といった不自然な点がある。 

（エ）被告は、本件各質問応答記録書の信用性の立証のために本件調査担当者の陳述書

（乙５２）を提出するが、同陳述書の内容は、事実と異なっていることが多い上、他の

証拠とも矛盾している。 

イ 本件各質問応答記録書のうち原告が平成１８年から売上金額の一部を除外していたこ

とを認める趣旨の供述が録取されている部分については、次のとおり、原告の言い分を

正確に反映したものではないから、本件各質問応答記録書の記載は、信用性がない。 

（ア）本件各質問応答記録書は、平成２５年に作成されたものであり、原告は、７年前の

正確な記憶を有していなかったため、本件調査担当者から、売上金額の一部を除外する

ことを開始した時期を問われたのに対し、いつからとは覚えていない旨を回答しており、

平成１８年という数字は、本件調査担当者から出てきたものである。このことは、質問

応答記録書（乙１０）の記載からも明らかであり、原告は、売上金額の一部を除外する

ことを開始した時期を覚えていない旨を明確に答えていた。 

 その上で、原告は、本件前回調査の対象年度の翌年から売上金額の一部を除外してい

たのではないかと本件調査担当者から問われたのに対し、平成１８年は正に税務調査が

入っており、平成１８年分の売上げは本件前回調査によって把握されているから売上金

額の一部を除外することなどできるわけがない、平成１８年から２～３年は売上除外を

していないなどと、繰り返し明確に回答したが、本件調査担当者が、上記の回答に対し、

「できるわ」と断定的に述べて原告の言い分に耳を傾けず、上記の原告の回答を応答記

録（乙４４の１ないし６）にも、質問応答記録書にも、全く記録することはなく、原告

に対し、「平成１８年頃より」との記載のある質問応答記録書に署名するよう求めてき

たものである。 

 このように、「平成１８年頃より」との質問応答記録書の記載は、原告の回答とは無

関係に、本件調査担当者が記載したものである。 

（イ）質問応答記録書（乙１０）に「いつからしているかについても覚えていません」と

記載されているにもかかわらず、質問応答記録書（乙１１ないし１５）には、「平成１

８年」という記載があるが、これらの質問応答記録書の記載は、「平成１８年」という

時期を特定した文言だけが異様に具体的である反面、次のとおり、その余の点について

は全く具体性に欠けている。これは、本件調査担当者が、更正の対象となる年分を最大

限に確保することを念頭に、売上金額の一部を除外することを開始した時期の記憶が不

明瞭であると主張する原告をなだめすかし、「平成１８年頃」という曖昧な調書を作成

し、後に、原告に対して明確な確認をすることもなく、「頃」を「以降」に変更したた

めであるとしか考えられない。 

ａ 本件調査担当者が、原告に対し、平成１８年分の確定申告書等の資料を提示し、具

体的に売上金額等を示した上で、売上金額の一部を除外したことは間違いないか、ど

の程度の金額を除外したのかということを質問した旨は、上記の各質問応答記録書に

は記載されていない。 

ｂ 質問応答記録書（乙１１）では、「平成１８年頃」という表現が用いられているが、
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質問応答記録書（乙１２）では、「平成１８年以降」という文言も用いられるように

なり、当該「以降」に平成１８年分が含まれるのかとか、当初は、売上金額の一部を

除外することを開始した時期について、分からない又は平成１８年頃という不確定な

特定方法であったのに、その後になぜに明確に平成１８年も売上金額の一部を除外し

ていたという供述になったのかについても、記載されていない。 

ｃ 本件経理担当者及び原告の確定申告に関与した税理士がいずれも平成２１年に交代

していることについても、全く記載されていない。 

ｄ 平成１８年分の売上金額の一部を除外していたことについて、具体的にどのように

除外していたのかについては全く記載がない。平成１８年においては、本件前回調査

がされており、店舗の各月の売上金額の一部を除外するという原告がしていた方法に

よって売上金額の一部を除外することは不可能であるから、本件前回調査との関係を

踏まえた説明が必要であるところ、原告からはそれに関する説明は全くなく、本件調

査担当者もそれを質問した形跡がない。 

（ウ）質問応答記録書（乙１０ないし１３）は、次のとおり、様々な問題点があり、信用

性がない。 

ａ 質問応答記録書（乙１０）には、「金額についてもいつからしているかについても

覚えていません」と記載されているのに対し、応答記録（乙４４の１）においては、

「いつからこの方法で減らしていますか。」「ずっとやっています。」「平成１８年以降

やっていますか。」「やってます。」と記載されており、両者の記載が矛盾していると

ころ、被告も、上記の応答記録の各記載が、実際に存在しなかったやり取りを記載し

たものであって、誤りであることを認めている。 

ｂ 質問応答記録書（乙１１、１２）には、「前の税務調査が終わってからになります

ので、平成１８年頃からだと思います」との記載があるところ、前の税務調査が終わ

ったことが、なぜ、売上金額の一部を除外することを開始する理由となるのか判然と

しない。 

 いったん税務調査がされれば相当長期間次の調査がされないということはなく、原

告もそのような期待を抱いたこともないから、原告がこのような発言をするはずがな

く、原告が、本件調査担当者に対し、平成１８年に本件前回調査があったから、平成

１８年分については売上金額の一部を除外することができるはずがない旨を主張した

ことについて、本件調査担当者が、巧みにその言葉尻だけをつなげて上記のような意

味不明な作文をしたことを推認させるものであり、原告が平成１８年から売上金額の

一部を除外していたことを認めていた旨の本件調査担当者の証言等は、全く信用する

ことができない。 

ｃ 質問応答記録書（乙１１ないし１３）においては、３度にわたり、原告が、「平成

１８年頃から」、「平成１８年以降」と答えたことになっているが、質問応答記録書を

作成する前提となる調査報告書の応答記録によってやり取りがあることを確認するこ

とができるのは、質問応答記録書（乙１１）についてのみである。質問応答記録書

（乙１２、１３）については、本件調査担当者が、質問応答記録書（乙１１）を前提

に書き写したものにすぎず、売上金額の一部を除外することを開始した時期について

改めて原告に問いただして確認していないのであり、このことは、その前提となる応
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答記録（乙４４の２・３）に、それに対応するやり取りが一切記録されていないこと

からも裏付けられる。 

 その上で、質問応答記録書（乙１１）には、「金額や方法については覚えていませ

んが、売上を少なくするという行為は前の税務調査が終わってからなので、平成１８

年頃からだと思います。」と記載されているにすぎず、「頃」という曖昧な表現が用い

られている。本件調査担当者は「頃」と「以降」の使い分けをあまり意識していなか

った旨の本件調査担当者がした供述が録取された報告書（乙４５）が作成されている

が、更正の対象となる年分を最大限に確保するため、可能であれば、原告に、確定的

に平成１８年分の売上金額の一部を除外した旨の供述をさせる強い動機があったはず

であるから、「頃」と「以降」の使い分けを意識していなかったはずがない。 

 このように、本件調査担当者は、売上金額の一部を除外することを開始した時期を

原告に対して質問したのは、１回だけで、しかも、「前の税務調査が終わってから」

という通常人からすれば、調査された年を含まないと解するのが通常である内容の限

度でしか、原告の署名及び押印を得られないと判断したものということができる。そ

して、その後の質問応答記録書（乙１２、１３）は、原告に対して改めて売上金額の

一部を除外することを開始した時期を質問することなく、「頃」と「以降」という言

葉を巧みにちりばめて原告に警戒心を抱かれない表現とした上で、作成されたものに

すぎない。本件調査担当者は、明確な否認供述を質問応答記録書に残すことによって

平成１８年分の推計課税が困難となることを避けるため、あえて、「頃」と「以降」

という表現を混在させ、あたかも、原告が、平成１８年分の売上金額からその一部を

除外することを開始したことを認めたかのような外観を整えようとしたものというべ

きである。しかも、質問応答記録書（乙１１ないし１３）において「平成１８年頃か

ら」として原告が認める旨の供述をする部分は、本件調査担当者が述べたものであり、

原告が積極的に述べたものではない。 

（エ）原告は、本件調査より前に３回ほど税務調査を受けているところ、今回のように莫

大な金額の処分がされたことはなかった。原告は、「平成１８年」との質問応答記録書

（乙１１ないし１３）における記載について、除外を開始した時期が重要なものとなる

とは考えてもおらず、消費税や推計の方法（修正申告を求められる金額）に関心があっ

たことから、上記の記載を訂正しなかったにすぎないし、質問応答記録書に署名をした

のも同様の理由によるものである。このことは、応答記録（乙４７ないし５１）におけ

るやり取りからもうかがわれる。 

 したがって、原告は、本件前回調査が終わってから売上金額の一部を除外していたこ

とを認めていたにすぎず、平成１８年分及び平成１９年分の売上金額の一部を除外した

ことまで認めたものではない。なお、本件調査担当者は、質問応答記録書（乙１３ない

し１５）の訂正を認めているが、これは、消費税や推計の方法に関するところである上、

原告の話した内容と全く異なることから、訂正してもらったものである。 

（オ）本件調査担当者が質問応答記録書を作成している段階においては、原告がいつから

売上金額の一部を除外することを開始したのかという点は、焦点となっておらず、推計

方法をどのようにするかということに焦点があった。それがゆえに、平成１８年「頃」

という曖昧な内容の記載がそのまま放置されたり、原告に対して平成１８年分の所得税



64 

の確定申告書を示しながら具体的な除外した売上金額を質問することをしないままであ

ったりしたのである。 

（４）本件徴収金に関する推計の必要性及び合理性がないこと 

ア 本件徴収金に係る収入は、実額で経理をしていたから、推計の必要性を欠くものであ

る。また、本件徴収金に係る収入については、仕入れから売上げを控除した残額につい

てのみを経費の額に計上しており、実質的には売上げを計上していたから、本来の経費

の額よりも低額となっている原告が申告した経費の額をそのままとしつつ、さらに売上

げに雑収入（本件徴収金に係る収入）を推計して計上して収入金額を算出すると、雑収

入が二重に計上されることとなって推計の合理性を欠くというべきである。 

イ 本件徴収金について推計の必要性が認められるかについては、平成２５年１０月８日

から同年１１月２３日までの本件徴収金がどのように経理処理されているかによるとこ

ろ、本件有限会社の総勘定元帳によれば、本件店舗１、本件店舗２及び本件店舗５の経

費の一部については、実額で計上している（本件経理処理がされている）ことが認めら

れるから、推計をする必要がない。また、被告は、本件有限会社が、原告とは別人格の

法人であるため、本件有限会社の総勘定元帳をもって原告が同様の経理処理をしていた

とはいえないとして、上記の総勘定元帳の記載による経理処理がされていたとは認めな

いところ、本件徴収金の額を推計する基礎となった本件日報の期間は、本件有限会社が

本件各店舗の運営を担っている時期であり、当該期間の本件有限会社における経理処理

を無視して推計の必要性を主張すること自体、不合理である。 

ウ 被告は、本件店舗４の経費（駐車場代）について、平成１８年分については、経費と

して認める一方、平成１９年分については、経費として認めないところ、これは、平成

１９年分の本件店舗４の総勘定元帳における駐車場科目部分に貸方に記載のある金額が

ないことに起因するものと思われる。しかし、これは、平成１８年１０月以降、駐車場

を単発的又は継続的に利用する者がなく、駐車場の利用契約を解除した結果、駐車場収

入自体が消滅したことによると考えられるものであるから、平成１９年分の本件店舗４

の本件徴収金のうち駐車場代を原因とするものについては、収入があったことをうかが

わせる証拠自体がなく、推計の必要性及び合理性がない。 

エ（ア）本件店舗４の本件徴収金の一部（送迎代）を経費から減算していないとしても、

原告に対して金銭収支を正確に報告するために収入としては計上している（本件各店

舗から現金を回収するのは、原告又は本件経理担当者であり、本件各店舗の責任者が、

売上金額及び経費の額に係る資料を作成して原告又は本件経理担当者に報告している

ところ、当該資料と実際に回収した現金の残高が合わなければ原告又は本件経理担当

者がすぐに気が付くから、本件各店舗の責任者は、原告又は本件経理担当者に対し、

正確な売上金額及び経費の額を報告せざるを得ないものである。）から、原告がした

確定申告における収入金額にも計上されているのであり、これを０．８０７８で除し

た金額には、上記の送迎代も含まれていることになる。したがって、これに送迎代が

含まれていないとして収入を加算することは、当該収入を二重に計上することになる

から、推計の合理性を欠くことになるというべきである。 

（イ）被告の推計は、原告が本件各店舗から報告された売上金額の一部を除外して収入

金額を確定申告したという前提で、当該除外された金額を原告が申告した売上金額に
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加算するというものであるところ、仮に、本件徴収金が経費を減額することによって

処理されていないのであれば、被告が主張する原告がしたとされる売上金額から除外

した金額には、本件徴収金も含まれていることになるから、一旦、本件徴収金を含む

売上金額に被告が主張する本件各店舗全体の申告粗金割合（８０．７８％）を乗じて

売上金額を推計すれば、当該推計後の売上金額には本件徴収金のうち原告がした確定

申告において除外された部分も含まれることになる。 

 そうすると、被告の主張する本件徴収金に係る推計は、上記の推計後の売上金額に

更に本件徴収金の額を加算するものであるから、本件徴収金の額を収入金額に二重に

計上するものである。 

（５）被告の主張に対する反論 

ア 被告は、原告が平成１８年分の売上金額の一部を除外する行為をしたのは、本件前回

調査が終了した後のことであり、本件前回調査の存在をもって平成１８年分の売上げの

一部を除外することが事実上不可能であったとはいえない旨主張する。 

 しかし、原告は、本件前回調査により平成１８年分の実態が把握されているから当該

年分の過少申告は事実上不可能であると主張しているのであり、上記の被告の主張は、

失当である。 

イ（ア）被告は、個別の事情により売上金額が増減することは珍しくないから、店舗数と

売上金額が比例しない場合も当然にあり得る旨主張するが、これは、被告の推計粗金

額が店舗数にほぼ変動がない状態においては、ほぼ同水準で推移していること（平成

２０年分の推計粗金額が約１２億７０００万円、平成２１年分の推計粗金額が約１２

億９０００万円、平成２２年分の推計粗金額が約１３億１０００万円、平成２３年分

の推計粗金額が約１２億１０００万円、平成２４年分の推計粗金額が約１１億７００

０万円）と整合しない。また、平成２２年１月から同年５月までの本件各店舗を構成

する各店舗の売上金額が同期間の全体の売上金額に占める割合も大きな変動がないこ

とも併せ考慮すると、原告の店舗数の増加という営業状態の変化を考慮し、かつ、他

の年分の粗金の額と比較しながら、平成１８年分及び平成１９年分の各推計粗金額を

算出することには合理性があるというべきである。 

（イ）被告は、原告がした確定申告においても、平成１９年分の収入金額が平成２０年

分及び平成２１年分のそれよりも多くなっており、原告がした確定申告自体も、店舗

数が増加したことに伴って売上げも増大していくのが自然である旨の原告の主張と整

合していない旨主張するが、これは、原告が平成１９年分の売上金額について、その

一部を除外することなく申告したことを裏付けるものといえるのであり、被告の主張

は、反論として成立していない。 

（ウ）被告は、申告粗金割合が平成２２年１月から同年５月までの期間以外の期間にお

いても、同期間と同程度であると推認され、平成２３年分及び平成２４年分の特定の

店舗における申告粗金割合と平成２２年１月から同年５月までの申告粗金割合がほぼ

一致しているとして、被告がした推計が合理的である旨主張する。 

 しかし、被告の主張は、推計の合理性を裏付ける事情をもって事実認定をすること

ができるとするものであって、主張が飛躍している上、平成２４年分の本件店舗１に

係る粗金額が、店長会議資料においては１億０６７８万５５００円であるのに対し、
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平成２４年分の本件店舗１に係る個別申告集計表においては１億０１０４万７０００

円であり、除外した売上金額の割合は２割に達していないから、被告の主張は、明ら

かに無理があるというべきである。 

（エ）被告は、原告が、被告が主張する平成２２年分の本件各店舗に係る推計粗金額の

総額を基に平成１８年分及び平成１９年分の推計粗金額を検討してこれが原告の申告

した金額に近い旨を主張したのに対し、本件４店舗に係る平成１８年分及び平成１９

年分のいずれの推計粗金額の総額も、本件４店舗に係る平成２２年分の推計粗金額の

総額と同額程度であることを前提とするものであるが、そのような根拠はない旨主張

する。 

 しかし、被告の主張は、前記（ア）のとおり、被告がした平成２０年分以降の本件

各店舗に係る推計粗金額が、店舗数にほぼ変動がない状態でほぼ同水準で推移してい

ることと整合していないのであり、店舗数等の営業状態に特段の変動がない限り、同

じ程度の売上げを上げているという推認は、合理的であるというべきである。 

（オ）被告は、平成１８年１月から同年６月までの本件４店舗に係る粗金の合計額に占

める本件店舗４の粗金の額の割合は、２７．９８％となり、平成１８年分の本件店舗

４の粗金の額（２億４５１６万１６４０円）を上記の割合で割り戻される平成１８年

分の本件４店舗に係る粗金の合計額は８億７６２０万３１４５円と推計されるが、こ

れは、原告がした平成１８年分の所得税の確定申告における収入金額（８億４７６０

万８２５５円）を超えており、本件店舗５の粗金の額が含まれていないことも考慮す

ると、申告粗金額とはかい離する結果となる旨主張する。 

 しかし、被告が主張する平成１８年１月から同年６月までの本件４店舗に係る粗金

の合計額に占める本件店舗４の粗金の額の割合（２７．９８％）は、同年４月を除く

５か月間の平均であるところ、実際には、２５．４６％（同年５月）から３０．２

１％（同年１月）までの変動があり、この変動を前提とした平成１８年分の本件４店

舗に係る粗金の合計額は８億１１５２万４７９３円から９億６２９２万８６７２円ま

での幅のある数字となるから、被告が指摘するところは、原告が平成１８年分の売上

金額の一部を除外していたことを推認させるものとはいえず、原告がした申告が正し

いものであったとしても不自然ではない。むしろ、被告が主張する推計粗金額（１０

億４９２７万９８４０円）がいかにも過大であることを示すものということができる。 

 したがって、被告の主張は、失当である。 

ウ 被告は、原告が平成１８年分以降の売上金額の一部を除外したことを認めた根拠とし

て、平成２４年分の本件店舗１に係る店長会議資料が出てきたことを挙げる。 

 しかし、原告は、当初から、売上金額の一部を除外していたこと自体は認める一方で、

本件前回調査がされていた平成１８年及びその直後である平成１９年については、売上

金額の一部を除外していたことを明確に否定していたのであり、平成１８年分の店長会

議資料が出てきたのであれば、同年以降の売上金額の一部を除外したことを認める動機

となるが、平成２４年分の店長会議資料が出てきたことを契機として、平成１８年分の

売上金額の一部を除外したことを認める理由はない。本件調査担当者は、平成１８年分

に遡って課税することを目的として、原告の言い分を認めることなく、平成１８年分か

ら売上金額の一部を除外していたかのような記載のある質問応答記録書を作成したにす
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ぎない。 

 したがって、被告の主張は、失当である。 

エ（ア）被告は、本件経理処理が適正なものとはいえない旨主張する。 

 しかし、会計学に基づく経理処理の方法は、事業の収支状況や財務状況を利害関係

者への報告のために一定のルールに従って記帳するといった観点から歴史的に処理さ

れてきたものであって、もとより絶対的なものではない上、本件経理処理は、会計上

の理念から逸脱したものとはいえないから、本件経理処理が不当なものである旨の被

告の主張は、失当である。 

（イ）被告は、本件有限会社は、原告とは別の人格を有する法人であり、本件有限会社

における経理処理をもって直ちに、原告が同様の経理処理をしていたことになるわけ

ではないから、原告の主張は、その前提を欠き、失当であるし、仮に、本件減額処理

額について、別途、必要経費の金額に加算する必要があることを前提としたとしても、

本件減額処理額は、別紙５のとおり、試算することができる旨主張する。 

 しかし、本件有限会社は、いわゆる法人成りによって本件各店舗の運営を承継した

ものであり、原告の事業内容、従業員、顧問税理士等に特段の変更はなく、本件各店

舗の経理処理方法を変更する動機もない。また、本件有限会社が本件各店舗の運営を

承継したのは、本件調査が開始される前であるから、原告が、本件調査が開始された

後に、作為的に本件各店舗の経理処理方法を変更したということもない。また、被告

が試算した本件減額処理額の基礎となる総勘定元帳のうち平成２５年９月１日以降の

ものは原告のものではなく本件有限会社のものであるから、被告自身の主張（本件有

限会社は、原告とは別の人格を有する法人であり、本件有限会社における経理処理を

もって直ちに、原告が同様の経理処理をしていたことになるわけではない。）とも整

合しない。そして、本件各店舗における経費の額は店舗ごとに集計されるものの、雑

収入を除外した上で原告に報告されているものではなく、純粋な経費の額から雑収入

を控除した額を経費の額として原告に報告されているから、原告が、当該経費の額か

ら改めて雑収入の分を特定し、経費を加算して売上金額の一部を除外することなど不

可能である。 

（ウ）ａ 被告は、本件有限会社の総勘定元帳には、決算期間（平成２５年９月１日か

ら平成２６年８月３１日）の途中である同年１月１日時点の各経費科目の累計

残高が０円と記載されているなど、形式的に見ても不自然な点がある旨主張す

る。 

 しかし、平成２５年から平成２６年の間は、本件各店舗に係る事業主体が原告

個人から本件有限会社に変更された過渡期であり、被告が指摘する点は、当時の

事務伝達が不十分であったことによる経理ソフトの記入の誤りにすぎない（甲５

１）から、本件有限会社の総勘定元帳自体が不自然なものになるとはいえない。 

ｂ 被告は、本件有限会社が作成したとされる作成年月日が不明な本件店舗１及び

本件店舗２の総勘定元帳（これは、本件調査において本件調査担当者が収集する

ことができなかったものである。）も提出されており（甲２３の１ないし３、甲

２４の１・２、甲３８、４０、４２、４４）、本件有限会社が作成した総勘定元

帳が、適正に作成されたものであるかは疑わしい旨主張するが、総勘定元帳が完
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成するのが確定申告の直前になることは多々存する事態であるから、被告の主張

は、失当である。 

（エ）ａ 被告は、平成１８年分の本件店舗４の総勘定元帳において、経費科目のうち

の一部（「プレイ備品費」等）の金額が貸方に計上されて経費の累計金額が減額

されており、本件経理処理がされていることが認められる一方で、経費科目の

うちの上記のもの以外のもの（「交通費」等）については貸方に計上されている

ものはなく、本件経理処理がされていない旨主張する。 

 しかし、交通費については、過去にはこれを接客従業者から徴収していなかっ

た時期もあるから（甲５１）、原告が、平成１８年当時、接客従業者から交通費

を徴収していた証拠がない以上、これを原告が売上金額から除外していたとはい

えないというべきである。 

ｂ 被告は、平成１９年分の本件店舗４の総勘定元帳において、経費科目のうちの

一部（「プレイ備品費」等）の金額が貸方に計上されて経費の累計金額が減額さ

れており、本件経理処理がされていることが認められる一方で、経費科目のうち

の上記のもの以外のもの（「交通費」、「駐車場」等）については貸方に計上され

ているものはなく、本件経理処理がされていない旨主張する。 

 しかし、駐車場代については、前記（４）ウのとおり、平成１９年には、当該

収入がなかったことから計上されていないにすぎず、交通費については、前記ａ

と同様であるから、被告の主張は、失当である。 

ｃ 被告は、①平成２３年分の本件店舗７の総勘定元帳において、経費科目のうち

の一部（「ドリンク」、「企画費」等）については貸方に計上されているものはな

く、本件経理処理がされていないほか、そもそも一部の経費（「旅費交通費」及

び「駐車場代」）は科目自体が存在しない、②平成２３年分の本件店舗１におけ

る経理処理は、同年分の本件店舗７における経理処理と同様であると推認される

旨主張する。 

 しかし、平成２３年分の本件店舗７の総勘定元帳に記載されているとおり、本

件店舗７には、経費を支出する実態がほとんどないから、このような本件店舗７

の総勘定元帳における記載をもって、経費を支出する実態のある本件店舗１にお

いても、本件徴収金について本件経理処理がされていないとするのは不合理であ

る。かえって、僅かな経費の支出しか存在しない本件店舗７においても、一部の

経費については本件経理処理がされているのであって、原告が、一貫して本件経

理処理をしてきたことがうかがわれるというべきである。 

（オ）被告は、報告用集計表の売上金額には、現金出納帳に記載された「売上」及び

「経費」の各金額の合計額が記載されていたものと推認することができるとして、被

告が本件各店舗の総収入金額を推計する基礎とした店長会議資料の売上金額の記載

（「月計」の記載）には、本件徴収金の額は、含まれていないから、収入を二重に計

上することになり、推計の合理性を欠く旨の原告の主張が失当である旨主張する。 

 しかし、本件各店舗の店長は、本件徴収金を当該経費科目の貸方に計上していたと

ころ、その場合には、本件徴収金の額が店長会議資料の「月計」の記載及び報告用集

計表の売上金額の記載には含まれないのは当然のことであり、被告が本件出納帳の記
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載について指摘するところも当然のことを示すにすぎないのであり、被告の主張の合

理性を裏付けるものとはいえない。 

２ 争点２（消費税等に係る課税売上高の額及び仕入れに係る消費税額の控除の対象となる課税

仕入れの額に接客従業者の報酬の額を含めることの適否）について 

（被告の主張の要点） 

（１）本件対価等の全額が課税資産の譲渡等の対価の額に該当すること 

ア 本件各店舗は、顧客から本件対価等を受け取り、接客従業者に役務の提供をさせてい

るから、当該役務の提供は、消費税法２条１項８号にいう「事業として対価を得て行わ

れる役務の提供」に該当し、同法６条１項の規定により消費税を課さないこととされる

ものに該当しない以上、同法２条１項８号に規定する課税資産の譲渡等に該当する。 

イ 本件各店舗は、そのホームページに、接客従業者がする役務の提供に係る対価の額を

表示し、顧客から当該対価を受け取り、本件各店舗が契約している接客従業者をして当

該顧客に対する役務の提供をさせ、当該接客従業者に対し、上記の役務の提供をしたこ

との対価としての報酬を現金で支給していたものである。また、接客従業者の報酬（対

価）は、本件各店舗において各接客従業者との間であらかじめ取り決めた基準により算

定されていたところ、顧客は、本件対価等のうち本件各店舗の取り分がどれだけで、接

客従業者の取り分がどれだけであるかを認識していなかったものである。 

 そうすると、本件各店舗が顧客から受け取る本件対価等の全額が、消費税法２８条１

項に規定する「課税資産の譲渡等の対価の額（対価として収受し、又は収受すべき一切

の金銭）」に該当する。 

（２）接客従業者に対する報酬の支払が課税資産の譲渡等の対価に含まれない旨の原告の主張が

失当であること 

ア 本件各店舗と接客従業者との間には、次のような事実関係があることが認められる。 

（ア）本件各店舗は、いずれも、広く広告を出して接客従業者を募集し、そのための費用

も支出していた（乙２０、２４、２６）。 

（イ）本件各店舗は、接客従業者の募集に対する応募があった場合、本件各店舗の責任者

が当該応募者と面接をして、採用の可否を判断し、当該応募者を採用することとした場

合には、当該応募者に対し、「誓約書」に署名して提出するよう求めていた（乙２０、

３１）。そして、「誓約書」には、「下記の約束事項を守らなかった場合異議申し立てを

せず退店致します。」との記載の下に、「売春行為は致しません」、「お店の女性に電話番

号等を言いません、聞きません」等とする８つの「約束事項」とともに、「尚成績や出

勤状況・態度が著しく悪い場合（本指名ポイントが極端に少ない・給料ランクがいつま

でもＥランク・無欠や遅刻過多・やる気の無い態度等）お店の判断で首になります。」

との記載がある（乙２７ないし３０）。 

 このように、本件各店舗は、接客従業者から本件各店舗が定めた規約を守る旨の「誓

約書」を提出させ、一定の服務規律（解雇等の接客従業者の処遇を本件各店舗が決定し

得ることも含む。）の下で、役務の提供をさせていた。 

（ウ）本件各店舗には、新しく採用された接客従業者が円滑に役務の提供をすることがで

きるよう支援するための文書が複数用意されていたほか、研修を実施するなどしていた

（乙２４の１・２、乙３２ないし３５）。 
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（エ）本件各店舗は、接客従業者に対し、本件各店舗が用意した用紙に、顧客に対してし

た役務の提供の内容を記載させるとともに反省点、改善点、疑問点等の有無等を記載さ

せていた（乙３６）。 

（オ）本件各店舗は、接客従業者に対する顧客からの指名数、接客従業者の出勤日数等に

より、当該接客従業者のランクを指定するとともに、報酬の額を一律かつ一方的に決定

しており、接客従業者個人との交渉により、当該接客従業者の報酬の額を個別に決定す

ることはなかった（乙１４、３１）。 

イ 前記アの各事実関係を前提とすると、本件各店舗が、接客従業者と顧客との取次ぎを

していたにすぎないと評価することはできず、接客従業者をその管理下に置いていたも

のというべきであって、本件各店舗が顧客から収受した金員のうち接客従業者の報酬に

相当する部分が、本件各店舗の預り金であるとは認められない。 

ウ 原告は、消費税法基本通達１０－１－１２が、顧客から受け取る対価のうち、手数料

部分は受託者に、その残額が委託者に実質的に帰属することをその実質的な根拠とする

ものであるとした上で、本件においては、接客従業者が、原告の従業員ではなく独立し

た立場で原告から業務の委託を受け、受託者として原告の顧客に対する義務を原告に代

わって履行したから、上記の通達の定めるところに従い、委託者である原告が受託者で

ある接客従業者に対する報酬（手数料）を控除した残額のみを原告の顧客に対する役務

の提供の対価として取り扱うことも許される旨主張するが、次の（ア）から（ウ）まで

のとおり、原告の主張は、失当である。 

（ア）消費税法基本通達１０－１－１２の趣旨は、委託者の計算において行う資産の譲渡

等につき受託者が販売等を受託する委託販売等については、受託者が顧客から収受した

又は収受すべき金額が委託者の資産の譲渡等の対価となるのが原則であるが、受託者が

行った資産の譲渡等に係る対価の額からその受託者に支払う委託販売手数料を控除した

残額を委託者における資産の譲渡等に係る対価の額とする経理処理がまま見られるとこ

ろから、このような処理をしているときはこれを認める旨を明らかにすることにあり、

顧客から受け取る対価のうち、手数料部分は受託者に、その残額が委託者に実質的に帰

属することをその実質的な根拠とするものではないから、原告の主張は、独自の見解に

すぎない。 

（イ）前記（ア）のような消費税法基本通達１０－１－１２の趣旨に照らすと、同通達は、

原則とは異なる実務上の取扱いを追認する趣旨のものであるのに対し、本件においては、

前記アの事実関係を前提とすると、本件各店舗が、本件対価等の額の全額を受領し、本

件各店舗が接客従業者に対して受領した金員の中から接客従業者の報酬を支払っている

から、金員の全額を受領した者においては、当該金員の全額を課税資産の譲渡等の対価

とし、接客従業者に対する報酬の支払を課税仕入れとする経理処理が、金員の全額を受

領した者における通常されるべき法的にも適正な処理である。 

 そうすると、本件において、法的に適正であり、かつ、実務上も通常されるべき処理

を敢えて否定し、原則とは異なる取扱いをする必要性はないから、上記の通達の趣旨に

照らし、上記の通達に従うことができる余地はないというべきである。 

（ウ）前記イのとおり、本件においては、本件各店舗が、接客従業者をその管理下に置い

ていたものであるから、原告と接客従業者との関係を委託者と受託者との関係にあると
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評価するのは困難であり、消費税法基本通達１０－１－１２の定めに従うことはできな

いと解するのが自然である。 

 この点をおくとしても、上記の通達は、委託者が、受託者が受領した代金から受託者

の取り分に係る金額を控除した金額を課税資産の譲渡等の対価の額としている場合にお

ける取扱いを示したものであり、本件においては、原告は、委託者である原告（本件各

店舗）自身が受領した本件対価等の額から接客従業者に支払った報酬部分を控除した金

額を課税資産の譲渡等の対価として経理しているのであって、上記の通達が前提とする

事実関係とは異なる事実関係にあることになるから、その意味においても、上記の通達

の定めに従うことはできないというべきである。 

エ（ア）原告は、本件各店舗は、それぞれの独立した接客従業者に対し、有償で各種サー

ビスを提供し、接客従業者から収入を得ているのであり、接客従業者を雇用して顧客

に役務の提供をする形態とは異なるとした上で、本件において、接客従業者が収受す

る報酬は、顧客に対して役務の提供をしたことに対する報酬であり、当該報酬は、本

件各店舗から接客従業者に対して支払われる報酬ではなく、顧客から接客従業者に対

して支払われる報酬であると考えるのが自然であるから、接客従業者は、自己の収入

を上げるために本件各店舗に登録し、本件各店舗から、顧客の紹介、接客従業者が提

供する役務の内容、程度等を向上させるためのノウハウの提供等の役務の提供を受け、

その対価として本件対価等の額の一部を本件各店舗に支払っていると捉えることがで

き、接客従業者が委託者として、受託者である本件各店舗に対し、顧客の勧誘、顧客

の獲得及び維持に向けた情報提供、役務の提供の対価の受領等の業務を委託している

と捉えるべきであって、本件各店舗としては、委託者である接客従業者から受け取る

手数料が、役務（顧客の勧誘、顧客の獲得及び維持に向けた情報提供、役務の提供の

対価の受領等の業務）の提供の対価であるというべきである旨主張する。 

 しかし、前記ア（イ）及び（オ）のとおり、①接客従業者が署名した「誓約書」

（乙２７ないし３０）には、接客従業者の服務規律が記載されているにすぎず、②本

件各店舗が、接客従業者に対して支払う報酬の金額は、本件各店舗が指定するランク

によって一律かつ一方的に設定されているものである。これらの事実に加え、本件に

おいては、③原告が主張するような本件各店舗が接客従業者に対して役務（顧客の勧

誘、顧客の獲得及び維持に向けた情報提供、役務の提供の対価の受領等）を提供し、

その対価を接客従業者が本件各店舗に対して支払うなどの旨が記載された文書が全く

作成されていないことも併せ考慮すると、接客従業者が受け取る報酬は、本件各店舗

が当該接客従業者に支払っていると評価すべきものであって、顧客が当該接客従業者

に対して支払ったものであり、かつ、当該報酬の一部から本件各店舗に対して本件各

店舗が接客従業者に提供しているとされる役務（顧客の勧誘、顧客の獲得及び維持に

向けた情報提供、役務の提供の対価の受領等）の対価として本件各店舗に支払った残

額であると評価すべきものではない。 

 したがって、本件各店舗と接客従業者との関係を、接客従業者を委託者とし本件各

店舗を受託者とする関係であると評価することもできないから、原告の主張は、その

前提を誤るものであり、失当である。 

（イ）原告は、旅行代理店等が主催する国内旅行を販売する場合について、課税実務に
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おいては、原則として旅行費の総額が役務の提供の対価となるとしていながら、その

実質が手配旅行であると認められるものについて継続して運賃及び宿泊費を預り金と

し、当該運賃及び宿泊費を控除した残額の手数料部分を課税売上げとして計上してい

るときは、当該残金を課税資産の譲渡等の対価の額とすることを認めているとした上

で、本件においても、本件各店舗が、提供する役務の内容及び具体的な接客従業者を

提案した後、顧客において、顧客が提供を受ける役務の内容及び具体的な接客従業者

を決定したのに合わせ、本件各店舗が役務を販売していると捉えることができ、外部

委託先である接客従業者の報酬についても、顧客が指名する接客従業者により一律の

基準によって決定されているから、上記の手配旅行と同様に考えることができる旨主

張する。 

 しかし、原告は、前記（ア）のとおり、本件各店舗と接客従業者との関係を、接客

従業者を委託者とし本件各店舗を受託者とする関係である旨も主張しているから、主

張自体が一貫しておらず、失当である。この点をおくとしても、前記イのとおり、前

記アの各事実関係を前提とすると、本件各店舗が、接客従業者をその管理下に置いて

いたものであって、接客従業者と顧客との取次ぎをしていたにすぎないと評価するこ

とはできないから、本件各店舗に係る業務形態を、交通や宿泊の手配だけを行うとい

う手配旅行を主催する旅行会社の業務形態と同列に論ずることはできないというべき

である。 

 したがって、原告の主張は、その前提を誤るものであって、失当である。 

（ウ）原告は、①本件各店舗は、接客従業者に対して役務（顧客の勧誘、顧客の獲得及

び維持に向けた情報提供、役務の提供の対価の受領等）の提供をすることにより収益

を上げているのであり、登録する接客従業者が多い方が本件各店舗の売上げも向上す

るから、本件各店舗が広告等により接客従業者を募集するのはビジネス上当然である、

②接客従業者が「誓約書」に署名した上で本件各店舗に提出しているのは、複数の接

客従業者と取引して業務を遂行する上で一定の決まりを設定することが必要なのは明

らかであることによるものである、③報酬の分配方法は、両者にとって明確な方が事

務処理が容易となるから、接客従業者の取り分について明確な基準を設けているにす

ぎないとして、前記アにおいて被告が指摘した事実関係は、本件対価等の額の全額が

原告の課税資産の譲渡等の対価の額となることを根拠付けるものとはいえない旨主張

する。 

 しかし、上記①の主張は、接客従業者が本件各店舗に対して役務（顧客の勧誘、顧

客の獲得及び維持に向けた情報提供、役務の提供の対価の受領等）の提供の対価を支

払っていることを前提とするものであるが、前記（ア）のとおり、その前提を欠くも

ので失当である。また、上記②及び③の主張については、被告は、前記アのとおり、

「誓約書」の内容が全て接客従業者の側が遵守すべき一方的な事項であること及び接

客従業者の報酬の基準が本件各店舗によって一方的に定められて接客従業者個人が折

衝する余地のないものとなっていることを根拠として、前記イのとおり主張している

のであり、被告の主張を正解しないものである。 

 したがって、原告の主張は、失当である。 

（３）消費税等の計算において接客従業者の報酬の全額を課税標準額に対する消費税額から控除
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することができないこと 

ア 消費税法及び消費税法施行令には、同法３０条７項本文に規定する税額の控除に係る

帳簿及び請求書等（以下「帳簿書類等」ということがある。）を保存しない場合の課税仕

入れ等の取扱いに係る不利益が規定されているところ、これは、資産の譲渡等が連鎖的

に行われる中で、広く、かつ、薄く資産の譲渡等に課税するという消費税によって適正

な税収を確保するには、帳簿書類等という確実な資料を保存させることが必要不可欠で

あると判断されたためであると解され、このような消費税法の趣旨に照らすと、同法３

０条７項本文に規定する帳簿書類等とは、仕入税額控除の対象となる課税仕入れについ

て、その真実性を確認することができるものでなければならず、また、事業者が、同項

本文に規定する帳簿書類等を整理し、これらを所定の期間及び場所において、税務職員

による検査に当たって適時にこれらを提示することが可能なように態勢を整えて保存し

ていなかった場合は、同項本文にいう「事業者が当該課税期間の課税仕入れ等の税額の

控除に係る帳簿及び請求書等（中略）を保存しない場合」に該当し、同項ただし書の規

定する場合に該当しない限り、同条１項の規定は、当該保存がない課税仕入れに係る課

税仕入れ等の税額については適用されないこととなる（最高裁平成１６年１２月１６日

第一小法廷判決・民集５８巻９号２４５８頁（以下「最高裁平成１６年判決」という。）

参照）。 

イ 本件においては、本件各店舗が接客従業者に対してした報酬の支払は、原告が当該接

客従業者をして本件各店舗の顧客に対して役務の提供をさせたことに対する対価として

当該接客従業者に支払われるものであるから、消費税法２条１項１２号にいう「事業者

が事業として他の者から役務の提供を受けること」に該当し、課税仕入れに該当すると

ころ、原告は、本件調査担当者に対し、接客従業者に対する報酬の支払額を確認し得る

帳簿書類等として、①平成２２年１月１日から同年３月３１日までの本件店舗１に係る

日報、②本件日報（平成２５年１０月８日から同年１１月２３日までの本件６店舗に係

る日報）、③接客従業者に対する報酬の支払額が記載された平成２２年１月１日から同年

１１月３０日までの本件店舗４に係る一覧表及び④接客従業者に対する報酬の支払額が

記載された平成２４年のうち２９３日分の本件店舗６に係る一覧表を提示したにとどま

るから、同法３０条７項本文に規定する「事業者が当該課税仕入れ等の税額の控除に係

る帳簿及び請求書等（中略）を保存しない場合」に該当することは明らかである。 

 したがって、原告の消費税等の計算において、接客従業者に対する報酬の支払額に係

る消費税の全額を課税標準額に対する消費税額から控除することはできない。 

（４）接客従業者に対する報酬の支払が課税資産の譲渡等の対価に含まれるとした本件各更正処

分が信義則に反するとはいえないこと 

ア 最高裁は、租税法における信義則の法理の適用について、租税法規に適合する課税処

分について、法の一般原理である信義則の法理の適用により、上記の課税処分を違法な

ものとして取り消すことができる場合があるとしても、法律による行政の原理なかんず

く租税法律主義の原則が貫かれるべき租税法律関係においては、上記の法理の適用につ

いては慎重でなければならず、租税法規の適用における納税者間の平等、公平という要

請を犠牲にしてもなお当該課税処分に係る課税を免れさせて納税者の信頼を保護しなけ

れば正義に反するといえるような特別の事情が存する場合に限られ、少なくとも、税務
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官庁が納税者に対して信頼の対象となる公的見解を表示したことにより、納税者がその

表示を信頼してその信頼に基づいて行動したところ、後に、当該表示に反する課税処分

が行われて納税者が経済的不利益を受けることになったものであるかどうか、また、納

税者が税務官庁がした表示を信頼してその信頼に基づいて行動したことについて納税者

の責めに帰すべき事情がないかどうかという点の考慮を要する旨を判示している（最高

裁昭和６２年１０月３０日第三小法廷判決・裁判集民事１５２号９３頁（以下「最高裁

昭和６２年判決」という。）参照）。 

イ 本件においては、本件前回調査等において、調査担当者が、原告が用いた経理処理と

同様、原告の収入金額を粗金の額により算出した一方で、接客従業者に対する報酬の支

払額を原告の必要経費の額に算入していなかったことは認められるが、原告に対して当

該経理処理の適否を言及した事実は認められない。 

 そうすると、上記の調査担当者の行為は、単に原告が用いた経理処理を用いて原告の

収入金額等を算出したものであって、その行為によって、課税庁が、当該経理処理の適

否について何らかの判断を原告に明示的に表明したとはいえず、まして、税務署長その

他の責任ある立場にある者が当該経理処理が適正なものであると明示したものとはいえ

ないから、本件前回調査等において、原告が用いた経理処理により原告の収入金額等が

算出された事実があったとしても、それをもって課税庁が当該経理処理について適正で

あるとの公的な見解を表示したものとはいえない。 

ウ 本件において原告が主張する経済的な不利益は、接客従業者に対する報酬の支払に係

る仕入税額控除が認められない結果として生ずる消費税等の額に相当する金額であり、

これは、当該報酬の支払に係る消費税法３０条７項本文所定の帳簿書類等の保存がなか

ったために生じたものであるから、仮に、本件において、信義則の法理が適用されると

すれば、原告が、本件前回調査等における課税庁の公的見解を信頼し、接客従業者に対

する報酬の支払が課税売上げにも課税仕入れにも当たらないと認識していたために、当

該報酬の支払に係る帳簿書類等を保存しなかったという関係が存する必要がある。 

 しかし、質問応答記録書（乙１３）によれば、原告は、真実の所得金額を課税庁に把

握されることを防ぐため、本件各店舗の責任者に対し、真実の取引金額が記載された帳

簿書類を全て破棄するよう指示したというのであり、現実にも、本件各店舗に係る帳簿

書類の大半が保存されていなかったのであるから、原告が、接客従業者に対する報酬の

支払に係る帳簿書類等を保存していなかったのは、課税庁の公的見解を信頼していたか

らではなく、真実の所得金額を把握されるのを防ぐためであったものといえる。 

 したがって、原告は、課税庁が表示した公的見解を信頼したために接客従業者に対す

る報酬の支払に係る帳簿書類等を保存していなかったとはいえず、当該表示された公的

見解に対する信頼に基づいて行動したとはいえないから、本件においては、信義則の法

理の適用はないというべきである。 

エ 原告は、本件調査の前に３度にわたる調査を受け、その都度、調査担当者に対し、原

告の課税売上げの計上方法を説明してきたところ、調査担当者は、毎回、接客従業者に

対する報酬を除いた金額を課税売上げとして計算して原告に金額を示しており（甲１６、

１７）、課税庁による公的見解の表示があったことは明らかである旨主張する。 

 しかし、前記イのとおり、課税庁が原告が用いた消費税の経理処理の適否に言及した
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事実はなく、原告が指摘するメモ（甲１６、１７）も、当時の調査担当者が作成したと

思われる調査経過を示すメモにすぎず、課税庁が原告の主張する見解を是認する旨を表

示したものともいえない。 

 したがって、原告の主張は、失当である。 

（５）本件においては消費税法３０条７項ただし書にいう「災害その他やむを得ない事情」があ

るとはいえないこと 

ア 消費税法３０条７項ただし書にいう「災害その他やむを得ない事情」とは、天災又は

火災その他の人為的災害で自己の責任によらないものに起因する災害、これに準ずるよ

うな状況又は当該事業者の責めに帰することができない状況にある事態をいうものと解

されており、消費税法基本通達１１－２－２２、同８－１－３にも同旨の定めがある。 

イ 本件においては、前記（４）イのとおり、課税庁は、本件前回調査等において、原告

が用いた経理処理によって原告の収入金額等を算出したにすぎず、原告が主張するよう

に、課税庁が原告に対して当該経理処理が適正であるとの見解を示した事実は認められ

ず、かえって、前記（４）ウのとおり、原告が、接客従業者に対する報酬の支払に係る

帳簿書類等を保存していなかったのは、真実の所得金額を課税庁に把握されないように

していた結果にすぎないから、原告が、本件において、帳簿書類等を保存していなかっ

たことについて、消費税法３０条７項ただし書にいう「災害その他やむを得ない事情」

があるとはいえず、同項ただし書を適用する余地はない。 

（原告の主張の要点） 

（１）本件対価等のうち接客従業者に対する報酬に係る部分は原告の預り金であって課税資産の

譲渡等の対価の額に該当しないこと 

ア 本件における本件各店舗と接客従業者との関係、接客従業者が役務の提供をする流れ

等に係る事実関係は、次のとおりである。 

（ア）接客従業者は、本件各店舗に接客従業者として役務の提供をする旨を登録し、その

際、本件各店舗との間で、役務の提供に当たり顧客から受領する料金である本件対価等

の配分について取り決める。 

 本件各店舗は、接客従業者に対し、本件対価等のうちの接客従業者の報酬に係る部分

以外の報酬等（いわゆる出勤手当等）を支払うことはなく、接客従業者も、本件各店舗

から特定の日等に出勤を強要されることもない。また、接客従業者が顧客に対して役務

の提供をする際に使用する備品等は、接客従業者が自ら用意するか本件各店舗から購入

して用意するかするものであり、本件各店舗が接客従業者に対して無償で提供するもの

ではない。 

（イ）接客従業者が顧客に対して提供する役務の内容は、本件各店舗のコンセプトに応じ

てある程度の幅があるが、具体的な役務の内容は、接客従業者と顧客との間の合意によ

り決定され、本件各店舗は、接客従業者の売上げの向上のために提供する役務の内容に

関するアドバイス、ノウハウ等を提供するにとどまる。 

（ウ）本件各店舗は、顧客に対する案内、顧客から本件対価等の受領等を行うほか、ホー

ムページ等を作成し、本件各店舗に登録している接客従業者の情報、各接客従業者が提

供することができる役務に係る情報、本件対価等の額に係る情報等を掲載し、顧客の集

客をする。本件対価等のうち本件各店舗と接客従業者との間の配分については、ホーム
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ページ上に明示していないが、顧客は、本件対価等の配分に関心はなく、配分に関する

問い合わせを受けたこともないものの、本件対価等のうちの一部は接客従業者の報酬で

あることは当然に認識している。 

（エ）役務の提供を希望する顧客は、本件各店舗を訪問し、役務の提供をする接客従業者、

提供を受ける役務の内容等を決め、役務の内容に応じた本件対価等を本件各店舗に支払

う。なお、顧客が、特定の接客従業者を指名しない場合、本件各店舗がランダムに接客

従業者を指定するが、最終的な選択権は顧客にあり、顧客は、実際の接客従業者を見た

上で、当該接客従業者から役務の提供を受けることを拒否することもできる。接客従業

者も、顧客と同様、顧客に対し、役務の提供を拒むことができる。 

（オ）顧客が接客従業者から役務の提供を受ける場所は、顧客と接客従業者との間で決定

するが、多くの顧客及び接客従業者は、役務の提供を受ける場所に関心を示さないこと

から、本件各店舗において役務の提供を受ける場所を紹介することが多いが、飽くまで

も決定権は顧客又は接客従業者にあり、本件各店舗が紹介した場所を拒否することもで

きる。 

（カ）顧客は、接客従業者とともに又は単独で、役務の提供を受ける場所に向かい、当該

場所で、接客従業者から役務の提供を受ける。顧客が、役務の提供を受ける時間の延長

を希望する場合には、接客従業者がその後の予定等を踏まえてその可否を決定し、延長

することになった場合は、当該延長に伴って生じた対価は、顧客が接客従業者に対して

直接支払う。 

（キ）本件各店舗は、毎日、顧客から受領した金員の中から、接客従業者に対し、本件対

価等のうち接客従業者の報酬に係る部分を支払う。 

（ク）本件各店舗は、顧客の集客及び管理、顧客の趣向の確認、顧客に対する案内、役務

の内容に関するアドバイス、役務の提供をする場所の調査及び確保、本件対価等の受領

及び管理、接客従業者の待機場所の確保、接客従業者が役務の提供の際に使用する備品

の確保及び販売等をその業務内容としており、接客従業者のビジネスが円滑に遂行され

ることをサポートする業務をしている。 

イ 前記アの事実関係を前提とすると、本件各店舗は、顧客に対し、本件各店舗に登録し

ている接客従業者、当該接客従業者が提供する役務の内容を案内し、顧客が提供を求め

た役務の内容に応じた対価を受領しているが、飽くまでも役務の提供者は接客従業者で

あり、本件各店舗は、接客従業者及び顧客のために取次ぎをしているにすぎず、本件対

価等を受領しているのも、接客従業者のための業務の一環として預かっているにすぎな

いものといえる。また、接客従業者は、本件各店舗に雇用される者ではなく、自らが主

体となって顧客に対して役務の提供をしているものである。 

 このように、顧客は、本件各店舗を介して、接客従業者と役務の提供に関する合意を

し、それに対応する対価を本件各店舗に支払う関係にあり、本件各店舗と顧客との間で、

役務の提供契約が締結されるわけではない。もっとも、接客従業者に対して給与の最低

保証をしたり、交通費、備品、住居等を支給又は提供したりする反面、接客従業者に指

定した場所で特定の役務の提供をさせ、無断で欠勤した場合等には罰金を科するという

態様の風俗営業もあり、このような場合には、風俗営業を営む者が接客従業者を雇用し、

風俗営業を営む者が顧客との間で役務の提供に係る契約を締結して顧客から収入を得て
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いるといえるが、原告が営む本件各店舗は、本件各店舗と接客従業者がそれぞれ独立し

た事業者として、共同事業主として役割分担しながらお互いを利用しあって収益を上げ

ているという上記のものとは異なる業態であって、そのことは、前記アの各事実関係か

らも明らかである。 

 そうすると、本来的には、接客従業者が、顧客から本件対価等の全額を受領し、その

後に、本件各店舗に対し、本件各店舗がする業務に対する報酬を支払う方が実態に沿っ

ているが、接客従業者は、不特定の男性に対して身を守る手段を持たずに密室の中で役

務の提供を行うことから、顧客との間で金銭トラブルを生ずる危険が高いのであり、現

実にもそのようなトラブルは多数存在している。また、接客従業者としても、本件各店

舗に支払う費用が定量的に発生するから、本件各店舗が顧客から受領した金員を管理し、

費用の精算をしてもらった上で報酬部分のみを受け取った方が、労力が少なくて済むと

いうメリットがある。そこで、本件各店舗は、接客従業者が顧客に役務の提供をする前

に接客従業者に代わって顧客から本件対価等を受領及び保管し、接客従業者が退出する

際に、本件各店舗が受領すべき部分を控除し、接客従業者が負担すべき費用を精算した

上で、接客従業者の報酬に係る部分を接客従業者に支払うものとしているのである。 

 したがって、本件各店舗が、顧客から受領する金員のうち接客従業者の報酬に係る部

分は、本件各店舗が当該接客従業者のために預かって保管している金員にすぎず、本件

各店舗が対価として受領した金員ではないから、本件各店舗に帰属しないものというべ

きである。 

ウ（ア）被告は、①本件各店舗は、顧客から本件対価等を受け取り、接客従業者に役務の

提供をさせている、②本件各店舗は、そのホームページに、接客従業者がする役務の

提供に係る対価の額を表示し、顧客から当該対価を受け取り、本件各店舗が契約して

いる接客従業者をして当該顧客に対する役務の提供をさせ、当該接客従業者に対し、

上記の役務の提供をしたことの対価としての報酬を現金で支給していた、③接客従業

者の報酬（対価）は、本件各店舗において各接客従業者との間であらかじめ取り決め

た基準により算定されていたところ、顧客は、本件対価等のうち本件各店舗の取り分

がどれだけで、接客従業者の取り分がどれだけであるかを認識していなかったとして、

本件各店舗が顧客から受け取った本件対価等の額の全額が、原告の課税資産の譲渡等

の対価の額に該当する旨主張するが、前記ア及びイのとおり、事実を誤認したもので

ある上、顧客が本件各店舗又は接客従業者の取り分を認識していないからといって法

的に本件対価等の額の全額が原告の売上げと評価されるものでもないから、被告の指

摘する事実は、被告の主張を裏付けるものとはいえない。 

（イ）被告は、①本件各店舗は、いずれも、広く広告を出して接客従業者を募集し、そ

のための費用も支出していた、②本件各店舗は、接客従業者の募集に対する応募者を

採用した場合に、当該応募者に対し、「誓約書」に署名して提出するよう求め、一定

の服務規律（解雇等の接客従業者の処遇を本件各店舗が決定し得ることも含む。）の

下で、役務の提供をさせていた、③本件各店舗には、新しく採用された接客従業者が

円滑に役務の提供をすることができるよう支援するための文書が複数用意されていた

ほか、研修を実施するなどしていた、④本件各店舗は、接客従業者に対し、本件各店

舗が用意した用紙に、顧客に対してした役務の提供の内容を記載させるとともに反省
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点、改善点、疑問点等の有無等を記載させていた、⑤本件各店舗は、接客従業者に対

する顧客からの指名数、接客従業者の出勤日数等により、当該接客従業者のランクを

指定するとともに、報酬の額を一律かつ一方的に決定しており、接客従業者個人との

交渉により個別に決定することはなかったとの事実を指摘し、本件各店舗が、接客従

業者をその管理下に置いていたものというべきであり、接客従業者と顧客との取次ぎ

をしていたにすぎないと評価することはできないのであり、本件各店舗が顧客から収

受した金員のうち接客従業者の報酬に相当する部分が、本件各店舗の預り金であると

は認められない旨主張する。 

 しかし、被告は、上記①から⑤までの事実によって、本件各店舗が顧客から収受し

た金員のうち接客従業者の報酬に相当する部分が本件各店舖の預り金であることが否

定される具体的な理由を何ら主張していない。また、次のとおり、上記の各事実は、

本件各店舗が当然に行うべき業務の内容を指摘するにすぎず、原告の主張を否定する

根拠とはならないから、被告の主張は、失当である。 

ａ 前記（イ）①の事実については、本件各店舗は、接客従業者に対して役務（顧客

の勧誘、顧客の獲得及び維持に向けた情報提供、役務の提供の対価の受領等）の提

供をすることにより収益を上げているのであり、登録する接客従業者が多い方が本

件各店舗の売上げも向上するから、広告等により接客従業者を募集することは、ビ

ジネス上当然のことであって、本件各店舗が接客従業者を募集したからといって直

ちに、本件対価等のうち接客従業者の報酬に係る部分が原告の課税資産の譲渡等の

対価に含まれることにはならない。このことは、委託販売において、受託者が広告

等により委託者を募ったとしても、消費税の課税売上げの処理が変わるわけではな

いことと同様である。 

ｂ 前記（イ）②の事実については、複数の接客従業者と取引して業務を遂行する上

で一定の決まりを設定することが必要なのは明らかである上、本件各店舗が定める

規律は、ごく一般的なものであり、これによって、本件各店舗が接客従業者に対し

て指揮命令権を持つことになるわけではないし、本件対価等のうち接客従業者の報

酬に係る部分も原告の課税資産の譲渡等の対価となるわけでもない。このことは、

委託販売において、多数の委託者を相手に取引を行う場合に内部規律を設けるのが

多々見られ、そのことによって消費税の課税売上げの処理が変わるわけではないこ

とと同様である。 

ｃ 前記（イ）③から⑤までの事実については、本件各店舗は、登録されている接客

従業者の売上げが向上することが本件各店舗の売上げの向上につながるため、自己

の業務として接客従業者に対して売上げの確保につながるアドバイス又はノウハウ

の提供をしているのであり、接客従業者も、当該役務（アドバイス又はノウハウ）

の提供を受けられることによって、売上げの確保及び維持を図ることができるため、

本件各店舗に登録するのである。そうすると、そのような多数の接客従業者が本件

各店舗に登録される以上、報酬の分配方法は、両者にとって明確な方が事務処理が

容易となるのであり、そうした観点から、接客従業者の取り分について明確な基準

を設けているにすぎない。 

（２）原告がした経理処理は消費税法基本通達によっても是認されていること 
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ア 仮に、役務の提供に係る合意が本件各店舗（原告）と顧客との間で成立するものと解

したとしても、本件各店舗が接客従業者に対して支払う報酬は、顧客に対して役務の提

供をする義務を負う本件各店舗（原告）が、接客従業者が顧客に役務の提供をしたこと

に対する対価として支払うのであり、接客従業者に対する給与等として支払うものでは

ない。これは、接客従業者が、原告の従業員なのではなく、独立した立場で原告から業

務の委託を受け、受託者として原告に代わり、原告の顧客に対する義務を履行するから

である。 

 消費税法基本通達１０－１－１２の趣旨は、受託者が行った資産の譲渡等に係る対価

の額からその受託者に支払う委託販売手数料を控除した残額を委託者における資産の譲

渡等に係る対価の額とする経理処理がまま見られるところから、このような処理をして

いるときはこれを認める旨を明らかにすることにあるとされているところ、このような

取扱いの理論的な根拠は、顧客から受け取る対価のうち、手数料部分は受託者に、その

残額が委託者に実質的に帰属することにあると解される。本件においては、接客従業者

が、原告の従業員ではなく独立した立場で原告から業務の委託を受け、受託者として原

告の顧客に対する義務を原告に代わって履行したから、上記の通達の定めるところに従

い、委託者である原告が受託者である接客従業者に対する報酬（手数料）を控除した残

額のみを原告の顧客に対する役務の提供の対価として取り扱うことも許されるというべ

きである。 

 このことは、原告が、本件前回調査等を受けた際、上記のような取扱いに基づいて申

告してきたことを本件前回調査等の各調査担当者に対してそれぞれ説明し、各調査担当

者もこれを了解して当該方法による申告を是認してきたこと（甲１６、１７）からも裏

付けられるところ、被告は、突如として、手続的及び形式的要件を充足していないこと

のみを理由として、上記の取扱いを否定し、数億円にも上る消費税の負担を課してきた

のである。 

イ 前記（１）アの事実関係、特に、役務の提供が接客従業者と顧客との間でされること、

本件各店舗が接客従業者のために業務を提供していることからすると、接客従業者が委

託者として、受託者である本件各店舗に、顧客の勧誘、顧客の獲得及び維持に向けた情

報の提供、役務の対価の受領等の業務を委託していると捉えることができるから、受託

者である本件各店舗としては、委託者である接客従業者から受け取る手数料（本件対価

等の額から接客従業者の報酬に係る部分の額を控除した残額）が、役務（顧客の勧誘、

顧客の獲得及び維持に向けた情報提供、役務の提供の対価の受領等）の提供の対価の額

となる。他方、本件各店舗が委託者として、受託者である接客従業者に対し、顧客に対

する役務の提供に係る業務を委託していると構成したとしても、本件各店舗は、受託者

である接客従業者に対して支払う手数料を控除した残額を委託者である本件各店舗にお

ける課税資産の譲渡等の対価の額として経理処理していると評価することができる。 

 そうすると、本件各店舗を受託者として捉えるか委託者として捉えるかにかかわらず、

消費税法基本通達１０－１－１２の定めるところに従い、原告が本件対価等の額のうち

接客従業者の報酬に係る部分の額を控除した残額を課税資産の譲渡等の対価の額として

取り扱うことができるというべきである。 

ウ 旅行代理店等が主催する国内旅行を販売する場合について、課税実務においては、原
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則として旅行費の総額が役務の提供の対価となるとしていながら、その実質が手配旅行

であると認められるものについて継続して運賃及び宿泊費を預り金とし、当該運賃及び

宿泊費を控除した残額の手数料部分を課税売上げとして計上しているときは、当該残金

を課税資産の譲渡等の対価の額とすることが認められているところ、本件においても、

本件各店舗が、提供する役務の内容及び具体的な接客従業者を提案した後、顧客におい

て、顧客が提供を受ける役務の内容及び具体的な接客従業者を決定したのに合わせ、本

件各店舗が役務を販売していると捉えることができ、外部委託先である接客従業者の報

酬についても、顧客が指名する接客従業者により一律の基準によって決定されているか

ら、上記の手配旅行と同様に考えることができる。そして、本件各店舗は、何十年にも

わたって継続して、本件対価等のうち接客従業者の報酬に係る部分を預り金として処理

し、同部分を除いて課税売上げとして経理していたから、このような取扱いが是認され

るべきものであることは明らかである。 

エ（ア）被告は、本件においては、本件各店舗が、接客従業者をその管理下に置いていた

ものであるから、原告と接客従業者との関係を委託者と受託者との関係にあると評価

するのは困難である旨主張する。 

 しかし、前記（１）ア（ア）、同（イ）及び同（エ）のとおり、接客従業者は、本

件各店舗の管理下に置かれていない上、同（イ）及び（ク）のとおり、接客従業者が

本件各店舗にノウハウの提供、事務手続等を委託し、本件各店舗は、当該委託に基づ

いてそれらの業務を遂行しているから、接客従業者と原告との関係は、委託者と受託

者の関係にあるというべきである。 

（イ）被告は、消費税法基本通達１０－１－１２は、委託者が、受託者が受領した代金

から受託者の取り分に係る金額を控除した金額を課税資産の譲渡等の対価の額として

いる場合における取扱いを示したものであり、本件においては、原告は、委託者であ

る原告（本件各店舗）自身が受領した本件対価等の額から接客従業者に支払った報酬

部分を控除した金額を課税資産の譲渡等の対価として経理しているのであって、上記

の通達が前提とする事実関係とは異なる事実関係にあることになるから、その意味に

おいても、上記の通達の定めに従うことはできない旨主張する。 

 しかし、前記（ア）及び前記イのとおり、本件は、上記の通達が想定する場面その

ものであり、被告の主張は、失当である。 

（ウ）被告は、本件各店舗が、本件対価等の全額を受領し、本件各店舗が接客従業者に

対し受領した金員の中から報酬を支払っているのであり、金員の全額を受領した者に

おいて、当該全額を課税資産の譲渡等の対価とし、接客従業者に対する報酬の支払を

課税仕入れとする経理処理が、通常されるべき法的にも適正な処理である旨主張する。 

 しかし、前記（１）イのとおり、本件各店舗が接客従業者に対して支払っている報

酬は、顧客が接客従業者に対して支払った報酬を本件各店舗が接客従業者のために預

かっていた金員の中から支払っているのであり、原告が、接客従業者に対して報酬を

支払っているのではない。また、本件対価等の額は、委託者である接客従業者の課税

資産の譲渡等の対価の額とみるべきであり、受託者である原告（本件各店舗）として

は、自己の手数料部分、本件対価等の額のうち接客従業者の報酬に係る部分の額を控

除した残額を課税資産の譲渡等の対価の額として経理処理するのが適正である。この
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ことは、前記イのとおり、原告を委託者として捉えた場合であっても同様である。 

 したがって、被告の主張は、失当である。 

（３）接客従業者に対する報酬の支払が課税資産の譲渡等の対価に含まれるとした本件各更正処

分が信義則に反すること 

ア 最高裁昭和６２年判決は、①税務官庁が納税者に対し信頼の対象となる公的見解を表

示したこと、②納税者がその表示を信頼しその信頼に基づいて行動したこと、③後に上

記の表示に反する課税処分が行われ、そのために納税者が経済的不利益を受けることに

なったこと、④納税者が税務官庁の上記の表示を信頼しその信頼に基づいて行動したこ

とについて納税者の責めに帰すべき事由がないことを挙げ、租税法律関係にも信義則の

適用を認めている。 

イ 本件においては、課税庁が発出した消費税法基本通達１０－１－１２が、委託者の課

税売上げから受託者に対する手数料を控除して消費税を計算することを認めており、本

件前回調査等においても、当該通達を当然の前提として、原告がした本件と同様の経理

処理が是認され、課税庁が消費税の額を提示して原告がこれを信頼して当該経理処理を

継続してきたから、前記アの①及び②は、いずれも認められる。また、本件においては、

本件各更正処分のうち本件各課税期間の消費税等に係るものにより多額の消費税の納税

義務（接客従業者の報酬に係る部分の仕入税額控除が認められないことのみによっても、

合計で数億円の消費税の負担が生じている。）が生じたから、前記アの③も認められる。

さらに、本件における原告と接客従業者との間の関係（業務の実態）、消費税法基本通達

１０－１－１２の定めとその実質的な根拠等を踏まえると、原告がした経理処理にも合

理性及び正当性が認められ、本件前回調査等においても当該処理が是認されていたこと

も考慮すると、前記アの④も認められる。 

 したがって、本件においては、最高裁昭和６２年判決が説示した考慮要素を全て満た

しており、本件対価等のうち接客従業者の報酬に係る部分も原告の課税資産の譲渡等の

対価に含まれるとした本件各更正処分のうち本件各課税期間の消費税等に係るものは、

信義則に違反するものである。 

ウ（ア）被告は、本件前回調査等において、調査担当者が、原告が用いた経理処理と同様、

原告の収入金額を粗金の額により算出した一方で、接客従業者に対する報酬の支払額

を原告の必要経費の額に算入していなかったことは認められるが、原告に対して当該

経理処理の適否を言及した事実は認められないとして、課税庁が、当該経理処理の適

否について何らかの判断を原告に明示的に表明したとはいえず、まして、税務署長そ

の他の責任ある立場にある者が当該経理処理が適正なものであると明示したものとは

いえない旨主張する。 

 しかし、前記（２）アのとおり、原告は、本件前回調査等を受けた際、接客従業者

に対する報酬（手数料）を控除した残額のみを原告の課税資産の譲渡等の対価の額と

して取り扱う方法に基づいて申告してきたことを本件前回調査等の各調査担当者に対

してそれぞれ説明し、各調査担当者もこれを了解し、課税庁としての検討結果を示す

ことにより、当該方法による申告を是認してきたこと（甲１６、１７）からすると、

課税庁による公的見解の表示があったことは明らかである。 

（イ）被告は、原告が、接客従業者に対する報酬の支払に係る帳簿書類等を保存してい
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なかったのは、課税庁の公的見解を信頼していたからではなく、真実の所得金額を把

握されるのを防ぐためであった旨主張する。 

 しかし、原告としては、本件対価等の額のうち接客従業者に対する報酬に係る部分

の額も含めて課税売上げに計上しなければならないと示されていたのであれば、当然、

これらの書類を保管していたから、被告の主張は、自己の見解の表示により原告に本

来支払うべき消費税等の額以上の多額の消費税等の負担を課しながら、その責任を原

告になすりつけるものであって、失当である。 

（４）本件においては消費税法３０条７項ただし書にいう「災害その他やむを得ない事情」があ

ること 

ア 原告は、風俗営業を始めて以来一貫して、本件対価等の額のうち接客従業者の報酬に

係る部分の額を原告の課税標準に含めずに確定申告をし、課税庁もこれを是認してきた

（甲１６、１７）ことから、接客従業者の報酬に係る部分についての帳簿書類等を保存

していなかった。原告は、調査担当者が原告がした経理処理を承認していたことから、

本件対価等の額のうち接客従業者の報酬に係る部分の額は課税仕入れに該当せず、課税

標準にも含まれないと過失なく認識し、帳簿書類等を保存していなかったにすぎないか

ら、接客従業者の報酬に係る部分についての帳簿書類等を保存していなかったことにつ

いては、消費税法３０条７項ただし書にいう「やむを得ない事情」があるものといえ、

本件対価等の額のうち接客従業者の報酬に係る部分の額を課税標準に対する消費税額か

ら控除することが認められるべきである。 

イ 被告は、本件においては、課税庁が原告に対して原告がした経理処理が適正であると

の見解を示した事実は認められず、原告が、接客従業者に対する報酬の支払に係る帳簿

書類等を保存していなかったのは、真実の所得金額を課税庁に把握されないようにして

いた結果にすぎないから、原告が、本件において、帳簿書類等を保存していなかったこ

とについて、消費税法３０条７項ただし書にいう「災害その他やむを得ない事情」があ

るとはいえず、同項ただし書を適用する余地はない旨主張する。 

 しかし、課税庁が原告の経理処理を適正なものとして取り扱っていたことは明らかで

あるし、原告が接客従業者の報酬に係る部分についての帳簿書類等を保存していなかっ

たのは、課税庁から原告がした経理処理が適正なものとして認められていたからに他な

らない。 

 したがって、被告の主張は、失当である。 

３ 争点３（本件各確定申告が課税標準等又は税額等の計算の基礎となる事実を隠蔽し又は仮装

したところに基づくものか否か）について 

（被告の主張の要点） 

（１）重加算税は、国税通則法６５条から６７条までに規定する各種の加算税を課すべき納税義

務の違反が、課税要件事実を隠蔽し、又は仮装する方法によって行われた場合に、行政機関

の行政手続により違反者に課せられるものであり、これによって、かかる方法による納税義

務の違反の発生を防止し、もって徴税の実を挙げようとする趣旨に出た行政上の措置であり

（最高裁昭和４５年９月１１日第二小法廷判決・刑集２４巻１０号１３３３頁参照）、重加

算税を課すためには、納税者が過少申告行為をしただけでは足りず、過少申告行為とは別に、

隠蔽又は仮装と評価すべき行為が存在し、これに基づいて過少申告がされたことを要する。 
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 その上で、同法６８条１項による重加算税を課し得るためには、納税者が、故意に、課

税標準等又は税額等の計算の基礎となる事実の全部又は一部を隠蔽し又は仮装し、当該隠

蔽又は仮装行為を原因として過少申告の結果が発生したものであれば足り、それ以上に、

申告に対し、納税者において過少申告を行うことの認識を有していることまでを必要とす

るものではないと解すべきである（最高裁昭和６２年５月８日第二小法廷判決・裁判集民

事１５１号３５頁参照）。また、上記にいう「事実の（中略）隠蔽」とは、売上除外、証拠

書類の廃棄等、課税要件に該当する事実の全部又は一部を隠すことを、「事実の（中略）仮

装」とは、架空仕入れ、架空契約書の作成、他人名義の利用等、存在しない課税要件事実

が存在するかのように見せかけることを、それぞれいうものと解すべきである。 

（２）ア 原告は、本件各店舗の責任者に日々の売上金額をパソコンに入力させ、それを本件経

理担当者に集計させた上で、真実の粗金の額（ただし、本件徴収金についてはその全額

が除外されていた。このことは、本件出納帳から合計した月別の売上金額と、平成２２

年１月から同年５月までの本件店舗１に係る店長会議資料における各月の売上金額を比

較すると明らかである。）が記載された報告用集計表を受け取っているにもかかわらず、

本件各年分の全てについて、報告用集計表を基に、売上金額の一部（本件徴収金につい

ては全額）を除外した後の粗金の額を記載した集計表（申告集計表）を作成し、税理士

に交付して本件各確定申告をしていた。申告集計表は、個別申告集計表及び個別申告集

計表を合計した結果が記載されている集計表（以下「合計申告集計表」という。）であ

って、それらに記載されていた収入金額は、本件各確定申告において原告が申告した収

入金額と一致し、かつ、他の資料から明らかとなる粗金の額を下回るものである。そし

て、原告は、本件各年分の全てについて、申告集計表を作成した後は、調査によって真

実の売上金額や所得金額が発覚するのを免れる目的で、報告用集計表を破棄するととも

に、本件各店舗の責任者に対し、原告が確定申告をした後には、各店舗のパソコンに入

力されている会計ソフト又は表計算ソフトのデータ及び当該データを印刷したものを破

棄するよう指示していたものである。質問応答記録書（乙１２、１３）にも、本件各年

分の全てについてこれらの事実に沿うものであった旨の原告の供述が録取されている。

また、仮に、本件調査の対象期間において、原告が売上金額の一部を除外することなく

確定申告をした年があれば、本件調査の際、原告からその点に関する主張がされたはず

であるところ、原告はそのような供述をしておらず、本件各店舗の収入金額を明らかに

する資料の大部分も保存されていなかったものであるから、質問応答記録書（乙１２、

１３）の記載は十分に信用することができるものである。 

 このように、原告は、本件各年分を通じ、真実の粗金の額（ただし、本件徴収金につ

いてはその全額が除外されていた。）が記載された報告用集計表を基に、売上金額の一

部（本件徴収金については全額）を除外した後の粗金の額を記載した申告集計表を作成

して真実の売上金額を隠蔽し、当該隠蔽したところに基づいて本件各確定申告をしたか

ら、国税通則法６８条１項（ただし、平成２８年法律第１５号による改正前のもの。以

下同じ。）が規定する「国税の課税標準等又は税額等の計算の基礎となるべき事実の全

部又は一部を隠ぺいし、又は仮装し、その隠ぺいし、又は仮装したところに基づき納税

申告書を提出していたとき」に該当する。 

 なお、本件徴収金の一部（本件経理処理がされている経費科目）について必要経費の
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金額を減額する処理をしていたものとして、当該必要経費の金額を追加した（増加させ

た）としても、本件各年分における納付すべき所得税の額は、本件各更正処分における

各金額を上回り、かつ、本件徴収金を得ていた事実を隠蔽していた事実には何ら影響し

ないから、本件徴収金についても、重加算税の対象となり、本件各年分における加算税

の額は、本件各賦課決定処分における額を上回ることになる。 

イ 前記アのとおり、本件徴収金は、報告用集計表から除外されていたところ、報告用

集計表の基となった総勘定元帳の一部（乙２３の１・２）においても、本件徴収金が売

上げとして計上されている事実を確認することができないことからすると、総勘定元帳

等の帳簿書類においても、売上げとして計上されていないものと認められる。そして、

本件調査の際に本件調査担当者が収集した帳簿書類によれば、本件経理処理がされた経

費科目がある一方で、それ以外の項目については、年間を通じて減額された形跡が一切

認められないことからすると、本件経理処理がされた経費科目以外の経費科目について

帳簿書類に記載されていないことは、単なる経理の誤りであったもの又は計上を漏らし

ていたものと評価することができない。 

 そうすると、本件経理処理がされた経費科目以外の経費科目に係る本件徴収金につい

ては、単なる経理の誤りであったもの又は計上を漏らしていたものではなく、意図的に

帳簿書類に記載していないものというべきである。そして、本件経理処理がされた経費

科目については、不適切な処理ではあるものの、帳簿書類に記載されていることから、

申告にも反映されていると言い得るとしても、本件経理処理がされた経費科目以外の経

費科目については、売上げとしても帳簿書類に計上されていない上、原告が、本件徴収

金を受領していたことを認識していたことにも照らすと、原告の行為は、本件徴収金を

得ていた事実の一部を隠蔽する行為であるというべきである。さらに、原告は、本件経

理処理により本件徴収金の一部のみを実質的に反映させた確定申告をしていたことにな

るところ、調査が行われた場合に真実の売上金額や所得金額が発覚するのを免れる目的

で、本件徴収金の額を確認することができる日報等を全て意図的に破棄していたもので

ある。 

 したがって、本件徴収金のうち本件経理処理がされた経費科目以外の経費科目に係る

ものについては、国税通則法６８条１項にいう「課税標準又は税額等の計算の基礎とな

る事実の全部又は一部を隠ぺいし、又は仮装し、その隠ぺいし、又は仮装したところに

基づき納税申告書を提出していたとき」に該当するものというべきである。 

（３）ア 原告は、ある帳簿の記載と確定申告の内容との間にそごがある場合に始めて二重帳簿

の作成があった、又は帳簿の破棄による隠蔽行為があったと評価することができるから、

ある帳簿を作成し、これを破棄する行為は、それだけでは隠蔽にも仮装にも該当しない

ところ、確定申告をした内容とそごのない帳簿を作成する行為は、二重帳簿の作成では

なく、仮装には当たらないし、当該帳簿を破棄する行為は、事実を隠蔽する行為ではな

い旨主張する。 

 しかし、事実の隠蔽とは、売上除外、証拠書類の破棄等、課税要件に該当する事実の

全部又は一部を隠すことであると解されるところ、真実の取引内容が記載されている帳

簿とは別に、売上金額の一部を除外するなどしたことを前提とする虚偽の内容の帳簿を

作成し、当該虚偽の内容の帳簿に基づいて確定申告をした場合については、当該虚偽の
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内容の帳簿は確定申告の内容とはそごのない帳簿であるが、当該虚偽の内容の帳簿を作

成する行為は、それに基づく確定申告をすることを前提とする以上、課税要件に該当す

る事実の全部又は一部を隠す行為に他ならず、国税通則法６８条１項が規定する「隠ぺ

い」に該当する行為であると解すべきである。 

 また、確定申告の内容とそごのない帳簿が売上金額の一部を除外して作成されたもの

であれば、当該帳簿を作成した行為自体が同項が規定する「隠ぺい」に該当する以上、

当該帳簿の破棄の有無を問わず、「隠ぺい」があったと認められるというべきである。 

 したがって、原告の主張は、失当である。なお、被告は、原告が申告とそごのない帳

簿を破棄した行為をもって重加算税の賦課要件を充足していると主張しているものでは

ない。 

イ 原告は、推計課税によりながら重加算税を賦課し、かつ、更正の除斥期間の特例を

用いて７年分も遡及して処分をするのは、例が多いものではなく、そのようなことがさ

れるのは、形式的には推計課税の形を取るが、むしろ推計というよりも事実認定のレベ

ルまで課税庁が本税額（不足税額）を手堅く立証することができる事案に限定される旨

主張する。 

 しかし、重加算税を賦課し、かつ、更正の除斥期間の特例を用いて７年分遡及して処

分をするためには、国税通則法６８条１項及び同法７０条４項が規定する要件を満たせ

ば足り、その課税標準となる基礎となるべき税額が推計課税によって算出されたもので

あっても、当該推計課税自体が適法にされている以上、当該基礎となるべき税額が重加

算税の計算の課税標準になり得ない理由はないから、処分が推計課税によったとしても

更に要件が付加されるものではない。また、より重い行政上の制裁を科すことによって

悪質な納税義務違反の発生を防止するという重加算税の趣旨に照らすと、課税を免れる

ことを目的として、課税要件事実を隠蔽し又は仮装する方法によって過少申告を行うの

みならず、真実の姿が露見するのを避けるため帳簿書類を意図的に破棄し、その結果と

して課税庁に推計課税を余儀なくさせた悪質な納税者に対しては、当然に重加算税が賦

課されてしかるべきであるし、不正行為によって税額を免れた者に対してまで短期の除

斥期間を適用することは実質的な租税負担の公平の観点から相当ではないという国税通

則法７０条４項の趣旨に照らすと、不正行為によって税額を免れるだけでなく課税庁に

推計課税を余儀なくさせた悪質な納税者に対しては、当然に同項が適用されてしかるべ

きである。 

 したがって、原告の主張は、失当である。 

（原告の主張の要点） 

（１）更正によって所得税、消費税等の本税の不足税額が発生するとしても、これに対して重加

算税を賦課するためには、当該不足税額部分が、隠蔽又は仮装の事実に「基づく」こと、換

言すれば、事実認定の問題として、当該不足税額部分が存在し、不足税額部分（過少申告部

分）に係る事実を隠蔽又は仮装したことを推認できなければならない。そして、このような

隠蔽又は仮装行為と過少申告との結び付きを踏まえても、帳簿を破棄する行為が隠蔽と評価

されるのは、申告の内容と帳簿の記載との間にそごが認められる場合に限られ、申告の内容

とそごのない帳簿を破棄したからといってこれを隠蔽行為と評価することはできない。例え

ば、真実の売上金額が１２０、帳簿上の売上金額が１００で、確定申告における売上金額が
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１００である場合に、上記のような記載の帳簿を破棄したからといって、隠蔽行為に該当す

るわけではない。推計課税がされた場合であっても、単に帳簿の破棄等の事実があり、推計

の必要性は認められたとしても、当該事実によって、推計のレベルではなく、事実認定によ

って当初申告額が誤りであり、更正による金額が実額であると認定できなければ、隠蔽又は

仮装があるとも、隠蔽又は仮装の事実に基づく不足税額の存在があるともいえないから、重

加算税の課税要件事実は充足しない。 

 したがって、一般的に、本税について推計課税がされる場合でも、重加算税までは賦課

できないことが多いといわれており、本件のように推計課税によりながら、重加算税を賦

課し、かつ、更正の除斥期間の特例を用いて７年分遡及して処分をするのは、課税処分と

しては例が多いものではない。推計でありながら、このような処分が可能であるのは、例

えば、変動しない営業状態を把握して手堅い本人比率を用いて推計課税するなど、形式的

には推計課税の形を取るが、事実認定のレベルまで課税庁が本税額を手堅く立証すること

ができる事案に限定されるというべきである。 

（２）ア 被告は、重加算税の制度の趣旨に照らすと、真実の姿が露見するのを避けるため帳簿

書類を意図的に破棄し、その結果として、課税庁に推計課税を余儀なくさせた悪質な納

税者に対しては、当然に重加算税が賦課されてしかるべきである旨主張する。 

 しかし、このようなあたかも納税者が推計課税を余儀なくさせた以上は当然に重加算

税が賦課されてしかるべきである旨の見解は、要件事実論、裁判例及び課税実務からか

い離した異質な見解である。しかも、原告が平成１８年分の売上金額の一部を除外した

とする唯一の直接証拠は、原告の供述であるが、質問応答記録書（乙１１ないし１３）

には、「税務調査が終わってからなので、平成１８年頃からだと思います。」といった曖

昧な記述しかなく、どの程度の売上金額を除外したのかについても記載がないのであり、

この程度の供述をもって、原告が、平成１８年分の売上金額の約２割を除外して確定申

告をしたと事実認定することは不可能である。 

イ 被告は、原告が、本件各年分を通じ、真実の粗金の額（ただし、本件徴収金につい

てはその全額が除外されていた。）が記載された報告用集計表を基に、売上金額の一部

（本件徴収金については全額）を除外した後の粗金の額を記載した申告集計表を作成し

て真実の売上金額を隠蔽し、当該隠蔽したところに基づいて本件各確定申告をしたこと

をもって、重加算税の賦課要件を充足している旨主張する。 

 しかし、本件においては、原告が、平成１８年分及び平成１９年分の真実の売上金額

を隠蔽したか否かが問題となるところ、ここでいう「真実の売上金額」は、推計によっ

て算出された数額ではなく、真実であると事実認定できる金額を意味するから、平成１

８年分及び平成１９年分の真実の売上金額が平成１８年分及び平成１９年分の申告粗金

額を被告の主張する申告粗金割合（０．８０７８）で除した数額であるとの推計の必要

性及び合理性が認められるだけでは足りず、当該事実の存在が合理的な疑いを超えて認

めることができなければ、原告が約２割の売上金額を隠蔽行為によって除外していたこ

と及び当該除外に係る売上金額に応じた重加算税の賦課が適法であるということはでき

ない。このことは、国税通則法６８条１項の文言に照らして重加算税の対象となる税額

とそれ以外の税額が区別されるのであり、更正によって生じた不足税額に対して重加算

税を賦課するためには、当該不足税額部分が、隠蔽又は仮装の事実に基づくこと、すな
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わち、事実認定の問題として、当該不足税額部分が存在し、不足税額部分に係る事実を

隠蔽又は仮装したことを推認できなければならないことからも裏付けられる。 

 本件において被告が主張する推計の方法は、平成２２年１月から同年５月までという

ごく一部の期間において原告が除外した売上金額の割合を基に、平成１８年分から平成

２４年分までの７年間の売上金額を推計するというものであって非常に緩やかなもので

ある。類似同業者の平均的な水道光熱費又は売上原価の数値と収入額等の割合及び本人

の水道光熱費又は売上原価の数値の実額から推計するという方法のような一応の確から

しさを保っているものとは異なり、一定の期間に２割の売上金額の除外をした者が別の

期間にも同じ割合の売上金額の除外をしたという経験則はないから、このような事実認

定とはいえない緩やかな推計をもって売上金額を算定し、他方で、推計金額と申告金額

との差額について、意図的に売上げを除外又は過少に計上したとして重加算税を賦課す

るのは、到底認められない。 

ウ 被告は、課税標準となる基礎となるべき税額が推計課税によって算出されたもので

あっても当該推計課税自体が適法にされている以上、当該基礎となるべき税額が重加算

税の計算の課税標準になり得ない理由はない旨主張する。 

 しかし、被告の上記の解釈は、「申告所得税及び復興特別所得税の重加算税の取扱い

について（事務運営指針）」（平成１２年７月３日付け課所４－１５課資３－４課料３－

８査察１－２４国税庁長官通達）においても、不正所得に基づく所得金額とそうではな

い所得とが区別されているとされていることとは整合しないから、失当である。 

４ 争点４（本件各確定申告が偽りその他不正の行為により税額を免れたものか否か）について 

（被告の主張の要点） 

（１）国税通則法７０条４項（ただし、平成２７年法律第９号による改正前のもの。以下同

じ。）に規定する「偽りその他不正の行為」とは、税額を免れる意図の下に、税の賦課徴収

を不能又は著しく困難にするような何らかの偽計その他の工作を伴う不正な行為のことをい

い、名義の仮装、二重帳簿を作成するなどして法定の申告期限内に申告せず、税務署員の調

査上の質問に対して虚偽の陳述をしたり、申告期限後に作出した虚偽の事実を提示したりし

て正当に納付すべき税額を過少にしてその差額を免れる行為を行っていることのほか、納税

者が真実の所得を秘匿し、それが課税の対象となることを回避するため、所得の金額を殊更

に過少にした内容虚偽の確定申告書を提出し、正当な納税義務を過少にしてその不足税額を

免れるいわゆる過少申告行為も含まれるが、単なる不申告行為は含まれないものと解すべき

である。 

 そして、同項にいう「偽りその他の不正の行為」は、その行為の態様が課税標準等又は

税額等の計算の基礎となるべき事実の隠蔽又は仮装に限定されず、より外縁の広いもので

あると解されるから、納税者の行為が、同法６８条１項に規定する課税標準等又は税額等

の計算の基礎となるべき事実の隠蔽又は仮装に該当する場合、当該行為は、同法７０条４

項に規定する「偽りその他不正の行為」にも該当すると解すべきである。 

（２）本件においては、前記３（被告の主張の要点）（２）のとおり、原告がした行為は、国税

通則法６８条１項に規定する重加算税の賦課要件に該当するところ、これは、税額を免れる

意図の下に、税の賦課徴収を不能又は著しく困難にするような何らかの偽計その他の工作を

伴う不正な行為であり、原告は、当該行為に基づいて虚偽の内容による本件各確定申告をし、
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税額の一部を免れていたから、原告がした行為は、同法７０条４項に規定する「偽りその他

不正の行為」に該当することが明らかである。 

 したがって、豊能税務署長は、同項の規定により、法定申告期限から７年を経過する日

まで、原告の所得税及び消費税等に係る更正をすることができるというべきである。 

（３）原告は、所得税法２３８条１項（ただし、平成２８年法律第１５号による改正前のもの。

以下同じ。）も、国税通則法７０条４項も、同じく「偽りその他不正の行為」という文言を

用いているのであり、要件事実としては同一であるから、推計の場合には基本的に「偽りそ

の他不正の行為」があるという立証までは困難とする取扱いがされるべきであり、これに沿

う文献（甲１４）もある旨主張する。 

 しかし、原告が指摘する上記の取扱いは、刑事事件における取扱いであり、上記の文献

の記載も、刑事事件と行政事件における推計を用いる場面が異なることを前提としたもの

であるから、これをもって直ちに国税通則法７０条４項にいう「偽りその他不正の行為」

を立証する場合の推計課税の取扱いに当てはめることはできない。しかも、上記の文献に

おいても、刑事事件において、ほ脱所得として立証し得ない所得であっても、課税処分の

対象となることを明示する旨の記載もある。 

 したがって、原告の主張は、失当である。 

（原告の主張の要点） 

（１）国税通則法７０条４項にいう「偽りその他不正の行為」は、同法６８条１項にいう「隠ぺ

い又は仮装」とほぼ重なり合い、納税者の行為が同項に規定する課税標準等又は税額の計算

の基礎となるべき事実の隠蔽又は仮装という態様に該当する場合、当該行為は、同法７０条

４項にいう「偽りその他不正の行為」にも該当することとなると解される。 

 もっとも、同項の規定が適用されるためには、当該行為により税額を免れたことも必要

であり、事実認定としてその免れたとされる税額を認定することができなければ、「偽りそ

の他不正の行為」も、偽りその他不正の行為により税額を免れたと認定することもできな

いから、推計課税によりながら重加算税を賦課し、かつ、更正の除斥期間の特例を適用す

ることが可能な事案は、事実認定といえるほど推計の精度が高い事案に限定される。所得

税法２３８条１項も、国税通則法７０条４項も、同じく「偽りその他不正の行為」という

文言を用いているのであり、要件事実としては同一であるところ、刑事事件においては、

推計によらなければ立証できないような部分については、偽りその他不正の行為により税

額を免れたとの立証は困難とする取扱いがされているから、課税処分においてもこれと同

様に、推計の場合には基本的に「偽りその他不正の行為」があるという立証までは困難と

する取扱いがされるべきであって、それに沿う記載のある文献（甲１４）もある。 

（２）本件においては、被告が行った推計は、平成１８年分から平成２４年分までのいずれの年

分においても、売上金額からの一部（約２割）の除外があるという仮定にその全てを依拠し

ている上、原告本人の特段の営業指標等の客観的な資料に基づいて手堅く精度の高い推計が

行われているわけではなく、平成２２年１月から同年５月までの申告粗金割合が約８割であ

ることから全体を推計するというかなり緩やかな推計方法が採用されている結果、少なくと

も平成１８年分及び平成１９年分の推計は、原告の風俗営業に係る店舗数の増加という経営

状態の変動からして不合理に過大な数値となっており、推計の合理性すら認められないから、

少なくとも、平成１８年分及び平成１９年分については、原告が隠蔽又は仮装行為といった
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偽りその他不正の行為により税額を免れたことの立証がされていないというべきである。 

 したがって、平成１８年分及び平成１９年分の本件各更正処分等については、国税通則

法７０条４項の規定を適用することはできず、更正の原則的な除斥期間（同条１項）を徒

過した違法なものというべきである。 

（３）被告は、原告が指摘した文献（甲１４）においても、刑事事件において、ほ脱所得として

立証し得ない所得であっても、課税処分の対象となることを明示する旨の記載もある旨主張

する。 

 しかし、上記の文献にいう「課税処分」は所得税、法人税等の本税のことであり、ほ脱

所得として立証し得ない場合（「偽りその他不正の行為」により税額を免れたと立証ができ

ない場合）には、過少申告加算税を賦課することはできるとしても、重加算税の要件を満

たすとしたり、国税通則法７０条４項の規定を適用したりすることは困難であるから、被

告の主張は、失当である。 

５ 争点５（原告に国税通則法６５条４項にいう「正当な理由」があるか否か）について 

（原告の主張の要点） 

（１）前記２（原告の主張の要点）（４）のような事実関係を前提とすると、原告が、接客従業

者に対する報酬の支払額に係る消費税額を課税標準額に対する消費税額から控除することが

できることを前提とした確定申告をしたとしても、国税通則法６５条４項にいう「正当な理

由」があるというべきである。 

（２）被告は、仮に、原告が、課税庁が原告がしたのと同様の経理処理によって原告の収入金額

等を算出したことをもって、課税庁によって当該経理処理が適正である旨の見解が示された

ものと誤信したとしても、当該誤信が判例（最高裁平成１８年４月２０日第一小法廷判決・

民集６０巻４号１６１１頁。以下「最高裁平成１８年判決」という。）にいう「真に納税者

の責めに帰することのできない客観的な事情」に該当するとはいえないから、原告に過少申

告加算税を賦課することが、不当又は酷になるともいえない旨主張する。 

 しかし、課税庁は、本件前回調査等において、原告がした経理処理を認めていたのであ

るから、納税者としては、当該経理方法が適正なものとして認められたと認識するのが通

常であり、原告も、被告の言動により、当該経理処理が適正なものと過失なく認識し、当

該経理処理をしてきたものである。仮に、本件対価等の額のうち接客従業者の報酬に係る

部分の額を原告の課税資産の譲渡等の対価の額に計上しなければならないのであれば、原

告としては、そのように経理処理をした上で、接客従業者の報酬に係る部分の額を課税仕

入れとして計上すれば良いのであり、正に、納税者の責めに帰することのできない客観的

な事情が存する。そして、本件においては、本件対価等の額のうち接客従業者の報酬に係

る部分の額が原告の課税売上げに計上される一方で、本来であれば課税仕入れとして控除

されるべき接客従業者の報酬に係る部分に生ずる消費税の額が控除されず、結果として、

本来支払うべき消費税等の額を大幅に超える消費税等の負担を余儀なくされているから、

原告に過少申告加算税を賦課することが著しく不当であり、かつ、酷であることは明らか

である。 

（被告の主張の要点） 

（１）過少申告加算税は、過少申告による納税義務違反の事実があれば、原則としてその違反者

に対し課されるものであり、これによって、当初から適法に申告し納税した納税者との間の
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客観的不公平の実質的な是正を図るとともに、過少申告による納税義務違反の発生を防止し、

適正な申告納税の実現を図り、もって納税の実を挙げようとする行政上の措置である。 

 国税通則法６５条４項は、修正申告書の提出又は更正に基づき納付すべき税額に対して

課される過少申告加算税につき、その納付すべき税額の計算の基礎となった事実のうちに

その修正申告又は更正前の税額の計算の基礎とされていなかったことについて正当な理由

があると認められるものがある場合には、その事実に対応する部分についてはこれを課さ

ないこととしているが、過少申告加算税の上記の趣旨に照らせば、同項にいう「正当な理

由があると認められる」場合とは、真に納税者の責めに帰することのできない客観的な事

情があり、上記のような過少申告加算税の趣旨に照らしても、なお、納税者に過少申告加

算税を賦課することが不当又は酷になる場合をいうものと解するのが相当である（最高裁

平成１８年判決）。 

（２）本件においては、前記２（被告の主張の要点）（４）イのとおり、課税庁は、本件前回調

査等において、原告が用いた経理処理によって原告の収入金額等を算出したにすぎず、原告

が主張するように、課税庁が原告に対して当該経理処理が適正であるとの見解を示した事実

は認められない。また、仮に、原告が、課税庁が当該経理処理によって原告の収入金額等を

算出したことをもって、課税庁によって当該経理処理が適正である旨の見解が示されたもの

と誤信したとしても、当該誤信が最高裁平成１８年判決にいう「真に納税者の責めに帰する

ことのできない客観的な事情」に該当するとはいえないから、原告に過少申告加算税を賦課

することが、不当又は酷になるともいえない。そして、他に国税通則法６５条４項にいう

「正当な理由」があることを裏付ける事情は見当たらないから、本件には、同項の適用はな

いというべきである。 

６ 争点６（理由の提示に不備があるか否か）について 

（原告の主張の要点） 

 本件各更正処分等においては、本件徴収金に係る収入を原告の収入金額に含めておらず、本

件徴収金に係る収入を原告の収入金額の推計の基礎とする旨の主張は、被告が本件訴えにおい

て初めて行ったものである。 

 したがって、本件各更正処分等には、この点に関する理由の提示がないのであり、本件各更

正処分等は、理由の提示に不備があるものであって違法である。 

（被告の主張の要点） 

 理由の附記の趣旨について、最高裁は、一般に、法が行政処分に理由を附記すべきものとし

ているのは、処分庁の判断の慎重及び合理性を担保してその恣意を抑制するとともに、処分の

理由を相手方に知らせて不服の申立てに便宜を与える趣旨に出たものである旨を判示している

（最高裁昭和３８年５月３１日第二小法廷判決・民集１７巻４号６１７頁参照）ところ、本件

のように、被告が訴訟において新たな事由を追加的に主張したとしても、そのことが処分行政

庁の原処分時の行為に影響を与えることはないから、処分行政庁の判断の慎重及び合理性を担

保してその恣意を抑制するという上記の判例の趣旨には反しない。 

 また、訴訟において新たな事由を追加して主張することが、処分の理由を相手方に知らせて

不服の申立てに便宜を与える趣旨に反するか否かについては、理由の附記の趣旨に照らし、訴

訟段階において追加的な主張がされたとしても、相手方に格別の不利益を与えるものではない

場合には、それが許されると解すべきであり、本件についても、本件徴収金は、原告が、接客
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従業者から受領した役務の提供の際に使用した消耗品等の対価であるから、原告において当然

に熟知しているものであるし、本件徴収金の性質も、原告の収入金額の一部を成すものであり、

本件訴えの段階でこれを主張したことにより原告に格別の不利益を与えるものとはいえない。 

 したがって、本件においては、被告が本件徴収金について、本件訴えにおいて追加的に主張

することが違法であるとはいえない。 

 以上 
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別紙４ 

 

本件各更正処分等の根拠及び適法性 

 

第１ 本件各年分の所得税の額（以下、特に断りのない限り、金額に「△」を付した場合、当該金

額が税額に関するものであるときは、還付金の額に相当するものであることを、所得の計算の

過程における金額に関するものであるときは、損失の金額であることを、それぞれ表すものと

する。） 

 原告は、本件各店舗において顧客から受け取った金額から接客従業者に対する報酬の支払額

を控除した金額（粗金の額）を本件各店舗に係る収入金額とし、その一部を除外して所得税及

び消費税等の確定申告を行っていたところ、原告の事業所得に係る総収入金額は、所得税法３

６条１項の規定により、その年の収入すべき金額に基づき申告しなければならない。 

 このため、本件各店舗に係る総収入金額については、本件調査で把握した除外前の真実の粗

金の額の合計額に占める原告が申告した除外後の粗金の額（申告粗金額）の合計額の割合（本

件各店舗全体の申告粗金割合）から除外前の粗金の額を推計（推計粗金額）し、本件各店舗に

係る総収入金額に占める粗金の額の割合（粗金率）を算出した上で推計した。 

 なお、原告は、本件広告業に係る収入金額について、平成２４年分を除く各年分において、

本件各店舗に対する売上金額を計上していたところ、当該売上げは、原告の事業所得の計算に

おいて内部取引に当たることから、本件広告業に係る収入金額から当該売上げに相当する金額

を減算するとともに、本件各店舗に係る必要経費から本件広告業に対する支払額を減算してい

る。 

１ 平成１８年分に係る所得税額等 

（１）総所得金額 ２億９３３０万１４１０円 

 上記金額は、次のアの事業所得に係る総収入金額からイの仕入金額及びウの必要経費を

控除したエの事業所得の金額と同額である。 

ア 事業所得に係る総収入金額 ２１億７１６８万７９１０円 

 上記金額は、次の（ア）ないし（エ）の各金額の合計額である。 

（ア）本件５店舗に係る総収入金額 ２１億２０１８万５５７２円 

 上記金額は、別紙３の１（被告の主張の要点）（３）から（５）まで及び同（６）イ

において被告が主張した方法に基づいて計算された原告の本件５店舗に係る総収入金額

であり、同（６）イの金額と同額である。 

（イ）本件広告業に係る総収入金額 ２８９９万３６７４円 

 上記金額は、原告から平成１８年分の本件広告業に係る収入金額を確認し得る帳簿書

類の提示がなかったことから、平成１９年分ないし平成２４年分の本件広告業に係る収

入金額から推計したａの金額からｂの金額を控除した後の金額である。 

ａ 収入金額 ５０４４万９２７４円 

 上記金額は、別表４－１のとおり、平成１９年分ないし平成２４年分の本件広告業

の収入金を平均したものである。 

 このうち、同表の平成２０年分及び平成２２年分ないし平成２４年分の各金額は、

個別申告集計表（乙９の１及び乙９の３ないし５）に記載された収入金額、また、平
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成１９年分及び平成２１年分の各金額は、原告から同年分に係る個別申告集計表の提

示がなかったことから本件広告業に係る５期比較表（乙１６の１及び３）に記載され

た収入金額である。 

 なお、平成２２年分の収入金額は、本件店舗４に対する売上げとして領収書控えが

あるものの総勘定元帳に計上されていなかった５１万８０００円を加算した金額であ

る。 

 また、平成２４年分の収入金額は、原告が同年分における本件各店舗に対する売上

額２４１３万１５８０円を預り金として経理処理していたことから、平成１８年分の

収入金額を算定する上では加算した。 

ｂ 内部取引に係る収入金額 ２１４５万５６００円 

 上記金額は、原告から提示があった売上げに係る領収書控えから集計した本件５店

舗に対する売上金額であり、別表４－２の「合計」欄のうち「平成１８年分」欄に対

応する部分に記載されている金額と同額である。 

（ウ）本件飲食店に係る収入金額 １１４８万３７００円 

 上記金額は、原告から提示があった本件飲食店に係る各月の売上金額及び経費の合計

額が記載された集計表（月別決算表）のうち平成１８年分のものの「売上」欄に記載さ

れた金額を集計した金額であり、別表５－１の「合計」欄のうち「平成１８年分」欄に

対応する部分に記載されている金額と同額である。 

（エ）雑収入の額 １１０２万４９６４円 

 上記金額は、別紙３の１（被告の主張の要点）（７）及び同（８）イにおいて被告が

主張した方法に基づいて計算された平成１８年分の総徴収金額であり、同（８）イの金

額と同額である。 

イ 仕入金額 ２７０万２９８６円 

 上記金額は、原告から提示があった本件飲食店に係る平成１８年分の月別決算表の

「食品」欄及び「酒」欄に記載された各金額を集計した後のものであり、別表５－２の

「総合計」欄のうち「平成１８年分」欄に対応する部分に記載された金額と同額である。 

ウ 必要経費 １８億７５６８万３５１４円 

 上記金額は、次の（ア）、（イ）及び（ウ）の各金額の合計額である。 

（ア）接客従業者に対する報酬の支払額 １０億７０９０万５７３２円 

 上記金額は、前記ア（ア）の本件５店舗に係る平成１８年分の総収入金額２１億２０

１８万５５７２円から、別紙３の１（被告の主張の要点）（４）アにおいて被告が主張

した方法に基づいて計算された本件５店舗に係る平成１８年分の推計粗金額１０億４９

２７万９８４０円（同（６）イ参照）を控除した後のものである。 

（イ）広告宣伝費 ３億０８１３万２２５５円 

 上記金額は、原告が平成１８年分の収支内訳書（甲１の１・３及び４枚目）に記載し

た広告宣伝費の金額３億２９５８万７８５５円（甲１の１・３枚目「科目」欄のうちの

「経費」欄の「その他の経費」欄中の「広告宣伝費」欄・順号㋬）から、前記ア（イ）

ｂの本件広告業の内部取引に係る収入金額２１４５万５６００円を控除した後のもので

ある。 

（ウ）その他の経費 ４億９６６４万５５２７円 
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 上記金額は、原告が平成１８年分の収支内訳書（甲１の１・３及び４枚目）に記載し

た必要経費の合計金額８億２６２３万３３８２円（甲１の１・３枚目「科目」欄のうち

の「経費」欄中の「経費計」欄・順号⑱）から、原告が同収支内訳書に記載した広告宣

伝費の金額３億２９５８万７８５５円（前記（イ）参照）を控除した後のものである。 

エ 事業所得の金額 ２億９３３０万１４１０円 

 上記金額は、前記アの事業所得に係る総収入金額２１億７１６８万７９１０円から、

前記イの仕入金額２７０万２９８６円及び前記ウの必要経費１８億７５６８万３５１４

円を、それぞれ控除した後のものである。 

（２）所得控除の額 ２６９万９９１０円 

 上記金額は、原告が平成１８年分の所得税の確定申告書第１表の「所得から差し引かれ

る金額」欄中の「合計」欄（甲１の１・１枚目・順号㉕）に記載した所得控除の金額（社

会保険料控除の金額１１２万６９１０円、生命保険料控除の金額５万円、損害保険料控除

の金額３０００円、配偶者控除の金額３８万円、扶養控除の金額７６万円及び基礎控除の

金額３８万円を合計した後のもの）と同額である。 

（３）課税総所得金額 ２億９０６０万１０００円 

 上記金額は、前記（１）の総所得金額２億９３３０万１４１０円から前記（２）の所得

控除の額２６９万９９１０円を控除した後のもの（ただし、国税通則法１１８条１項の規

定により１０００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。 

（４）納付すべき税額 １億０４９０万７３００円 

 上記金額は、次のアの金額からイの金額を控除した後のもの（ただし、国税通則法１１

９条１項の規定により１００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。 

ア 課税総所得金額に対する税額 １億０５０３万２３７０円 

 上記金額は、前記（３）の課税総所得金額２億９０６０万１０００円に所得税法８９

条１項（ただし、平成１８年法律第１０号による改正前のもの）の規定による税率を乗

じて計算した金額である。 

イ 定率による税額控除の額 １２万５０００円 

 上記金額は、経済社会の変化等に対応して早急に講ずべき所得税及び法人税の負担軽

減措置に関する法律（ただし、平成１８年法律第１０号による廃止前のもの）６条２項

の規定により計算した金額である。 

（５）予定納税額 ８２７万７６００円 

 上記金額は、原告が平成１８年分の所得税の確定申告書第１表の「税金の計算」欄中の

「予定納税額」欄（甲１の１・１枚目・順号㊵）に記載した予定納税額と同額である。 

（６）新たに納付すべき税額 ９６６２万９７００円 

 上記金額は、前記（４）の納付すべき税額１億０４９０万７３００円から前記（５）の

予定納税額８２７万７６００円を控除した後のものである。 

２ 平成１９年分に係る所得税額等 

（１）総所得金額 ３億７１０７万７９１９円 

 上記金額は、次のアの事業所得に係る総収入金額からイの仕入金額及びウの必要経費を

控除したエの事業所得の金額と同額である。 

ア 事業所得に係る総収入金額 ２７億４５３１万９５７０円 
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 上記金額は、次の（ア）ないし（エ）の各金額の合計額である。 

（ア）本件６店舗に係る総収入金額 ２７億０８６４万０８５１円 

 上記金額は、別紙３の１（被告の主張の要点）（３）から（５）まで及び同（６）ウ

において被告が主張した方法に基づいて計算された原告の本件６店舗に係る総収入金額

であり、同（６）ウの金額と同額である。 

（イ）本件広告業に係る総収入金額 １４９７万１３００円 

 上記金額は、次のａの金額からｂ及びｃの各金額の合計額を控除した後のものである。 

ａ 収入金額 ５４４７万２６１２円 

 上記金額は、原告から提示があった本件広告業に係る５期比較表に記載されている

収入金額５４４７万２６１２円（乙１６の１・３枚目、損益計算書の「２００７年

度」に対応する「勘定科目」欄中の「収入金額合計」欄に記載されている金額）と同

額である。 

ｂ 内部取引に係る収入金額 ３９５０万円 

 上記金額は、原告から提示があった売上げに係る領収書控えから集計した本件６店

舗に対する売上金額であり、別表４－２の「合計」欄のうち「平成１９年分」欄に対

応する部分に記載されている金額と同額である。 

ｃ 預金利息 １３１２円 

 上記金額は、本件広告業に係る売上金額に計上されていた預金利息の額（乙１６の

１・３枚目、損益計算書の「２００７年度」に対応する「勘定科目」欄の「収入金

額」欄中の「雑収入」欄に記載されている金額）であり、本件広告業に係る売上げと

はならない金額である。 

（ウ）本件飲食店に係る収入金額 ９７８万９４００円 

 上記金額は、原告から提示があった本件飲食店に係る各月の売上金額及び経費の合計

額が記載された集計表（月別決算表）のうち平成１９年分のものの「売上」欄に記載さ

れた金額を集計した金額であり、別表５－１の「合計」欄のうち「平成１９年分」欄に

対応する部分に記載されている金額と同額である。 

（エ）雑収入の額 １１９１万８０１９円 

 上記金額は、別紙３の１（被告の主張の要点）（７）及び同（８）ウにおいて被告が

主張した方法に基づいて計算された平成１９年分の総徴収金額であり、同（８）ウの金

額と同額である。 

イ 仕入金額 ２４０万５８１８円 

 上記金額は、原告から提示があった本件飲食店に係る平成１９年分の月別決算表の

「食品」欄及び「酒」欄に記載された各金額を集計した後のものであり、別表５－２の

「総合計」欄のうち「平成１９年分」欄に対応する部分に記載された金額と同額である。 

ウ 必要経費 ２３億７１８３万５８３３円 

 上記金額は、次の（ア）、（イ）及び（ウ）の各金額の合計額である。 

（ア）接客従業者に対する報酬の支払額 １３億７６５３万１２８０円 

 上記金額は、前記ア（ア）の本件６店舗に係る平成１９年分の総収入金額２７億０８

６４万０８５１円から、別紙３の１（被告の主張の要点）（４）アにおいて被告が主張

した方法に基づいて計算された本件６店舗に係る平成１９年分の推計粗金額１３億３２
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１０万９５７１円（同（６）ウ参照）を控除した後のものである。 

（イ）広告宣伝費 ３億９２２９万８９９４円 

 上記金額は、原告が平成１９年分の収支内訳書（甲１の２・３から５枚目まで）に記

載した広告宣伝費の金４億３１７９万８９９４円（甲１の２・３枚目「科目」欄のうち

の「経費」欄の「その他の経費」欄中の「広告宣伝費」欄・順号㋬）から、前記ア

（イ）ｂの本件広告業の内部取引に係る収入金額３９５０万円を控除した後のものであ

る。 

（ウ）その他の経費 ６億０３００万５５５９円 

 上記金額は、原告が平成１９年分の収支内訳書（甲１の２・３から５枚目まで）に記

載した必要経費の合計金額１０億３４８０万４５５３円（甲１の１・３枚目「科目」欄

のうちの「経費」欄中の「経費計」欄・順号⑱）から、原告が同収支内訳書に記載した

広告宣伝費の金額４億３１７９万８９９４円（前記（イ）参照）を控除した後のもので

ある。 

エ 事業所得の金額 ３億７１０７万７９１９円 

 上記金額は、前記アの事業所得に係る総収入金額２７億４５３１万９５７０円から、

前記イの仕入金額２４０万５８１８円及び前記ウの必要経費２３億７１８３万５８３３

円を、それぞれ控除した後のものである。 

（２）所得控除の額 ２７４万８７５０円 

 上記金額は、原告が平成１９年分の所得税の確定申告書第１表の「所得から差し引かれ

る金額」欄中の「合計」欄（甲１の２・１枚目・順号㉕）に記載した所得控除の金額（医

療費控除の金額５万２７５０円、社会保険料控除の金額１１２万６０００円、生命保険料

控除の金額５万円、配偶者控除の金額３８万円、扶養控除の金額７６万円及び基礎控除の

金額３８万円を合計した後のもの）と同額である。 

（３）課税総所得金額 ３億６８３２万９０００円 

 上記金額は、前記（１）の総所得金額３億７１０７万７９１９円から前記（２）の所得

控除の額２７４万８７５０円を控除した後のもの（ただし、国税通則法１１８条１項の規

定により１０００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。 

（４）納付すべき税額 １億４４５３万５６００円 

 上記金額は、前記（３）の課税総所得金額３億６８３２万９０００円に所得税法８９条

１項（ただし、平成２５年法律第５号による改正前のもの）の規定による税率を乗じて計

算した金額である。 

（５）予定納税額 １８１３万９６００円 

 上記金額は、原告が平成１９年分の所得税の確定申告書第１表の「税金の計算」欄中の

「予定納税額」欄（甲１の２・１枚目・順号㊴）に記載した予定納税額と同額である。 

（６）新たに納付すべき税額 １億２６３９万６０００円 

 上記金額は、前記（４）の納付すべき税額１億４４５３万５６００円から前記（５）の

予定納税額１８１３万９６００円を控除した後のものである。 

３ 平成２０年分に係る所得税額等 

（１）総所得金額 ３億３７１４万４１７３円 

 上記金額は、次のアの事業所得に係る総収入金額からイの仕入金額及びウの必要経費を
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控除したエの事業所得の金額と同額である。 

ア 事業所得に係る総収入金額 ２６億１６１４万６４７３円 

 上記金額は、次の（ア）ないし（エ）の各金額の合計額である。 

（ア）本件６店舗に係る総収入金額 ２５億８４８０万３８５７円 

 上記金額は、別紙３の１（被告の主張の要点）（３）から（５）まで及び同（６）ウ

において被告が主張した方法に基づいて計算された原告の本件６店舗に係る総収入金額

であり、同（６）ウの金額と同額である。 

（イ）本件広告業に係る総収入金額 １０９０万８７８０円 

 上記金額は、次のａの金額からｂ及びｃの各金額の合計額を控除した後のものである。 

ａ 収入金額 ５５１１万８３７０円 

 上記金額は、原告から提示があった本件広告業に係る５期比較表に記載されている

収入金額５５１１万８３７０円（乙１６の２・３枚目、損益計算書の「２００８年

度」に対応する「勘定科目」欄中の「収入金額合計」欄に記載されている金額）と同

額である。 

ｂ 内部取引に係る収入金額 ４４２０万６０００円 

 上記金額は、原告から提示があった売上げに係る領収書控えから集計した本件６店

舗に対する売上金額であり、別表４－２の「合計」欄のうち「平成２０年分」欄に対

応する部分に記載されている金額と同額である。 

ｃ 預金利息 ３５９０円 

 上記金額は、本件広告業に係る売上金額に計上されていた預金利息の額（乙１６の

２・３枚目、損益計算書の「２００８年度」に対応する「勘定科目」欄の「収入金

額」欄中の「雑収入」欄に記載されている金額）であり、本件広告業に係る売上げと

はならない金額である。 

（ウ）本件飲食店に係る収入金額 ９０６万０７００円 

 上記金額は、原告から提示があった本件飲食店に係る各月の売上金額及び経費の合計

額が記載された集計表（月別決算表）のうち平成２０年分のものの「売上」欄に記載さ

れた金額を集計した金額であり、別表５－１の「合計」欄のうち「平成２０年分」欄に

対応する部分に記載されている金額と同額である。 

（エ）雑収入の額 １１３７万３１３６円 

 上記金額は、別紙３の１（被告の主張の要点）（７）及び同（８）ウにおいて被告が

主張した方法に基づいて計算された平成２０年分の総徴収金額であり、同（８）ウの金

額と同額である。 

イ 仕入金額 ２１７万４５８０円 

 上記金額は、原告から提示があった本件飲食店に係る平成２０年分の月別決算表の

「食品」欄及び「酒」欄に記載された各金額を集計した後のものであり、別表５－２の

「総合計」欄のうち「平成２０年分」欄に対応する部分に記載された金額と同額である。 

ウ 必要経費 ２２億７６８２万７７２０円 

 上記金額は、次の（ア）、（イ）及び（ウ）の各金額の合計額である。 

（ア）接客従業者に対する報酬の支払額 １３億１３５９万７３２０円 

 上記金額は、前記ア（ア）の本件６店舗に係る平成２０年分の総収入金額２５億８４
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８０万３８５７円から、別紙３の１（被告の主張の要点）（４）アにおいて被告が主張

した方法に基づいて計算された本件６店舗に係る平成２０年分の推計粗金額１２億７１

２０万６５３７円（同（６）ウ参照）を控除した後のものである。 

（イ）広告宣伝費 ３億４７５２万２３７０円 

 上記金額は、原告が平成２０年分の収支内訳書（乙１８）に記載した広告宣伝費の金

３億９１７２万８３７０円（乙１８の１枚目「科目」欄のうちの「経費」欄の「その他

の経費」欄中の「広告宣伝費」欄・順号㋬）から、前記ア（イ）ｂの本件広告業の内部

取引に係る収入金額４４２０万６０００円を控除した後のものである。 

（ウ）その他の経費 ６億１５７０万８０３０円 

 上記金額は、原告が平成２０年分の収支内訳書（乙１８）に記載した必要経費の合計

金額１０億０７４３万６４００円（乙１８・１枚目「科目」欄のうちの「経費」欄中の

「経費計」欄・順号⑱）から、原告が同収支内訳書に記載した広告宣伝費の金額３億９

１７２万８３７０円（前記（イ）参照）を控除した後のものである。 

エ 事業所得の金額 ３億３７１４万４１７３円 

 上記金額は、前記アの事業所得に係る総収入金額２６億１６１４万６４７３円から、

前記イの仕入金額２１７万４５８０円及び前記ウの必要経費２２億７６８２万７７２０

円を、それぞれ控除した後のものである。 

（２）所得控除の額 ２７２万０３５０円 

 上記金額は、原告が平成２０年分の所得税の確定申告書第１表の「所得から差し引かれ

る金額」欄中の「合計」欄（甲１の３・１枚目・順号㉕）に記載した所得控除の金額（社

会保険料控除の金額１１３万９７６０円、生命保険料控除の金額５万円、地震保険料控除

の金額１万０５９０円、配偶者控除の金額３８万円、扶養控除の金額７６万円及び基礎控

除の金額３８万円を合計した後のもの）と同額である。 

（３）課税総所得金額 ３億３４４２万３０００円 

 上記金額は、前記（１）の総所得金額３億３７１４万４１７３円から前記（２）の所得

控除の額２７２万０３５０円を控除した後のもの（ただし、国税通則法１１８条１項の規

定により１０００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。 

（４）納付すべき税額 １億３０９７万３２００円 

 上記金額は、前記（３）の課税総所得金額３億３４４２万３０００円に所得税法８９条

１項（ただし、平成２５年法律第５号による改正前のもの）の規定による税率を乗じて計

算した金額である。 

（５）予定納税額 ２４９０万４２００円 

 上記金額は、原告が平成２０年分の所得税の確定申告書第１表の「税金の計算」欄中の

「予定納税額」欄（甲１の３・１枚目・順号㊴）に記載した予定納税額と同額である。 

（６）新たに納付すべき税額 １億０６０６万９０００円 

 上記金額は、前記（４）の納付すべき税額１億３０９７万３２００円から前記（５）の

予定納税額２４９０万４２００円を控除した後のものである。 

４ 平成２１年分に係る所得税額等 

（１）総所得金額 ３億４５１８万０８２８円 

 上記金額は、次のアの事業所得に係る総収入金額からイの仕入金額及びウの必要経費を
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控除したエの事業所得の金額に、オの譲渡所得の金額を合計した後のもの（実際には、上

記の譲渡所得の金額は、損失が生じたものとされているため、上記の事業所得の金額から、

上記の譲渡所得の金額（損失の金額）の絶対額を控除した後のもの）である。 

ア 事業所得に係る総収入金額 ２６億６０１４万３４２１円 

 上記金額は、次の（ア）ないし（エ）の各金額の合計額である。 

（ア）本件各店舗に係る総収入金額 ２６億２５７１万５６７３円 

 上記金額は、別紙３の１（被告の主張の要点）（３）から（５）まで及び同（６）エ

において被告が主張した方法に基づいて計算された原告の本件各店舗に係る総収入金額

であり、同（６）エの金額と同額である。 

（イ）本件広告業に係る総収入金額 １６２７万５０００円 

 上記金額は、次のａの金額からｂ及びｃの各金額の合計額を控除した後のものである。 

ａ 収入金額 ５６５９万２８２１円 

 上記金額は、原告から提示があった本件広告業に係る５期比較表に記載されている

収入金額５６５９万２８２１円（乙１６の２・３枚目、損益計算書の「当期」に対応

する「勘定科目」欄中の「収入金額合計」欄に記載されている金額）と同額である。 

ｂ 内部取引に係る収入金額 ４０３１万７０００円 

 上記金額は、原告から提示があった売上げに係る領収書控えから集計した本件各店

舗に対する売上金額であり、別表４－２の「合計」欄のうち「平成２１年分」欄に対

応する部分に記載されている金額と同額である。 

ｃ 預金利息 ８２１円 

 上記金額は、本件広告業に係る売上金額に計上されていた預金利息の額（乙１６の

２・３枚目、損益計算書の「当期」に対応する「勘定科目」欄の「収入金額」欄中の

「雑収入」欄に記載されている金額）であり、本件広告業に係る売上げとはならない

金額である。 

（ウ）本件飲食店に係る収入金額 ６５９万９６００円 

 上記金額は、原告から提示があった本件飲食店に係る各月の売上金額及び経費の合計

額が記載された集計表（月別決算表）のうち平成２１年分のものの「売上」欄に記載さ

れた金額を集計した金額であり、別表５－１の「合計」欄のうち「平成２１年分」欄に

対応する部分に記載されている金額と同額である。 

（エ）雑収入の額 １１５５万３１４８円 

 上記金額は、別紙３の１（被告の主張の要点）（７）及び同（８）エにおいて被告が

主張した方法に基づいて計算された平成２１年分の総徴収金額であり、同（８）エの金

額と同額である。 

イ 仕入金額 １５６万５８１５円 

 上記金額は、原告から提示があった本件飲食店に係る平成２１年分の月別決算表の

「食品」欄及び「酒」欄に記載された各金額を集計した後のものであり、別表５－２の

「総合計」欄のうち「平成２１年分」欄に対応する部分に記載された金額と同額である。 

ウ 必要経費 ２３億１０４８万円 

 上記金額は、次の（ア）、（イ）及び（ウ）の各金額の合計額である。 

（ア）接客従業者に対する報酬の支払額 １３億３４３８万８７０５円 
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 上記金額は、前記ア（ア）の本件各店舗に係る平成２１年分の総収入金額２６億２５

７１万５６７３円から、別紙３の１（被告の主張の要点）（４）アにおいて被告が主張

した方法に基づいて計算された本件各店舗に係る平成２１年分の推計粗金額１２億９１

３２万６９６８円（同（６）エ参照）を控除した後のものである。 

（イ）広告宣伝費 ３億１６６３万２３７５円 

 上記金額は、原告が平成２１年分の収支内訳書（甲１の４・３から５枚目まで）に記

載した広告宣伝費の金３億５６９４万９３７５円（甲１の４の３枚目「科目」欄のうち

の「経費」欄の「その他の経費」欄中の「広告宣伝費」欄・順号㋬）から、前記ア

（イ）ｂの本件広告業の内部取引に係る収入金額４０３１万７０００円を控除した後の

ものである。 

（ウ）その他の経費 ６億５９４５万８９２０円 

 上記金額は、原告が平成２１年分の収支内訳書（甲１の４・３から５枚目まで）に記

載した必要経費の合計金額１０億１６４０万８２９５円（甲１の４・３枚目「科目」欄

のうちの「経費」欄中の「経費計」欄・順号⑱）から、原告が同収支内訳書に記載した

広告宣伝費の金額３億５６９４万９３７５円（前記（イ）参照）を控除した後のもので

ある。 

エ 事業所得の金額 ３億４８０９万７６０６円 

 上記金額は、前記アの事業所得に係る総収入金額２６億６０１４万３４２１円から、

前記イの仕入金額１５６万５８１５円及び前記ウの必要経費２３億１０４８万円を、そ

れぞれ控除した後のものである。 

オ 譲渡所得の金額 △２９１万６７７８円 

 上記金額は、原告が平成２１年分の所得税の確定申告書第１表の「所得金額」欄中の

「総合譲渡・一時」欄（甲１の４・１枚目・順号⑧）に記載した譲渡所得の金額（損失

の金額）と同額である。 

（２）所得控除の額 ２９７万２１００円 

 上記金額は、原告が平成２１年分の所得税の確定申告書第１表の「所得から差し引かれ

る金額」欄中の「合計」欄（甲１の４・１枚目・順号㉕）に記載した所得控除の金額（社

会保険料控除の金額１１４万１５１０円、生命保険料控除の金額５万円、地震保険料控除

の金額１万０５９０円、配偶者控除の金額３８万円、扶養控除の金額１０１万円及び基礎

控除の金額３８万円を合計した後のもの）と同額である。 

（３）課税総所得金額 ３億４２２０万８０００円 

 上記金額は、前記（１）の総所得金額３億４５１８万０８２８円から前記（２）の所得

控除の額２９７万２１００円を控除した後のもの（ただし、国税通則法１１８条１項の規

定により１０００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。 

（４）納付すべき税額 １億３４０８万７２００円 

 上記金額は、前記（３）の課税総所得金額３億４２２０万８０００円に所得税法８９条

１項（ただし、平成２５年法律第５号による改正前のもの）の規定による税率を乗じて計

算した金額である。 

（５）予定納税額 １９１３万円 

 上記金額は、原告が平成２１年分の所得税の確定申告書第１表の「税金の計算」欄中の
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「予定納税額」欄（甲１の４・１枚目・順号㊶）に記載した予定納税額と同額である。 

（６）新たに納付すべき税額 １億１４９５万７２００円 

 上記金額は、前記（４）の納付すべき税額１億３４０８万７２００円から前記（５）の

予定納税額１９１３万円を控除した後のものである。 

５ 平成２２年分に係る所得税額等 

（１）総所得金額 ３億１０７７万５９９８円 

 上記金額は、次のアの事業所得に係る総収入金額からイの仕入金額及びウの必要経費を

控除したエの事業所得の金額と同額である。 

ア 事業所得に係る総収入金額 ２６億９１６６万０４６３円 

 上記金額は、次の（ア）ないし（エ）の各金額の合計額である。 

（ア）本件各店舗に係る総収入金額 ２６億５７６９万６３５０円 

 上記金額は、別紙３の１（被告の主張の要点）（３）から（５）まで及び同（６）オ

において被告が主張した方法に基づいて計算された原告の本件各店舗に係る総収入金額

であり、同（６）オの金額と同額である。 

（イ）本件広告業に係る総収入金額 １５３２万４２５０円 

 上記金額は、次のａの金額からｂ及びｃの各金額の合計額を控除した後のものである。 

ａ 収入金額 ４７４４万５５４１円 

 上記金額は、原告から提示があった本件広告業に係る５期比較表に記載されている

収入金額４７４４万５５４１円（乙１６の３・３枚目、損益計算書の「当期」に対応

する「勘定科目」欄中の「収入金額合計」欄に記載されている金額）と同額である。 

ｂ 内部取引に係る収入金額 ３２１２万１０００円 

 上記金額は、原告から提示があった売上げに係る領収書控え及び総勘定元帳から集

計した本件各店舗に対する売上金額であり、別表４－２の「合計」欄のうち「平成２

２年分」欄に対応する部分に記載されている金額である３２６３万９０００円から領

収書控えが存在するものの総勘定元帳には記載されていない５１万８０００円を控除

した後のものである。 

ｃ 預金利息 ２９１円 

 上記金額は、本件広告業に係る売上金額に計上されていた預金利息の額（乙１６の

３・３枚目、損益計算書の「当期」に対応する「勘定科目」欄の「収入金額」欄中の

「雑収入」欄に記載されている金額）であり、本件広告業に係る売上げとはならない

金額である。 

（ウ）本件飲食店に係る収入金額 ６９４万６０００円 

 上記金額は、原告から提示があった本件飲食店に係る各月の売上金額及び経費の合計

額が記載された集計表（月別決算表）のうち平成２２年分のものの「売上」欄に記載さ

れた金額を集計した金額であり、別表５－１の「合計」欄のうち「平成２２年分」欄に

対応する部分に記載されている金額と同額である。 

（エ）雑収入の額 １１６９万３８６３円 

 上記金額は、別紙３の１（被告の主張の要点）（７）及び同（８）エにおいて被告が

主張した方法に基づいて計算された平成２２年分の総徴収金額であり、同（８）エの金

額と同額である。 
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イ 仕入金額 １７１万１７７２円 

 上記金額は、原告から提示があった本件飲食店に係る平成２２年分の月別決算表の

「食品」欄及び「酒」欄に記載された各金額を集計した後のものであり、別表５－２の

「総合計」欄のうち「平成２２年分」欄に対応する部分に記載された金額と同額である。 

ウ 必要経費 ２３億７９１７万２６９３円 

 上記金額は、次の（ア）、（イ）及び（ウ）の各金額の合計額である。 

（ア）接客従業者に対する報酬の支払額 １３億５０６４万１２８５円 

 上記金額は、前記ア（ア）の本件各店舗に係る平成２２年分の総収入金額２６億５７

６９万６３５０円から、別紙３の１（被告の主張の要点）（４）イにおいて被告が主張

した方法に基づいて計算された本件各店舗に係る平成２２年分の推計粗金額１３億０７

０５万５０６５円（同（６）オ参照）を控除した後のものである。 

（イ）広告宣伝費 ３億９５４２万１６９７円 

 上記金額は、原告が平成２２年分の収支内訳書（甲１の５・３から５枚目まで）に記

載した広告宣伝費の金４億２８０６万０６９７円（甲１の４の３枚目「科目」欄のうち

の「経費」欄の「その他の経費」欄中の「広告宣伝費」欄・順号㋬）から、前記ア

（イ）ｂの本件広告業の内部取引に係る収入金額３２６３万９０００円（ただし、前記

ア（イ）ｂにおいて、収入金額から控除した５１万８０００円は、本件店舗４において

領収書控えが保存されていたことから、本件店舗４の広告宣伝費として支出されている

ものと解されるから、これを控除することはしない。）を控除した後のものである。 

（ウ）その他の経費 ６億３３１０万９７１１円 

 上記金額は、原告が平成２２年分の収支内訳書（甲１の５・３から５枚目まで）に記

載した必要経費の合計金額１０億６１１７万０４０８円（甲１の５・３枚目「科目」欄

のうちの「経費」欄中の「経費計」欄・順号⑱）から、原告が同収支内訳書に記載した

広告宣伝費の金額４億２８０６万０６９７円（前記（イ）参照）を控除した後のもので

ある。 

エ 事業所得の金額 ３億１０７７万５９９８円 

 上記金額は、前記アの事業所得に係る総収入金額２６億９１６６万０４６３円から、

前記イの仕入金額１７１万１７７２円及び前記ウの必要経費２３億７９１７万２６９３

円を、それぞれ控除した後のものである。 

（２）所得控除の額 ２９９万００８０円 

 上記金額は、原告が平成２２年分の所得税の確定申告書第１表の「所得から差し引かれ

る金額」欄中の「合計」欄（甲１の５・１枚目・順号㉕）に記載した所得控除の金額（社

会保険料控除の金額１１４万４８２０円、生命保険料控除の金額５万円、地震保険料控除

の金額２万５２６０円、配偶者控除の金額３８万円、扶養控除の金額１０１万円及び基礎

控除の金額３８万円を合計した後のもの）と同額である。 

（３）課税総所得金額 ３億０７７８万５０００円 

 上記金額は、前記（１）の総所得金額３億１０７７万５９９８円から前記（２）の所得

控除の額２９９万００８０円を控除した後のもの（ただし、国税通則法１１８条１項の規

定により１０００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。 

（４）納付すべき税額 １億２０３１万８０００円 
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 上記金額は、前記（３）の課税総所得金額３億０７７８万５０００円に所得税法８９条

１項（ただし、平成２５年法律第５号による改正前のもの）の規定による税率を乗じて計

算した金額である。 

（５）予定納税額 ２０１２万６０００円 

 上記金額は、原告が平成２２年分の所得税の確定申告書第１表の「税金の計算」欄中の

「予定納税額」欄（甲１の５・１枚目・順号㊶）に記載した予定納税額と同額である。 

（６）新たに納付すべき税額 １億００１９万２０００円 

 上記金額は、前記（４）の納付すべき税額１億２０３１万８０００円から前記（５）の

予定納税額２０１２万６０００円を控除した後のものである。 

６ 平成２３年分に係る所得税額等 

（１）総所得金額 ２億９５３３万７５３２円 

 上記金額は、次のアの事業所得に係る総収入金額からイの仕入金額及びウの必要経費を

控除したエの事業所得の金額と同額である。 

ア 事業所得に係る総収入金額 ２４億９８０２万７８９８円 

 上記金額は、次の（ア）ないし（エ）の各金額の合計額である。 

（ア）本件各店舗に係る総収入金額 ２４億６３７５万７９５９円 

 上記金額は、別紙３の１（被告の主張の要点）（３）から（５）まで及び同（６）カ

において被告が主張した方法に基づいて計算された原告の本件各店舗に係る総収入金額

であり、同（６）カの金額と同額である。 

（イ）本件広告業に係る総収入金額 １８０８万６０００円 

 上記金額は、次のａの金額からｂ及びｃの各金額の合計額を控除した後のものである。 

ａ 収入金額 ４５８２万８１５６円 

 上記金額は、原告から提示があった本件広告業に係る５期比較表に記載されている

収入金額４５８２万８１５６円（乙１６の４・３枚目、損益計算書の「当期」に対応

する「勘定科目」欄中の「収入金額合計」欄に記載されている金額）と同額である。 

ｂ 内部取引に係る収入金額 ２７７４万２０００円 

 上記金額は、原告から提示があった売上げに係る領収書控えから集計した本件各店

舗に対する売上金額であり、別表４－２の「合計」欄のうち「平成２３年分」欄に対

応する部分に記載されている金額と同額である。 

ｃ 預金利息 １５６円 

 上記金額は、本件広告業に係る売上金額に計上されていた預金利息の額（乙１６の

４・３枚目、損益計算書の「当期」に対応する「勘定科目」欄の「収入金額」欄中の

「雑収入」欄に記載されている金額）であり、本件広告業に係る売上げとはならない

金額である。 

（ウ）本件飲食店に係る収入金額 ５３５万６１００円 

 上記金額は、原告から提示があった本件飲食店に係る各月の売上金額及び経費の合計

額が記載された集計表（月別決算表）のうち平成２３年分のものの「売上」欄に記載さ

れた金額を集計した金額であり、別表５－１の「合計」欄のうち「平成２３年分」欄に

対応する部分に記載されている金額と同額である。 

（エ）雑収入の額 １０８２万７８３９円 
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 上記金額は、別紙３の１（被告の主張の要点）（７）及び同（８）オにおいて被告が

主張した方法に基づいて計算された平成２３年分の総徴収金額であり、同（８）オの金

額と同額である。 

イ 仕入金額 １２３万６３１０円 

 上記金額は、原告から提示があった本件飲食店に係る平成２３年分の月別決算表の

「食品」欄及び「酒」欄に記載された各金額を集計した後のものであり、別表５－２の

「総合計」欄のうち「平成２３年分」欄に対応する部分に記載された金額と同額である。 

ウ 必要経費 ２２億０１４５万４０５６円 

 上記金額は、次の（ア）、（イ）及び（ウ）の各金額の合計額である。 

（ア）接客従業者に対する報酬の支払額 １２億４９５４万３７５３円 

 上記金額は、前記ア（ア）の本件各店舗に係る平成２３年分の総収入金額２４億６３

７５万７９５９円から、別紙３の１（被告の主張の要点）（４）アにおいて被告が主張

した方法に基づいて計算された本件各店舗に係る平成２３年分の推計粗金額１２億１４

２１万４２０６円（同（６）カ参照）を控除した後のものである。 

（イ）広告宣伝費 ３億６６１２万７２９８円 

 上記金額は、原告が平成２３年分の収支内訳書（甲１の６・３から５枚目まで）に記

載した広告宣伝費の金３億９３８６万９２９８円（甲１の６の３枚目「科目」欄のうち

の「経費」欄の「その他の経費」欄中の「広告宣伝費」欄・順号㋬）から、前記ア

（イ）ｂの本件広告業の内部取引に係る収入金額２７７４万２０００円を控除した後の

ものである。 

（ウ）その他の経費 ５億８５７８万３００５円 

 上記金額は、原告が平成２３年分の収支内訳書（甲１の６・３から５枚目まで）に記

載した必要経費の合計金額９億７９６５万２３０３円（甲１の６・３枚目「科目」欄の

うちの「経費」欄中の「経費計」欄・順号⑱）から、原告が同収支内訳書に記載した広

告宣伝費の金額３億９３８６万９２９８円（前記（イ）参照）を控除した後のものであ

る。 

エ 事業所得の金額 ２億９５３３万７５３２円 

 上記金額は、前記アの事業所得に係る総収入金額２４億９８０２万７８９８円から、

前記イの仕入金額１２３万６３１０円及び前記ウの必要経費２２億０１４５万４０５６

円を、それぞれ控除した後のものである。 

（２）所得控除の額 ２３５万２７４０円 

 上記金額は、原告が平成２３年分の所得税の確定申告書第１表の「所得から差し引かれ

る金額」欄中の「合計」欄（甲１の６・１枚目・順号㉕）に記載した所得控除の金額（社

会保険料控除の金額１１３万７４８０円、生命保険料控除の金額５万円、地震保険料控除

の金額２万５２６０円、配偶者控除の金額３８万円、扶養控除の金額３８万円及び基礎控

除の金額３８万円を合計した後のもの）と同額である。 

（３）課税総所得金額 ２億９２９８万４０００円 

 上記金額は、前記（１）の総所得金額２億９５３３万７５３２円から前記（２）の所得

控除の額２３５万２７４０円を控除した後のもの（ただし、国税通則法１１８条１項の規

定により１０００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。 
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（４）納付すべき税額 １億１４３９万７６００円 

 上記金額は、前記（３）の課税総所得金額２億９２９８万４０００円に所得税法８９条

１項（ただし、平成２５年法律第５号による改正前のもの）の規定による税率を乗じて計

算した金額である。 

（５）予定納税額 １０６１万４０００円 

 上記金額は、原告が平成２３年分の所得税の確定申告書第１表の「税金の計算」欄中の

「予定納税額」欄（甲１の６・１枚目・順号㊹）に記載した予定納税額と同額である。 

（６）新たに納付すべき税額 １億０３７８万３６００円 

 上記金額は、前記（４）の納付すべき税額１億１４３９万７６００円から前記（５）の

予定納税額１０６１万４０００円を控除した後のものである。 

７ 平成２４年分に係る所得税額等 

（１）総所得金額 ４億２００４万９２１１円 

 上記金額は、次のアの事業所得に係る総収入金額からイの仕入金額及びウの必要経費を

控除したエの事業所得の金額と同額である。 

ア 事業所得に係る総収入金額 ２５億２３９１万１３０３円 

 上記金額は、次の（ア）ないし（エ）の各金額の合計額である。 

（ア）本件各店舗に係る総収入金額 ２３億８１７２万３７７４円 

 上記金額は、別紙３の１（被告の主張の要点）（３）から（５）まで及び同（６）キ

において被告が主張した方法に基づいて計算された原告の本件各店舗に係る総収入金額

であり、同（６）キの金額と同額である。 

（イ）本件広告業に係る総収入金額 １６１３万２４００円 

 上記金額は、次のａの金額からｂの金額を控除した後のものである。 

 なお、本件広告業においては、平成２３年以前とは異なり、別表４－２「合計」欄の

うち「平成２４年分」欄に対応する部分に記載されている金額である平成２４年中の本

件各店舗に対する売上金額２４１３万１５８０円が預り金として経理処理されており、

同年分の本件広告業に係る収入金額に含まれていないことから、当該売上金額は、同年

分の本件広告業に係る収入金額からは、控除していない。 

ａ 収入金額 １６１３万２５６４円 

 上記金額は、原告から提示があった本件広告業に係る５期比較表に記載されている

収入金額１６１３万２５６４円（乙１６の５・３枚目、損益計算書の「当期」に対応

する「勘定科目」欄中の「収入金額合計」欄に記載されている金額）と同額である。 

ｂ 預金利息 １６４円 

 上記金額は、本件広告業に係る売上金額に計上されていた預金利息の額（乙１６の

５・３枚目、損益計算書の「当期」に対応する「勘定科目」欄の「収入金額」欄中の

「雑収入」欄に記載されている金額）であり、本件広告業に係る売上げとはならない

金額である。 

（ウ）本件飲食店に係る収入金額 ４７１万６３００円 

 上記金額は、原告から提示があった本件飲食店に係る各月の売上金額及び経費の合計

額が記載された集計表（月別決算表）のうち平成２４年分のものの「売上」欄に記載さ

れた金額を集計した金額であり、別表５－１の「合計」欄のうち「平成２４年分」欄に
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対応する部分に記載されている金額と同額である。 

（エ）雑収入の額 １億２１３３万８８２９円 

 上記金額は、次のａ、ｂ及びｃの各金額の合計額である。 

ａ 平成２４年分の総徴収金額 １０９１万６２０８円 

 上記金額は、別紙３の１（被告の主張の要点）（７）及び同（８）カにおいて被告

が主張した方法に基づいて計算された平成２４年分の総徴収金額であり、同（８）カ

の金額と同額である。 

ｂ 関連法人からの収入 １億１０００万円 

 上記金額は、前提事実（１）エ（ウ）のとおり、原告が、本件各法人の経営のアド

バイスをしたり、本件各法人が経営する店舗の実際の運営をしたりしていた結果、本

件各法人のうちの一部の法人から受領した報酬の額である。 

（ａ）有限会社Ｖからの報酬 ６６００万円 

 上記金額は、原告が平成２４年８月１６日及び同年１２月７日に同法人から現金

で受領した金額の合計額である。 

（ｂ）株式会社Ｘからの報酬 ４４００万円 

 上記金額は、原告が平成２４年８月１６日及び同年１２月１０日に同法人から現

金で受領した金額の合計額である。 

ｃ その他の収入 ４２万２６２１円 

 上記金額は、原告が平成２４年分の収支内訳書（甲１の７・３から５枚目まで）の

「科目」欄のうちの「収入金額」欄中の「その他の収入」欄（順号③）に記載した収

入金額４２万２６２１円と同額である。 

イ 仕入金額 １０６万５１２０円 

 上記金額は、原告から提示があった本件飲食店に係る平成２４年分の月別決算表の

「食品」欄及び「酒」欄に記載された各金額を集計した後のものであり、別表５－２の

「総合計」欄のうち「平成２４年分」欄に対応する部分に記載された金額と同額である。 

ウ 必要経費 ２１億０２７９万６９７２円 

 上記金額は、次の（ア）、（イ）及び（ウ）の各金額の合計額である。 

（ア）接客従業者に対する報酬の支払額 １２億１１３７万８６４１円 

 上記金額は、前記ア（ア）の本件各店舗に係る平成２４年分の総収入金額２３億８１

７２万３７７４円から、別紙３の１（被告の主張の要点）（４）アにおいて被告が主張

した方法に基づいて計算された本件各店舗に係る平成２４年分の推計粗金額１１億７０

３４万５１３３円（同（６）キ参照）を控除した後のものである。 

（イ）広告宣伝費 ３億３７０３万７６２０円 

 上記金額は、原告が平成２４年分の収支内訳書（甲１の７・３から５枚目まで）に記

載した広告宣伝費の金３億６１１６万９２００円（甲１の７の３枚目「科目」欄のうち

の「経費」欄の「その他の経費」欄中の「広告宣伝費」欄・順号㋬）から、別表４－２

「合計」欄のうち「平成２４年分」欄に対応する部分に記載されている金額である原告

から提示があった売上げに係る領収書控え及び総勘定元帳から集計した平成２４年中の

本件各店舗に対する本件広告業に係る売上金額２４１３万１５８０円を控除した後のも

のである。 
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（ウ）その他の経費 ５億５４３８万０７１１円 

 上記金額は、原告が平成２４年分の収支内訳書（甲１の７・３から５枚目まで）に記

載した必要経費の合計金額９億１５５４万９９１１円（甲１の７・３枚目「科目」欄の

うちの「経費」欄中の「経費計」欄・順号⑱）から、原告が同収支内訳書に記載した広

告宣伝費の金額３億６１１６万９２００円（前記（イ）参照）を控除した後のものであ

る。 

エ 事業所得の金額 ４億２００４万９２１１円 

 上記金額は、前記アの事業所得に係る総収入金額２５億２３９１万１３０３円から、

前記イの仕入金額１０６万５１２０円及び前記ウの必要経費２１億０２７９万６９７２

円を、それぞれ控除した後のものである。 

（２）所得控除の額 ２６０万２０６０円 

 上記金額は、原告が平成２４年分の所得税の確定申告書第１表の「所得から差し引かれ

る金額」欄中の「合計」欄（甲１の７・１枚目・順号㉕）に記載した所得控除の金額（社

会保険料控除の金額１１３万６８００円、生命保険料控除の金額５万円、地震保険料控除

の金額２万５２６０円、配偶者控除の金額３８万円、扶養控除の金額６３万円及び基礎控

除の金額３８万円を合計した後のもの）と同額である。 

（３）課税総所得金額 ４億１７４４万７０００円 

 上記金額は、前記（１）の総所得金額４億２００４万９２１１円から前記（２）の所得

控除の額２６０万２０６０円を控除した後のもの（ただし、国税通則法１１８条１項の規

定により１０００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。 

（４）納付すべき税額 １億６４１８万２８００円 

 上記金額は、前記（３）の課税総所得金額４億１７４４万７０００円に所得税法８９条

１項（ただし、平成２５年法律第５号による改正前のもの）の規定による税率を乗じて計

算した金額である。 

（５）予定納税額 １１１４万５２００円 

 上記金額は、原告が平成２４年分の所得税の確定申告書第１表の「税金の計算」欄中の

「予定納税額」欄（甲１の７・１枚目・順号㊹）に記載した予定納税額と同額である。 

（６）新たに納付すべき税額 １億５３０３万７６００円 

 上記金額は、前記（４）の納付すべき税額１億６４１８万２８００円から前記（５）の

予定納税額１１１４万５２００円を控除した後のものである。 

第２ 本件各課税期間の消費税等の額 

 消費税法３０条は、同条１項において「事業者（中略）が、国内において行う課税仕入れ

（中略）については、次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める日の属する課税期

間の第４５条第１項第２号に掲げる課税標準額に対する消費税額（中略）から、当該課税期間

中に国内において行った課税仕入れに係る消費税額（中略）を控除する。」と規定するところ、

同条７項本文において、「第１項の規定は、事業者が当該課税期間の課税仕入れ等の税額の控

除に係る帳簿及び請求書等（同項に規定する課税仕入れに係る支払対価の額の合計額が少額で

ある場合その他の政令で定める場合における当該課税仕入れ等の税額については、帳簿）を保

存しない場合には、当該保存がない課税仕入れ（中略）等の税額については、適用しない。」

と規定していることから、課税標準額に対する消費税額から課税仕入れ等の税額を控除するに
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当たっては、帳簿書類等を保存する必要がある。 

 しかしながら、原告は、本件各店舗に係る帳簿書類等を一部しか保存していなかったことか

ら、同条７項本文の規定により、原告の消費税等の計算において、帳簿書類等の保存がない課

税仕入れに係る支払対価の額については、課税標準額に対する消費税額から課税仕入れ等の税

額を控除することはできない。 

 もっとも、同項本文括弧書きにおいて同条１項「に規定する課税仕入れに係る支払対価の額

の合計額が少額である場合その他の政令で定める場合における当該課税仕入れ等の税額につい

ては、帳簿」と規定し、同条７項本文の委任を受けた消費税法施行令４９条１項１号は、消費

税法「第３０条第１項に規定する課税仕入れに係る支払対価の額の合計額が３万円未満である

場合」と規定することから、下記１ないし７における原告の消費税額等の計算上、同号に該当

する支払対価の額については課税標準額に対する消費税額から課税仕入れ等の税額を控除して

いる。 

１ 平成１８年課税期間に係る消費税等の額 

（１）消費税の課税標準額 ２０億６８２７万４０００円 

 上記金額は、前記第１の１（１）アの事業所得に係る総収入金額２１億７１６８万７９

１０円に、消費税法２８条１項本文の規定により、課税資産の譲渡等につき課されるべき

消費税額及び当該消費税額を課税標準として課されるべき地方消費税額に相当する額を含

まないものとされることから、１０５分の１００を乗じて計算した金額（ただし、国税通

則法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。 

（２）課税標準額に対する消費税額 ８２７３万０９６０円 

 上記金額は、前記（１）の消費税の課税標準額２０億６８２７万４０００円に消費税法

２９条（平成２４年法律第６８号による改正前のもの。以下同じ。）の規定による税率であ

る１００分の４を乗じて計算した金額である。 

（３）控除対象仕入税額 １４８８万４４０８円 

 上記金額は、別表６のとおり、領収書及び帳簿の保存があった課税仕入れに係る支払対

価の額と、領収書及び帳簿の保存がないものの金額が３万円未満の課税仕入れに係る支払

対価の額を合計した後の金額である３億９０７１万５７３２円に、消費税法３０条１項の

規定により、１０５分の４を乗じて計算した金額である（ただし、１円未満の端数金額を

切り捨てた後のもの）。 

（４）納付すべき消費税額 ６７８４万６５００円 

 上記金額は、前記（２）の課税標準額に対する消費税額８２７３万０９６０円から、前

記（３）の控除対象仕入税額１４８８万４４０８円を控除した後のもの（ただし、国税通

則法１１９条１項の規定により１００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。 

（５）中間納付額 ７３８万７５００円 

 上記金額は、原告が、平成１８年課税期間の消費税等の確定申告書（甲２の１）の「こ

の申告書による消費税の税額の計算」欄中の「中間納付税額」欄（甲２の１・１枚目・順

号⑩）に記載した金額と同額である。 

（６）新たに納付すべき消費税額 ６０４５万９０００円 

 上記金額は、前記（４）の納付すべき消費税額６７８４万６５００円から、前記（５）

の中間納付額７３８万７５００円を控除した後のものである。 
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（７）地方消費税の課税標準となる消費税額 ６７８４万６５００円 

 上記金額は、地方税法７２条の８２の規定により、前記（４）の納付すべき消費税額と

同額である。 

（８）納付すべき譲渡割額 １６９６万１６００円 

 上記金額は、前記（７）の地方消費税の課税標準となる消費税額６７８４万６５００円

に、地方税法７２条の８３（平成２４年法律第６９号による改正前のもの。以下同じ。）の

規定による税率である１００分の２５を乗じて計算した金額（ただし、地方税法２０条の

４の２第３項の規定により１００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。 

（９）譲渡割の中間納付額 １８４万６８００円 

 上記金額は、原告が、平成１８年課税期間の消費税等の確定申告書（甲２の１）の「こ

の申告書による地方消費税の税額の計算」欄中の「中間納付譲渡割額」欄（甲２の１・１

枚目・順号㉑）に記載した金額と同額である。 

（10）新たに納付すべき譲渡割額 １５１１万４８００円 

 上記金額は、前記（８）の納付すべき譲渡割額１６９６万１６００円から、前記（９）

の譲渡割の中間納付額１８４万６８００円を控除した後のものである。 

（11）新たに納付すべき消費税等の額 ７５５７万３８００円 

 上記金額は、前記（６）の新たに納付すべき消費税額６０４５万９０００円と前記（１

０）の新たに納付すべき譲渡割額１５１１万４８００円を合計した後のものである。 

２ 平成１９年課税期間に係る消費税等の額 

（１）消費税の課税標準額 ２６億１９３５万１０００円 

 上記金額は、前記第１の２（１）アの事業所得に係る総収入金額２７億４５３１万９５

７０円と事業用資産である車両の売却金額５００万円を合計した後の金額に、消費税法２

８条１項本文の規定により、課税資産の譲渡等につき課されるべき消費税額及び当該消費

税額を課税標準として課されるべき地方消費税額に相当する額を含まないものとされるこ

とから、１０５分の１００を乗じて計算した金額（ただし、国税通則法１１８条１項の規

定により１０００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。 

（２）課税標準額に対する消費税額 １億０４７７万４０４０円 

 上記金額は、前記（１）の消費税の課税標準額２６億１９３５万１０００円に消費税法

２９条の規定による税率である１００分の４を乗じて計算した金額である。 

（３）控除対象仕入税額 ２１３１万４３２４円 

 上記金額は、別表６のとおり、領収書及び帳簿の保存があった課税仕入れに係る支払対

価の額と、領収書及び帳簿の保存がないものの金額が３万円未満の課税仕入れに係る支払

対価の額を合計した後の金額である５億５９５０万１０２０円に、消費税法３０条１項の

規定により、１０５分の４を乗じて計算した金額である（ただし、１円未満の端数金額を

切り捨てた後のもの）。 

（４）納付すべき消費税額 ８３４５万９７００円 

 上記金額は、前記（２）の課税標準額に対する消費税額１億０４７７万４０４０円から、

前記（３）の控除対象仕入税額２１３１万４３２４円を控除した後のもの（ただし、国税

通則法１１９条１項の規定により１００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。 

（５）中間納付額 １０１２万７４００円 
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 上記金額は、原告の平成１９年課税期間の消費税等について、豊能税務署長が平成２６

年３月１３日付けで原告に対してした更正処分に係る通知書である「消費税及び地方消費

税の更正通知書並びに加算税の賦課決定通知書」（甲４の２）の「区分」欄の「消費税」欄

中の「中間納付税額」欄（甲４の２・１枚目・順号１２）のうち「Ａ既確定額（更正）」欄

に対応する部分に記載された金額と同額である。 

（６）新たに納付すべき消費税額 ７３３３万２３００円 

 上記金額は、前記（４）の納付すべき消費税額８３４５万９７００円から、前記（５）

の中間納付額１０１２万７４００円を控除した後のものである。 

（７）地方消費税の課税標準となる消費税額 ８３４５万９７００円 

 上記金額は、地方税法７２条の８２の規定により、前記（４）の納付すべき消費税額と

同額である。 

（８）納付すべき譲渡割額 ２０８６万４９００円 

 上記金額は、前記（７）の地方消費税の課税標準となる消費税額８３４５万９７００円

に、地方税法７２条の８３の規定による税率である１００分の２５を乗じて計算した金額

（ただし、地方税法２０条の４の２第３項の規定により１００円未満の端数金額を切り捨

てた後のもの）である。 

（９）譲渡割の中間納付額 ２５３万１７００円 

 上記金額は、原告が、平成１９年課税期間の消費税等の確定申告書（甲２の２）の「こ

の申告書による地方消費税の税額の計算」欄中の「中間納付譲渡割額」欄（甲２の２・１

枚目・順号㉑）に記載した金額と同額である。 

（10）新たに納付すべき譲渡割額 １８３３万３２００円 

 上記金額は、前記（８）の納付すべき譲渡割額２０８６万４９００円から、前記（９）

の譲渡割の中間納付額２５３万１７００円を控除した後のものである。 

（11）新たに納付すべき消費税等の額 ９１６６万５５００円 

 上記金額は、前記（６）の新たに納付すべき消費税額７３３３万２３００円と前記（１

０）の新たに納付すべき譲渡割額１８３３万３２００円を合計した後のものである。 

３ 平成２０年課税期間に係る消費税等の額 

（１）消費税の課税標準額 ２４億９１５６万８０００円 

 上記金額は、前記第１の３（１）アの事業所得に係る総収入金額２６億１６１４万６４

７３円に、消費税法２８条１項本文の規定により、課税資産の譲渡等につき課されるべき

消費税額及び当該消費税額を課税標準として課されるべき地方消費税額に相当する額を含

まないものとされることから、１０５分の１００を乗じて計算した金額（ただし、国税通

則法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。 

（２）課税標準額に対する消費税額 ９９６６万２７２０円 

 上記金額は、前記（１）の消費税の課税標準額２４億９１５６万８０００円に消費税法

２９条の規定による税率である１００分の４を乗じて計算した金額である。 

（３）控除対象仕入税額 ４１万４２４７円 

 上記金額は、別表６のとおり、領収書及び帳簿の保存があった課税仕入れに係る支払対

価の額と、領収書及び帳簿の保存がないものの金額が３万円未満の課税仕入れに係る支払

対価の額を合計した後の金額である１０８７万４０００円に、消費税法３０条１項の規定
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により、１０５分の４を乗じて計算した金額である（ただし、１円未満の端数金額を切り

捨てた後のもの）。 

（４）納付すべき消費税額 ９９２４万８４００円 

 上記金額は、前記（２）の課税標準額に対する消費税額９９６６万２７２０円から、前

記（３）の控除対象仕入税額４１万４２４７円を控除した後のもの（ただし、国税通則法

１１９条１項の規定により１００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。 

（５）中間納付額 １２９４万９２００円 

 上記金額は、原告が、平成２０年課税期間の消費税等の確定申告書（甲２の３）の「こ

の申告書による消費税の税額の計算」欄中の「中間納付税額」欄（甲２の３・順号⑩）に

記載した金額と同額である。 

（６）新たに納付すべき消費税額 ８６２９万９２００円 

 上記金額は、前記（４）の納付すべき消費税額９９２４万８４００円から、前記（５）

の中間納付額１２９４万９２００円を控除した後のものである。 

（７）地方消費税の課税標準となる消費税額 ９９２４万８４００円 

 上記金額は、地方税法７２条の８２の規定により、前記（４）の納付すべき消費税額と

同額である。 

（８）納付すべき譲渡割額 ２４８１万２１００円 

 上記金額は、前記（７）の地方消費税の課税標準となる消費税額９９２４万８４００円

に、地方税法７２条の８３の規定による税率である１００分の２５を乗じて計算した金額

（ただし、地方税法２０条の４の２第３項の規定により１００円未満の端数金額を切り捨

てた後のもの）である。 

（９）譲渡割の中間納付額 ３２３万７３００円 

 上記金額は、原告が、平成２０年課税期間の消費税等の確定申告書（甲２の３）の「こ

の申告書による地方消費税の税額の計算」欄中の「中間納付譲渡割額」欄（甲２の３・順

号㉑）に記載した金額と同額である。 

（10）新たに納付すべき譲渡割額 ２１５７万４８００円 

 上記金額は、前記（８）の納付すべき譲渡割額２４８１万２１００円から、前記（９）

の譲渡割の中間納付額３２３万７３００円を控除した後のものである。 

（11）新たに納付すべき消費税等の額 １億０７８７万４０００円 

 上記金額は、前記（６）の新たに納付すべき消費税額８６２９万９２００円と前記（１

０）の新たに納付すべき譲渡割額２１５７万４８００円を合計した後のものである。 

４ 平成２１年課税期間に係る消費税等の額 

（１）消費税の課税標準額 ２５億３９１８万４０００円 

 上記金額は、前記第１の４（１）アの事業所得に係る総収入金額２６億６０１４万３４

２１円と事業用資産である車両の売却金額６００万円を合計した後の金額に、消費税法２

８条１項本文の規定により、課税資産の譲渡等につき課されるべき消費税額及び当該消費

税額を課税標準として課されるべき地方消費税額に相当する額を含まないものとされるこ

とから、１０５分の１００を乗じて計算した金額（ただし、国税通則法１１８条１項の規

定により１０００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。 

（２）課税標準額に対する消費税額 １億０１５６万７３６０円 
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 上記金額は、前記（１）の消費税の課税標準額２５億３９１８万４０００円に消費税法

２９条の規定による税率である１００分の４を乗じて計算した金額である。 

（３）控除対象仕入税額 ５万１５０７円 

 上記金額は、別表６のとおり、領収書及び帳簿の保存があった課税仕入れに係る支払対

価の額と、領収書及び帳簿の保存がないものの金額が３万円未満の課税仕入れに係る支払

対価の額を合計した後の金額である１３５万２０５９円に、消費税法３０条１項の規定に

より、１０５分の４を乗じて計算した金額である（ただし、１円未満の端数金額を切り捨

てた後のもの）。 

（４）納付すべき消費税額 １億０１５１万５８００円 

 上記金額は、前記（２）の課税標準額に対する消費税額１億０１５６万７３６０円から、

前記（３）の控除対象仕入税額５万１５０７円を控除した後のもの（ただし、国税通則法

１１９条１項の規定により１００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。 

（５）中間納付額 １５１０万８１００円 

 上記金額は、原告が、平成２１年課税期間の消費税等の確定申告書（甲２の４）の「こ

の申告書による消費税の税額の計算」欄中の「中間納付税額」欄（甲２の４・１枚目・順

号⑩）に記載した金額と同額である。 

（６）新たに納付すべき消費税額 ８６４０万７７００円 

 上記金額は、前記（４）の納付すべき消費税額１億０１５１万５８００円から、前記

（５）の中間納付額１５１０万８１００円を控除した後のものである。 

（７）地方消費税の課税標準となる消費税額 １億０１５１万５８００円 

 上記金額は、地方税法７２条の８２の規定により、前記（４）の納付すべき消費税額と

同額である。 

（８）納付すべき譲渡割額 ２５３７万８９００円 

 上記金額は、前記（７）の地方消費税の課税標準となる消費税額１億０１５１万５８０

０円に、地方税法７２条の８３の規定による税率である１００分の２５を乗じて計算した

金額（ただし、地方税法２０条の４の２第３項の規定により１００円未満の端数金額を切

り捨てた後のもの）である。 

（９）譲渡割の中間納付額 ３７７万６８００円 

 上記金額は、原告が、平成２１年課税期間の消費税等の確定申告書（甲２の４）の「こ

の申告書による地方消費税の税額の計算」欄中の「中間納付譲渡割額」欄（甲２の４・１

枚目・順号㉑）に記載した金額と同額である。 

（10）新たに納付すべき譲渡割額 ２１６０万２１００円 

 上記金額は、前記（８）の納付すべき譲渡割額２５３７万８９００円から、前記（９）

の譲渡割の中間納付額３７７万６８００円を控除した後のものである。 

（11）新たに納付すべき消費税等の額 １億０８００万９８００円 

 上記金額は、前記（６）の新たに納付すべき消費税額８６４０万７７００円と前記（１

０）の新たに納付すべき譲渡割額２１６０万２１００円を合計した後のものである。 

５ 平成２２年課税期間に係る消費税等の額 

（１）消費税の課税標準額 ２５億６３４８万６０００円 

 上記金額は、前記第１の５（１）アの事業所得に係る総収入金額２６億９１６６万０４
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６３円に、消費税法２８条１項本文の規定により、課税資産の譲渡等につき課されるべき

消費税額及び当該消費税額を課税標準として課されるべき地方消費税額に相当する額を含

まないものとされることから、１０５分の１００を乗じて計算した金額（ただし、国税通

則法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。 

（２）課税標準額に対する消費税額 １億０２５３万９４４０円 

 上記金額は、前記（１）の消費税の課税標準額２５億６３４８万６０００円に消費税法

２９条の規定による税率である１００分の４を乗じて計算した金額である。 

（３）控除対象仕入税額 ４６０万２７８８円 

 上記金額は、別表６のとおり、領収書及び帳簿の保存があった課税仕入れに係る支払対

価の額と、領収書及び帳簿の保存がないものの金額が３万円未満の課税仕入れに係る支払

対価の額を合計した後の金額である１億２０８２万３１８６円に、消費税法３０条１項の

規定により、１０５分の４を乗じて計算した金額である（ただし、１円未満の端数金額を

切り捨てた後のもの）。 

（４）納付すべき消費税額 ９７９３万６６００円 

 上記金額は、前記（２）の課税標準額に対する消費税額１億０２５３万９４４０円から、

前記（３）の控除対象仕入税額４６０万２７８８円を控除した後のもの（ただし、国税通

則法１１９条１項の規定により１００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。 

（５）中間納付額 １３８８万７０００円 

 上記金額は、原告が、平成２２年課税期間の消費税等の確定申告書（甲２の５）の「こ

の申告書による消費税の税額の計算」欄中の「中間納付税額」欄（甲２の５・１枚目・順

号⑩）に記載した金額と同額である。 

（６）新たに納付すべき消費税額 ８４０４万９６００円 

 上記金額は、前記（４）の納付すべき消費税額９７９３万６６００円から、前記（５）

の中間納付額１３８８万７０００円を控除した後のものである。 

（７）地方消費税の課税標準となる消費税額 ９７９３万６６００円 

 上記金額は、地方税法７２条の８２の規定により、前記（４）の納付すべき消費税額と

同額である。 

（８）納付すべき譲渡割額 ２４４８万４１００円 

 上記金額は、前記（７）の地方消費税の課税標準となる消費税額９７９３万６６００円

に、地方税法７２条の８３の規定による税率である１００分の２５を乗じて計算した金額

（ただし、地方税法２０条の４の２第３項の規定により１００円未満の端数金額を切り捨

てた後のもの）である。 

（９）譲渡割の中間納付額 ３４７万１６００円 

 上記金額は、原告が、平成２２年課税期間の消費税等の確定申告書（甲２の５）の「こ

の申告書による地方消費税の税額の計算」欄中の「中間納付譲渡割額」欄（甲２の５・１

枚目・順号㉑）に記載した金額と同額である。 

（10）新たに納付すべき譲渡割額 ２１０１万２５００円 

 上記金額は、前記（８）の納付すべき譲渡割額２４４８万４１００円から、前記（９）

の譲渡割の中間納付額３４７万１６００円を控除した後のものである。 

（11）新たに納付すべき消費税等の額 １億０５０６万２１００円 
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 上記金額は、前記（６）の新たに納付すべき消費税額８４０４万９６００円と前記（１

０）の新たに納付すべき譲渡割額２１０１万２５００円を合計した後のものである。 

６ 平成２３年課税期間に係る消費税等の額 

（１）消費税の課税標準額 ２３億７９０７万４０００円 

 上記金額は、前記第１の６（１）アの事業所得に係る総収入金額２４億９８０２万７８

９８円に、消費税法２８条１項本文の規定により、課税資産の譲渡等につき課されるべき

消費税額及び当該消費税額を課税標準として課されるべき地方消費税額に相当する額を含

まないものとされることから、１０５分の１００を乗じて計算した金額（ただし、国税通

則法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。 

（２）課税標準額に対する消費税額 ９５１６万２９６０円 

 上記金額は、前記（１）の消費税の課税標準額２３億７９０７万４０００円に消費税法

２９条の規定による税率である１００分の４を乗じて計算した金額である。 

（３）控除対象仕入税額 ３７万９５３８円 

 上記金額は、別表６のとおり、領収書及び帳簿の保存があった課税仕入れに係る支払対

価の額と、領収書及び帳簿の保存がないものの金額が３万円未満の課税仕入れに係る支払

対価の額を合計した後の金額である９９６万２８９４円に、消費税法３０条１項の規定に

より、１０５分の４を乗じて計算した金額である（ただし、１円未満の端数金額を切り捨

でた後のもの）。 

（４）納付すべき消費税額 ９４７８万３４００円 

 上記金額は、前記（２）の課税標準額に対する消費税額９５１６万２９６０円から、前

記（３）の控除対象仕入税額３７万９５３８円を控除した後のもの（ただし、国税通則法

１１９条１項の規定により１００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。 

（５）中間納付額 １２５５万６８００円 

 上記金額は、原告が、平成２３年課税期間の消費税等の確定申告書（甲２の６）の「こ

の申告書による消費税の税額の計算」欄中の「中間納付税額」欄（甲２の６・１枚目・順

号⑩）に記載した金額と同額である。 

（６）新たに納付すべき消費税額 ８２２２万６６００円 

 上記金額は、前記（４）の納付すべき消費税額９４７８万３４００円から、前記（５）

の中間納付額１２５５万６８００円を控除した後のものである。 

（７）地方消費税の課税標準となる消費税額 ９４７８万３４００円 

 上記金額は、地方税法７２条の８２の規定により、前記（４）の納付すべき消費税額と

同額である。 

（８）納付すべき譲渡割額 ２３６９万５８００円 

 上記金額は、前記（７）の地方消費税の課税標準となる消費税額９４７８万３４００円

に、地方税法７２条の８３の規定による税率である１００分の２５を乗じて計算した金額

（ただし、地方税法２０条の４の２第３項の規定により１００円未満の端数金額を切り捨

てた後のもの）である。 

（９）譲渡割の中間納付額 ３１３万９２００円 

 上記金額は、原告が、平成２３年課税期間の消費税等の確定申告書（甲２の６）の「こ

の申告書による地方消費税の税額の計算」欄中の「中間納付譲渡割額」欄（甲２の６・１
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枚目・順号㉑）に記載した金額と同額である。 

（10）新たに納付すべき譲渡割額 ２０５５万６６００円 

 上記金額は、前記（８）の納付すべき譲渡割額２３６９万５８００円から、前記（９）

の譲渡割の中間納付額３１３万９２００円を控除した後のものである。 

（11）新たに納付すべき消費税等の額 １億０２７８万３２００円 

 上記金額は、前記（６）の新たに納付すべき消費税額８２２２万６６００円と前記（１

０）の新たに納付すべき譲渡割額２０５５万６６００円を合計した後のものである。 

７ 平成２４年課税期間に係る消費税等の額 

（１）消費税の課税標準額 ２４億０３７２万５０００円 

 上記金額は、前記第１の７（１）アの事業所得に係る総収入金額２５億２３９１万１３

０３円に、消費税法２８条１項本文の規定により、課税資産の譲渡等につき課されるべき

消費税額及び当該消費税額を課税標準として課されるべき地方消費税額に相当する額を含

まないものとされることから、１０５分の１００を乗じて計算した金額（ただし、国税通

則法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。 

（２）課税標準額に対する消費税額 ９６１４万９０００円 

 上記金額は、前記（１）の消費税の課税標準額２４億０３７２万５０００円に消費税法

２９条の規定による税率である１００分の４を乗じて計算した金額である。 

（３）控除対象仕入税額 ２１９万０１０１円 

 上記金額は、別表６のとおり、領収書及び帳簿の保存があった課税仕入れに係る支払対

価の額と、領収書及び帳簿の保存がないものの金額が３万円未満の課税仕入れに係る支払

対価の額を合計した後の金額である５７４９万０１５９円に、消費税法３０条１項の規定

により、１０５分の４を乗じて計算した金額である（ただし、１円未満の端数金額を切り

捨てた後のもの）。 

（４）納付すべき消費税額 ９３９５万８８００円 

 上記金額は、前記（２）の課税標準額に対する消費税額９６１４万９０００円から、前

記（３）の控除対象仕入税額２１９万０１０１円を控除した後のもの（ただし、国税通則

法１１９条１項の規定により１００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。 

（５）中間納付額 １１６１万０３００円 

 上記金額は、原告が、平成２４年課税期間の消費税等の確定申告書（甲２の７）の「こ

の申告書による消費税の税額の計算」欄中の「中間納付税額」欄（甲２の７・１枚目・順

号⑩）に記載した金額と同額である。 

（６）新たに納付すべき消費税額 ８２３４万８５００円 

 上記金額は、前記（４）の納付すべき消費税額９３９５万８８００円から、前記（５）

の中間納付額１１６１万０３００円を控除した後のものである。 

（７）地方消費税の課税標準となる消費税額 ９３９５万８８００円 

 上記金額は、地方税法７２条の８２の規定により、前記（４）の納付すべき消費税額と

同額である。 

（８）納付すべき譲渡割額 ２３４８万９７００円 

 上記金額は、前記（７）の地方消費税の課税標準となる消費税額９３９５万８８００円

に、地方税法７２条の８３の規定による税率である１００分の２５を乗じて計算した金額
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（ただし、地方税法２０条の４の２第３項の規定により１００円未満の端数金額を切り捨

てた後のもの）である。 

（９）譲渡割の中間納付額 ２９０万２５００円 

 上記金額は、原告が、平成２４年課税期間の消費税等の確定申告書（甲２の７）の「こ

の申告書による地方消費税の税額の計算」欄中の「中間納付譲渡割額」欄（甲２の７・１

枚目・順号㉑）に記載した金額と同額である。 

（10）新たに納付すべき譲渡割額 ２０５８万７２００円 

 上記金額は、前記（８）の納付すべき譲渡割額２３４８万９７００円から、前記（９）

の譲渡割の中間納付額２９０万２５００円を控除した後のものである。 

（11）新たに納付すべき消費税等の額 １億０２９３万５７００円 

 上記金額は、前記（６）の新たに納付すべき消費税額８２３４万８５００円と前記（１

０）の新たに納付すべき譲渡割額２０５８万７２００円を合計した後のものである。 

第３ 本件各更正処分の適法性 

 被告が本件訴訟において主張する本件各年分の所得税の額及び本件各課税期間の消費税等の

額は、それぞれ、前記第１及び第２のとおりであるところ、本件各更正処分における本件各年

分の所得税の額は、別表２の「更正処分」欄のうちの「納付すべき税額」欄に対応する部分に

それぞれ記載されているとおりであり、また、本件各更正処分における本件各課税期間の消費

税等の額は、別表３の「更正処分等」欄のうちの「消費税」欄中の「納付すべき消費税額」欄

及び「地方消費税」欄中の「納付すべき譲渡割額」欄に対応する部分にそれぞれ記載されてい

るとおりであって、これらは、いずれも、被告が本件訴訟において主張する本件各年分の所得

税の額及び本件各課税期間の消費税等の額を下回っている（所得税につき別表１０、消費税等

につき別表１１各参照）から、本件各更正処分はいずれも適法である。 

第４ 本件各年分の所得税に係る加算税の額及び本件各課税期間の消費税等に係る加算税の額 

１ 本件各年分の所得税に係る加算税の額 

 原告は、本件各年分を通じ、真実の店舗別「年間損益表」と「合計年間損益表」（報告用集

計表）を基に、売上金額を減らした店舗別及び各店舗合計の「年間損益表」（申告集計表）を

確定申告用に作成するなどして虚偽の売上金額を記載した申告集計表を税理士に提出し、本件

各確定申告をしていたのであるから、国税通則法６８条１項の規定により、納付すべき所得税

の額と、原告が本件各確定申告において申告した所得税の額との差額のうち、隠蔽し又は仮装

したところに基づく部分について重加算税が、隠蔽し又は仮装したところに基づく部分以外の

部分について過少申告加算税が、それぞれ課されることとなる（以下、重加算税が課される部

分の税額を「重加対象部分」といい、過少申告加算税が課される部分の税額を「過少対象部

分」という。）。 

 なお、原告が納付すべきこととなる税額の計算の基礎となった事実のうち、同法６５条４項

に規定する「正当な理由」に該当する事実は認められない。 

（１）平成１８年分の所得税額に係る重加算税の額 ２７１９万１５００円 

 上記金額は、前記第１の１（６）の新たに納付すべき税額９６６２万９７００円から、

原告が平成１８年分の所得税の確定申告書第１表の「税金の計算」欄の「第３期分の税

額」欄中の「納める税金」欄（甲１の１・１枚目・順号㊶）に記載した１８９３万１９０

０円を控除した後のものである７７６９万円（ただし、国税通則法１１８条３項の規定に
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より１万円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）について、その全額が重加対象部分で

あり、過少対象部分は認められないことから、当該金額を基礎として同法６８条１項の規

定による１００分の３５の割合を乗じて計算した金額である。 

（２）平成１９年分の所得税額に係る重加算税の額 ３７５０万９５００円 

 上記金額は、前記第１の２（６）の新たに納付すべき税額１億２６３９万６０００円か

ら、原告が平成１９年分の所得税の確定申告書第１表の「税金の計算」欄の「第３期分の

税額」欄中の「納める税金」欄（甲１の２・１枚目・順号㊵）に記載した１９２１万６８

００円を控除した後のものである１億０７１７万円（ただし、国税通則法１１８条３項の

規定により１万円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）について、その全額が重加対象

部分であり、過少対象部分は認められないことから、当該金額を基礎として同法６８条１

項の規定による１００分の３５の割合を乗じて計算した金額である。 

（３）平成２０年分の所得税額に係る重加算税の額 ３５７９万４５００円 

 上記金額は、前記第１の３（６）の新たに納付すべき税額１億０６０６万９０００円か

ら、原告が平成２０年分の所得税の確定申告書第１表の「税金の計算」欄の「第３期分の

税額」欄中の「納める税金」欄（甲１の３・１枚目・順号㊵）に記載した３７９万１００

０円を控除した後のものである１億０２２７万円（ただし、国税通則法１１８条３項の規

定により１万円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）について、その全額が重加対象部

分であり、過少対象部分は認められないことから、当該金額を基礎として同法６８条１項

の規定による１００分の３５の割合を乗じて計算した金額である。 

（４）平成２１年分の所得税額に係る重加算税の額 ３６３６万１５００円 

 上記金額は、前記第１の４（６）の新たに納付すべき税額１億１４９５万７２００円か

ら、原告が平成２１年分の所得税の確定申告書第１表の「税金の計算」欄の「第３期分の

税額」欄中の「納める税金」欄（甲１の４・１枚目・順号㊷）に記載した１１０５万９２

００円を控除した後のものである１億０３８９万円（ただし、国税通則法１１８条３項の

規定により１万円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）について、その全額が重加対象

部分であり、過少対象部分は認められないことから、当該金額を基礎として同法６８条１

項の規定による１００分の３５の割合を乗じて計算した金額である。 

（５）平成２２年分の所得税額に係る加算税の額 

ア 過少申告加算税の額 ２万円 

 前記第１の５（１）ア（イ）のとおり、本件広告業に係る総収入金額から、本件各店

舗との間の取引（内部取引）に係る収入金額３２１２万１０００円を控除する必要があ

る一方で、同ウ（イ）のとおり、必要経費のうち広告宣伝費の額から、上記の内部取引

に係る経費３２６３万９０００円も控除することになったことから、原告の事業所得が、

５１万８０００円増加することとなる。 

 当該所得の増加額５１万８０００円から、前記第１の５（１）ア（イ）ｃの本件広告

業の売上げとはならない預金利息２９１円を控除した後の５１万７７０９円は、過少対

象部分と認められる（別表７－１「Ｅ 不正当事由部分の額」欄に対応する「総所得金

額」欄（順号①）参照）ことから、国税通則法施行令２８条１項（ただし、平成２８年

政令第１５６号による改正前のもの。以下同じ。）所定の納付すべき税額を計算すると、

別表７－１「Ｅ 不正当事由部分の額」欄に対応する「増差税額」欄（順号⑫）に記載
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されているとおり、２０万７２００円となる。 

 したがって、過少申告加算税の額は、上記の２０万７２００円について、国税通則法

１１８条３項の規定により１万円未満の端数金額を切り捨てた後のものである２０万円

を基礎として、同法６５条１項（ただし、平成２８年法律第１５号による改正前のもの。

以下、特に断りのない限り同じ。）の規定による１００分の１０の割合を乗じて計算した

金額である。 

イ 重加算税の額 ３６４６万３０００円 

 上記金額は、前記第１の５（６）の新たに納付すべき税額１億００１９万２０００円

に、原告が平成２２年分の所得税の確定申告書第１表の「税金の計算」欄の「第３期分

の税額」欄中の「還付される税金」欄（甲１の５・１枚目・順号㊸）に記載した「△４

２０万４８００円」の絶対額である４２０万４８００円を加算した後のものである１億

０４３９万６８００円から、前記アの過少対象部分に係る納付すべき税額である２０万

７２００円を控除した後の１億０４１８万円（ただし、国税通則法１１８条３項の規定

により１万円未満の端数金額を切り捨てた後のもの。別表７－１「Ｃ 隠蔽仮装事由部

分の額」欄に対応する「加算税の基礎となる税額」欄（順号⑬）参照）を基礎として同

法６８条１項の規定による１００分の３５の割合を乗じて計算した金額である。 

（６）平成２３年分の所得税額に係る重加算税の額 ３４１８万４５００円 

 上記金額は、前記第１の６（６）の新たに納付すべき税額１億０３７８万３６００円か

ら、原告が平成２３年分の所得税の確定申告書第１表の「税金の計算」欄の「第３期分の

税額」欄中の「納める税金」欄（甲１の６・１枚目・順号㊺）に記載した６１０万４００

０円を控除した後のものである９７６７万円（ただし、国税通則法１１８条３項の規定に

より１万円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）について、その全額が重加対象部分で

あり、過少対象部分は認められないことから、当該金額を基礎として同法６８条１項の規

定による１００分の３５の割合を乗じて計算した金額である。 

（７）平成２４年分の所得税額に係る加算税の額 

ア 過少申告加算税の額 ７２３万８０００円 

 前記第１の７（１）ウ（イ）のとおり、原告が平成２４年分の収支内訳書に記載した

本件広告業に係る必要経費の額（３億６１１６万９２００円）から、本件各店舗との間

の取引（内部取引）に係る売上金額２４１３万１５８０円を控除する必要があり、その

結果、原告の事業所得が２４１３万１５８０円増加することとなる。 

 そして、当該所得の増加額２４１３万１５８０円から、前記第１の７（１）ア（イ）

ｂの本件広告業の売上げとはならない預金利息１６４円を控除した後の２４１３万１４

１６円及び同ア（エ）ｂの本件各法人のうちの一部の法人からの収入１億１０００万円

を合計した後のものである１億３４１３万１４１６円は、いずれも過少対象部分と認め

られる（別表７－２「Ｅ 不正当事由部分の額」欄に対応する「総所得金額」欄（順号

①）参照）ことから、国税通則法施行令２８条１項所定の納付すべき税額を計算すると、

別表７－２「Ｅ 不正当事由部分の額」欄に対応する「増差税額」欄（順号⑫）に記載

されているとおり、５３６５万２４００円となる。 

 その上で、上記の５３６５万２４００円は、原告が平成２４年分の所得税の確定申告

書第１表の「税金の計算」欄の「申告納税額」欄（甲１の７・１枚目・順号㊸）に記載
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した１６１８万７６００円を超えるから、上記の５３６５万２４００円について、国税

通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数金額を切り捨てた後のものである５

３６５万円を基礎として、同法６５条１項の規定による１００分の１０の割合を乗じて

計算した５３６万５０００円（別表７－３「通常分」欄中の「加算税の割合額」欄（順

号⑩）参照）に、上記の５３６５万円のうち上記の申告納税額１６１８万７６００円を

超える部分に相当する税額３７４６万４８００円について、同法１１８条３項の規定に

より１万円未満の端数金額を切り捨てた後のものである３７４６万円を基礎として、同

法６５条２項（ただし、平成２８年法律第１５号による改正前のもの。以下同じ。）の規

定による１００分の５の割合を乗じて計算した１８７万３０００円（別表７－３「加重

分」欄中の「加算税の割合額」欄（順号⑬）参照）を合計した後のものである７２３万

８０００円が過少申告加算税の額となる（別表７－３「過少申告加算税の額」欄（順号

⑭）参照）。 

イ 重加算税の額 ３３０１万９０００円 

 上記金額は、前記第１の７（６）の新たに納付すべき税額１億５３０３万７６００円

から、原告が平成２４年分の所得税の確定申告書第１表の「税金の計算」欄の「第３期

分の税額」欄中の「納める税金」欄（甲１の７・１枚目・順号㊺）に記載した５０４万

２４００円を控除した後のものである１億４７９９万５２００円から、前記アの過少対

象部分に係る納付すべき税額である５３６５万２４００円を控除した後の９４３４万円

（ただし、国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数金額を切り捨てた後

のもの。別表７－２「Ｃ 隠蔽仮装事由部分の額」欄に対応する「加算税の基礎となる

税額」欄（順号⑬）参照）を基礎として同法６８条１項の規定による１００分の３５の

割合を乗じて計算した金額である。 

２ 本件各課税期間の消費税等に係る加算税の額 

 前記１の所得税に係る重加対象部分に連動する消費税等の額については、国税通則法６８条

１項の規定により重加算税が課されることとなり、前記１の所得税に係る過少対象部分に連動

する消費税等の額については、同法６５条１項（ただし、平成１８年課税期間については、平

成１８年法律第１０号による改正前のもの）の規定により過少申告加算税が課されることとな

るところ、被告が本件訴訟において主張する本件各課税期間の消費税等の額のうち、原告が課

税資産の譲渡等の対価の額に当たらないとした接客従業者に対する支払額部分に相当する消費

税等の額は、原告の課税資産の譲渡等の対価の額の捉え方を誤って解釈したことに起因するも

のであり、事実の隠蔽又は仮装には該当しないことから、過少対象部分と認められる。また、

本件広告業及び本件飲食店に係る課税資産の譲渡等の対価の額、平成２４年に原告が本件各法

人のうちの一部の法人から受け取った報酬、その他の雑収入（平成２４年課税期間のみ）につ

いては、隠蔽又は仮装の事実が認められないことから、過少対象部分として消費税等の加算税

を計算すべきものである。なお、原告の本件各課税期間における課税資産の譲渡等の対価の額

についての重加対象部分及び過少対象部分の内訳の詳細は、別表８のとおりである。 

 そして、原告が納付すべきこととなる税額の計算の基礎となった事実のうち、同条４項に規

定する「正当な理由」に該当する事実は認められない。 

（１）平成１８年課税期間の消費税等の額に係る加算税の額 

ア 過少申告加算税の額 ７８２万６０００円 
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 平成１８年課税期間における事業所得に係る総収入金額のうち前記第１の１（１）ウ

（ア）の接客従業者に対する支払額１０億７０９０万５７３２円から同ア（イ）ｂの本

件広告業における本件５店舗に対する売上金額（内部取引の額）２１４５万５６００円

を控除した後のものである１０億４９４５万０１３２円（別表８の「平成１８年課税期

間」欄中の「事業所得に係る総収入金額」欄に対応する「⑤隠蔽仮装以外の部分」欄参

照）について、国税通則法施行令２８条１項所定の納付すべき税額は、別表９－１の

「Ｄ 隠蔽仮装事由以外の事実のみに基づいて更正があった場合の額」欄に対応する

「消費税等の合計税額」欄（順号⑪）のとおり、６５４４万５４００円となる。 

 その上で、当該税額６５４４万５４００円と、原告が、平成１８年課税期間の消費税

等の確定申告書（甲２の１）の「消費税及び地方消費税の合計（納付又は還付）税額」

欄（甲２の１・１枚目・順号㉖）に記載した金額である７６４万４９００円との差額は、

５７８０万０５００円となる（別表９－１「過少申告加算税の対象となる税額」欄・順

号⑫参照）ところ、これは、原告が、平成１８年課税期間の消費税等の確定申告書（甲

２の１）の「この申告書による消費税の税額の計算」欄の「差引税額」欄（甲２の１・

１枚目・順号⑨）に記載した１３５０万３４００円及び「この申告書による地方消費税

の税額の計算」欄の「譲渡割額」欄中の「納税額」欄（甲２の１・１枚目・順号⑳）に

記載した３３７万５８００円を合計した１６８７万９２００円を超えるから、過少申告

加算税の額は、上記の５７８０万０５００円について、国税通則法１１８条３項の規定

により１万円未満の端数金額を切り捨てた後のものである５７８０万円を基礎として、

同法６５条１項（ただし、平成１８年法律第１０号による改正前のもの）の規定による

１００分の１０の割合を乗じて計算した５７８万円に、上記の５７８０万０５００円の

うち上記の１６８７万９２００円を超える部分に相当する税額４０９２万１３００円に

ついて、同法１１８条３項の規定により１万円未満の端数金額を切り捨てた後のもので

ある４０９２万円を基礎として、同法６５条２項の規定による１００分の５の割合を乗

じて計算した２０４万６０００円を合計した後のものである７８２万６０００円となる

（別表９－１「過少申告加算税の額」欄・順号⑳参照）。 

イ 重加算税の額 ３５４万２０００円 

 上記金額は、前記第２の１（１１）の新たに納付すべき消費税等の額７５５７万３８

００円から、前記アの過少対象部分に係る税額６５４４万５４００円を控除した後のも

のである１０１２万８４００円（別表９－１「重加算税の対象となる税額」欄・順号⑬

参照）について、国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数金額を切り捨

てた後のものである１０１２万円を基礎として、同法６８条１項の規定による１００分

の３５の割合を乗じて計算した金額である（別表９－１「重加算税の額」欄・順号⑮参

照）。 

（２）平成１９年課税期間の消費税等の額に係る加算税の額 

ア 過少申告加算税の額 ９４１万８０００円 

 平成１９年課税期間における事業所得に係る総収入金額のうち前記第１の２（１）ウ

（ア）の接客従業者に対する支払額１３億７６５３万１２８０円から同ア（イ）ｂの本

件広告業における本件６店舗に対する売上金額（内部取引の額）３９５０万円及び同ｃ

の預金利息１３１２円を合計した３９５０万１３１２円を控除した後のものである１３
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億３７０２万９９６８円（別表８の「平成１９年課税期間」欄中の「事業所得に係る総

収入金額」欄に対応する「⑤隠蔽仮装以外の部分」欄参照）及び車両を売却した対価で

ある５００万円（別表８の「平成１９年課税期間」欄中の「車両売却の対価の額」欄に

対応する「⑤隠蔽仮装以外の部分」欄参照）を合計した１３億４２０２万９９６８円に

ついて、国税通則法施行令２８条１項所定の納付すべき税額は、別表９－２の「Ｄ 隠

蔽仮装事由以外の事実のみに基づいて更正があった場合の額」欄に対応する「消費税等

の合計税額」欄（順号⑪）のとおり、７８９０万６０００円となる。 

 その上で、当該税額７８９０万６０００円と、原告の平成１９年課税期間の消費税等

について、豊能税務署長が平成２６年３月１３日付けで原告に対してした更正処分に係

る通知書である「消費税及び地方消費税の更正通知書並びに加算税の付加決定通知書」

（甲４の２）の「区分」欄の「消費税及び地方消費税の合計（納付又は還付△印）税

額」欄（甲４の２・１枚目・順号２２）のうち「Ａ既確定額（更正）」欄に対応する部分

に記載された金額である８９２万３２００円との差額は、６９９８万２８００円となる

（別表９－２「過少申告加算税の対象となる税額」欄・順号⑫参照）ところ、これは、

豊能税務署長が平成２０年６月２日付けで原告に対してした更正処分における消費税等

の額２１５８万２３００円（上記の通知書の「区分」欄の「消費税」欄中の「差引税

額」欄（甲４の２・１枚目・順号１１）のうち「Ａ既確定額（更正）」欄に対応する部分

に記載された金額である１７２６万５９００円と、同通知書の「区分」欄の「地方消費

税」欄の「譲渡割額」欄中の「納税額」欄（甲４の２・１枚目・順号１８）のうち「Ａ

既確定額（更正）」欄に対応する部分に記載された金額である４３１万６４００円を合計

した後のもの）を超えるから、過少申告加算税の額は、上記の６９９８万２８００円に

ついて、国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数金額を切り捨てた後の

ものである６９９８万円を基礎として、同法６５条１項の規定による１００分の１０の

割合を乗じて計算した６９９万８０００円に、上記の６９９８万２８００円のうち上記

の２１５８万２３００円を超える部分に相当する税額４８４０万０５００円について、

同法１１８条３項の規定により１万円未満の端数金額を切り捨てた後のものである４８

４０万円を基礎として、同法６５条２項の規定による１００分の５の割合を乗じて計算

した２４２万円を合計した後のものである９４１万８０００円となる（別表９－２「過

少申告加算税の額」欄・順号⑳参照）。 

イ 重加算税の額 ４４６万２５００円 

 上記金額は、前記第２の２（１１）の新たに納付すべき消費税等の額９１６６万５５

００円から、前記アの過少対象部分に係る税額７８９０万６０００円を控除した後のも

のである１２７５万９５００円（別表９－２「重加算税の対象となる税額」欄・順号⑬

参照）について、国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数金額を切り捨

てた後のものである１２７５万円を基礎として、同法６８条１項の規定による１００分

の３５の割合を乗じて計算した金額である（別表９－２「重加算税の額」欄・順号⑮参

照）。 

（３）平成２０年課税期間の消費税等の額に係る加算税の額 

ア 過少申告加算税の額 １２０４万４０００円 

 平成２０年課税期間における事業所得に係る総収入金額のうち前記第１の３（１）ウ
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（ア）の接客従業者に対する支払額１３億１３５９万７３２０円から、同ア（イ）ｂの

本件広告業における本件６店舗に対する売上金額（内部取引の額）４４２０万６０００

円及び同ｃの預金利息３５９０円を合計した４４２０万９５９０円を控除し、同（ウ）

の本件飲食店に係る収入金額９０６万０７００円と原告の平成２０年分の所得税の確定

申告書における本件飲食店に係る収入金額に相当する６８８万６１２０円（別表８の

「平成２０年課税期間」欄中の「本件飲食店に係る収入金額」欄に対応する「①確定申

告額又は更正額」欄及び甲５の４１枚目各参照）との差額である２１７万４５８０円を

加算した後のものである１２億７１５６万２３１０円（同表の「平成２０年課税期間」

欄中の「事業所得に係る総収入金額」欄に対応する「⑤隠蔽仮装以外の部分」欄参照）

について、国税通則法施行令２８条１項所定の納付すべき税額は、別表９－３の「Ｄ 

隠蔽仮装事由以外の事実のみに基づいて更正があった場合の額」欄に対応する「消費税

等の合計税額」欄（順号⑪）のとおり、９５６９万７８００円となる。 

 その上で、当該税額９５６９万７８００円と、原告の平成２０年課税期間の消費税等

について、豊能税務署長が平成２６年３月１３日付けで原告に対してした更正処分に係

る通知書である「消費税及び地方消費税の更正通知書並びに加算税の付加決定通知書」

（甲４の３）の「区分」欄の「消費税及び地方消費税の合計（納付又は還付△印）税

額」欄（甲４の３・１枚目・順号２２）のうち「Ａ既確定額（更正）」欄に対応する部分

に記載された金額である７５０万３３００円との差額は、８８１９万４５００円となる

（別表９－３「過少申告加算税の対象となる税額」欄・順号⑫参照）ところ、これは、

豊能税務署長が平成２１年５月２７日付けで原告に対してした更正処分における消費税

等の額２３６８万９８００円（上記の通知書の「区分」欄の「消費税」欄中の「差引税

額」欄（甲４の３・１枚目・順号１１）のうち「Ａ既確定額（更正）」欄に対応する部分

に記載された金額である１８９５万１９００円と、同通知書の「区分」欄の「地方消費

税」欄の「譲渡割額」欄中の「納税額」欄（甲４の３・１枚目・順号１８）のうち「Ａ

既確定額（更正）」欄に対応する部分に記載された金額である４７３万７９００円を合計

した後のもの）を超えるから、過少申告加算税の額は、上記の８８１９万４５００円に

ついて、国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数金額を切り捨てた後の

ものである８８１９万円を基礎として、同法６５条１項の規定による１００分の１０の

割合を乗じて計算した８８１万９０００円に、上記の８８１９万４５００円のうち上記

の２３６８万９８００円を超える部分に相当する税額６４５０万４７００円について、

同法１１８条３項の規定により１万円未満の端数金額を切り捨てた後のものである６４

５０万円を基礎として、同法６５条２項の規定による１００分の５の割合を乗じて計算

した３２２万５０００円を合計した後のものである１２０４万４０００円となる（別表

９－３「過少申告加算税の額」欄・順号⑳参照）。 

イ 重加算税の額 ４２５万９５００円 

 上記金額は、前記第２の３（１１）の新たに納付すべき消費税等の額１億０７８７万

４０００円から、前記アの過少対象部分に係る税額９５６９万７８００円を控除した後

のものである１２１７万６２００円（別表９－３「重加算税の対象となる税額」欄・順

号⑬参照）について、国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数金額を切

り捨てた後のものである１２１７万円を基礎として、同法６８条１項の規定による１０
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０分の３５の割合を乗じて計算した金額である（別表９－３「重加算税の額」欄・順号

⑮参照）。 

（４）平成２１年課税期間の消費税等の額に係る加算税の額 

ア 過少申告加算税の額 １２５９万２０００円 

 平成２１年課税期間における事業所得に係る総収入金額のうち前記第１の４（１）ウ

（ア）の接客従業者に対する支払額１３億３４３８万８７０５円から同ア（イ）ｂの本

件広告業における本件各店舗に対する売上金額（内部取引の額）４０３１万７０００円

及び同ｃの預金利息８２１円を合計した４０３１万７８２１円を控除した後のものであ

る１２億９４０７万０８８４円（別表８の「平成２１年課税期間」欄中の「事業所得に

係る総収入金額」欄に対応する「⑤隠蔽仮装以外の部分」欄参照）及び車両を売却した

対価である６００万円（別表８の「平成２１年課税期間」欄中の「車両売却の対価の

額」欄に対応する「⑤隠蔽仮装以外の部分」欄参照）を合計した１３億０００７万０８

８４円について、国税通則法施行令２８条１項所定の納付すべき税額は、別表９－４の

「Ｄ 隠蔽仮装事由以外の事実のみに基づいて更正があった場合の額」欄に対応する

「消費税等の合計税額」欄（順号⑪）のとおり、９５９２万６７００円となる。 

 その上で、当該税額９５９２万６７００円と、原告が、平成２１年課税期間の消費税

等の確定申告書（甲２の４）の「消費税及び地方消費税の合計（納付又は還付）税額」

欄（甲２の４・１枚目・順号㉖）に記載した金額である４２６万０４００円との差額は、

９１６６万６３００円となる（別表９－４「過少申告加算税の対象となる税額」欄・順

号⑫参照）ところ、これは、原告が、平成２１年課税期間の消費税等の確定申告書（甲

２の４）の「この申告書による消費税の税額の計算」欄の「差引税額」欄（甲２の４・

１枚目・順号⑨）に記載した１８５１万６３００円及び「この申告書による地方消費税

の税額の計算」欄の「譲渡割額」欄中の「納税額」欄（甲２の４・１枚目・順号⑳）に

記載した４６２万９０００円を合計した２３１４万５３００円を超えるから、過少申告

加算税の額は、上記の９１６６万６３００円について、国税通則法１１８条３項の規定

により１万円未満の端数金額を切り捨てた後のものである９１６６万円を基礎として、

同法６５条１項の規定による１００分の１０の割合を乗じて計算した９１６万６０００

円に、上記の９１６６万６３００円のうち上記の２３１４万５３００円を超える部分に

相当する税額６８５２万１０００円について、同法１１８条３項の規定により１万円未

満の端数金額を切り捨てた後のものである６８５２万円を基礎として、同法６５条２項

の規定による１００分の５の割合を乗じて計算した３４２万６０００円を合計した後の

ものである１２５９万２０００円となる（別表９－４「過少申告加算税の額」欄・順号

⑳参照）。 

イ 重加算税の額 ４２２万８０００円 

 上記金額は、前記第２の４（１１）の新たに納付すべき消費税等の額１億０８００万

９８００円から、前記アの過少対象部分に係る税額９５９２万６７００円を控除した後

のものである１２０８万３１００円（別表９－４「重加算税の対象となる税額」欄・順

号⑬参照）について、国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数金額を切

り捨てた後のものである１２０８万円を基礎として、同法６８条１項の規定による１０

０分の３５の割合を乗じて計算した金額である（別表９－４「重加算税の額」欄・順号



124 

⑮参照）。 

（５）平成２２年課税期間の消費税等の額に係る加算税の額 

ア 過少申告加算税の額 １２２９万９０００円 

 平成２２年課税期間における事業所得に係る総収入金額のうち前記第１の５（１）ウ

（ア）の接客従業者に対する支払額１３億５０６４万１２８５円から、原告の平成２２

年分の所得税の確定申告書における本件広告業に係る収入金額に相当する４９９０万１

５４１円（別表８の「平成２２年課税期間」欄中の「本件広告業に係る収入金額」欄に

対応する「①確定申告額又は更正額」欄及び甲５の４１枚目各参照）と同ア（イ）の本

件広告業に係る総収入金額１５３２万４２５０円との差額である３４５７万７２９１円

を控除した後のものである１３億１６０６万３９９４円（別表８の「平成２２年課税期

間」欄中の「事業所得に係る総収入金額」欄に対応する「⑤隠蔽仮装以外の部分」欄参

照）について、国税通則法施行令２８条１項所定の納付すべき税額は、別表９－５の

「Ｄ 隠蔽仮装事由以外の事実のみに基づいて更正があった場合の額」欄に対応する

「消費税等の合計税額」欄（順号⑪）のとおり、９２５４万１６００円となる。 

 その上で、当該税額９２５４万１６００円と、原告が、平成２２年課税期間の消費税

等の確定申告書（甲２の５）の「消費税及び地方消費税の合計（納付又は還付）税額」

欄（甲２の５・１枚目・順号㉖）に記載した金額である３５６万９６００円との差額は、

８８９７万２０００円となる（別表９－５「過少申告加算税の対象となる税額」欄・順

号⑫参照）ところ、これは、原告が、平成２２年課税期間の消費税等の確定申告書（甲

２の５）の「この申告書による消費税の税額の計算」欄の「差引税額」欄（甲２の５・

１枚目・順号⑨）に記載した１６７４万２６００円及び「この申告書による地方消費税

の税額の計算」欄の「譲渡割額」欄中の「納税額」欄（甲２の５・１枚目・順号⑳）に

記載した４１８万５６００円を合計した２０９２万８２００円を超えるから、過少申告

加算税の額は、上記の８８９７万２０００円について、国税通則法１１８条３項の規定

により１万円未満の端数金額を切り捨てた後のものである８８９７万円を基礎として、

同法６５条１項の規定による１００分の１０の割合を乗じて計算した８８９万７０００

円に、上記の８８９７万２０００円のうち上記の２０９２万８２００円を超える部分に

相当する税額６８０４万３８００円について、同法１１８条３項の規定により１万円未

満の端数金額を切り捨てた後のものである６８０４万円を基礎として、同法６５条２項

の規定による１００分の５の割合を乗じて計算した３４０万２０００円を合計した後の

ものである１２２９万９０００円となる（別表９－５「過少申告加算税の額」欄・順号

⑳参照）。 

イ 重加算税の額 ４３８万２０００円 

 上記金額は、前記第２の５（１１）の新たに納付すべき消費税等の額１億０５０６万

２１００円から、前記アの過少対象部分に係る税額９２５４万１６００円を控除した後

のものである１２５２万０５００円（別表９－５「重加算税の対象となる税額」欄・順

号⑬参照）について、国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数金額を切

り捨てた後のものである１２５２万円を基礎として、同法６８条１項の規定による１０

０分の３５の割合を乗じて計算した金額である（別表９－５「重加算税の額」欄・順号

⑮参照）。 
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（６）平成２３年課税期間の消費税等の額に係る加算税の額 

ア 過少申告加算税の額 １２１５万６０００円 

 平成２３年課税期間における事業所得に係る総収入金額のうち前記第１の６（１）ウ

（ア）の接客従業者に対する支払額１２億４９５４万３７５３円から同ア（イ）ｂの本

件広告業における本件各店舗に対する売上金額（内部取引の額）２７７４万２０００円

及び同ｃの預金利息１５６円を合計した２７７４万２１５６円を控除した後のものであ

る１２億２１８０万１５９７円（別表８の「平成２３年課税期間」欄中の「事業所得に

係る総収入金額」欄に対応する「⑤隠蔽仮装以外の部分」欄参照）について、国税通則

法施行令２８条１項所定の納付すべき税額は、別表９－６の「Ｄ 隠蔽仮装事由以外の

事実のみに基づいて更正があった場合の額」欄に対応する「消費税等の合計税額」欄

（順号⑪）のとおり、９１１５万４６００円となる。 

 その上で、当該税額９１１５万４６００円と、原告が、平成２３年課税期間の消費税

等の確定申告書（甲２の６）の「消費税及び地方消費税の合計（納付又は還付）税額」

欄（甲２の６・１枚目・順号㉖）に記載した金額である３６５万５０００円との差額は、

８７４９万９６００円となる（別表９－６「過少申告加算税の対象となる税額」欄・順

号⑫参照）ところ、これは、原告が、平成２３年課税期間の消費税等の確定申告書（甲

２の６）の「この申告書による消費税の税額の計算」欄の「差引税額」欄（甲２の６・

１枚目・順号⑨）に記載した１５４８万０８００円及び「この申告書による地方消費税

の税額の計算」欄の「譲渡割額」欄中の「納税額」欄（甲２の６・１枚目・順号⑳）に

記載した３８７万０２００円を合計した１９３５万１０００円を超えるから、過少申告

加算税の額は、上記の８７４９万９６００円について、国税通則法１１８条３項の規定

により１万円未満の端数金額を切り捨てた後のものである８７４９万円を基礎として、

同法６５条１項の規定による１００分の１０の割合を乗じて計算した８７４万９０００

円に、上記の８７４９万９６００円のうち上記の１９３５万１０００円を超える部分に

相当する税額６８１４万８６００円について、同法１１８条３項の規定により１万円未

満の端数金額を切り捨てた後のものである６８１４万円を基礎として、同法６５条２項

の規定による１００分の５の割合を乗じて計算した３４０万７０００円を合計した後の

ものである１２１５万６０００円となる（別表９－６「過少申告加算税の額」欄・順号

⑳参照）。 

イ 重加算税の額 ４０６万７０００円 

 上記金額は、前記第２の６（１１）の新たに納付すべき消費税等の額１億０２７８万

３２００円から、前記アの過少対象部分に係る税額９１１５万４６００円を控除した後

のものである１１６２万８６００円（別表９－６「重加算税の対象となる税額」欄・順

号⑬参照）について、国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数金額を切

り捨てた後のものである１１６２万円を基礎として、同法６８条１項の規定による１０

０分の３５の割合を乗じて計算した金額である（別表９－６「重加算税の額」欄・順号

⑮参照）。 

（７）平成２４年課税期間の消費税等の額に係る加算税の額 

ア 過少申告加算税の額 １２１２万９５００円 

 平成２４年課税期間における事業所得に係る総収入金額のうち前記第１の７（１）ウ
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（ア）の接客従業者に対する支払額１２億１１３７万８６４１円から同ア（イ）ｂの本

件広告業における預金利息の額１６４円を控除した後のものである１２億１１３７万８

４７７円及び同（エ）ｂの本件各法人のうちの一部の法人から受領した報酬の額である

１億１０００万円（別表８の「平成２４年課税期間」欄の「事業所得に係る総収入金

額」欄の「雑収入」欄中の「法人からの報酬」欄に対応する「⑤隠蔽仮装以外の部分」

欄参照）を合計した１３億２１３７万８４７７円（別表８の「平成２４年課税期間」欄

中の「事業所得に係る総収入金額」欄に対応する「⑤隠蔽仮装以外の部分」欄参照）に

ついて、国税通則法施行令２８条１項所定の納付すべき税額は、別表９－７の「Ｄ 隠

蔽仮装事由以外の事実のみに基づいて更正があった場合の額」欄に対応する「消費税等

の合計税額」欄（順号⑪）のとおり、９１７０万４４００円となる。 

 その上で、当該税額９１７０万４４００円と、原告が、平成２４年課税期間の消費税

等の確定申告書（甲２の７）の「消費税及び地方消費税の合計（納付又は還付）税額」

欄（甲２の７・１枚目・順号㉖）に記載した金額である４５０万０５００円との差額は、

８７２０万３９００円となる（別表９－７「過少申告加算税の対象となる税額」欄・順

号⑫参照）ところ、これは、原告が、平成２４年課税期間の消費税等の確定申告書（甲

２の７）の「この申告書による消費税の税額の計算」欄の「差引税額」欄（甲２の７・

１枚目・順号⑨）に記載した１５２１万０７００円及び「この申告書による地方消費税

の税額の計算」欄の「譲渡割額」欄中の「納税額」欄（甲２の７・１枚目・順号⑳）に

記載した３８０万２６００円を合計した１９０１万３３００円を超えるから、過少申告

加算税の額は、上記の８７２０万３９００円について、国税通則法１１８条３項の規定

により１万円未満の端数金額を切り捨てた後のものである８７２０万円を基礎として、

同法６５条１項の規定による１００分の１０の割合を乗じて計算した８７２万円に、上

記の８７２０万３９００円のうち上記の１９０１万３３００円を超える部分に相当する

税額６８１９万０６００円について、同法１１８条３項の規定により１万円未満の端数

金額を切り捨てた後のものである６８１９万円を基礎として、同法６５条２項の規定に

よる１００分の５の割合を乗じて計算した３４０万９５００円を合計した後のものであ

る１２１２万９５００円となる（別表９－７「過少申告加算税の額」欄・順号⑳参照）。 

イ 重加算税の額 ３９３万０５００円 

 上記金額は、前記第２の７（１１）の新たに納付すべき消費税等の額１億０２９３万

５７００円から、前記アの過少対象部分に係る税額９１７０万４４００円を控除した後

のものである１１２３万１３００円（別表９－７「重加算税の対象となる税額」欄・順

号⑬参照）について、国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数金額を切

り捨てた後のものである１１２３万円を基礎として、同法６８条１項の規定による１０

０分の３５の割合を乗じて計算した金額である（別表９－７「重加算税の額」欄・順号

⑮参照）。 

第５ 本件各賦課決定処分の適法性 

 被告が本件訴訟において主張する本件各年分の所得税に係る加算税の額及び本件各課税期間

の消費税等に係る加算税の額は、前記第４のとおりであるところ、本件各賦課決定処分におけ

る本件各年分の所得税に係る過少申告加算税及び重加算税の額は、別表２の「更正処分」欄の

うちの「過少申告加算税の額」欄及び「重加算税の額」欄に対応する部分に記載されていると
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おりであり、また、本件各賦課決定処分における本件各課税期聞の消費税等に係る過少申告加

算税及び重加算税の額は、別表３の「裁決」欄のうちの「過少申告加算税の額」欄及び「重加

算税の額」欄に対応する部分に記載されているとおりであって、これらは、いずれも被告が本

件訴訟において主張する本件各年分の所得税及び本件各課税期間の消費税等に係る過少申告加

算税及び重加算税の額を下回っている（所得税につき別表１０、消費税等につき別表１１各参

照）から、本件各賦課決定処分は、いずれも適法である。 

 以上 
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別紙５、別表１、別表４－１から別表７－３まで、別表９－１から別表９－７まで、別表１３から別

表１９－３まで 省略 
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別紙６ 

 

本件各更正処分等の根拠及び適法性 

 

第１ 本件各年分の所得税の額 

 本件各店舗に係る総収入金額の推計の方法及び本件広告業に係る収入金額の計算方法は、い

ずれも別紙４と同様である。 

１ 平成１８年分に係る所得税額等 

（１）総所得金額 ２億８７４５万８１７９円 

 上記金額は、次のアの事業所得に係る総収入金額からイの仕入金額及びウの必要経費を

控除したエの事業所得の金額と同額である。 

ア 事業所得に係る総収入金額 ２１億７１６８万７９１０円 

 上記金額は、次の（ア）ないし（エ）の各金額の合計額である。 

（ア）本件５店舗に係る総収入金額 ２１億２０１８万５５７２円 

 上記金額は、本件５店舗に係る平成１８年分の推計粗金額である１０億４９２７万９

８４０円（別表１５－１の「第２段階」欄中の「推計粗金額」欄のうち「平成１８年

分」欄に対応する部分参照）を、本件５店舗に係る平均粗金率である４９．４９％（別

表１５－１の「第３段階」欄中の「本件５店舗（Ａ～Ｅ）の平均」欄のうち「粗金率」

欄に対応する部分参照）で除した後の金額である（別表１５－１の「第４段階」欄中の

「本件各店舗に係る総収入金額」欄のうち「平成１８年分」欄に対応する部分参照）。 

（イ）本件広告業に係る総収入金額 ２８９９万３６７４円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の１（１）ア（イ）と同様であり、平成１９年

分ないし平成２４年分の本件広告業に係る収入金額から推計したａの金額からｂの金額

を控除した後の金額である。 

ａ 収入金額 ５０４４万９２７４円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の１（１）ア（イ）ａと同様である。 

ｂ 内部取引に係る収入金額 ２１４５万５６００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の１（１）ア（イ）ｂと同様である。 

（ウ）本件飲食店に係る収入金額 １１４８万３７００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の１（１）ア（ウ）と同様である。 

（エ）雑収入の額 １１０２万４９６４円 

 上記金額は、前記（ア）の本件５店舗に係る総収入金額（２１億２０１８万５５７２

円）に、本件５店舗に係る平均徴収率０．５２％（別表１６－１の「総徴収金額の算

定」欄中の「平均徴収率」欄のうち「平成１８年分」欄に対応する部分参照）を乗じた

後の金額（別表１６－１の「総徴収金額の算定」欄中の「総徴収金額」欄のうち「平成

１８年分」欄に対応する部分参照）である。 

イ 仕入金額 ２７０万２９８６円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の１（１）イと同様である。 

ウ 必要経費 １８億８１５２万６７４５円 

 上記金額は、次の（ア）ないし（エ）の各金額の合計額である。 
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（ア）接客従業者に対する報酬の支払額 １０億７０９０万５７３２円 

 上記金額は、前記ア（ア）の本件５店舗に係る平成１８年分の総収入金額２１億２０

１８万５５７２円から、本件５店舗に係る平成１８年分の推計粗金額である１０億４９

２７万９８４０円（別表１５－１の「第２段階」欄中の「推計粗金額」欄のうち「平成

１８年分」欄に対応する部分参照）を控除した後のものである。 

（イ）広告宣伝費 ３億０８１３万２２５５円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の１（１）ウ（イ）と同様である。 

（ウ）本件減額処理額 ５８４万３２３１円 

 上記金額は、本件徴収金の額１１０２万４９６４円（前記ア（エ））から控除される

べき必要経費の額として推計することができる金額であり、上記の本件徴収金の額（１

１０２万４９６４円）に、実額が把握されている本件徴収金の額（平成２５年１０月８

日から同年１１月２３日までの本件５店舗における本件徴収金の額）１１２万０８７１

円（別紙５の表４のうち「５店舗計」欄参照）のうち、上記期間において現実に本件経

理処理がされていたことが確認された費目に係るもの及び平成１８年分において帳簿の

記載により本件経理処理がされていたことが確認された費目に係るものの金額の合計で

ある５９万３３２６円（別紙５の表５のうち「平成２５年徴収金」欄中の「金額」欄の

うち「平成２５年減額処理額」欄に対応する部分参照）が占める割合である０．５３

（別紙５の表５のうち「平成２５年徴収金」欄中の「割合」欄のうち「平成２５年減額

処理額」欄に対応する部分参照）を乗じた後のものである。 

（エ）その他の経費 ４億９６６４万５５２７円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の１（１）ウ（ウ）と同様である。 

エ 事業所得の金額 ２億８７４５万８１７９円 

 上記金額は、前記アの事業所得に係る総収入金額２１億７１６８万７９１０円から、

前記イの仕入金額２７０万２９８６円及び前記ウの必要経費１８億８１５２万６７４５

円を、それぞれ控除した後のものである。 

（２）所得控除の額 ２６９万９９１０円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の１（２）と同様である。 

（３）課税総所得金額 ２億８４７５万８０００円 

 上記金額は、前記（１）の総所得金額２億８７４５万８１７９円から前記（２）の所得

控除の額２６９万９９１０円を控除した後のもの（ただし、国税通則法１１８条１項の規

定により１０００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。 

（４）納付すべき税額 １億０２７４万５４００円 

 上記金額は、次のアの金額からイの金額を控除した後のもの（ただし、国税通則法１１

９条１項の規定により１００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。 

ア 課税総所得金額に対する税額 １億０２８７万０４６０円 

 上記金額は、前記（３）の課税総所得金額２億８４７５万８０００円に所得税法８９

条１項（ただし、平成１８年法律第１０号による改正前のもの）の規定による税率を乗

じて計算した金額である。 

イ 定率による税額控除の額 １２万５０００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の１（４）イと同様である。 
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（５）予定納税額 ８２７万７６００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の１（５）と同様である。 

（６）新たに納付すべき税額 ９４４６万７８００円 

 上記金額は、前記（４）の納付すべき税額１億０２７４万５４００円から前記（５）の

予定納税額８２７万７６００円を控除した後のものである。 

２ 平成１９年分に係る所得税額等 

（１）総所得金額 ３億６４２８万４６４８円 

 上記金額は、次のアの事業所得に係る総収入金額からイの仕入金額及びウの必要経費を

控除したエの事業所得の金額と同額である。 

ア 事業所得に係る総収入金額 ２７億４５３１万９５７０円 

 上記金額は、次の（ア）ないし（エ）の各金額の合計額である。 

（ア）本件６店舗に係る総収入金額 ２７億０８６４万０８５１円 

 上記金額は、本件６店舗に係る平成１９年分の推計粗金額である１３億３２１０万９

５７１円（別表１５－１の「第２段階」欄中の「推計粗金額」欄のうち「平成１９年

分」欄に対応する部分参照）を、本件６店舗に係る平均粗金率である４９．１８％（別

表１５－１の「第３段階」欄中の「本件６店舗（Ａ～Ｆ）の平均」欄のうち「粗金率」

欄に対応する部分参照）で除した後の金額である（別表１５－１の「第４段階」欄中の

「本件各店舗に係る総収入金額」欄のうち「平成１９年分」欄に対応する部分参照）。 

（イ）本件広告業に係る総収入金額 １４９７万１３００円 

 上記金額は、次のａの金額からｂ及びｃの各金額の合計額を控除した後のものである。 

ａ 収入金額 ５４４７万２６１２円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の２（１）ア（イ）ａと同様である。 

ｂ 内部取引に係る収入金額 ３９５０万円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の２（１）ア（イ）ｂと同様である。 

ｃ 預金利息 １３１２円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の２（１）ア（イ）ｃと同様である。 

（ウ）本件飲食店に係る収入金額 ９７８万９４００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の２（１）ア（ウ）と同様である。 

（エ）雑収入の額 １１９１万８０１９円 

 上記金額は、前記（ア）の本件６店舗に係る総収入金額（２７億０８６４万０８５１

円）に、本件６店舗に係る平均徴収率０．４４％（別表１６－１の「総徴収金額の算

定」欄中の「平均徴収率」欄のうち「平成１９年分」欄に対応する部分参照）を乗じた

後の金額（別表１６－１の「総徴収金額の算定」欄中の「総徴収金額」欄のうち「平成

１９年分」欄に対応する部分参照）である。 

イ 仕入金額 ２４０万５８１８円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の２（１）イと同様である。 

ウ 必要経費 ２３億７８６２万９１０４円 

 上記金額は、次の（ア）ないし（エ）の各金額の合計額である。 

（ア）接客従業者に対する報酬の支払額 １３億７６５３万１２８０円 

 上記金額は、前記ア（ア）の本件６店舗に係る平成１９年分の総収入金額２７億０８
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６４万０８５１円から、本件６店舗に係る平成１９年分の推計粗金額である１３億３２

１０万９５７１円（別表１５－１の「第２段階」欄中の「推計粗金額」欄のうち「平成

１９年分」欄に対応する部分参照）を控除した後のものである。 

（イ）広告宣伝費 ３億９２２９万８９９４円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の２（１）ウ（イ）と同様である。 

（ウ）本件減額処理額 ６７９万３２７１円 

 上記金額は、本件徴収金の額１１９１万８０１９円（前記ア（エ））から控除される

べき必要経費の額として推計することができる金額であり、上記の本件徴収金の額（１

１９１万８０１９円）に、実額が把握されている本件徴収金の額（平成２５年１０月８

日から同年１１月２３日までの本件６店舗における本件徴収金の額）１２２万２７２１

円（別紙５の表６のうち「６店舗計」欄参照」）のうち、上記期間において現実に本件

経理処理がされていたことが確認された費目に係るもの及び平成１９年分において帳簿

の記載により本件経理処理がされていたことが確認された費目に係るものの金額の合計

である６９万５１７６円（別紙５の表７のうち「平成２５年徴収金」欄中の「金額」欄

のうち「平成２５年減額処理額」欄に対応する部分参照）が占める割合である０．５７

（別紙５の表７のうち「平成２５年徴収金」欄中の「割合」欄のうち「平成２５年減額

処理額」欄に対応する部分参照）を乗じた後のものである。 

（エ）その他の経費 ６億０３００万５５５９円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の２（１）ウ（ウ）のと同様である。 

エ 事業所得の金額 ３億６４２８万４６４８円 

 上記金額は、前記アの事業所得に係る総収入金額２７億４５３１万９５７０円から、

前記イの仕入金額２４０万５８１８円及び前記ウの必要経費２３億７８６２万９１０４

円を、それぞれ控除した後のものである。 

（２）所得控除の額 ２７４万８７５０円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の２（２）と同様である。 

（３）課税総所得金額 ３億６１５３万５０００円 

 上記金額は、前記（１）の総所得金額３億６４２８万４６４８円から前記（２）の所得

控除の額２７４万８７５０円を控除した後のもの（ただし、国税通則法１１８条１項の規

定により１０００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。 

（４）納付すべき税額 １億４１８１万８０００円 

 上記金額は、前記（３）の課税総所得金額３億６１５３万５０００円に所得税法８９条

１項（ただし、平成２５年法律第５号による改正前のもの）の規定による税率を乗じて計

算した金額である。 

（５）予定納税額 １８１３万９６００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の２（５）と同様である。 

（６）新たに納付すべき税額 １億２３６７万８４００円 

 上記金額は、前記（４）の納付すべき税額１億４１８１万８０００円から前記（５）の

予定納税額１８１３万９６００円を控除した後のものである。 

３ 平成２０年分に係る所得税額等 

（１）総所得金額 ３億２９８６万５３６５円 
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 上記金額は、次のアの事業所得に係る総収入金額からイの仕入金額及びウの必要経費を

控除したエの事業所得の金額と同額である。 

ア 事業所得に係る総収入金額 ２６億１６１４万６４７３円 

 上記金額は、次の（ア）ないし（エ）の各金額の合計額である。 

（ア）本件６店舗に係る総収入金額 ２５億８４８０万３８５７円 

 上記金額は、本件６店舗に係る平成２０年分の推計粗金額である１２億７１２０万６

５３７円（別表１５－１の「第２段階」欄中の「推計粗金額」欄のうち「平成２０年

分」欄に対応する部分参照）を、本件６店舗に係る平均粗金率である４９．１８％（別

表１５－１の「第３段階」欄中の「本件６店舗（Ａ～Ｆ）の平均」欄のうち「粗金率」

欄に対応する部分参照）で除した後の金額である（別表１５－１の「第４段階」欄中の

「本件各店舗に係る総収入金額」欄のうち「平成２０年分」欄に対応する部分参照）。 

（イ）本件広告業に係る総収入金額 １０９０万８７８０円 

 上記金額は、次のａの金額からｂ及びｃの各金額の合計額を控除した後のものである。 

ａ 収入金額 ５５１１万８３７０円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の３（１）ア（イ）ａと同様である。 

ｂ 内部取引に係る収入金額 ４４２０万６０００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の３（１）ア（イ）ｂと同様である。 

ｃ 預金利息 ３５９０円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の３（１）ア（イ）ｃと同様である。 

（ウ）本件飲食店に係る収入金額 ９０６万０７００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の３（１）ア（ウ）と同様である。 

（エ）雑収入の額 １１３７万３１３６円 

 上記金額は、前記（ア）の本件６店舗に係る総収入金額（２５億８４８０万３８５７

円）に、本件６店舗に係る平均徴収率０．４４％（別表１６－１の「総徴収金額の算

定」欄中の「平均徴収率」欄のうち「平成２０年分」欄に対応する部分参照）を乗じた

後の金額（別表１６－１の「総徴収金額の算定」欄中の「総徴収金額」欄のうち「平成

２０年分」欄に対応する部分参照）である。 

イ 仕入金額 ２１７万４５８０円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の３（１）イと同様である。 

ウ 必要経費 ２２億８４１０万６５２８円 

 上記金額は、次の（ア）ないし（エ）の各金額の合計額である。 

（ア）接客従業者に対する報酬の支払額 １３億１３５９万７３２０円 

 上記金額は、前記ア（ア）の本件６店舗に係る平成２０年分の総収入金額２５億８４

８０万３８５７円から、本件６店舗に係る平成２０年分の推計粗金額である１２億７１

２０万６５３７円（別表１５－１の「第２段階」欄中の「推計粗金額」欄のうち「平成

２０年分」欄に対応する部分参照）を控除した後のものである。 

（イ）広告宣伝費 ３億４７５２万２３７０円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の３（１）ウ（イ）と同様である。 

（ウ）本件減額処理額 ７２７万８８０８円 

 上記金額は、本件徴収金の額１１３７万３１３６円（前記ア（エ））から控除される
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べき必要経費の額として推計することができる金額であり、上記の本件徴収金の額（１

１３７万３１３６円）に、実額が把握されている本件徴収金の額（平成２５年１０月８

日から同年１１月２３日までの本件６店舗における本件徴収金の額）１２２万２７２１

円（別紙５の表８のうち「６店舗計」欄参照」）のうち、上記期間において現実に本件

経理処理がされていたことが確認された費目に係るものの金額の合計である７８万１１

７６円（別紙５の表９のうち「平成２５年徴収金」欄中の「金額」欄のうち「平成２５

年減額処理額」欄に対応する部分参照）が占める割合である０．６４（別紙５の表９の

うち「平成２５年徴収金」欄中の「割合」欄のうち「平成２５年減額処理額」欄に対応

する部分参照）を乗じた後のものである。 

（エ）その他の経費 ６億１５７０万８０３０円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の３（１）ウ（ウ）と同様である。 

エ 事業所得の金額 ３億２９８６万５３６５円 

 上記金額は、前記アの事業所得に係る総収入金額２６億１６１４万６４７３円から、

前記イの仕入金額２１７万４５８０円及び前記ウの必要経費２２億８４１０万６５２８

円を、それぞれ控除した後のものである。 

（２）所得控除の額 ２７２万０３５０円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の３（２）と同様である。 

（３）課税総所得金額 ３億２７１４万５０００円 

 上記金額は、前記（１）の総所得金額３億２９８６万５３６５円から前記（２）の所得

控除の額２７２万０３５０円を控除した後のもの（ただし、国税通則法１１８条１項の規

定により１０００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。 

（４）納付すべき税額 １億２８０６万２０００円 

 上記金額は、前記（３）の課税総所得金額３億２７１４万５０００円に所得税法８９条

１項（ただし、平成２５年法律第５号による改正前のもの）の規定による税率を乗じて計

算した金額である。 

（５）予定納税額 ２４９０万４２００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の３（５）と同様である。 

（６）新たに納付すべき税額 １億０３１５万７８００円 

 上記金額は、前記（４）の納付すべき税額１億２８０６万２０００円から前記（５）の

予定納税額２４９０万４２００円を控除した後のものである。 

４ 平成２１年分に係る所得税額等 

（１）総所得金額 ３億３７７８万６８１３円 

 上記金額は、次のアの事業所得に係る総収入金額からイの仕入金額及びウの必要経費を

控除したエの事業所得の金額に、オの譲渡所得の金額を合計した後のもの（実際には、上

記の譲渡所得の金額は、損失が生じたものとされているため、上記の事業所得の金額から、

上記の譲渡所得の金額（損失の金額）の絶対額を控除した後のもの）である。 

ア 事業所得に係る総収入金額 ２６億６０１４万３４２１円 

 上記金額は、次の（ア）ないし（エ）の各金額の合計額である。 

（ア）本件各店舗に係る総収入金額 ２６億２５７１万５６７３円 

 上記金額は、本件各店舗に係る平成２１年分の推計粗金額である１２億９１３２万６
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９６８円（別表１５－１の「第２段階」欄中の「推計粗金額」欄のうち「平成２１年

分」欄に対応する部分参照）を、本件６店舗に係る平均粗金率である４９．１８％（別

表１５－１の「第３段階」欄中の「本件６店舗（Ａ～Ｆ）の平均」欄のうち「粗金率」

欄に対応する部分参照）で除した後の金額である（別表１５－１の「第４段階」欄中の

「本件各店舗に係る総収入金額」欄のうち「平成２１年分」欄に対応する部分参照）。 

（イ）本件広告業に係る総収入金額 １６２７万５０００円 

 上記金額は、次のａの金額からｂ及びｃの各金額の合計額を控除した後のものである。 

ａ 収入金額 ５６５９万２８２１円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の４（１）ア（イ）ａと同様である。 

ｂ 内部取引に係る収入金額 ４０３１万７０００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の４（１）ア（イ）ｂと同様である。 

ｃ 預金利息 ８２１円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の４（１）ア（イ）ｃと同様である。 

（ウ）本件飲食店に係る収入金額 ６５９万９６００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の４（１）ア（ウ）と同様である。 

（エ）雑収入の額 １１５５万３１４８円 

 上記金額は、前記（ア）の本件各店舗に係る総収入金額（２６億２５７１万５６７３

円）に、本件６店舗に係る平均徴収率０．４４％（別表１６－１の「総徴収金額の算

定」欄中の「平均徴収率」欄のうち「平成２１年分」欄に対応する部分参照）を乗じた

後の金額（別表１６－１の「総徴収金額の算定」欄中の「総徴収金額」欄のうち「平成

２１年分」欄に対応する部分参照）である。 

イ 仕入金額 １５６万５８１５円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の４（１）イと同様である。 

ウ 必要経費 ２３億１７８７万４０１５円 

 上記金額は、次の（ア）ないし（エ）の各金額の合計額である。 

（ア）接客従業者に対する報酬の支払額 １３億３４３８万８７０５円 

 上記金額は、前記ア（ア）の本件各店舗に係る平成２１年分の総収入金額２６億２５

７１万５６７３円から、本件各店舗に係る平成２１年分の推計粗金額である１２億９１

３２万６９６８円（別表１５－１の「第２段階」欄中の「推計粗金額」欄のうち「平成

２１年分」欄に対応する部分参照）を控除した後のものである。 

（イ）広告宣伝費 ３億１６６３万２３７５円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の４（１）ウ（イ）と同様である。 

（ウ）本件減額処理額 ７３９万４０１５円 

 上記金額は、本件徴収金の額１１５５万３１４８円（前記ア（エ））から控除される

べき必要経費の額として推計することができる金額であり、上記の本件徴収金の額（１

１５５万３１４８円）に、実額が把握されている本件徴収金の額（平成２５年１０月８

日から同年１１月２３日までの本件６店舗における本件徴収金の額）１２２万２７２１

円（別紙５の表８のうち「６店舗計」欄参照」）のうち、上記期間において現実に本件

経理処理がされていたことが確認された費目に係るものの金額の合計である７８万１１

７６円（別紙５の表９のうち「平成２５年徴収金」欄中の「金額」欄のうち「平成２５
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年減額処理額」欄に対応する部分参照）が占める割合である０．６４（別紙５の表９の

うち「平成２５年徴収金」欄中の「割合」欄のうち「平成２５年減額処理額」欄に対応

する部分参照）を乗じた後のものである。 

（エ）その他の経費 ６億５９４５万８９２０円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の４（１）ウ（ウ）と同様である。 

エ 事業所得の金額 ３億４０７０万３５９１円 

 上記金額は、前記アの事業所得に係る総収入金額２６億６０１４万３４２１円から、

前記イの仕入金額１５６万５８１５円及び前記ウの必要経費２３億１７８７万４０１５

円を、それぞれ控除した後のものである。 

オ 譲渡所得の金額 △２９１万６７７８円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の４（１）オと同様である。 

（２）所得控除の額 ２９７万２１００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の４（２）と同様である。 

（３）課税総所得金額 ３億３４８１万４０００円 

 上記金額は、前記（１）の総所得金額３億３７７８万６８１３円から前記（２）の所得

控除の額２９７万２１００円を控除した後のもの（ただし、国税通則法１１８条１項の規

定により１０００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。 

（４）納付すべき税額 １億３１１２万９６００円 

 上記金額は、前記（３）の課税総所得金額３億３４８１万４０００円に所得税法８９条

１項（ただし、平成２５年法律第５号による改正前のもの）の規定による税率を乗じて計

算した金額である。 

（５）予定納税額 １９１３万円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の４（５）と同様である。 

（６）新たに納付すべき税額 １億１１９９万９６００円 

 上記金額は、前記（４）の納付すべき税額１億３１１２万９６００円から前記（５）の

予定納税額１９１３万円を控除した後のものである。 

５ 平成２２年分に係る所得税額等 

（１）総所得金額 ３億０３２９万１９２５円 

 上記金額は、次のアの事業所得に係る総収入金額からイの仕入金額及びウの必要経費を

控除したエの事業所得の金額と同額である。 

ア 事業所得に係る総収入金額 ２６億９１６６万０４６３円 

 上記金額は、次の（ア）ないし（エ）の各金額の合計額である。 

（ア）本件各店舗に係る総収入金額 ２６億５７６９万６３５０円 

 上記金額は、本件各店舗に係る平成２２年分の推計粗金額である１３億０７０５万５

０６５円（別表１５－２の「第２段階」欄中の「推計粗金額」欄のうち「合計」欄に対

応する部分参照）を、本件６店舗に係る平均粗金率である４９．１８％（別表１５－２

の「第３段階」欄中の「本件６店舗（Ａ～Ｆ）の平均」欄のうち「粗金率」欄に対応す

る部分参照）で除した後の金額である（別表１５－２の「第４段階」欄中の「平成２２

年分」欄のうち「本件各店舗に係る総収入金額」欄に対応する部分参照）。 

（イ）本件広告業に係る総収入金額 １５３２万４２５０円 
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 上記金額は、次のａの金額からｂ及びｃの各金額の合計額を控除した後のものである。 

ａ 収入金額 ４７４４万５５４１円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の５（１）ア（イ）ａと同様である。 

ｂ 内部取引に係る収入金額 ３２１２万１０００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の５（１）ア（イ）ｂと同様である。 

ｃ 預金利息 ２９１円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の５（１）ア（イ）ｃと同様である。 

（ウ）本件飲食店に係る収入金額 ６９４万６０００円 

上記金額の算出方法は、別紙４の第１の５（１）ア（ウ）と同様である。 

（エ）雑収入の額 １１６９万３８６３円 

 上記金額は、前記（ア）の本件各店舗に係る総収入金額（２６億５７６９万６３５０

円）に、本件６店舗に係る平均徴収率０．４４％（別表１６－２の「総徴収金額の算

定」欄中の「平成２２年分」欄のうち「平均徴収率」欄に対応する部分参照）を乗じた

後の金額（別表１６－２の「総徴収金額の算定」欄中の「平成２２年分」欄のうち「総

徴収金額」欄に対応する部分参照）である。 

イ 仕入金額 １７１万１７７２円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の５（１）イと同様である。 

ウ 必要経費 ２３億８６６５万６７６６円 

 上記金額は、次の（ア）ないし（エ）の各金額の合計額である。 

（ア）接客従業者に対する報酬の支払額 １３億５０６４万１２８５円 

 上記金額は、前記ア（ア）の本件各店舗に係る平成２２年分の総収入金額２６億５７

６９万６３５０円から、本件各店舗に係る平成２２年分の推計粗金額である１３億０７

０５万５０６５円（別表１５－２の「第２段階」欄中の「推計粗金額」欄のうち「合

計」欄に対応する部分参照）を控除した後のものである。 

（イ）広告宣伝費 ３億９５４２万１６９７円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の５（１）ウ（イ）と同様である。 

（ウ）本件減額処理額 ７４８万４０７３円 

 上記金額は、本件徴収金の額１１６９万３８６３円（前記ア（エ））から控除される

べき必要経費の額として推計することができる金額であり、上記の本件徴収金の額（１

１６９万３８６３円）に、実額が把握されている本件徴収金の額（平成２５年１０月８

日から同年１１月２３日までの本件６店舗における本件徴収金の額）１２２万２７２１

円（別紙５の表８のうち「６店舗計」欄参照」）のうち、上記期間において現実に本件

経理処理がされていたことが確認された費目に係るものの金額の合計である７８万１１

７６円（別紙５の表９のうち「平成２５年徴収金」欄中の「金額」欄のうち「平成２５

年減額処理額」欄に対応する部分参照）が占める割合である０．６４（別紙５の表９の

うち「平成２５年徴収金」欄中の「割合」欄のうち「平成２５年減額処理額」欄に対応

する部分参照）を乗じた後のものである。 

（エ）その他の経費 ６億３３１０万９７１１円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の５（１）ウ（ウ）と同様である。 

エ 事業所得の金額 ３億０３２９万１９２５円 
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 上記金額は、前記アの事業所得に係る総収入金額２６億９１６６万０４６３円から、

前記イの仕入金額１７１万１７７２円及び前記ウの必要経費２３億８６６５万６７６６

円を、それぞれ控除した後のものである。 

（２）所得控除の額 ２９９万００８０円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の５（２）と同様である。 

（３）課税総所得金額 ３億００３０万１０００円 

 上記金額は、前記（１）の総所得金額３億０３２９万１９２５円から前記（２）の所得

控除の額２９９万００８０円を控除した後のもの（ただし、国税通則法１１８条１項の規

定により１０００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。 

（４）納付すべき税額 １億１７３２万４４００円 

 上記金額は、前記（３）の課税総所得金額３億００３０万１０００円に所得税法８９条

１項（ただし、平成２５年法律第５号による改正前のもの）の規定による税率を乗じて計

算した金額である。 

（５）予定納税額 ２０１２万６０００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の５（５）と同様である。 

（６）新たに納付すべき税額 ９７１９万８４００円 

 上記金額は、前記（４）の納付すべき税額１億１７３２万４４００円から前記（５）の

予定納税額２０１２万６０００円を控除した後のものである。 

６ 平成２３年分に係る所得税額等 

（１）総所得金額 ２億８８４０万７７１５円 

 上記金額は、次のアの事業所得に係る総収入金額からイの仕入金額及びウの必要経費を

控除したエの事業所得の金額と同額である。 

ア 事業所得に係る総収入金額 ２４億９８０２万７８９８円 

 上記金額は、次の（ア）ないし（エ）の各金額の合計額である。 

（ア）本件各店舗に係る総収入金額 ２４億６３７５万７９５９円 

 上記金額は、次のａ及びｂの各金額の合計額である（別表１５－３の「第４段階」欄

中の「本件各店舗に係る総収入金額」欄のうち「合計」欄に対応する部分参照）。 

ａ 本件店舗３、本件店舗５及び本件店舗６に係る総収入金額 

 １５億７４０７万９４６２円 

 上記金額は、本件店舗３、本件店舗５及び本件店舗６に係る各店舗ごとの各実額の

粗金の額（別表１５－３の「第４段階」欄中の「除外前の粗金の額」欄のうち「本件

店舗３」、「本件店舗５」又は「本件店舗６」の各欄に対応する部分参照）を、当該店

舗ごとの粗金率（別表１５－３の「第３段階」欄中の「粗金率」欄のうち「本件店舗

３」、「本件店舗５」又は「本件店舗６」の各欄に対応する部分参照）で、それぞれ除

した後の金額を合計した後のもの（別表１５－３の「第４段階」欄中の「本件各店舗

に係る総収入金額」欄のうち「本件店舗３」、「本件店舗５」又は「本件店舗６」の各

欄に対応する部分参照）である。 

ｂ 本件店舗１、本件店舗２及び本件店舗４に係る総収入金額 

 ８億８９６７万８４９７円 

 上記金額は、次の（ａ）の金額を（ｂ）の割合で除した後のもの（別表１５－３の
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「第４段階」欄中の「本件各店舗に係る総収入金額」欄のうち本件店舗１、本件店舗

２及び本件店舗４をまとめた欄に対応する部分参照）である。 

（ａ）本件店舗１、本件店舗２及び本件店舗４に係る推計粗金額 

 ４憶４１６３万６４０６円 

 上記金額は、本件各店舗に係る平成２３年分の推計粗金額である１２億１４２１

万４２０６円（別表１５－３の「第２段階」欄中の「平成２３年分」欄のうち「推

計粗金額」欄に対応する部分参照）から、本件店舗３、本件店舗５及び本件店舗６

までの各実額の粗金額を合計した金額７億７２５７万７８００円（別表１５－３の

「第４段階」欄中の「除外前の粗金の額」欄のうち「合計」欄に対応する部分参

照）を控除した後のもの（別表１５－３の「第４段階」欄中の「差引推計粗金額」

欄参照）である。 

（ｂ）本件店舗１、本件店舗２及び本件店舗４に係る平均粗金率 ４９．６４％ 

 上記割合は、実額が把握されている本件店舗１、本件店舗２及び本件店舗４に係

る売上金額の合計額（平成２５年１０月８日から同年１１月２３日までの本件店舗

１、本件店舗２及び本件店舗４における売上金額の合計額）である８６６１万円に

占める実額が把握されている本件店舗１、本件店舗２及び本件店舗４に係る粗金の

額の合計額（平成２５年１０月８日から同年１１月２３日までの本件店舗１、本件

店舗２及び本件店舗４における粗金の額の合計額）である４２９９万１０００円の

割合である（別表１５－３の「第３段階」欄中の「粗金率」欄のうち「Ａ、Ｂ、Ｄ

の平均」欄に対応する部分参照）。 

（イ）本件広告業に係る総収入金額 １８０８万６０００円 

 上記金額は、次のａの金額からｂ及びｃの各金額の合計額を控除した後のものである。 

ａ 収入金額 ４５８２万８１５６円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の６（１）ア（イ）ａと同様である。 

ｂ 内部取引に係る収入金額 ２７７４万２０００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の６（１）ア（イ）ｂと同様である。 

ｃ 預金利息 １５６円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の６（１）ア（イ）ｃと同様である。 

（ウ）本件飲食店に係る収入金額 ５３５万６１００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の６（１）ア（ウ）と同様である。 

（エ）雑収入の額 １０８２万７８３９円 

 上記金額は、次のａ及びｂの各金額の合計額である（別表１６－３の「総徴収金額の

算定」欄中の「総徴収金額」欄のうち「合計」欄に対応する部分参照）。 

ａ 本件店舗３、本件店舗５及び本件店舗６に係る本件徴収金の合計額 

 ５４０万０８０１円 

 上記金額は、本件店舗３、本件店舗５及び本件店舗６を構成する各店舗について、

それぞれ、次の（ａ）の金額に（ｂ）の割合を乗じた計算した金額を、全て合計した

後のものである（別表１６－３の「総徴収金額の算定」欄中の「総徴収金額」欄のう

ち「本件店舗３」、「本件店舗５」又は「本件店舗６」の各欄に対応する部分参照）。 

（ａ）本件店舗３、本件店舗５及び本件店舗６に係る各総収入金額 
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本件店舗３ ５億２４２２万７０３５円 

本件店舗５ ４憶５４９９万３６５３円 

本件店舗６ ５億９４８５万８７７４円 

 上記各金額は、本件店舗３、本件店舗５又は本件店舗６ごとの各実額の粗金の額

（別表１５－３の「第４段階」欄中の「除外前の粗金の額」欄のうち「本件店舗

３」、「本件店舗５」又は「本件店舗６」の各欄に対応する部分参照）を、当該店舗

ごとの粗金率（別表１５－３の「第３段階」欄中の「粗金率」欄のうち「本件店舗

３」、「本件店舗５」又は「本件店舗６」の各欄に対応する部分参照）で、それぞれ

除した後のものである（別表１５－３の「第４段階」欄中の「本件各店舗に係る総

収入金額」欄のうち「本件店舗３」、「本件店舗５」又は「本件店舗６」の各欄に対

応する部分参照）。 

（ｂ）本件店舗３、本件店舗５及び本件店舗６に係る徴収率 

本件店舗３ ０．３８％ 

本件店舗５ ０．５４％ 

本件店舗６ ０．１６％ 

 上記各割合は、実額が把握されている本件店舗３、本件店舗５又は本件店舗６の

各売上金額（平成２５年１０月８日から同年１１月２３日までの本件店舗３、本件

店舗５又は本件店舗６における各売上金額。別表１６－３の「本件各店舗の売上金

額に占める本件徴収金の割合の算出」欄中の「売上金額」欄のうち「本件店舗３」、

「本件店舗５」又は「本件店舗６」の各欄に対応する部分参照）に占める、実額が

把握されている本件店舗３、本件店舗５又は本件店舗６の各本件徴収金の額（平成

２５年１０月８日から同年１１月２３日までの本件店舗３、本件店舗５又は本件店

舗６における各本件徴収金の額。別表１６－３の「本件各店舗の売上金額に占める

本件徴収金の割合の算出」欄中の「本件徴収金合計」欄のうち「本件店舗３」、「本

件店舗５」又は「本件店舗６」の各欄に対応する部分参照）の各割合である（別表

１６－３の「本件各店舗の売上金額に占める本件徴収金の割合の算出」欄中の「徴

収率」欄のうち「本件店舗３」、「本件店舗５」又は「本件店舗６」の各欄に対応す

る部分参照）。 

ｂ 本件店舗１、本件店舗２及び本件店舗４に係る本件徴収金の合計額 

 ５４２万７０３８円 

 上記金額は、前記（ア）ｂの本件店舗１、本件店舗２及び本件店舗４に係る総収入

金額の合計額８億８９６７万８４９７円に、実額が把握されている本件店舗１、本件

店舗２及び本件店舗４の各売上金額８６６１万円（平成２５年１０月８日から同年１

１月２３日までの本件店舗１、本件店舗２及び本件店舗４における各売上金額。別表

１６－３の「本件各店舗の売上金額に占める本件徴収金の割合の算出」欄中の「売上

金額」欄のうち「Ａ、Ｂ、Ｄの平均」欄に対応する部分参照）に占める、実額が把握

されている本件店舗１、本件店舗２及び本件店舗４の各本件徴収金の額５３万２６２

１円（平成２５年１０月８日から同年１１月２３日までの本件店舗１、本件店舗２及

び本件店舗４における各本件徴収金の額。別表１６－３の「本件各店舗の売上金額に

占める本件徴収金の割合の算出」欄中の「本件徴収金合計」欄のうち「Ａ、Ｂ、Ｄの
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平均」欄に対応する部分参照）の平均の割合である０．６１％（別表１６－３の「本

件各店舗の売上金額に占める本件徴収金の割合の算出」欄中の「徴収率」欄のうち

「Ａ、Ｂ、Ｄの平均」欄に対応する部分参照）を乗じた後のもの（別表１６－３の

「総徴収金額の算定」欄中の「総徴収金額」欄のうち本件店舗１、本件店舗２及び本

件店舗４をまとめた欄に対応する部分参照）である。 

イ 仕入金額 １２３万６３１０円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の６（１）イと同様である。 

ウ 必要経費 ２２億０８３８万３８７３円 

 上記金額は、次の（ア）ないし（エ）の各金額の合計額である。 

（ア）接客従業者に対する報酬の支払額 １２億４９５４万３７５３円 

 上記金額は、前記ア（ア）の本件各店舗に係る平成２３年分の総収入金額２４億６３

７５万７９５９円から、本件各店舗に係る平成２３年分の推計粗金額である１２億１４

２１万４２０６円（別表１５－３の「第２段階」欄中の「平成２３年分」欄のうち「推

計粗金額」欄に対応する部分参照）を控除した後のものである。 

（イ）広告宣伝費 ３億６６１２万７２９８円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の６（１）ウ（イ）と同様である。 

（ウ）本件減額処理額 ６９２万９８１７円 

 上記金額は、本件徴収金の額１０８２万７８３９円（前記ア（エ））から控除される

べき必要経費の額として推計することができる金額であり、上記の本件徴収金の額（１

０８２万７８３９円）に、実額が把握されている本件徴収金の額（平成２５年１０月８

日から同年１１月２３日までの本件６店舗における本件徴収金の額）１２２万２７２１

円（別紙５の表８のうち「６店舗計」欄参照」）のうち、上記期間において現実に本件

経理処理がされていたことが確認された費目に係るものの金額の合計である７８万１１

７６円（別紙５の表９のうち「平成２５年徴収金」欄中の「金額」欄のうち「平成２５

年減額処理額」欄に対応する部分参照）が占める割合である０．６４（別紙５の表９の

うち「平成２５年徴収金」欄中の「割合」欄のうち「平成２５年減額処理額」欄に対応

する部分参照）を乗じた後のものである。 

（エ）その他の経費 ５億８５７８万３００５円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の６（１）ウ（ウ）と同様である。 

エ 事業所得の金額 ２億８８４０万７７１５円 

 上記金額は、前記アの事業所得に係る総収入金額２４億９８０２万７８９８円から、

前記イの仕入金額１２３万６３１０円及び前記ウの必要経費２２億０８３８万３８７３

円を、それぞれ控除した後のものである。 

（２）所得控除の額 ２３５万２７４０円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の６（２）と同様である。 

（３）課税総所得金額 ２億８６０５万４０００円 

 上記金額は、前記（１）の総所得金額２億８８４０万７７１５円から前記（２）の所得

控除の額２３５万２７４０円を控除した後のもの（ただし、国税通則法１１８条１項の規

定により１０００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。 

（４）納付すべき税額 １億１１６２万５６００円 
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 上記金額は、前記（３）の課税総所得金額２億８６０５万４０００円に所得税法８９条

１項（ただし、平成２５年法律第５号による改正前のもの）の規定による税率を乗じて計

算した金額である。 

（５）予定納税額 １０６１万４０００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の６（５）と同様である。 

（６）新たに納付すべき税額 １億０１０１万１６００円 

 上記金額は、前記（４）の納付すべき税額１億１１６２万５６００円から前記（５）の

予定納税額１０６１万４０００円を控除した後のものである。 

７ 平成２４年分に係る所得税額等 

（１）総所得金額 ４億１３０６万２８３７円 

 上記金額は、次のアの事業所得に係る総収入金額からイの仕入金額及びウの必要経費を

控除したエの事業所得の金額と同額である。 

ア 事業所得に係る総収入金額 ２５億２３９１万１３０３円 

 上記金額は、次の（ア）ないし（エ）の各金額の合計額である。 

（ア）本件各店舗に係る総収入金額 ２３億８１７２万３７７４円 

 上記金額は、次のａ、ｂ及びｃの各金額の合計額である。 

ａ 本件店舗１に係る総収入金額 ２億２３９１万５９１５円 

 上記金額は、本件店舗１の実額の粗金の額（別表１５－４の「第４段階」欄中の

「除外前の粗金の額」欄のうち「本件店舗１」欄に対応する部分参照）を、本件店舗

１の粗金率（別表１５－４の「第３段階」欄中の「粗金率」欄のうち「本件店舗１」

欄に対応する部分参照）で除した後のものである。 

ｂ 本件店舗３及び本件店舗６に係る総収入金額 １０億１４５６万２７６４円 

 上記金額は、本件店舗３又は本件店舗６の店舗ごとの各実額の粗金の額（別表１５

－４の「第４段階」欄中の「除外前の粗金の額」欄のうち「本件店舗３」又は「本件

店舗６」の各欄に対応する部分参照）を、当該店舗ごとの粗金率（別表１５－４の

「第３段階」欄中の「粗金率」欄のうち「本件店舗３」又は「本件店舗６」の各欄に

対応する部分参照）で、それぞれ除した後のものを合計した金額である。 

ｃ 本件店舗２、本件店舗４及び本件店舗５に係る総収入金額 

  １１億４３２４万５０９５円 

 上記金額は、次の（ａ）の金額を（ｂ）の割合で除した後のものである（別表１５

－４の「第４段階」欄中の「本件各店舗に係る総収入金額」欄のうち本件店舗２、本

件店舗４及び本件店舗５をまとめた欄に対応する部分参照）。 

（ａ）本件店舗２、本件店舗４及び本件店舗５に係る推計粗金額 

  ５憶５７５６万０６３３円 

 上記金額は、本件各店舗に係る平成２４年分の推計粗金額である１１億７０３４

万５１３３円（別表１５－４の「第２段階」欄中の「平成２４年分」欄のうち「推

計粗金額」欄に対応する部分参照）から、本件店舗１、本件店舗３及び本件店舗６

の各実額の粗金の額を合計した金額６億１２７８万４５００円（別表１５－４の

「第４段階」欄中の「除外前の粗金の額」欄のうち「合計」欄に対応する部分参

照）を控除した後のものである。 
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（ｂ）本件店舗２、本件店舗４及び本件店舗５に係る平均粗金率 ４８．７７％ 

 上記割合は、実額が把握されている本件店舗２、本件店舗４及び本件店舗５の各

売上金額を合計した後のもの（平成２５年１０月８日から同年１１月２３日までの

本件店舗２、本件店舗４及び本件店舗５における各売上金額を合計した後のもの。

別表１５－４の「第３段階」欄中の「売上金額」欄のうち「Ｂ、Ｄ、Ｅの平均」欄

に対応する部分参照）に占める、実額が把握されている本件店舗２、本件店舗４及

び本件店舗５の各粗金の額を合計した後のもの（平成２５年１０月８日から同年１

１月２３日までの本件店舗２、本件店舗４及び本件店舗５における各粗金の額を合

計した後のもの。別表１５－４の「第３段階」欄中の「粗金の額」欄のうち「Ｂ、

Ｄ、Ｅの平均」欄に対応する部分参照）の割合である（別表１５－４の「第３段

階」欄中の「粗金率」欄のうち「Ｂ、Ｄ、Ｅの平均」欄に対応する部分参照）。 

（イ）本件広告業に係る総収入金額 １６１３万２４００円 

 上記金額は、次のａの金額からｂの金額を控除した後のものであり、その算出方法は、

別紙４の第１の７（１）ア（イ）と同様である。 

ａ 収入金額 １６１３万２５６４円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の７（１）ア（イ）ａと同様である。 

ｂ 預金利息 １６４円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の７（１）ア（イ）ｂと同様である。 

（ウ）本件飲食店に係る収入金額 ４７１万６３００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の７（１）ア（ウ）と同様である。 

（エ）雑収入の額 １億２１３３万８８２９円 

 上記金額は、次のａ、ｂ及びｃの各金額の合計額である。 

ａ 平成２４年分の総徴収金額 １０９１万６２０８円 

 上記金額は、次の（ａ）、（ｂ）及び（ｃ）の各金額の合計額である。 

（ａ）本件店舗１に係る本件徴収金の額 ３０６万７６４８円 

 上記金額は、次のα）の金額にβ）の割合を乗じて計算した金額である。 

α）本件店舗１に係る総収入金額 ２億２３９１万５９１５円 

 上記金額は、本件店舗１の実額の粗金の額１億０６７８万５５００円（別表１

６－４の「第４段階」欄中の「除外前の粗金の額」欄のうち「本件店舗１」欄に

対応する部分参照）を、本件店舗１の粗金率（別表１６－４の「第４段階」欄中

の「粗金率」欄のうち「本件店舗１」欄に対応する部分参照）で、除した後のも

のである（別表１６－４の「第４段階」欄中の「本件各店舗に係る総収入金額」

欄のうち「本件店舗１」欄に対応する部分参照）。 

β）本件店舗１に係る徴収率  １．３７％ 

 上記割合は、実額が把握されている本件店舗１の売上金額（平成２５年１０月

８日から同年１１月２３日までの本件店舗１における売上金額。別表１６－４の

「本件各店舗の売上金額に占める本件徴収金の割合の算出」欄中の「売上金額」

欄のうち「本件店舗１」欄に対応する部分参照）に占める、実額が把握されてい

る本件店舗１の本件徴収金の額（平成２５年１０月８日から同年１１月２３日ま

での本件店舗１における本件徴収金の額。別表１６－４の「本件各店舗の売上金
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額に占める本件徴収金の割合の算出」欄中の「本件徴収金合計」欄のうち「本件

店舗１」欄に対応する部分参照）の割合である（別表１６－４の「本件各店舗の

売上金額に占める本件徴収金の割合の算出」欄中の「徴収率」欄のうち「本件店

舗１」欄に対応する部分参照）。 

（ｂ）本件店舗３及び本件店舗６に係る本件徴収金の合計額 ２７０万３９５８円 

 上記金額は、本件店舗３及び本件店舗６を構成する各店舗について、それぞれ、

次のα）の金額にβ）の割合を乗じて計算した金額を、全て合計した後のものであ

る。 

α）本件店舗３及び本件店舗６に係る各総収入金額 

  本件店舗３ ４億９１２０万８６６３円 

  本件店舗６  ５憶２３３５万４１０１円 

 上記各金額は、本件店舗３又は本件店舗６ごとの各実額の粗金の額（別表１６

－４の「第４段階」欄中の「除外前の粗金の額」欄のうち「本件店舗３」又は

「本件店舗６」の各欄に対応する部分参照）を、当該店舗ごとの粗金率（別表１

６－４の「第４段階」欄中の「粗金率」欄のうち「本件店舗３」又は「本件店舗

６」の各欄に対応する部分参照）で、それぞれ除した後のものである（別表１６

－４の「第４段階」欄中の「本件各店舗に係る総収入金額」欄のうち「本件店舗

３」又は「本件店舗６」の各欄に対応する部分参照）。 

β）本件店舗３及び本件店舗６に係る各徴収率 

  本件店舗３  ０．３８％ 

  本件店舗６  ０．１６％ 

 上記各割合は、実額が把握されている本件店舗３又は本件店舗６の各売上金額

（平成２５年１０月８日から同年１１月２３日までの本件店舗３又は本件店舗６

における各売上金額。別表１６－４の「本件各店舗の売上金額に占める本件徴収

金の割合の算出」欄中の「売上金額」欄のうち「本件店舗３」又は「本件店舗

６」の各欄に対応する部分参照）に占める、実額が把握されている本件店舗３又

は本件店舗６の各本件徴収金の額（平成２５年１０月８日から同年１１月２３日

までの本件店舗３又は本件店舗６における各本件徴収金の額。別表１６－４の

「本件各店舗の売上金額に占める本件徴収金の割合の算出」欄中の「本件徴収金

合計」欄のうち「本件店舗３」又は「本件店舗６」の各欄に対応する部分参照）

の各割合である（別表１６－４の「本件各店舗の売上金額に占める本件徴収金の

割合の算出」欄中の「徴収率」欄のうち「本件店舗３」又は「本件店舗６」の各

欄に対応する部分参照）。 

（ｃ）本件店舗２、本件店舗４及び本件店舗５に係る本件徴収金の合計額 

  ５１４万４６０２円 

 上記金額は、前記（ア）ｃの本件店舗２、本件店舗４及び本件店舗５に係る総収

入金額の合計額１１億４３２４万５０９５円に、実額が把握されている本件店舗２、

本件店舗４及び本件店舗５の各売上金額の合計額１億３０６８万５５００円（平成

２５年１０月８日から同年１１月２３日までの本件店舗２、本件店舗４及び本件店

舗５における各売上金額を合計した後のもの。別表１６－４の「本件各店舗の売上
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金額に占める本件徴収金の割合の算出」欄中の「売上金額」欄のうち「Ｂ、Ｄ、Ｅ

の合計」欄に対応する部分参照）に占める、実額が把握されている本件店舗２、本

件店舗４及び本件店舗５の各本件徴収金の額の合計額５９万２４９１円（平成２５

年１０月８日から同年１１月２３日までの本件店舗２、本件店舗４及び本件店舗５

における各本件徴収金の額を合計した後のもの。別表１６－４の「本件各店舗の売

上金額に占める本件徴収金の割合の算出」欄中の「本件徴収金合計」欄のうち「Ｂ、

Ｄ、Ｅの合計」欄に対応する部分参照）の平均の割合である０．４５％（別表１６

－４の「本件各店舗の売上金額に占める本件徴収金の割合の算出」欄中の「徴収

率」欄のうち「Ｂ、Ｄ、Ｅの平均」欄に対応する部分参照）を乗じた後のもの（別

表１６－４の「総徴収金額の算定」欄中の「総徴収金額」欄のうち本件店舗２、本

件店舗４及び本件店舗５をまとめた欄に対応する部分参照）である。 

ｂ 関連法人からの収入 １億１０００万円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の７（１）ア（エ）ｂと同様である。 

（ａ）有限会社Ｖからの報酬 ６６００万円 

上記金額の算出方法は、別紙４の第１の７（１）ア（エ）ｂ（ａ）と同様である。 

（ｂ）株式会社Ｘからの報酬  ４４００万円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の７（１）ア（エ）ｂ（ｂ）と同様である。 

ｃ その他の収入 ４２万２６２１円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の７（１）ア（エ）ｃと同様である。 

イ 仕入金額 １０６万５１２０円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の７（１）イと同様である。 

ウ 必要経費 ２１億０９７８万３３４６円 

 上記金額は、次の（ア）ないし（エ）の各金額の合計額である。 

（ア）接客従業者に対する報酬の支払額 １２億１１３７万８６４１円 

 上記金額は、前記ア（ア）の本件各店舗に係る平成２４年分の総収入金額２３億８１

７２万３７７４円から、本件各店舗に係る平成２４年分の推計粗金額である１１億７０

３４万５１３３円（別表１５－４の「第２段階」欄中の「平成２４年分」欄のうち「推

計粗金額」欄に対応する部分参照）を控除した後のものである。 

（イ）広告宣伝費 ３億３７０３万７６２０円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の７（１）ウ（イ）と同様である。 

（ウ）本件減額処理額 ６９８万６３７４円 

 上記金額は、本件徴収金の額１０９１万６２０８円（前記ア（エ））から控除される

べき必要経費の額として推計することができる金額であり、上記の本件徴収金の額（１

０９１万６２０８円）に、実額が把握されている本件徴収金の額（平成２５年１０月８

日から同年１１月２３日までの本件６店舗における本件徴収金の額）１２２万２７２１

円（別紙５の表８のうち「６店舗計」欄参照」）のうち、上記期間において現実に本件

経理処理がされていたことが確認された費目に係るものの金額の合計である７８万１１

７６円（別紙５の表９のうち「平成２５年徴収金」欄中の「金額」欄のうち「平成２５

年減額処理額」欄に対応する部分参照）が占める割合である０．６４（別紙５の表９の

うち「平成２５年徴収金」欄中の「割合」欄のうち「平成２５年減額処理額」欄に対応
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する部分参照）を乗じた後のものである。 

（エ）その他の経費 ５億５４３８万０７１１円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の７（１）ウ（ウ）と同様である。 

エ 事業所得の金額 ４億１３０６万２８３７円 

 上記金額は、前記アの事業所得に係る総収入金額２５億２３９１万１３０３円から、

前記イの仕入金額１０６万５１２０円及び前記ウの必要経費２１億０９７８万３３４６

円を、それぞれ控除した後のものである。 

（２）所得控除の額 ２６０万２０６０円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の７（２）と同様である。 

（３）課税総所得金額 ４億１０４６万円 

 上記金額は、前記（１）の総所得金額４億１３０６万２８３７円から前記（２）の所得

控除の額２６０万２０６０円を控除した後のもの（ただし、国税通則法１１８条１項の規

定により１０００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。 

（４）納付すべき税額 １億６１３８万８０００円 

 上記金額は、前記（３）の課税総所得金額４億１０４６万円に所得税法８９条１項（た

だし、平成２５年法律第５号による改正前のもの）の規定による税率を乗じて計算した金

額である。 

（５）予定納税額 １１１４万５２００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第１の７（５）と同様である。 

（６）新たに納付すべき税額 １億５０２４万２８００円 

 上記金額は、前記（４）の納付すべき税額１億６１３８万８０００円から前記（５）の

予定納税額１１１４万５２００円を控除した後のものである。 

第２ 本件各課税期間の消費税等の額 

 本件各課税期間の消費税等の額を計算するに際しての基本的な考え方は、別紙４の第２の柱

書き部分と同様である。 

１ 平成１８年課税期間に係る消費税等の額 

（１）消費税の課税標準額 ２０億６８２７万４０００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の１（１）と同様である。 

（２）課税標準額に対する消費税額 ８２７３万０９６０円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の１（２）と同様である。 

（３）控除対象仕入税額 １４９１万３５６５円 

 上記金額は、別表１７のとおり、領収書及び帳簿の保存があった課税仕入れに係る支払

対価の額と、領収書及び帳簿の保存がないものの金額が３万円未満の課税仕入れに係る支

払対価の額を合計した後の金額である３億９１４８万１１０２円に、消費税法３０条１項

の規定により、１０５分の４を乗じて計算した金額である（ただし、１円未満の端数金額

を切り捨てた後のもの）。 

（４）納付すべき消費税額 ６７８１万７３００円 

 上記金額は、前記（２）の課税標準額に対する消費税額８２７３万０９６０円から、前

記（３）の控除対象仕入税額１４９１万３５６５円を控除した後のもの（ただし、国税通

則法１１９条１項の規定により１００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。 
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（５）中間納付額 ７３８万７５００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の１（５）と同様である。 

（６）新たに納付すべき消費税額 ６０４２万９８００円 

 上記金額は、前記（４）の納付すべき消費税額６７８１万７３００円から、前記（５）

の中間納付額７３８万７５００円を控除した後のものである。 

（７）地方消費税の課税標準となる消費税額 ６７８１万７３００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の１（７）と同様である。 

（８）納付すべき譲渡割額 １６９５万４３００円 

 上記金額は、前記（７）の地方消費税の課税標準となる消費税額６７８１万７３００円

に、地方税法７２条の８３の規定による税率である１００分の２５を乗じて計算した金額

（ただし、地方税法２０条の４の２第３項の規定により１００円未満の端数金額を切り捨

てた後のもの）である。 

（９）譲渡割の中間納付額 １８４万６８００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の１（９）と同様である。 

（10）新たに納付すべき譲渡割額 １５１０万７５００円 

 上記金額は、前記（８）の納付すべき譲渡割額１６９５万４３００円から、前記（９）

の譲渡割の中間納付額１８４万６８００円を控除した後のものである。 

（11）新たに納付すべき消費税等の額 ７５５３万７３００円 

 上記金額は、前記（６）の新たに納付すべき消費税額６０４２万９８００円と前記（１

０）の新たに納付すべき譲渡割額１５１０万７５００円を合計した後のものである。 

２ 平成１９年課税期間に係る消費税等の額 

（１）消費税の課税標準額 ２６億１９３５万１０００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の２（１）と同様である。 

（２）課税標準額に対する消費税額 １億０４７７万４０４０円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の２（２）と同様である。 

（３）控除対象仕入税額 ２１３４万１１９６円 

 上記金額は、別表１７のとおり、領収書及び帳簿の保存があった課税仕入れに係る支払

対価の額と、領収書及び帳簿の保存がないものの金額が３万円未満の課税仕入れに係る支

払対価の額を合計した後の金額である５億６０２０万６３９６円に、消費税法３０条１項

の規定により、１０５分の４を乗じて計算した金額である（ただし、１円未満の端数金額

を切り捨てた後のもの）。 

（４）納付すべき消費税額 ８３４３万２８００円 

 上記金額は、前記（２）の課税標準額に対する消費税額１億０４７７万４０４０円から、

前記（３）の控除対象仕入税額２１３４万１１９６円を控除した後のもの（ただし、国税

通則法１１９条１項の規定により１００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。 

（５）中間納付額 １０１２万７４００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の２（５）と同様である。 

（６）新たに納付すべき消費税額 ７３３０万５４００円 

 上記金額は、前記（４）の納付すべき消費税額８３４３万２８００円から、前記（５）

の中間納付額１０１２万７４００円を控除した後のものである。 
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（７）地方消費税の課税標準となる消費税額 ８３４３万２８００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の２（７）と同様である。 

（８）納付すべき譲渡割額 ２０８５万８２００円 

 上記金額は、前記（７）の地方消費税の課税標準となる消費税額８３４３万２８００円

に、地方税法７２条の８３の規定による税率である１００分の２５を乗じて計算した金額

（ただし、地方税法２０条の４の２第３項の規定により１００円未満の端数金額を切り捨

てた後のもの）である。 

（９）譲渡割の中間納付額 ２５３万１７００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の２（９）と同様である。 

（10）新たに納付すべき譲渡割額 １８３２万６５００円 

 上記金額は、前記（８）の納付すべき譲渡割額２０８５万８２００円から、前記（９）

の譲渡割の中間納付額２５３万１７００円を控除した後のものである。 

（11）新たに納付すべき消費税等の額 ９１６３万１９００円 

 上記金額は、前記（６）の新たに納付すべき消費税額７３３０万５４００円と前記（１

０）の新たに納付すべき譲渡割額１８３２万６５００円を合計した後のものである。 

３ 平成２０年課税期間に係る消費税等の額 

（１）消費税の課税標準額 ２４億９１５６万８０００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の３（１）と同様である。 

（２）課税標準額に対する消費税額 ９９６６万２７２０円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の３（２）と同様である。 

（３）控除対象仕入税額 ４１万４２４７円 

 上記金額は、別表１７のとおり、領収書及び帳簿の保存があった課税仕入れに係る支払

対価の額と、領収書及び帳簿の保存がないものの金額が３万円未満の課税仕入れに係る支

払対価の額を合計した後の金額である１０８７万４０００円に、消費税法３０条１項の規

定により、１０５分の４を乗じて計算した金額である（ただし、１円未満の端数金額を切

り捨てた後のもの）。なお、平成２０年課税期間においては、本件経理処理がされていたこ

とを認めるに足りる領収書及び帳簿がなく、かつ、その実額を把握することもできないか

ら、同項の適用はないというべきである。 

（４）納付すべき消費税額 ９９２４万８４００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の３（４）と同様である。 

（５）中間納付額 １２９４万９２００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の３（５）と同様である。 

（６）新たに納付すべき消費税額 ８６２９万９２００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の３（６）と同様である。 

（７）地方消費税の課税標準となる消費税額 ９９２４万８４００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の３（７）と同様である。 

（８）納付すべき譲渡割額 ２４８１万２１００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の３（８）と同様である。 

（９）譲渡割の中間納付額 ３２３万７３００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の３（９）と同様である。 
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（10）新たに納付すべき譲渡割額 ２１５７万４８００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の３（１０）と同様である。 

（11）新たに納付すべき消費税等の額 １億０７８７万４０００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の３（１１）と同様である。 

４ 平成２１年課税期間に係る消費税等の額 

（１）消費税の課税標準額 ２５億３９１８万４０００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の４（１）と同様である。 

（２）課税標準額に対する消費税額 １億０１５６万７３６０円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の４（２）と同様である。 

（３）控除対象仕入税額 ５万１５０７円 

 上記金額は、別表１７のとおり、領収書及び帳簿の保存があった課税仕入れに係る支払

対価の額と、領収書及び帳簿の保存がないものの金額が３万円未満の課税仕入れに係る支

払対価の額を合計した後の金額である１３５万２０５９円に、消費税法３０条１項の規定

により、１０５分の４を乗じて計算した金額である（ただし、１円未満の端数金額を切り

捨てた後のもの）。なお、平成２１年課税期間においても、平成２０年課税期間と同様、本

件経理処理がされていたことを認めるに足りる領収書及び帳簿がなく、かつ、その実額を

把握することもできないから、同項の適用はないというべきである。 

（４）納付すべき消費税額 １億０１５１万５８００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の４（４）と同様である。 

（５）中間納付額 １５１０万８１００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の４（５）と同様である。 

（６）新たに納付すべき消費税額 ８６４０万７７００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の４（６）と同様である。 

（７）地方消費税の課税標準となる消費税額 １億０１５１万５８００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の４（７）と同様である。 

（８）納付すべき譲渡割額 ２５３７万８９００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の４（８）と同様である。 

（９）譲渡割の中間納付額 ３７７万６８００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の４（９）と同様である。 

（10）新たに納付すべき譲渡割額 ２１６０万２１００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の４（１０）と同様である。 

（11）新たに納付すべき消費税等の額 １億０８００万９８００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の４（１１）と同様である。 

５ 平成２２年課税期間に係る消費税等の額 

（１）消費税の課税標準額 ２５億６３４８万６０００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の５（１）と同様である。 

（２）課税標準額に対する消費税額 １億０２５３万９４４０円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の５（２）と同様である。 

（３）控除対象仕入税額 ４６０万２７８８円 

 上記金額は、別表１７のとおり、領収書及び帳簿の保存があった課税仕入れに係る支払
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対価の額と、領収書及び帳簿の保存がないものの金額が３万円未満の課税仕入れに係る支

払対価の額を合計した後の金額である１億２０８２万３１８６円に、消費税法３０条１項

の規定により、１０５分の４を乗じて計算した金額である（ただし、１円未満の端数金額

を切り捨てた後のもの）。なお、平成２２年課税期間においても、平成２０年課税期間と同

様、本件経理処理がされていたことを認めるに足りる領収書及び帳簿がなく、かつ、その

実額を把握することもできないから、同項の適用はないというべきである。 

（４）納付すべき消費税額 ９７９３万６６００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の５（４）と同様である。 

（５）中間納付額 １３８８万７０００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の５（５）と同様である。 

（６）新たに納付すべき消費税額 ８４０４万９６００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の５（６）と同様である。 

（７）地方消費税の課税標準となる消費税額 ９７９３万６６００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の５（７）と同様である。 

（８）納付すべき譲渡割額 ２４４８万４１００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の５（８）と同様である。 

（９）譲渡割の中間納付額 ３４７万１６００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の５（９）と同様である。 

（10）新たに納付すべき譲渡割額 ２１０１万２５００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の５（１０）と同様である。 

（11）新たに納付すべき消費税等の額 １億０５０６万２１００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の５（１１）と同様である。 

６ 平成２３年課税期間に係る消費税等の額 

（１）消費税の課税標準額 ２３億７９０７万４０００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の６（１）と同様である。 

（２）課税標準額に対する消費税額 ９５１６万２９６０円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の６（２）と同様である。 

（３）控除対象仕入税額 ３７万９６１５円 

 上記金額は、別表１７のとおり、領収書及び帳簿の保存があった課税仕入れに係る支払

対価の額と、領収書及び帳簿の保存がないものの金額が３万円未満の課税仕入れに係る支

払対価の額を合計した後の金額である９９６万４８９４円に、消費税法３０条１項の規定

により、１０５分の４を乗じて計算した金額である（ただし、１円未満の端数金額を切り

捨てた後のもの）。 

（４）納付すべき消費税額 ９４７８万３３００円 

 上記金額は、前記（２）の課税標準額に対する消費税額９５１６万２９６０円から、前

記（３）の控除対象仕入税額３７万９６１５円を控除した後のもの（ただし、国税通則法

１１９条１項の規定により１００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。 

（５）中間納付額 １２５５万６８００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の６（５）と同様である。 

（６）新たに納付すべき消費税額 ８２２２万６５００円 
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 上記金額は、前記（４）の納付すべき消費税額９４７８万３３００円から、前記（５）

の中間納付額１２５５万６８００円を控除した後のものである。 

（７）地方消費税の課税標準となる消費税額 ９４７８万３３００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の６（７）と同様である。 

（８）納付すべき譲渡割額 ２３６９万５８００円 

 上記金額は、前記（７）の地方消費税の課税標準となる消費税額９４７８万３３００円

に、地方税法７２条の８３の規定による税率である１００分の２５を乗じて計算した金額

（ただし、地方税法２０条の４の２第３項の規定により１００円未満の端数金額を切り捨

てた後のもの）である。 

（９）譲渡割の中間納付額 ３１３万９２００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の６（９）と同様である。 

（10）新たに納付すべき譲渡割額 ２０５５万６６００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の６（１０）と同様である。 

（11）新たに納付すべき消費税等の額 １億０２７８万３１００円 

 上記金額は、前記（６）の新たに納付すべき消費税額８２２２万６５００円と前記（１

０）の新たに納付すべき譲渡割額２０５５万６６００円を合計した後のものである。 

７ 平成２４年課税期間に係る消費税等の額 

（１）消費税の課税標準額 ２４億０３７２万５０００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の７（１）と同様である。 

（２）課税標準額に対する消費税額 ９６１４万９０００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の７（２）と同様である。 

（３）控除対象仕入税額 ２１９万０１０１円 

 上記金額は、別表１７のとおり、領収書及び帳簿の保存があった課税仕入れに係る支払

対価の額と、領収書及び帳簿の保存がないものの金額が３万円未満の課税仕入れに係る支

払対価の額を合計した後の金額である５７４９万０１５９円に、消費税法３０条１項の規

定により、１０５分の４を乗じて計算した金額である（ただし、１円未満の端数金額を切

り捨てた後のもの）。なお、平成２４年課税期間においても、平成２０年課税期間と同様、

本件経理処理がされていたことを認めるに足りる領収書及び帳簿がなく、かつ、その実額

を把握することもできないから、同項の適用はないというべきである。 

（４）納付すべき消費税額 ９３９５万８８００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の７（４）と同様である。 

（５）中間納付額 １１６１万０３００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の７（５）と同様である。 

（６）新たに納付すべき消費税額 ８２３４万８５００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の７（６）と同様である。 

（７）地方消費税の課税標準となる消費税額 ９３９５万８８００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の７（７）と同様である。 

（８）納付すべき譲渡割額 ２３４８万９７００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の７（８）と同様である。 

（９）譲渡割の中間納付額 ２９０万２５００円 
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 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の７（９）と同様である。 

（10）新たに納付すべき譲渡割額 ２０５８万７２００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の７（１０）と同様である。 

（11）新たに納付すべき消費税等の額 １億０２９３万５７００円 

 上記金額の算出方法は、別紙４の第２の７（１１）と同様である。 

第３ 本件各更正処分の適法性 

 本件各更正処分における本件各年分の所得税の額は、別表２の「更正処分」欄のうちの「納

付すべき税額」欄に対応する部分にそれぞれ記載されているとおりであり、また、本件各更正

処分における本件各課税期間の消費税等の額は、別表３の「更正処分等」欄のうちの「消費

税」欄中の「納付すべき消費税額」欄及び「地方消費税」欄中の「納付すべき譲渡割額」欄に

対応する部分にそれぞれ記載されているとおりであって、これらはいずれも、前記第１及び第

２において認められる本件各年分の所得税の額及び本件各課税期間の消費税等の額を下回って

いる（所得税につき別表２０、消費税等につき別表２１各参照）から、本件各更正処分はいず

れも適法である。 

第４ 本件各年分の所得税に係る加算税の額及び本件各課税期間の消費税等に係る加算税の額 

１ 本件各年分の所得税に係る加算税の額 

 別紙４の第４の１の柱書き部分と同様の理由により、原告については、国税通則法６８条１

項の規定により、納付すべき所得税の額と、原告が本件各確定申告において申告した所得税の

額との差額のうち、隠蔽し又は仮装したところに基づく部分について重加算税が、隠蔽し又は

仮装したところに基づく部分以外の部分について過少申告加算税が、それぞれ課されることと

なる。また、原告が納付すべきこととなる税額の計算の基礎となった事実のうち、同法６５条

４項に規定する「正当な理由」に該当する事実は認められない。 

（１）平成１８年分の所得税額に係る重加算税の額 ２６４３万５５００円 

 上記金額は、前記第１の１（６）の新たに納付すべき税額９４４６万７８００円から、

原告が平成１８年分の所得税の確定申告書第１表の「税金の計算」欄の「第３期分の税

額」欄中の「納める税金」欄（甲１の１・１枚目・順号㊶）に記載した１８９３万１９０

０円を控除した後のものである７５５３万円（ただし、国税通則法１１８条３項の規定に

より１万円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）について、その全額が重加対象部分で

あり、過少対象部分は認められないことから、当該金額を基礎として同法６８条１項の規

定による１００分の３５の割合を乗じて計算した金額である。 

（２）平成１９年分の所得税額に係る重加算税の額 ３６５６万１０００円 

 上記金額は、前記第１の２（６）の新たに納付すべき税額１億２３６７万８４００円か

ら、原告が平成１９年分の所得税の確定申告書第１表の「税金の計算」欄の「第３期分の

税額」欄中の「納める税金」欄（甲１の２・１枚目・順号㊵）に記載した１９２１万６８

００円を控除した後のものである１億０４４６万円（ただし、国税通則法１１８条３項の

規定により１万円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）について、その全額が重加対象

部分であり、過少対象部分は認められないことから、当該金額を基礎として同法６８条１

項の規定による１００分の３５の割合を乗じて計算した金額である。 

（３）平成２０年分の所得税額に係る重加算税の額 ３４７７万６０００円 

 上記金額は、前記第１の３（６）の新たに納付すべき税額１億０３１５万７８００円か
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ら、原告が平成２０年分の所得税の確定申告書第１表の「税金の計算」欄の「第３期分の

税額」欄中の「納める税金」欄（甲１の３・１枚目・順号㊵）に記載した３７９万１００

０円を控除した後のものである９９３６万円（ただし、国税通則法１１８条３項の規定に

より１万円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）について、その全額が重加対象部分で

あり、過少対象部分は認められないことから、当該金額を基礎として同法６８条１項の規

定による１００分の３５の割合を乗じて計算した金額である。 

（４）平成２１年分の所得税額に係る重加算税の額 ３５３２万９０００円 

 上記金額は、前記第１の４（６）の新たに納付すべき税額１億１１９９万９６００円か

ら、原告が平成２１年分の所得税の確定申告書第１表の「税金の計算」欄の「第３期分の

税額」欄中の「納める税金」欄（甲１の４・１枚目・順号㊷）に記載した１１０５万９２

００円を控除した後のものである１億００９４万円（ただし、国税通則法１１８条３項の

規定により１万円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）について、その全額が重加対象

部分であり、過少対象部分は認められないことから、当該金額を基礎として同法６８条１

項の規定による１００分の３５の割合を乗じて計算した金額である。 

（５）平成２２年分の所得税額に係る加算税の額 

ア 過少申告加算税の額 ２万円 

 上記金額を算出する根拠、方法及び過程は、いずれも、別紙４の第４の１（５）アと

同様である。 

イ 重加算税の額 ３５４１万６５００円 

 上記金額は、前記第１の５（６）の新たに納付すべき税額９７１９万８４００円に、

原告が平成２２年分の所得税の確定申告書第１表の「税金の計算」欄の「第３期分の税

額」欄中の「還付される税金」欄（甲１の５・１枚目・順号㊸）に記載した「△４２０

万４８００円」の絶対額である４２０万４８００円を加算した後のものである１億０１

４０万３２００円から、前記アの過少対象部分に係る納付すべき税額である２０万７２

００円を控除した後の１億０１１９万円（ただし、国税通則法１１８条３項の規定によ

り１万円未満の端数金額を切り捨てた後のもの。別表１８－１「Ｃ 隠蔽仮装事由部分

の額」欄に対応する「加算税の基礎となる税額」欄（順号⑬）参照）を基礎として同法

６８条１項の規定による１００分の３５の割合を乗じて計算した金額である。 

（６）平成２３年分の所得税額に係る重加算税の額 ３３２１万５０００円 

 上記金額は、前記第１の６（６）の新たに納付すべき税額１億０１０１万１６００円か

ら、原告が平成２３年分の所得税の確定申告書第１表の「税金の計算」欄の「第３期分の

税額」欄中の「納める税金」欄（甲１の６・１枚目・順号㊺）に記載した６１０万４００

０円を控除した後のものである９４９０万円（ただし、国税通則法１１８条３項の規定に

より１万円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）について、その全額が重加対象部分で

あり、過少対象部分は認められないことから、当該金額を基礎として同法６８条１項の規

定による１００分の３５の割合を乗じて計算した金額である。 

（７）平成２４年分の所得税額に係る加算税の額 

ア 過少申告加算税の額 ７２３万８０００円 

 上記金額を算出する根拠、方法及び過程は、いずれも、別紙４の第４の１（７）アと

同様である。 
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イ 重加算税の額 ３２０３万９０００円 

 上記金額は、前記第１の７（６）の新たに納付すべき税額１億５０２４万２８００円

から、原告が平成２４年分の所得税の確定申告書第１表の「税金の計算」欄の「第３期

分の税額」欄中の「納める税金」欄（甲１の７・１枚目・順号㊺）に記載した５０４万

２４００円を控除した後のものである１億４５２０万０４００円（別表１８－３「区

分」欄中の「加算税の対象となる税額」欄（順号①）参照）から、前記アの過少対象部

分に係る納付すべき税額である５３６５万２４００円（別表１８－２「Ｅ 不正当事由

部分の額」欄に対応する「増差税額」欄（順号⑫）参照）を控除した後の９１５４万円

（ただし、国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数金額を切り捨てた後

のもの。別表１８－２「Ｃ 隠蔽仮装事由部分の額」欄に対応する「加算税の基礎とな

る税額」欄（順号⑬）参照）を基礎として同法６８条１項の規定による１００分の３５

の割合を乗じて計算した金額である。 

２ 本件各課税期間の消費税等に係る加算税の額 

 本件各課税期間の消費税等に係る加算税の額を計算するに際しての基本的な考え方は、別紙

４の第４の２の柱書き部分と同様である。また、本件においては、原告が納付すべきこととな

る税額の計算の基礎となった事実のうち、国税通則法６５条４項に規定する「正当な理由」に

該当する事実は認められない。なお、原告の本件各課税期間における課税資産の譲渡等の対価

の額についての重加対象部分及び過少対象部分の内訳の詳細は、別表８のとおりである。 

（１）平成１８年課税期間の消費税等の額に係る加算税の額 

ア 過少申告加算税の額 ７８２万６０００円 

 上記金額を算出する根拠、方法及び過程は、いずれも、別紙４の第４の２（１）アと

同様である。 

イ 重加算税の額 ３５３万１５００円 

 上記金額は、前記第２の１（１１）の新たに納付すべき消費税等の額７５５３万７３

００円から、前記アの過少対象部分に係る税額６５４４万５４００円を控除した後のも

のである１００９万１９００円（別表１９－１「重加算税の対象となる税額」欄・順号

⑬参照）について、国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数金額を切り

捨てた後のものである１００９万円を基礎として、同法６８条１項の規定による１００

分の３５の割合を乗じて計算した金額である（別表１９－１「重加算税の額」欄・順号

⑮参照）。 

（２）平成１９年課税期間の消費税等の額に係る加算税の額 

ア 過少申告加算税の額 ９４１万８０００円 

 上記金額を算出する根拠、方法及び過程は、いずれも、別紙４の第４の２（２）アと

同様である。 

イ 重加算税の額 ４４５万２０００円 

 上記金額は、前記第２の２（１１）の新たに納付すべき消費税等の額９１６３万１９

００円から、前記アの過少対象部分に係る税額７８９０万６０００円を控除した後のも

のである１２７２万５９００円（別表１９－２「重加算税の対象となる税額」欄・順号

⑬参照）について、国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数金額を切り

捨てた後のものである１２７２万円を基礎として、同法６８条１項の規定による１００
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分の３５の割合を乗じて計算した金額である（別表１９－２「重加算税の額」欄・順号

⑮参照）。 

（３）平成２０年課税期間の消費税等の額に係る加算税の額 

ア 過少申告加算税の額 １２０４万４０００円 

 上記金額を算出する根拠、方法及び過程は、いずれも、別紙４の第４の２（３）アと

同様である。 

イ 重加算税の額 ４２５万９５００円 

 上記金額を算出する根拠、方法及び過程は、いずれも、別紙４の第４の２（３）イと

同様である。 

（４）平成２１年課税期間の消費税等の額に係る加算税の額 

ア 過少申告加算税の額 １２５９万２０００円 

 上記金額を算出する根拠、方法及び過程は、いずれも、別紙４の第４の２（４）アと

同様である。 

イ 重加算税の額 ４２２万８０００円 

 上記金額を算出する根拠、方法及び過程は、いずれも、別紙４の第４の２（４）イと

同様である。 

（５）平成２２年課税期間の消費税等の額に係る加算税の額 

ア 過少申告加算税の額 １２２９万９０００円 

 上記金額を算出する根拠、方法及び過程は、いずれも、別紙４の第４の２（５）アと

同様である。 

イ 重加算税の額 ４３８万２０００円 

 上記金額を算出する根拠、方法及び過程は、いずれも、別紙４の第４の２（５）イと

同様である。 

（６）平成２３年課税期間の消費税等の額に係る加算税の額 

ア 過少申告加算税の額 １２１５万６０００円 

 上記金額を算出する根拠、方法及び過程は、いずれも、別紙４の第４の２（６）アと

同様である。 

イ 重加算税の額 ４０６万７０００円 

 上記金額は、前記第２の６（１１）の新たに納付すべき消費税等の額１億０２７８万

３１００円から、前記アの過少対象部分に係る税額９１１５万４６００円を控除した後

のものである１１６２万８５００円（別表１９－３「重加算税の対象となる税額」欄・

順号⑬参照）について、国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数金額を

切り捨てた後のものである１１６２万円を基礎として、同法６８条１項の規定による１

００分の３５の割合を乗じて計算した金額である（別表１９－３「重加算税の額」欄・

順号⑮参照）。 

（７）平成２４年課税期間の消費税等の額に係る加算税の額 

ア 過少申告加算税の額 １２１２万９５００円 

 上記金額を算出する根拠、方法及び過程は、いずれも、別紙４の第４の２（７）アと

同様である。 

イ 重加算税の額 ３９３万０５００円 
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 上記金額を算出する根拠、方法及び過程は、いずれも、別紙４の第４の２（７）イと

同様である。 

第５ 本件各賦課決定処分の適法性 

 本件各年分の所得税に係る加算税の額及び本件各課税期間の消費税等に係る加算税の額は、

前記第４のとおりであると認められるところ、本件各賦課決定処分における本件各年分の所得

税に係る過少申告加算税及び重加算税の額は、別表２の「更正処分」欄のうちの「過少申告加

算税の額」欄及び「重加算税の額」欄に対応する部分に記載されているとおりであり、また、

本件各賦課決定処分における本件各課税期間の消費税等に係る過少申告加算税及び重加算税の

額は、別表３の「裁決」欄のうちの「過少申告加算税の額」欄及び「重加算税の額」欄に対応

する部分に記載されているとおりであって、これらは、いずれも前記第４において認められる

本件各年分の所得税及び本件各課税期間の消費税等に係る過少申告加算税及び重加算税の額を

下回っている（所得税につき別表２０、消費税等につき別表２１各参照）から、本件各賦課決

定処分は、いずれも適法である。 

以上 
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別表２ 

課税の経緯（所得税） 
  （単位：円） 

    確定申告 更正処分 異議申立て 異議決定 審査請求 裁決 

平 
成 
18 
年 
分 

年月日 平成19年3月14日 平成26年3月13日 平成26年4月2日 平成26年6月26日 平成26年7月22日 平成27年7月14日

総所得金額 83,307,847 284,979,432

全
部
取
消
し 

棄
却 

全
部
取
消
し 

棄
却 

 事業所得の金額 83,307,847 284,979,432

納付すべき税額 18,931,900 93,550,600

重加算税の額   26,113,500

平 
成 
19 
年 
分 

年月日 平成20年3月17日 平成26年3月13日 平成26年4月2日 平成26年6月26日 平成26年7月22日 平成27年7月14日

総所得金額 103,129,753 359,159,900

全
部
取
消
し 

棄
却 

全
部
取
消
し 

棄
却 

 事業所得の金額 103,129,753 359,159,900

納付すべき税額 19,216,800 121,628,800

重加算税の額   35,843,500

平 
成 
20 
年 
分 

年月日 平成21年3月11日 平成26年3月13日 平成26年4月2日 平成26年6月26日 平成26年7月22日 平成27年7月14日

総所得金額 81,448,731 325,771,037

全
部
取
消
し 

棄
却 

全
部
取
消
し 

棄
却 

 事業所得の金額 81,448,731 325,771,037

納付すべき税額 3,791,000 101,519,800

重加算税の額   34,202,000

平 
成 
21 
年 
分 

年月日 平成22年3月15日 平成26年3月13日 平成26年4月2日 平成26年6月26日 平成26年7月22日 平成27年7月14日

総所得金額 85,435,458 333,627,680

全
部
取
消
し 

棄
却 

全
部
取
消
し 

棄
却 

 
事業所得の金額 88,352,236 336,544,458

譲渡所得の金額 △ 2,916,778 △ 2,916,778

納付すべき税額 11,059,200 110,336,000

重加算税の額   34,744,500

平 
成 
22 
年 
分 

年月日 平成23年3月13日 平成26年3月13日 平成26年4月2日 平成26年6月26日 平成26年7月22日 平成27年7月14日

総所得金額 49,783,676 301,777,701

全
部
取
消
し 

棄
却 

全
部
取
消
し 

棄
却 

 事業所得の金額 49,783,676 301,777,701

納付すべき税額 △ 4,204,800 96,592,800

過少申告加算税の額   20,000

重加算税の額   35,206,500

平 
成 
23 
年 
分 

年月日 平成24年3月14日 平成26年3月13日 平成26年4月2日 平成26年6月26日 平成26年7月22日 平成27年7月14日

総所得金額 51,137,879 284,509,693

全
部
取
消
し 

棄
却 

全
部
取
消
し 

棄
却 

 事業所得の金額 51,137,879 284,509,693

納付すべき税額 6,104,000 99,452,400

重加算税の額   32,669,000

平 
成 
24 
年 
分 

年月日 平成25年3月13日 平成26年3月13日 平成26年4月2日 平成26年6月26日 平成26年7月22日 平成27年7月14日

総所得金額 50,061,253 409,133,003

全
部
取
消
し 

棄
却 

全
部
取
消
し 

棄
却 

 事業所得の金額 50,061,253 409,133,003

納付すべき税額 5,042,400 148,670,800

過少申告加算税の額   7,238,000

重加算税の額   31,489,500
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                                     別表３ 

課税の経緯（消費税及び地方消費税） 
（単位:円） 

課
税
期
間 

        区分 
    項目 

確定申告 更正処分 更正処分等 異議申立て 異議決定 審査請求 裁決 

平 
成 
18 
年 
課 
税 
期 
間 

年月日 平成19年3月20日 

  

平成26年3月13日 平成26年4月2日 平成26年6月26日 平成26年7月22日 
平成27年7月14日

一部取消し 

消
費
税 

課税標準額 ① 866,229,000 2,057,774,000

全
部
取
消
し 

棄
却 

全
部
取
消
し 

2,057,774,000

消費税額 ② 34,619,160 82,310,960 82,310,960

控除対象仕入税額 ③ 21,145,758 14,899,646 14,899,646

納付すべき消費税額 
（②－③） 

④ 13,503,400 67,411,300 67,411,300

地
方
消
費
税 

課税標準となる消費税額 ⑤ 13,503,400 67,411,300 67,411,300

納付すべき譲渡割額（⑤×25/100） ⑥ 3,375,800 16,852,800 16,852,800

消費税等の合計税額 

（④＋⑥） 
⑦ 16,879,200 84,264,100 84,264,100

過少申告加算税の額 ⑧  6,353,000 7,523,000

重加算税の額 ⑨  6,790,000 3,360,000

平 
成 
19 
年 
課 
税 
期 
間 

年月日 平成20年3月17日 平成20年6月2日 平成26年3月13日 平成26年4月2日 平成26年6月26日 平成26年7月22日 
平成27年7月14日

一部取消し 

消
費
税 

課税標準額 ① 1,090,800,000 1,090,800,000 2,608,001,000

全
部
取
消
し 

棄
却 

全
部
取
消
し 

2,608,001,000

消費税額 ② 43,632,000 43,632,000 104,320,040 104,320,040

控除対象仕入税額 ③ 26,366,094 26,366,094 21,304,840 21,304,840

納付すべき消費税額 
（②－③） 

④ 17,265,900 17,265,90O 83,015,200 83,015,200

地
方
消
費
税

課税標準となる消費税額 ⑤ 17,265,900 17,265,900 83,015,200 83,015,200

納付すべき譲渡割額（⑤×25/100） ⑥ 4,316,400 4,316,400 20,753,800 20,753,800

消費税等の合計税額 

（④＋⑥） 
⑦ 21,582,300 21,582,300 103,769,000 103,769,000

過少申告加算税の額 ⑧   7,529,900 9,119,500

重加算税の額 ⑨   8,676,500 1,205,500

平 
成 
20 
年 
課 
税 
期 
間 

年月日 平成21年3月11日 平成21年5月27日 平成26年3月13日 平成26年4月2日 平成26年6月26日 平成26年7月22日 
平成27年7月14日

一部取消し 

消
費
税 

課税標準額 ① 1,037,033,000 1,037,033,000 2,480,736,000

全
部
取
消
し 

棄
却 

全
部
取
消
し 

2,480,736,000

消費税額 ② 41,481,320 41,481,320 99,229,440 99,229,440

控除対象仕入税額 ③ 22,529,372 22,529,372 414,247 414,247

納付すべき消費税額 
（②－③） 

④ 22,529,300 18,951,900 98,815,100 98,815,100

地
方
消
費
税

課税標準となる消費税額 ⑤ 22,529,300 18,951,900 98,815,100 98,815,100

納付すべき譲渡割額（⑤×25/100） ⑥ 5,632,300 4,737,900 24,703,700 24,703,700

消費税等の合計税額 

（④＋⑥） 
⑦ 28,161,600 23,689,800 123,518,800 123,518,800

過少申告加算税の額 ⑧   9,346,500 1,150,000

重加算税の額 ⑨   8,277,500 4,070,500

平 
成 
21 
年 
課 
税 
期 
間 

年月日 平成22年3月15日 

  

平成26年3月13日 平成26年4月2日 平成26年6月26日 平成26年7月22日 
平成27年7月14日

一部取消し 

消
費
税 

課税標準額 ① 1,059,358,000 2,528,181,000

全
部
取
消
し 

棄
却 

全
部
取
消
し 

2,528,181,000

消費税額 ② 42,374,320 101,127,240 101,127,240

控除対象仕入税額 ③ 23,858,002 51,507 51,507

納付すべき消費税額 
（②－③） 

④ 18,516,300 101,075,700 101,075,700

地
方
消
費
税

課税標準となる消費税額 ⑤ 18,516,300 101,075,700 101,075,700

納付すべき譲渡割額（⑤×25/100） ⑥ 4,629,000 25,268,900 25,268,900

消費税等の合計税額 

（④＋⑥） 
⑦ 23,145,300 126,344,600 126,344,600

過少申告加算税の額 ⑧  10,717,000 12,549,500

重加算税の額 ⑨  8,410,500 1,133,500

平 
成 
22 
年 
課 
税 
期 
間 

年月日 平成23年3月13日 

  

平成26年3月13日 平成26年4月2日 平成26年6月26日 平成26年7月22日 
平成27年7月14日

一部取消し 

消
費
税 

課税標準額 ① 1,059,681,000 2,545,040,000

全
部
取
消
し 

棄
却 

全
部
取
消
し 

2,545,040,000

消費税額 ② 42,387,240 101,801,600 101,801,600

控除対象仕入税額 ③ 25,644,568 4,602,788 4,602,788

納付すべき消費税額 
（②－③） 

④ 16,742,600 97,198,800 97,198,800

地
方
消
費
税

課税標準となる消費税額 ⑤ 16,742,600 97,198,800 97,198,800

納付すべき譲渡割額（⑤×25/100） ⑥ 4,185,600 24,299,700 24,299,700

消費税等の合計税額 

（④＋⑥） 
⑦ 20,928,200 121,498,500 121,498,500

過少申告加算税の額 ⑧  10,562,000 12,242,000

重加算税の額 ⑨  8,109,500 1,159,500
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課税の経緯（消費税及び地方消費税） 
（単位・円） 

課
税
期
間 

        区分 
    項目 

確定申告 更正処分 更正処分等 異議申立て 異議決定 審査請求 裁決 

平 
成 
23 
年 
課 
税 
期 
間 

年月日 平成24年3月14日 

  

平成26年3月13日 平成26年4月2日 平成26年6月26日 平成26年7月22日 
平成27年7月14日

一部取消し 

消
費
税 

課税標準額 ① 982,882,000 2,368,761,000

全
部
取
消
し 

棄
却 

全
部
取
消
し 

2,368,761,000

消費税額 ② 39,315,280 94,750,440 94,750,440

控除対象仕入税額 ③ 23,834,477 379,538 379,538

納付すべき消費税額 
（②－③） 

④ 15,480,800 94,370,900 94,370,900

地
方
消
費
税 

課税標準となる消費税額 ⑤ 15,480,800 94,370,900 94,370,900

納付すべき譲渡割額（⑤×25/100） ⑥ 3,870,200 23,592,700 23,592,700

消費税等の合計税額 

（④＋⑥） 
⑦ 19,351,000 117,963,600 117,963,600

過少申告加算税の額 ⑧   10,446,000 12,156,000

重加算税の額 ⑨   7,878,500 3,888,500

平 
成 
24 
年 
課 
税 
期 
間 

年月日 平成25年3月13日 

  

平成26年3月13日 平成26年4月2日 平成26年6月26日 平成26年7月22日 
平成27年7月14日

一部取消し 

消
費
税 

課税標準額 ① 920,644,000 2,393,328,000

全
部
取
消
し 

棄
却 

全
部
取
消
し 

2,393,328,000

消費税額 ② 36,825,780 95,733,120 95,733,120

控除対象仕入税額 ③ 21,615,029 2,190,101 2,190,101

納付すべき消費税額 
（②－③） 

④ 15,210,700 93,543,000 93,543,000

地
方
消
費
税

課税標準となる消費税額 ⑤ 15,210,700 93,543,000 93,543,000

納付すべき譲渡割額（⑤×25/100） ⑥ 3,802,600 23,385,700 23,385,700

消費税等の合計税額 

（④＋⑥） 
⑦ 19,013,300 116,928,700 116,928,700

過少申告加算税の額 ⑧   10,549,500 12,129,500

重加算税の額 ⑨   7,434,000 3,748,500
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別紙８ 

課税資産の譲渡等の対価の額の内訳（確定申告との増差額） 
                                           （単位：円） 

  課税売上高 ①確定申告額又は更正額 ②被告主張額 ③増差額 ④隠蔽仮装部分 
⑥隠蔽仮装以外 

の部分 

平成18年 

課税期間 

事業所得に係る総収入金額 909,541,229 2,171,687,910 1,262,146,681 212,695,549 1,049,450,132 

  

本件５店舗に係る総収入金額  2,120,185,572 1,272,577,317     

  
粗金の額  1,049,279,840 201,671,585 201,671,585 0 

接客従業者に対する支払額  1,070,905,732 1,070,905,732   1,070,905,732 

本件広告業に係る収入金額  28,993,674 △ 21,455,600   △ 21,455,600 

本件飲食店に係る収入金額  11,483,700 0   0 

雑収入  11,024,964 11,024,964     

  総徴収金額  11,024,964 11,024,964 11,024,964 0 

平成19年 

課税期間 

事業所得に係る総収入金額 1,140,340,124 2,745,319,570 1,604,979,446 267,949,478 1,337,029,968 

  

本件６店舗に係る総収入金額  2,708,640,851 1,632,562,739     

  
粗金の額  1,332,109,571 256,031,459 256,031,459 0 

接客従業者に対する支払額  1,376,531,280 1,376,531,280   1,376,531,280 

本件広告業に係る収入金額  14,971,300 △ 39,501,312   △ 39,501,312 

本件飲食店に係る収入金額  9,789,400 0   0 

雑収入  11,918,019 11,918,019     

  総徴収金額  11,918,019 11,918,019 11,918,019 0 

車両売却の対価の額 0 5,000,000 0 0 5,000,000 

平成20年 

課税期間 

事業所得に係る総収入金額 1,088,885,131 2,616,146,473 1,527,261,342 256,699,032 1,271,562,310 

  

本件６店舗に係る総収入金額 1,026,880,641 2,584,803,857 1,557,923,216     

  
粗金の額 1,026,880,641 1,271,206,537 244,325,896 244,325,896 0 

接客従業者に対する支払額  1,313,597,320 1,313,597,320   1,310,815,573 

本件広告業に係る収入金額 55,118,370 10,908,780 △ 44,209,590   △ 44,209,590 

本件飲食店に係る収入金額 6,886,120 9,060,700 2,174,580   2,174,580 

雑収入  11,373,136 11,373,136     

  総徴収金額  11,373,136 11,373,136 11,373,136 0 

平成21年 

課税期間 

事業所得に係る総収入金額 1,106,325,346 2,660,143,421 1,553,817,075 259,746,191 1,294,070,884 

  

本件各店舗に係る総収入金額  2,625,715,673 1,582,581,748     

  
粗金の額  1,291,326,968 248,193,043 248,193,043 0 

接客従業者に対する支払額  1,334,388,705 1,334,388,705   1,334,388,705 

本件広告業に係る収入金額  16,275,000 △ 40,317,821   △ 40,317,821 

本件飲食店に係る収入金額  6,599,600 0   0 

雑収入  11,553,148 11,553,148     

  総徴収金額  11,553,148 11,553,148 11,553,148 0 

車両売却の対価の額 0 6,000,000 6,000,000   6,000,000 

平成22年 

課税期間 

事業所得に係る総収入金額 1,112,665,856 2,691,660,463 1,578,994,607 262,930,613 1,316,063,994 

  

本件各店舗に係る総収入金額 1,055,818,315 2,657,698,350 1,601,878,035     

  
粗金の額 1,055,818,315 1,307,055,085 251,236,750 251,236,750 0 

接客従業者に対する支払額  1,350,641,285 1,350,041,285   1,350,641,285 

本件広告業に係る収入金額 49,901,541 16,324,250 △ 34,577,291   △ 34,577,291 

本件飲食店に係る収入金額 6,946,000 6,946,000 0   0 

雑収入  11,693,863 11,693,863     

  総徴収金額  11,693,863 11,693,863 11,693,863 0 

平成23年 

課税期間 

事業所得に係る総収入金額 1,032,026,492 2,498,027,898 1,466,001,406 244,199,809 1,221,801,597 

  

本件各店舗に係る総収入金額 980,842,236 2,463,757,959 1,482,915,723     

  
粗金の額 980,842,236 1,214,214,206 233,371,970 233,371,970 0 

接客従業者に対する支払額  1,249,543,753 1,249,543,763   1,249,543,753 

本件広告業に係る収入金額 45,828,156 18,086,000 △ 27,742,156   △ 27,742,156 

本件飲食店に係る収入金額 5,356,100 5,356,100 0   0 

雑収入  10,827,839 10,827,839     

  総徴収金額  10,827,839 10,827,839 10,827,839 0 

平成24年 

課税期間 

事業所得に係る総収入金額 966,676,284 2,523,911,303 1,557,235,019 235,856,542 1,321,378,477 

  

本件各店舗に係る総収入金額 945,404,799 2,381,723,774 1,436,318,975     

  
粗金の額 945,404,799 1,170,245,133 224,940,334 224,940,334 0 

接客従業者に対する支払額  1,211,378,641 1,211,378,641   1,211,378,641 

本件広告業に係る収入金額 16,132,564 16,132,400 △ 164   △ 164 

本件飲食店に係る収入金額 4,715,200 4,716,300 0   0 

雑収入 422,621 121,338,829 120,916,208     

  

総徴収金額  10,916,208 10,916,208 10,915,208 0 

法人からの報酬  110,000,000 110,000,000   110,000,000 

その他の収入 422,621 422,621 0   0 

 

金額に付した「△」の印は、当該金額が負の金額であることを示すものである。 
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別紙１０ 

○原処分額及び被告主張額【所得税】 

 

 

  平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 

 

総所得金額 

原処分額 被告主張額 原処分額 被告主張額 原処分額 被告主張額 原処分額 被告主張額 原処分額 被告主張額 原処分額 被告主張額 原処分額 被告主張額 

284,979,432 293,301,410 359,159,900 371,077,919 325,771,037 337,144,173 333,627,680 345,180,828 301,777,701 310,776,998 284,509,693 295,337,532 409,133,003 420,049,211 

事業所得に係る総収入金額 2,160,662,946 2,171,687,910 2,733,401,551 2,745,319,570 2,604,773,337 2,616,146,473 2,648,590,273 2,660,143,421 2,672,292,718 2,691,650,463 2,487,200,059 2,498,027,898 2,512,995,095 2,523,911,303 

本件各店舗に係る総収入金額 2,120,185,572 2,120,185,572 2,708,640,851 2,708,640,851 2,584,803,857 2,584,803,857 2,625,715,673 2,625,715,673 2,647,566,468 2,657,696,350 2,463,757,959 2,463,757,959 2,381,723,774 2,381,723,774 

本件広告業に係る総収入金額 28,993,674 28,993,674 14,971,300 14,971,300 10,908,780 10,908,780 16,275,000 16,275,000 17,780,250 15,324,250 18,086,000 18,086,000 16,132,400 16,132,400 

収入金額 50,449,274 50,449,274 54,472,612 54,472,612 55,118,370 55,118,370 56,592,821 56,592,821 49,901,541 47,445,541 45,828,156 45,828,156 16,132,564 16,132,564 

内部取引に係る収入金額 21,455,600 21,455,600 39,500,000 39,500,000 44,206,000 44,206,000 40,317,000 40,317,000 32,121,000 32,121,000  27,742,000 27,742,000 0 0 

預金利息 0 0 1,312 1,312 3,590 3,590 821 821 291 291 156 156 164 164 

本件飲食店に係る総収入金額 14,483,700 11,483,700 9,789,400 9,789,400 9,060,700 9,060,700 6,599,600 6,599,600 6,946,000 6,946,000 5,356,100 5,356,100 4,716,300 4,716,300 

雑収入の額 0 11,024,964 0 11,918,019 0 11,373,136 0 11,553,148 0 11,693,863 0 10,827,839 110,422,621 121,338,829 

総徴収金額 0 11,024,964 0 11,918,019 0 11,373,136 0 11,553,148 0 11,693,863 0 10,827,839 0 10,916,208 

法人からの報酬               110,000,000 110,000,000 

その他の収入               422,621 422,621 

仕入金額 0 2,702,986 2,405,818 2,405,818 2,174,580 2,174,580 1,565,816 1,565,816 1,711,772 1,711,772 1,236,310 1,236,310 1,065,120 1,065,120 

必要経費 1,875,683,514 1,875,683,514 2,371,835,833 2,371,835,833 2,276,827,720 2,276,827,720 2,310,480,000 2,310,480,000 2,368,803,245 2,379,172,693 2,201,454,056 2,201,454,056 2,102,796,972 2,102,796,972 

接客従業者に対する報酬の支払額 1,070,905,732 1,070,905,732 1,376,531,280 1,376,531,280 1,313,597,320 1,313,597,320 1,334,388,705 1,334,388,705 1,340,271,837 1,350,641,285 1,249,543,753 1,249,543,753 1,211,378,641 1,211,378,641 

広告宣伝費 308,132,255 308,132,255 392,298,994 392,298,994 347,522,370 347,522,370 315,632,375 315,632,375 395,421,697 395,421,697 366,127,298 366,127,298 337,037,620 337,037,620 

その他の経費 496,645,527 496,645,527 603,005,559 603,005,559 615,708,030 615,708,030 659,458,920 659,458,920 633,109,711 633,109,711 585,783,005 585,783, 005 554,380,711 554,380,711 

事業所得の金額 284,979,432 293,301,410 359,169,900 371,077,919 325,771,037 337,144,173 336,544,458 348,097,606 301,777,701 310,775,998 284,509,693 295,337,532 409,133,003 420,049,211 

譲渡所得の金額 0 0  0  0 △ 2,916,778 △ 2,916,778 0 0 0 0   0 

所得控除の額 2,699,910 2,699,910 2,748,750 2,748,750 2,720,350 2,720,350 2,972,100 2,972,100 2,990,080 2,990,080 2,352,740 2,352,740 2,602,060 2,602,060 

課税される所得金額 282,279,000 290,601,000 356,411,000 368,329,000 323,050,000 334,423,000 330,655,000 342,208,000 298,767,000 307,785,000 282,156,000 292,984,000 406,530,000 417,447,000 

                  

申告納税額 101,828,200 104,907,300 139,768,400 144,535,600 126,424,000 130,973,200 129,466,000 134,087,200 116,718,800 120,318,000 110,068,400 114,317,600 159,816,000 164,182,800 

予定納税額 8,277,600 8,277,600 18,139,600 18,139,600 24,904,200 24,904,200 19,130,000 19,130,000 20,126,000 20,126,000 10,614,000 10,614,000 11,145,200 11,145,200 

納付すべき税額 93,550,600 96,629,700 121,628,800 126,396,000 101,519,800 106,069,000 110,336,000 114,957,200 96,592,800 100,192,000 99,452,400 103,783,600 148,670,800 153,037,600 

                  
       

過少申告課税額           20,000 20,000   7,238,000 7,238,000 

重加算税 26,113,500 27,191,600 35,843,500 37,509,500 34,202,000 35,794,500 34,744,500 36,361,500 35,206,500 36,463,000 32,669,000 34,184,500 31,489,500 33,019,000 
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別紙１１ 

〇原処分額及び被告主張額【消費税等】 

 

 

  平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 

 

課税資産の譲渡等の対価の額 

（事業所得に係る総収入金額） 

原処分額 被告主張額 原処分額 被告主張額 原処分額 被告主張額 原処分額 被告主張額 原処分額 被告主張額 原処分額 被告主張額 原処分額 被告主張額 

2,160,662,946 2,171,687,910 2,733,401,551 2,745,319,570 2,604,773,337 2,616,146,473 2,648,590,273 2,660,143,421 2,672,292,718 2,691,660,463 2,487,200,059 2,498,027,898 2,512,995,095 2,523,911,303 

車両売却の対価の額    5,000,000 5,000,000   6,000,000 6,000,000         

課税標準額 2,057,774,000 2,068,274,000 2,608,001,000 2,619,351,000 2,480,736,000 2,491,568,000 2,528,181,000 2,539,184,000 2,545,040,000 2,563,486,000 2,368,761,000 2,379,074,000 2,393,328,000 2,403,725,000 

課税標準額に対する消費税額 82,310,960 82,730,960 104,320,040 104,774,040 99,229,440 99,662,720 101,127,240 101,567,360 101,801,600 102,539,440 94,750,440 95,162,960 95,733,120 96,149,000 

課税資産の譲渡等の対価の支払額 

(控除対象仕入認容額） 
391,115,732 390,715,732 559,252,074 559,501,020 10,874,000 10,874,000 1,352,059 1,352,059 120,823,186 120,823,186 9,962,894 9,962,894 57,490,159 57,490,159 

控除対象仕入税額 14,899,646 14,884,408 21,304,840 21,314,324 414,247 414,247 51,507 51,507 4,602,788 4,602,788 379,538 379,538 2,190,101 2,190,101 

差引税額 67,411,300 67,846,500 83,015,200 83,459,700 98,815,100 99,248,400 101,075,700 101,515,800 97,198,800 97,936,600 94,370,900 94,783,400 93,543,000 93,958,800 

中間納付税額 7,387,500 7,387,500 10,127,400 10,127,400 12,949,200 12,949,200 15,108,100 15,108,100 13,887,000 13,887,000 12,556,800 12,556,800 11,610,300 11,610,300 

納付税額 60,023,800 60,459,000 72,887,800 72,332,300 85,855,900 86,299,200 85,967,600 86,407,700 83,311,800 84,049,600 81,814,100 82,226,600 81,932,700 82,348,500 

                   

地方消費税の課税標準となる消費税額 67,411,300 67,846,500 83,015,200 83,459,700 98,815,100 99,248,400 101,075,700 101,515,800 97,198,800 97,936,600 94,370,900 94,783,400 93,543,000 93,958,800 

護渡割納税額 16,852,800 16,961,600 20,753,800 20,864,900 24,703,700 24,812,100 26,268,900 26,378,900 24,299,700 24,484,100 23,592,700 23,695,800 23,385,700 23,489,700 

中間納付譲渡割額 1,846,800 1,846,800 2,631,700 2,631,700 3,237,300 3,237,300 3,776,800 3,776,800 3,471,600 3,471,600 3,139,200 3,139,200 2,902,500 2,902,500 

納付譲渡割額 15,006,000 15,114,800 18,222,100 18,333,200 21,466,400 21,574,800 21,492,100 21,602,100 20,828,100 21,012,500 20,453,500 20,556,600 20,483,200 20,587,200 

                   

消費税等の合計税額 75,029,800 75,573,800 91,109,900 91,665,500 107,332,300 107,874,000 107,459,700 108,009,800 104,139,900 105,062,100 102,267,600 102,783,200 102,415,900 102,935,700 

                   
         

過少申告加算税 7,823,000 7,826,000 9,419,500 9,418,000 11,150,000 12,044,000 12,549,500 12,592,000 12,242,000 12,299,000 12,156,000 12,156,000 12,129,500 12,129,500 

重加算税 3,360,000 3,542,000 4,266,500 4,452,500 4,070,500 4,259,500 4,133,500 4,228,0OO 4,189,500 4,382,000 3,888,500 4,067,000 3,748,500 3,930,500 

合計 11,183,000 11,368,000 13,686,000 13,880,500 15,220,500 16,303,500 16,683,000 16,820,000 16,431,500 16,681,000 16,044,500 16,223,000 15,878,000 16,060,000 

 ※ 原処分額欄の過少申告加算税及び重加算税の額は、本件裁決により一部取り消された後のもの 
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別表１２ 

別表１２ 原処分額及び経費加算後の試算額【所得税】 

 

  平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 

 

総所得金額 

原処分額 経費加算後 原処分額 経費加算後 原処分額 経費加算後 原処分額 経費加算後 原処分額 経費加算後 原処分額 経費加算後 原処分額 経費加算後 

284,979,432 287,458,179 359,159,900 364,284,548 325,771,037 329,865,365 333,627,680 337,786,813 301,777,701 303,291,925 284,509,693 288,407,715 409,133,003 413,062,837 

事業所得に係る総収入金額 2,160,662,946 2,171,687,910 2,733,401,551 2,745,319,570 2,604,773,337 2,616,146,473 2,648,590,273 2,660,143,421 2,672,292,718 2,691,660,463 2,487,200,059 2,498,027,898 2,512,995,095 2,523,911,303 

本件各店舗に係る総収入金額 21,120,185,572 2,120,185,572 2,708,640,851 2,708,640,851 2,584,803,857 2,584,803,857 2,625,715,673 2,625,715,673 2,647,566,488 2,657,696,350 2,463,757,959 2,463,757,959 2,381,723,774 2,381,723,774 

本件広告業に係る総収入金額 28,993,674 28,993,674 14,971,300 14,971,300 10,908,780 10,908,780 16,275,000 16,275,000 17,780,250 15,324,250 18,086,000 18,086,000 16,132,400 16,132,400 

収入金額 50,449,274 50,449,274 54,472,612 54,472,612 55,118,370 55,118,370 56,592,821 56,592,821 49,901,541 47,445,541 45,828,156 45,828,156 16,132,564 16,132,564 

内部取引に係る収入金額 21,455,600 21,455,600 39,500,000 39,500,000 44,206,000 44,206,000 40,317,000 40,317,000 32,121,000 32,121,000 27,742,000 27,742,000 0 0 

預金利息 0 0 1,312 1,312 3,590 3,590 821 821 291 291 156 156 164 164 

本件飲食店に係る総収入金額 11,483,700 11,483,700 9,789,400 9,789,400 9,060,700 9,060,700 6,599,600 6,599,600 6,946,000 6,946,000 5,356,100 5,366,100 4,716,300 4,716,300 

雑収入の額 0 11,024,964 0 11,918,019 0 11,373,136 0 11,553,148 0 11,693,863 0 10,827,839 110,422,621 121,338,829 

総徴収金額 0 11,024,964 0 11,918,019 0 11,373,136 0 11,553,158 0 11,693,863 0 10,827,839 0 10,916,200 

法人からの報酬               110,000,000 110,000,000 

その他の収入               422,621 422,621 

仕入金額 0 2,702,986 2,405,818 2,405,818 2,174,580 2,174,580 1,565,815 1,565,815 1,711,772 1,711,772 1,236,310 1,236,310 1,065,120 1,065,120 

必要経費 1,875,683,514 1,881,526,745 2,371,835,833 2,378,629,104 2,276,827,720 2,284,106,528 2,310,480,000 2,317,674,015 2,358,803,245 2,386,656,766 2,201,454,056 2,208,383,873 2,102,796,972 2,109,783,346 

接客従業者に対する報酬の支払額 1,070,905,732 1,070,905,732 1,376,531,280 1,376,531,280 1,313,597,320 1,313,597,320 1,334,388,705 1,334,388,705 1,340,271,837 1,350,641,285 1,249,543,753 1,249,543,753 1,211,378,641 1,211,378,641 

広告宣伝費 308,132,255 308,132,255 392,298,994 392,298,994 347,522,370 347,522,370 316,632,376 315,632,376 395,421,697 395,421,697 366,127,298 366,127,298 337,037,620 337,037,620 

その他の経費 496,645,527 502,488,758 603,005,569 609,798,830 615,708,030 522,986,838 659,458,920 656,852,935 633,109,711 640,593,784 585,783,005 592,712,822 554,380,711 561,357,085 

事業所得の金額 284,979,432 287,458,179 359,159,900 364,284,648 325,771,037 329,866,365 335,644,458 340,703,591 301,777,701 303,291,925 284,509,693 288,407,715 409,133,003 413,062,837 

譲渡所得の金額 0 0  0  0 △ 2,916,778 △ 2,915,778 0 0 0 0   0 

所得控除の額 2,699,910 2,699,910 2,748,750 2,748,750 2,720,350 2,720,350 2,972,100 2,972,100 2,990,080 2,990,080 2,352,740 2,352,740 2,602,060 2,602,060 

課税される所得金額 282,279,000 284,758,000 356,411,000 361,535,000 323,050,000 327,145,000 330,655,000 334,814,000 298,767,000 300,301,000 282,156,000 286,054,000 406,530,000 410,460,000 

                   

申告納税額 101,828,200 102,745,400 139,768,400 141,818,000 126,424,000 128,062,000 129,466,000 131,129,600 116,718,800 117,324,400 110,065,400 111,525,600 159,816,000 161,388,000 

予定納税額 8,277,600 8,277,600 18,139,600 18,139,600 24,904,200 24,904,200 19,130,000 19,130,000 20,126,000 20,126,000 10,614,000 10,614,000 11,145,200 11,145,200 

納付すべき税額 93,550,600 94,467,800 121,628,600 123,678,400 101,519,800 103,157,800 110,336,000 111,999,600 98,592,800 97,198,400 99,452,400 101,011,600 148,670,800 150,242,800 
         

過少申告課税額           20,000 20,000   7,238,000 7,238,000 

重加算税 26,113,500 26,435,500 35,843,500 36,561,000 34,202,000 34,776,000 34,744,500 35,329,000 35,206,500 35,416,500 32,669,000 33,215,000 31,489,500 32,039,000 
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別表２０ 原処分額，被告主張額及び裁判所認定額【所得税】 

 

  平成18年 平成19年 

 

総所得金額 

原処分額 被告主張額 裁判所認定額 原処分額 被告主張額 裁判所認定額 

284,979,432 293,301,410 287,458,179 359,159,900 371,077,919 364,284,648 

事業所得に係る総収入金額 2,160,662,946 2,171,687,910 2,171,687,910 2,733,401,551 2,745,319,570 2,745,319,570 

本件各店舗に係る総収入金額 2,120,186,572 2,120,185,572 2,120,185,572 2,708,640,851 2,708,640,851 2,708,640,851 

本件広告業に係る総収入金額 28,993,674 28,993,674 28,993,674 14,971,300 14,971,300 14,971,300 

収入金額 50,449,274 50,449,274 50,449,274 54,472,612 54,472,612 54,472,612 

内部取引に係る収入金額 21,455,600 21,455,600 21,455,600 39,500,000 39,500,000 39,500,000 

預金利息 0 0 0 1,312 1,312 1,312 

本件飲食店に係る総収入金額 11,483,700 11,483,700 11,483,700 9,789,400 9,789,400 9,789,400 

雑収入の額 0 11,024,964 11,024,964 0 11,918,019 11,918,019 

総徴収金額 0 11,024,964 11,024,964 0 11,918,019 11,918,019 

法人からの報酬 0 0 0 0 0 0 

その他の収入 0 0 0 0 0 0 

仕入金額 0 2,702,986 2,702,986 2,405,818 2,405,818 2,405,818 

必要経費 1,875,683,514 1,875,683,514 1,881,526,746 2,371,835,833 2,371,835,833 2,378,629,104 

接客従業者に対する報酬の支払額 1,070,905,732 1,070,905,732 1,070,905,732 1,376,531,280 1,376,531,280 1,376,531,280 

広告宣伝費 308,132,255 308,132,255 308,132,256 392,298,994 392,298,994 392,298,994 

本件減額処理額 0 0 5,843,231 0 0 6,793,271 

その他の経費 496,645,527 496,645,527 496,645,527 603,005,559 603,005,559 603,005,559 

事業所得の金額 284,979,432 293,301,410 287,458,179 359,159,900 371,077,919 364,284,548 

譲渡所得の金額 0 0 0 0 0 0 

所得控除の額 2,699,910 2,699,910 2,699,910 2,748,750 2,748,750 2,748,750 

課税される所得金額 282,279,000 290,601,000 284,758,000 356,411,000 368,329,000 361,535,000 

             

申告納税額 101,828,200 104,907,300 102,745,400 139,768,400 144,535,500 141,818,000 

予定納税額 8,277,600 8,277,600 8,277,600 18,139,600 18,139,600 18,139,600 

納付すべき税額 93,550,600 96,629,700 94,467,800 121,628,800 126,396,000 123,678,400 
     

過少申告課税額             

重加算税 26,113,500 27,191,500 26,435,500 35,843,500 37,509,500 36,561,000 

（注）「被告主張額」欄の金額は、被告準備書面（５）の訂正版別表７の「被告主張額」欄の金額と同額である。 
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  平成20年 平成21年 

  

総所得金額 

原処分額 被告主張額 裁判所認定額 原処分額 被告主張額 裁判所認定額 

325,771,037 337,144,173 329,865,365 333,627,580 345,180,828 337,786,813 

事業所得に係る総収入金額 2,604,773,337 2,616,146,473 2,616,146,473 2,648,590,273 2,660,143,421 2,660,143,421 

本件各店舗に係る総収入金額 2,584,803,857 2,584,803,857 2,584,803,857 2,625,715,673 2,625,715,673 2,625,715,673 

本件広告業に係る総収入金額 10,908,780 10,908,780 10,908,780 16,275,000 16,275,000 16,275,000 

収入金額 55,118,370 55,118,370 55,118,370 56,592,821 56,592,821 56,592,821 

内部取引に係る収入金額 44,206,000 44,206,000 44,206,000 40,317,000 40,317,000 40,317,000 

預金利息 3,590 3,590 3,590 821 821 821 

本件飲食店に係る総収入金額 9,060,700 9,060,700 9,060,700 6,599,600 6,599,600 6,599,600 

雑収入の額 0 11,373,136 11,373,136 0 11,553,148 11,553,148 

総徴収金額 0 11,373,136 11,373,136 0 11,553,148 11,553,148 

法人からの報酬 0 0 0 0 0 0 

その他の収入 0 0 0 0 0 0 

仕入金額 2,174,580 2,174,580 2,174,580 1,565,815 1,565,815 1,565,815 

必要経費 2,276,827,720 2,276,827,720 2,284,106,528 2,310,480,000 2,310,480,000 2,317,874,015 

接客従業者に対する報酬の支払額 1,313,597,320 1,313,597,320 1,313,597,320 1,334,388,705 1,334,388,705 1,334,388,705 

広告宣伝費 347,522,370 347,522,370 347,522,370 316,632,375 316,632,375 316,632,375 

本件減額処理額 0 0 7,276,808 0 0 7,394,015 

その他の経費 615,708,030 615,708,030 615,708,030 659,458,920 659,458,920 659,458,920 

事業所得の金額 325,771,037 337,144,173 329,865,365 336,544,458 346,097,606 340,703,591 

譲渡所得の金額 0 0 0 △ 2,916,778 △ 2,916,778 △ 2,916,778 

所得控除の額 2,720,350 2,720,350 2,720,350 2,972,100 2,972,100 2,972,100 

課税される所得金額 323,050,000 334,423,000 327,145,000 330,655,000 342,208,000 334,814,000 

         

申告納税額 126,424,000 130,973,200 128,062,000 129,466,000 134,087,200 131,129,600 

予定納税額 24,904,200 24,904,200 24,904,200 19,130,000 19,130,000 19,130,000 

納付すべき税額 101,519,800 106,069,000 103,157,800 110,336,000 114,957,200 111,999,600 
     

過少申告課税額         

重加算税 34,202,000 35,794,500 34,776,000 34,744,500 36,361,500 35,329,000 

（注） 「被告主張額」欄の金額は、被告準備書面（５）の訂正版別表７の「被告主張額」欄の金額と同額である。 
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  平成22年 平成23年 

  原処分額 被告主張額 裁判所認定額 原処分額 被告主張額 裁判所認定額 

総所得金額 301,777,701 310,775,998 303,291,925 284,509,693 295,337,532 288,407,715 

事業所得に係る総収入金額 2,672,292,718 2,691,660,463 2,691,660,463 2,487,200,059 2,498,027,898 2,498,027,898 

本件各店舗に係る総収入金額 2,647,566,468 2,657,696,350 2,657,696,350 2,463,757,959 2,463,757,959 2,463,757,959 

本件広告業に係る総収入金額 17,780,250 15,324,250 15,324,250 18,086,000 18,086,000 18,086,000 

収入金額 49,901,541 47,445,541 47,445,541 45,828,156 45,828,156 45,828,156 

内部取引に係る収入金額 32,121,000 32,121,000 32,121,000 27,742,000 27,742,000 27,742,000 

預金利息 291 291 291 156 156 156 

本件飲食店に係る総収入金額 6,946,000 6,946,000 6,946,000 5,356,100 5,356,100 5,356,100 

雑収入の額 0 11,693,863 11,693,863 0 10,827,839 10,827,839 

総徴収金額 0 11,693,863 11,693,863 0 10,827,839 10,827,839 

法人からの報酬 0 0 0 0 0 0 

その他の収入 0 0 0 0 0 0 

仕入金額 1,711,772 1,711,772 1,711,772 1,236,310 1,236,310 1,236,310 

必要経費 2,368,803,245 2,379,172,693 2,386,656,766 2,201,454,056 2,201,454,056 2,208,383,873 

接客従業者に対する報酬の支払額 1,340,271,837 1,350,641,285 1,350,641,285 1,249,543,753 1,249,543,753 1,249,543,753 

広告宣伝費 395,421,697 395,421,697 395,421,697 366,127,298 366,127,298 366,127,298 

本件減額処理額 0 0 7,484,073 0 0 6,929,817 

その他の経費 633,109,711 633,109,711 633,109,711 585,783,005 585,783,005 585,783,005 

事業所得の金額 301,777,701 310,775,998 303,291,925 284,509,693 295,337,532 288,407,715 

譲渡所得の金額 0 0 0 0 0 0 

所得控除の額 2,990,080 2,990,080 2,990,080 2,352,740 2,352,740 2,352,740 

課税される所得金額 298,787,000 307,785,000 300,301,000 282,156,000 292,984,000 286,054,000 

         

申告納税額 116,718,800 120,318,000 117,324,400 110,066,400 114,397,600 111,625,600 

予定納税額 20,126,000 20,126,000 20,126,000 10,614,000 10,614,000 10,614,000 

納付すべき税額 96,592,800 100,192,000 97,198,400 99,452,400 103,783,600 101,011,600 
     

過少申告課税額 20,000 20,000 20,000      

重加算税 35,206,500 36,463,000 35,416,500 32,669,000 34,184,500 33,215,000 

（注）「被告主張額」欄の金額は、被告準備書面（５）の訂正版別表７の「被告主張額」欄の金額と同額である。 
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  平成24年 

  

総所得金額 

原処分額 被告主張額 裁判所認定額

409,133,003 420,049,211 413,062,837

事業所得に係る総収入金額 2,512,995,095 2,523,911,303 2,523,911,303

本件各店舗に係る総収入金額 2,381,723,774 2,381,723,774 2,381,723,774

本件広告業に係る総収入金額 16,132,400 16,132,400 16,132,400

収入金額 16,132,564 16,132,564 16,132,564

内部取引に係る収入金額 0 0 0

預金利息 164 164 164

本件飲食店に係る総収入金額 4,716,300 4,716,300 4,716,300

雑収入の額 110,422,621 121,338,829 121,338,829

総徴収金額 0 10,916,208 10,916,208

法人からの報酬 110,000,000 110,000,000 110,000,000

その他の収入 422,621 422,621 422,621

仕入金額 1,065,120 1,065,120 1,065,120

必要経費 2,102,796,972 2,102,796,972 2,109,783,346

接客従業者に対する報酬の支払額 1,211,376,641 1,211,378,541 1,211,378,541

広告宣伝費 337,037,620 337,037,620 337,037,620

本件減額処理額 0 0 6,986,374

その他の経費 554,380,711 554,380,711 554,380,711

事業所得の金額 409,133,003 420,049,211 413,062,837

譲渡所得の金額 0 0 0

所得控除の額 2,602,060 2,602,060 2,602,060

課税される所得金額 406,530,000 417,447,000 410,460,000

    

申告納税額 159,816,000 164,182,800 161,388,000

予定納税額 11,145,200 11,145,200 11,145,200

納付すべき税額 148,670,800 153,037,600 150,242,800
 

過少申告課税額 7,238,000 7,238,000 7,238,000

重加算税 31,489,500 33,019,000 32,039,000

（注）「被告主張額」欄の金額は、被告準備書面（５）の訂正版別表７の「被告主張額」欄の金額と同額である。 
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別表２１ 原処分額、被告主張額及び裁判所認定額【消費税等】 
 

  平成18年 平成19年 

 

課税資産の譲渡等の対価の額 

（事業所得に係る総収入金額） 

原処分額 被告主張額 裁判所認定額 原処分額 被告主張額 裁判所認定額 

2,160,662,946 2,171,687,910 2,171,687,910 2,733,401,551 2,745,319,570 2,745,319,570 

車両売却の対価の額 0 0 0 5,000,000 50,000,000 5,000,000 

課税標準額 2,057,774,000 2,068,274,000 2,058,274,000 2,608,001,000 2,619,351,000 2,619,351,000 

課税標準額に対する消費税額 82,310,960 82,730,960 82,730,960 104,320,040 104,774,040 104,774,040 

課税資産の譲渡等の対価の支払額 

（控除対象仕入認容額） 
391,115,732 390,715,732 391,481,102 559,252,074 559,501,020 550,206,396 

控除対象仕入税額 14,899,646 14,884,408 14,913,565 21,304,840 21,314,324 21,341,196 

差引税額 67,411,300 67,846,500 67,817,300 83,015,200 83,459,700 83,432,800 

中間納付税額 7,387,500 7,387,500 7,387,500 10,127,400 10,127,400 10,127,400 

納付税額 60,023,800 60,459,000 60,429,800 72,887,800 73,332,300 73,305,400 

         

地方消費税の課税標準となる消費税額 67,411,300 67,846,500 67,817,300 83,015,200 83,469,700 83,432,800 

護渡割納税額 16,852,800 16,961,600 16,954,300 20,753,800 20,864,900 20,858,200 

中間納付譲渡割額 1,846,800 1,846,800 1,846,800 2,531,700 2,531,700 2,531,700 

納付譲渡割額 15,006,000 15,114,800 15,107,500 18,222,100 18,333,200 18,326,500 

         

消費税等の合計税額 75,029,800 75,573,800 75,537,300 91,109,900 91,665,500 91,631,900 

         
      

過少申告加算税 7,823,000 7,826,000 7,826,000 9,419,500 9,418,000 9,418,000 

重加算税 3,360,000 3,542,000 3,531,500 4,266,500 4,462,500 4,452,000 

合計 11,183,000 11,368,000 11,357,500 13,686,000 13,880,500 13,870,000 

（注１） 「原処分額」欄の過少申告加算税及び重加算税の額は、裁決により一部取消し後のものである。 

（注２） 「被告主張額」欄の金額は、被告準備書面（８）の訂正版別表８の「被告主張額」欄の金額と同額である。 
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  平成20年 平成21年 

  原処分額 被告主張額 裁判所認定額 原処分額 被告主張額 裁判所認定額 

課税資産の譲渡等の対価の額 

（事業所得に係る総収入金額） 
2,604,773,337 2,616,146,473

被
告
主
張
額
と
同
じ 

2,648,590,273 2,660,143,421 

被
告
主
張
額
と
同
じ 

車両売却の対価の額 0 0 6,000,000 6,000,000 

課税標準額 2,480,736,000 2,491,568,000 2,528,181,000 2,539,184,000 

課税標準額に対する消費税額 99,229,440 99,662,720 101,127,240 101,567,360 

課税資産の譲渡等の対価の支払額 

（控除対象仕入認容額） 
10,874,000 10,874,000 1,352,059 1,352,059 

控除対象仕入税額 414,247 414,247 51,507 51,507 

差引税額 98,815,100 99,248,400 101,075,700 101,515,800 

中間納付税額 12,949,200 12,949,200 15,108,100 15,108,100 

納付税額 85,865,900 86,299,200 85,967,600 86,407,700 

      

地方消費税の課税標準となる消費税額 98,815,100 99,248,400 101,075,700 101,515,800 

護渡割納税額 24,703,700 24,812,100 25,268,900 25,378,900 

中間納付譲渡割額 3,237,300 3,237,300 3,776,800 3,776,800 

納付譲渡割額 21,466,400 21,574,800 21,492,100 21,602,100 

      

消費税等の合計税額 107,332,300 107,874,000 107,459,700 108,009,800 

      
      

過少申告加算税 11,150,000 12,044,000

被告主張額

と同じ 

12,549,500 12,592,000 

被告主張額 

と同じ 
重加算税 4,070,500 4,259,500 4,133,500 4,226,000 

合計 15,220,500 16,303,500 16,683,000 16,820,000 

 （注１） 「原処分額」欄の過少申告加算税及び重加算税の額は、裁決により一部取消し後のものである。 

            （注２） 「被告主張額」欄の金額は、被告準備書面（８）の訂正版別表８の「被告主張額」欄の金額と同額である。 
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  平成22年 平成23年 

  原処分額 被告主張額 裁判所認定額 原処分額 被告主張額 裁判所認定額 

課税資産の譲渡等の対価の額 

（事業所得に係る総収入金額） 
2,672,292,718 2,691,660,463

被
告
主
張
額
と
同
じ 

2,487,200,059 2,498,027,898 2,498,027,898 

車両売却の対価の額 0 0 0 0 0 

課税標準額 2,545,040,000 2,563,486,000 2,368,761,000 2,379,074,000 2,379,074,000 

課税標準額に対する消費税額 101,801,600 102,539,440 94,750,440 95,162,960 95,162,960 

課税資産の譲渡等の対価の支払額 

（控除対象仕入認容額） 
120,823,186 120,823,186 9,962,894 9,962,894 9,964,894 

控除対象仕入税額 4,602,788 4,602,788 379,538 379,538 379,615 

差引税額 97,198,800 97,936,600 94,370,900 94,783,400 94,783,300 

中間納付税額 13,887,000 13,887,000 12,556,800 12,556,800 12,556,800 

納付税額 83,311,800 84,049,600 81,814,100 82,226,600 82,226,500 

        

地方消費税の課税標準となる消費税額 97,198,800 97,936,600 94,370,900 94,783,400 94,783,300 

護渡割納税額 24,299,700 24,484,100 23,592,700 23,695,800 23,695,800 

中間納付譲渡割額 3,471,600 3,471,600 3,139,200 3,139,200 3,139,200 

納付譲渡割額 20,828,100 21,012,500 20,453,500 20,556,600 20,556,600 

        

消費税等の合計税額 104,139,900 105,062,100 102,267,600 102,763,200 102,783,100 

        
      

過少申告加算税 12,242,000 12,299,000

被告主張額

と同じ 

12,156,000 12,156,000 

被告主張額 

と同じ 
重加算税 4,189,500 4,382,000 3,888,500 4,067,000 

合計 16,431,500 16,681,000 16,044,500 16,223,000 

 （注１） 「原処分額」欄の過少申告加算税及び重加算税の額は、裁決により一部取消し後のものである。 

            （注２） 「被告主張額」欄の金額は、被告準備書面（８）の訂正版別表８の「被告主張額」欄の金額と同額である。 
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  平成24年 

  原処分額 被告主張額 裁判所認定額

課税資産の譲渡等の対価の額 

（事業所得に係る総収入金額） 
2,512,995,095 2,523,911,303

被
告
主
張
額
と
同
じ 

車両売却の対価の額 0 0

課税標準額 2,393,328,000 2,403,725,000

課税標準額に対する消費税額 95,733,120 96,149,000

課税資産の譲渡等の対価の支払額 

（控除対象仕入認容額） 
57,490,159 57,490,159

控除対象仕入税額 2,190,101 2,190,101

差引税額 93,543,000 93,958,800

中間納付税額 11,610,300 11,610,300

納付税額 81,932,700 82,348,500

     

地方消費税の課税標準となる消費税額 93,543,000 93,958,800

譲渡割納税額 23,385,700 23,489,700

中間納付譲渡割額 2,902,500 2,902,500

納付譲渡割額 20,483,200 20,587,200

     

消費税等の合計税額 102,415,900 102,935,700

     
   

過少申告加算税 12,129,500 12,129,500

被告主張額

と同じ 
重加算税 3,748,500 3,930,500

合計 15,878,000 16,060,000

        （注１） 「原処分額」欄の過少申告加算税及び重加算税の額は、本件裁決により一部取消し後のものである。 

        （注２） 「被告主張額」欄の金額は、被告準備書面（８）の訂正版別表８の「被告主張額」欄の金額と同額である。 

 


